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【 本 書 の ご 利用 に あたっ て 】 
本 県 で 行っ て いる 各種 測定 に は 、 県 立 学校 や 県 有 施 設 な どの 放射 線量 を 測定 する も の と 、 食 品 中 や 水道 水 、 河 川 水 な 『 
どの 放射 性 物質 濃度 を 測定 する も の が あり 、 そ れ ぞ れ 測 定 単位 が 異な り ま す 。 
放射 線量 の 測定 単位 に は 「 シ ー ベ ルト (Sv) 」 な ど が あり 、 シ ー ベ ルト は 放射 線 に よっ て 人 体 に 影響 び が ある か を 表す ! 
単位 で す 。 そ の 他 、 物 質 に 吸収 され た エネ ルギー 量 を 表す 単位 し し て 「 グ レイ (Gy) 」 が あり ます 。 
放射 性 物質 濃度 の 測定 単位 に は 「 ベ クレ ル (Bq) 」 が あり 、 ベ クレ ル は 、 放 射線 を 出す 能力 の 強 さ を 表す 単位 で す 。 ! 
本 書 で は 、 測 定 結果 に つい て 、 測 定 値 と 測定 単位 を 用 いて 記載 し て いま す が 、 各 省 の 本 文中 、 最 初 の 記載 は 以下 の と ! 
お り 読 み 方 を 記載 し て いま す 。 


1!:① 放射 線量 の 単位 OO ん Sv/h (読み 方 : 毎時 O 〇 マイ クロ シー ベル ト )  ※ 〇 O 〇 に は 数 値 が 入り ます 。 
1 時 間 当たり の 放射 線量 を 表し ます 。 / (マイ クロ ) と は 百 万 分 の 1 (1/1000000) を 表す 単位 で す 。 そ の 他 、! 
! 。 シー ベル ト を 用 いた 単位 に は mSv (ミリ シー ベル ト (m (ミリ ) は 千 分 の 1 (1/1000) を 表す 単位 )) な ど が あり ます 。 ! 
| | ② 放射 性 物質 濃度 の 単位 〇 OBq/kg (読み 方 : 1 キロ グラ ム あ た り 〇 〇 ベク レル ) ※ 〇 〇 に は 数 値 が 入り ます 。 ! 
1 1 キロ グラ ム 当 た り の 放射 性 物質 濃度 を 表し ます 。 そ の 他 、 ベ クレ ル を 用 いた 単位 と し て 、 Bq/m? (1 平方 メー: ! 
1 トル あたり の ペク レル )、 Bq/m* (1 立方 メー トル あたり の ペク レル )、 Bq/% (1 リッ トル あたり の ペク レル )、 Bo/ 
i 日 (1 日 あたり の ベク レル ) な ど が あり ます 。 1 


また 、 本 文中 に お いて 繰り 返し 記載 し て いる 主 な 用 語 、 企 業 名 に つき まし て は 、 以 下 の と お り 統 一 し た 記載 と し て い 
ます の で ご 参照 くだ さい 。 


i① 空間 線量 率 : 対象 と する 空間 の 単位 時 間 当 た り の 放射 線量 の こと を いい ます 。 
i ASwh (毎時 マイ クロ シー ベル ト ) や nGy/h (毎時 ナノ グレ イ ) の 表示 単位 が あり ます 。 
| ② 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 、 特措法 : 「 平 成 二 十 三 年 三 月 十 一 日 に 発生 し た 東北 地方 太平 洋 沖 地震 に 伴 ! 
| う 原 子 力 発電 所 の 事故 に より 放出 され た 放射 性 物質 に よる 環境 の 汚染 へ の 対処 に 関す る 特別 措置 法 」 の こと を い ! 
:: いま す 。( 法 律 の 詳細 に つい て は 、 4 页 参照) 
! ; @ 重点 調査 地域 : 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づく 汚染 状況 重点 調査 地域 の こと で す 。 昌 
| E @ 東京 電力 : 東京 電力 株 式 会 社 の こと を いい ます 。 
!⑤ 原発 事故 : 東京 電力 株 式 会 社 原子 力 発電 所 事故 の こと を いい ます 。 


7 。 。 岩手 県 の 現状 
岩手 県 の 現状 、 重 要 課題 へ の 取組 状況 、 注 目 情報 








岩手 県 の 現状 1 生活 空間 の 放射 線量 の 状況 


平成 23 年 3 月 11 日 に 発生 し た 東日本 大 震 災 津波 に 
伴う 東京 電力 株 式 会 社 原子 力 発 電 所 事故 に よる 放射 性 
物質 の 影響 か ら 県 民 の 健康 と 安全 を 守る た め 、 県 と 市 
町 村 で は 、 平 成 25 年 度 ま で に 放射 線量 を 測定 する モニ 
タリ ング ポス ト や サー ベイ メー タ 等 の 整備 を 進め 、 県 
内 各地 で の きめ 細やか な 測定 に 取り 組ん で きま し た 。 

県 で は 、 生 活 環 境 へ の 影響 を 適切 に 把握 する た め 、 
モニ タリ ング ポス ト を 10 台 (原発 事故 以前 は 1 台 の み ) T= : 

こ 増 設 し て 空間 線量 率 を 測定 し 、 そ の 結果 を リア ル タ 
イム で ホー ムペ ー ジ に 掲載 し て お り 、 そ の 測定 結果 ( 下 
図 ) か ら 1 時間 当たり の 放射 線量 (以下 「 空 間 線 量 率 」 由 

と いう 。) は 順調 に 低減 し て いる こと が わか り ま す 。 

加え て 、 県 内 の 代表 的 な 55 地点 に お いて 、 自治 体 職 
員 が サー ベイ メー タ で 空間 線量 率 を 毎月 測定 し 、 そ の 
結果 を 公表 し 、 ホ ー ム ペー ジ に 掲載 する な どの 取組 を 
行っ て いま す 。 

平成 27 年 度 も 、 これ ら の 測定 を 継 % キュ 
提供 し て いき ます 。 環境 放射 線 モニ タリ ング シス テム HP 
(測定 機器 の 詳細 に つい て は 、321 页 参照 ER 
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観測 日 時 :2014 年 12 月 24 日 16 時 00 分 
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モニ タリ ング ポス ト 空 間 線 量 率 の 推移 (月 平均 ) 





第 1 章 岩手 県 の 現状 、 重 要 課題 へ の 取組 状況 、 注 目 情報 


岩手 県 の 現状 2 岩手 県 産 食 品 の 放射 性 物質 濃度 検査 の 状況 


本 県 で 生産 され た 農林 水産 物 や 流通 食品 等 の 放射 性 物質 濃度 検査 に つ 
いて は 、 国 の 原子 力 災害 対策 本 部 が 示す ガイ ドラ イン や 県 の 「 県 産 食 材 
等 の 安全 確保 方 針 」 等 に 基づき 、 計 画 的 に きめ 細やか な 検査 を 実施 し 、 
検査 結果 等 の 速やか な 公表 に 努め 、 消 費 者 の 食 の 安全 安心 の 確保 と 風評 
被害 の 防止 を 図っ て いま す 。 
農林 水産 物 に つい て は 、 平 成 23 年 度 か ら 「 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物 
濃度 の 検査 計画 」 等 に 基づき 、 県 内 で 生産 (収穫 ・ 漁 獲 ) され る 主 な 
農林 水産 物 の モニ タリ ング 検査 を 実施 し て いま す 。 流通 食品 に つい て 
は 、 平 成 24 年 度 か ら 食品 衛生 法 に 基づき 食品 衛生 監視 員 が 収 去 検 査 ( 食 
品 関係 施設 か ら 食 品 等 を 無償 で 持 帰 り 検査 ) を 実施 し て いき 検査 
の 結果 、 国 の 基準 値 (00 ベ クレ ル /kg (一 般 食品 の 場合 ) ) を 超え た 場 
合 に は 、 出 荷 制限 や 販売 者 に よる 自主 回 収 な ど を 行っ て いま す 。 

平成 26 年 度 ま で の 検査 の 結果 、 米 、 麦 、 大 豆 、 野 菜 、 果 実 、 懇 肉 、 鶏 

肉 、 和 鶏卵 、 原 乳 か ら は 国 の 基準 値 を 超え る 放射 性 物質 は 検出 され て お ら 

ず 、 林 産物 、 水 産物 等 に つい て は 、 一 部 を 除き 国 の 基準 値 を 超え る 放射 

性 物質 は 検出 され て いま せん 。 牛肉 に つい て は 、 全 頭 検査 に より 安全 性 を 確認 し て お り 、 平 成 24 年 3 月 
23 日 以降 、 国 の 基準 値 を 超え る 放射 性 物質 は 検出 され て いま せん 。 

農林 水産 物 と 流通 食品 に つい て 平成 23 年 度 か ら 平成 26 年 度 ま で 61, 713 件 の 検査 を 実施 し まし た 。 う 
ち 、 国 の 基準 値 (平成 23 年 度 は 暫定 規制 値 ) を 超過 し た も の は 、 原 木 し いた け や 野 生 山菜 、 野 生き の こ 
な ど 264 点 で し た が 、 平 成 24 年 度 の 18, 329 件 中 の 240 件 (超過 率 : 1.31%) を ピー ク に 大 きく 減少 し 、 平 
成 26 年 度 は 17, 274 件 中 の 3 件 (超過 率 : 0.02%) と な っ て いま す (平成 27 年 3 月 末 現 在 ) 。 

これ まで 国 の 基準 値 を 超過 し 出荷 制限 等 を 受け た 品目 に つい て は 、 県 で は 解除 に 向け た 検査 を 行い 、 
国 の 基準 値 を 下回っ て いる こと な どの 安全 性 を 確認 し 、 国 へ の 申請 に より 解除 され て いま す 。 平成 26 年 
度 ま で に 合計 11 品 目 の 出荷 制限 が 解除 され て いま す (一 部 解除 品目 




























































































































































































































































































































































































出荷 制限 の 解除 品目 (平成 27 年 3 月 31 日 現在 ) 
品目 名 対象 地域 等 ※ー 部 解除 
一 関 市 ( 旧 毅 清水 村 )* 

世 岡 市 旧 渋民 村 、 一 関 市 旧 大 原 
町 、 奥 州 市 旧 衣 川村 
岩手 県 全域 * 

原木 し いた け | 盛岡 市 花巻 市 \、 北 上 市 *、 山 
(露地 栽培 ) | 田町 

原木 し いた け 。 | 一 并 市 、 奥 州 市 


| 
| 

| 

| 

| 

| 

| 

| 

| 

| 

| 

1 

I * 

| . 

1 变 | (施設 栽培 ) 
三陸 南部 沖 海域 
| 

1 

| 

| 

| 

| 

| 

| 

| 

| 

| 

| 


























(陸前 高田 市 沖の 一 部 含む ) 
三陸 南部 沖の うち 金華 山 以 北 の 
海域 (陸前 高田 市 沖の 一 部 含む ) 
釜石 海域 

気仙 川 、 大 川 、 北 上 川 ( 四 十 四 田 
ダム 下流 ) 

陸前 高田 市 

















24 年 度 25 年 度 26 年 度 2 
8.314 件 18.329 件 17.775 件 17.274 件 


ーー 基準 値 以 下 件 数 = ご ww 基準 値 超過 件 数 一 邊 一 基準 値 超過 割合 











(露地 栽培 ) 








の 現状 3 子ども の 内 部 被ばく 健康 影響 調査 の 状 : 




















原発 事故 に 伴う 放射 線 の 健康 へ の 影響 を 心配 する 県 民 か ら の 声 が 多く 寄せ られ た こと な どか ら 、 本 
県 に お ける 健康 へ の 影響 を 把握 する た め 、 平 成 23 年 度 に 、 主 に 県 南部 を 中 心 に 3 歳 ~15 歳 の 子ども を 
対象 と し た 尿 中 の 放射 性 物質 の サン プリ ング (抽出 ) 調 査 を 実施 し まし た 。 

調査 結果 に つい て 、 緊 急 被ばく 医療 、 放 射線 防護 、 公 衆 衛生 等 の 専門 家 か ら な る 有識者 会 議 に お い 
て 「 放 射線 に よる 健康 影響 は 極め て 小さ いと 考え られ る 。」 と の 評価 を いた だ いて いま す 。 

また 、 同 有識者 会 議 に お いて 、「 県 民 て へ の フォ ロー アッ プ の 観点 か ら 継 続 調 査 が 必要 。」 と の 意見 
も いた だ いた こと 等 を 受け 、 リ スク コミ ュ ニ ケー ショ ン ※1+ の 観点 か ら 、 平 成 23 年 度 に 調査 を 行っ た 
子ども を 対象 に 継続 調査 を 行っ て いま す 。 
平成 24 年 度 か ら 平成 26 年 度 に 行っ た 継続 調査 の 結果 に つい て も 、 有 識者 会 議 か ら 同 様 に 「 尿 中 の 放 
射 性 セン ウム の 量 は 減少 し て お り 、 放 射線 に よる 健康 影響 は 極め て 小さ いと 考え られ る 。」 と の 評価 
を いた だ いて いま す 。 
また 、 平 成 24 年 度 に は 、 県 南部 の 3 市 町 (奥州 市 、 一 関 市 、 平 泉町 ) が 実施 する 内 部 被ばく 検査 等 
に 要する 経費 へ の 県 の 補助 制度 を 創設 し 、 平 成 25 年 度 は 、 こ の 補助 制度 を 活用 し た 内 部 被ばく ※2 検 
査 が 3 市 町 合計 で 1, 159 名 の 子ども に 実施 され 、 県 実施 の 調査 と 同様 の 結果 が 報告 され て いま す 。 


※1 リス クコ ミュ ニケ ーション : 放射 性 物質 に よる 健康 影響 や 食品 の 安全 性 な ど に 関す る 情報 の 提供 や 住民 や 事業 者 等 の 意見 表明 
の 場 の 設定 等 に より 、 正 確 な 情報 を 関係 者 が 共有 し つつ 、 相 互 に 意思 疎通 を 図る こと 。 
※2 内 部 被ばく : 空気 ・ 水 ・ 食 べ 物 な ど を 摂取 し て 、 放 射 性 物質 が 体内 に 取り 込ま れる こと 。 な お 、 大 地 か ら の 放射 線 や 宇宙 4 
エッ クス 線 な ど 体 の 外 に ある 放射 性 物質 か ら の 放射 線 を 受け る こと を 外部 被 ば 2 















































































































































































































































































































































※ 預託 実効 線 便 (msy) と は 、 体内 
か が ら の 内 部 被ばく 線量 に つい て 、 感 
人 で 50 年 間 、 子 ども で 0 療 まで の 生 
個 の 失 穫 線 合 を まし た も の 。 








区 分 預託 実効 線量 (mSv)= 生 洗 困 積 の 内 部 被ばく 線量 
二 | uma [emroesal weremm] ues | 
一 和 一 人 一 | mm 


岩手 県 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調査 結果 (平成 26 年 度 継続 調査 結果 ) 


1 日 当たり の 尿 中 放射 性 セシウム 量 (134Cs+137Cs) | | 放射 性 セン ウム に よる 預 放 実 


1 回 目 (H23 年 度 ) 2 回 目 (H24 年 度 ) 3 回 目 (H25 年 度 ) 4 回 目 (H26 年 度 ) 1 回 目 (平成 23 年 ) | 2 回 目 (平成 24 年 ) | 3 回 目 (平成 25 年 ) | 4 回 目 (平成 26 年 ) 






































7Bq/ 日 以 上 0 人 0 人 0 人 


0.08~ 
i 0 人 0 人 0 人 0 人 
6~7Bq 旧 泉 満 0 人 0 人 0 人 0.04mSv 未 江 


5~6Bq/ 日 来 尖 0 人 0 人 0 人 ~ 
a | 0 人 0 人 
4 一 5Bq/ 日 来 酒 | 1 人 0 人 0 人 


3 て 4Bq 日 未済 国 4 人 0 人 0 人 001~ 10 
0.02mSv 未 满 人 上 0 人 0 人 

2~3Bq/ 日 未 酒 四 6 人 0 人 0 人 

に 12 24 22 

ュー2B 未 潤 較 11 人 1 人 0 人 人 QOS | 訳 還 。 訴 

1Bqj 日 未満 | 1 人 了 11 人 有 6 人 1 人 
0 人 50 人 | 0 人 50 人 | 0 人 50 人 | 0 人 50 人 
不 検出 ND) | 1 人 DB 12 人 JE 16 人 | 22 人 ERROR 
【 預 旗 実 効 線量 の 算出 方 法 】 
0 人 。 20 人 0 人 20 人 0 人 20 人 0 人 20 人 40 人 | 1 回 目 は 、 原 発 事故 発生 時 か ら 1 回 目 調査 時 (平成 23 年 12 月 頃 ) ま で の 慢性 経口 折 取 と し た 。 


※※ 参加 者 中 2 名 は 3 回 目 末 実施 の た め 、3 回 目 の み 合計 人 数 が 異な る こと 。 2 回 目 以降 は 、 前 回 調査 終了 日 を 起点 と し 、 各 回 調査 時 ( 各 年 1 1 月頃 ) ま で と し て 算出 。 
※※ 株 出 限界 は 、 そ れ ぞ れ の 株 種 で 概ね 0.3 一 0 4ByY 程 度 














第 1 章 岩手 県 の 現状 、 重 要 課 題 へ の 取組 状況 、 注 目 情報 


重要 課題 1 除 染 の 推進 








平成 23 年 3 月 11 日 に 発生 し た 原発 事故 に より 放出 され た 放射 
性 物質 の 影響 に より 、 一 関 市 、 奥 州 市 及び 平泉 町 の 3 市 町 で は 、 
平成 23 年 9 月 に 実施 され た 航空 機 モ ニタ リン グ 調 査 な ど で 、 空間 
線量 率 が 毎時 0.23 マイ クロ シー ベル ト (Sv/h) 以上 の 区 域 が 確 
認 さ れ た た め 、 放 射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づき 、 平 成 23 
年 12 月 に 汚染 状況 重点 調査 地域 に 指定 され まし た 。 
指定 を 受け た 3 市 町 で は 、 生 活 空 間 の 除 染 に つい て 、 子 ども が 
長 時 間 滞 在 する 施設 を 優先 的 に 除 染 し 、 平 成 25 年 3 月 末 ま で に 
「 学 校 ・ 保 育 園 ・ 公 園 ・ ス ポー ツ 施 設 」 に お ける 除 染 が 完了 し ま 
し た 。 県 が 実施 し て いる サー ベイ メー タ に よる 主要 地点 の 空間 
量 率 の 測定 結果 を みて も 、 原 発 事故 以降 順調 に 低減 し て いま す 。 
奥州 市 と 平泉 町 に つい て は 、 平成 25 年 度 末 まで に 除 染 実施 計画 
に 記載 され て いる 除 染 が 概ね 終了 し て お り 、 測 定 結果 等 に より 新 
た に 除 染 が 必要 で ある こと が 判明 し た 場合 に は 、 国 等 と 協議 し て 
実施 する 予定 と され て いま す 。 一関 市 に つい て は 、 平成 27 年 度 末 
まで に 除 染 実施 計画 に 記載 され て いる 除 染 が 概ね 終了 する 予定 で す 。 
また 、 県 で は 、 県 民 の 健康 を 守る こと を 目的 と し て 、3 市 町 以外 の 地域 に お いて も 雨 ど い の 下 生 側 溝 な 
ど で 局 所 的 に 空間 線量 率 が 高い 箇所 に つい て 、 放 射線 量 の 低減 措置 を 講じ る た め 、 独 自 に 補助 制度 を 創設 
し て 市 町 村 等 が 行う 学校 な どの 教育 ・ 福 祉 施設 や 、 公 園 な どの 公共 施設 の 除 染 を 促進 する 取組 を 継続 し て 
行っ て いま す 。 

な お 、 平 成 27 年 3 月 末 現 在 に お いて 、 生 活 圏 の 除 染 等 に より 生じ る 土壌 や 道路 側溝 汚泥 等 の 具体 的 処 
理 方 法 が 国 か ら 示 され て いな いた め 、 除 染 に より 生じ た 除去 土壌 等 の ほとん ど が 現場 で 一 時 保管 され て い 

























































































































































































除 染 の 様子 































































































【 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 】 

正式 名 称 を 、 「 平 成 二 十 三 年 三 月 十 E し た 東北 地方 太平 洋 沖 地震 に 伴 う 原子力 発電 所 の 事故 に より 放 
され た 放射 性 物質 に よる 環境 の 汚染 へ の 対処 に 関す る 特別 措置 法 」 と いい 、 こ の 法律 は 、 東 京 電力 幌 原子 力 発電 
所 事故 に 伴う 放射 性 物質 の 拡散 に よる 環境 の 汚染 へ の 対処 に 関し 、 国 、 地 方 公共 団体 、 関 係 原 子 力 事 業者 等 が 講 
ず べ き 措 置 等 に つい て 定め る こと に より 、 環 境 の 汚染 に よる 人 の 健康 又は 生活 環境 へ の 影響 を 速やか に 軽減 する 
こと を 目的 と し て 制定 され た も の で 、 平 成 23 年 8 月 30 日 に 公布 、 平 成 24 年 1 月 1 日 に 全面 施行 と な っ た 。 

【 汚 染 状 況 重点 調査 地域 】 
地域 の 平均 的 な 放射 線量 が 毎時 0.23 マイ クロ シー ベル ト 以 上 の 地域 を 含む 市 町 村 を 、 地域 内 の 事故 由来 放射 性 
物質 に よる 環境 の 汚染 の 状況 に つい て 重点 的 に 調査 測定 を する こと が 必要 な 地域 と し て 、 放 射 性 物質 汚染 対処 特 
別 措置 法 に 基づき 市 町 村 単 位 で 指定 され た 地域 。 本 県 で は 一 関 市 、 奥 州 市 、 平 泉町 の 3 市 町 が 指定 され て いる 。 
指定 を 受け た 市 町 村 は 、 調 査 測定 を 実施 し て 実際 に 除 染 を 行う 区 域 を 定め 、 除 染 実施 計画 定 し て 除 染 を 進め 
て いる 。 

【 除 染 実 施 計画 】 

汚染 状況 重点 調査 地域 と し て 指定 を 受け た 生 上 

除 染 の 実施 者 、 手 法 な ど を 定め た 除 染 実施 
づき 除 染 を 実施 し て いる 。 


















































































































































































































































































































































コラ ム 際 染 の 基準 















































原発 事 改 発生 以降 、 国 や 県 な ど で は 生活 空間 等 の 除 染 の 基準 を 設け て いま す 。 い ずれ の 基準 も 国際 放射 線 防 護 委 員 会 
% 勧告 に 基づき 、 追 加 被 ば く 線 量 を 年 間 1 ミリ シー ベル ト 以 下 と する こと を 目指 し て いる 点 は 共通 し 、 施 設 や 地域 等 
の 状況 等 に よっ て 測定 高 や 除 染 基準 を 適切 に 運用 し て いま す 。 

※1 国際 放射 線 防護 委員 会 (ICRP) : 放射 線 の 人 体 な ど へ の 影響 と その 防護 に 関す る 勧告 等 を 行う 国際 組織 。 

※2 追加 被ばく 線量 : 自然 か ら 受け る 被ばく 線量 及び 医療 に より 受け る 被ばく 線量 を 除い た 被ばく 線量 の こと 。 








































































































1 国 の 除 染 基準 

還 に お ける 主 な 除 染 基準 と し て は 、 文 部 科学 省 所 管 の 学校 の 校舎 ・ 校 庭 等 に 関す る も の 、 環 境 省 所 管 の 汚染 状況 重 
点 調査 地域 に こ 関 する も の 、 及 び 全 域 を 対象 と し た 局所 的 汚染 箇所 に 関す る も の が あり ます 。 

ずれ の 基準 も 、 国 際 放 射線 防護 委員 会 勧告 に 基づき 、 追 加 被 ば く 線 量 を 年 間 1 ミリ シー ベル ト 以 下 と する こと を 
昌 し て いる 点 は 共通 し て いま す が 、 学 校 等 の よう に 小学 生 が 日 常 生活 を 送る 場所 に お いて は 、 児 童 の 体格 に 合せ 測 
A ISDS ェ DSIYSKVYIcI に あっ て は 除 染 基準 を 毎時 0. 23 
ロ シ ー ベ ルト に する な ど 、 基 準 が 適用 され る 状況 等 に より 測定 高 や 除 染 基準 を 運用 し て いま す 。 

、 い わ ゆ る 「 ホ ッ ト ス ポッ Er 当所 の 除 染 基準 に つい て は 、 1m の 測定 
寺 1 マイ クロ シー ベル ト と な っ て いま す 。 


























































































































































































































































































































。 国 の 主 な 除 染 基準 





学校 中 了 学 宅間 和束 学 棒 の 校 全校 克 癌 の 腺 量 低 洲 に 

(校舎 ・ 校 庭 中 学校  : 毎時 つい て (H23.8.26 通 知 ) 
汚染 状況 重点 調 i 空間 線量 率 放射 性 物質 汚染 対処 特措法 
査 地域 - 毎時 0.23 gx Sv 以上 (H24. 1. 1 完全 施行 ) 
全域 (汚染 状況 重 局 所 避 空間 線量 率 放射 性 物質 に よる 局所 的 汚染 箇 
点 調査 地域 含 ) Se 毎時 1 x Sv 以上 | 所 へ の 対処 が イド >(H24. 3 策定 ) 
看 的 : 校庭 や 公園 な どの 広い 範 局所 的 : 雨 樋 下 な ど ご く 狭 い 限 られ た 範 


2 県 の 除 染 基準 等 
平成 23 年 9 月 、 高 線量 で ある 箇所 に つい て 放射 線量 の 低減 措置 を 講じ る こと に より 、 県 民 の 安全 ・ 安 心 に 資す る こ 
と を 目的 と し て 、 国 の 通知 等 を 参考 に 「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 を 策定 し まし た 。 
この 方 針 に つい て は 、 国 の 基準 と 同様 、 追加 被ばく 線量 を 年 間 1 ミリ シー ベル ト 以 下 と する こと を 目標 と し て お 
さら に 県 内 の 測定 結果 等 を 勘案 し 、 県 内 全域 に お いて 、 面 的 な 広がり の ある 場合 雨 ど い の 下 な どの 局所 的 な 場合 を 区 
別 す る こと な く 、 測 定 高 に つい て も 各 施 設 等 の 管理 者 が 利用 実態 に 応じ て 50cm 未満 の 高 さ で も 測定 する こと が で きる 
に 地上 か ら の 高 さ を 特に 定め ず 、 除 染 等 の 低減 措置 を 講じ る 目安 を 毎時 1 マイ クロ シー ベル ト と し て いま す 。 
平成 24 年 3 月 に は 、 市 町 村 が 学校 等 や 不 特定 多数 の 方 が 利用 する 施設 に つい て 、 放射 線量 の 調査 、 低 減 措 置 を 実施 
する 際 の 参考 と な る よう 、 具 体 的 な 測定 方 法 や 低減 措置 の 方 法 に つい て 定め た 「 岩 手 県 放射 線量 低減 マニ ュ ア ル 」 を 
策定 し まし た 。 
この マニ ュ ア ル に I 向け た 取組 方 針 」 に 定め る 目安 を 越え る 空間 線量 率 が 測定 され た 箇所 等 
に つい て 、 直 ち に 除 染 等 の 措置 を 講じ る こ と が で き な い 場合 は 、 周 囲 に 囲い を 設け る 等 、 立 入 制限 の 措置 を 計 じ る こ 
と に より 、 放 射線 被ばく NE と と し て いま す 。 










































































































































































































































































































































































































































































放射 線量 低減 に 向け た 取組 方 針 (H23. 9 策定 ) に お ける 県 の 除 委 基準 


全域 | 面 的 ・ | 放さ 出陣 は よ 設け ず 、 利 用 実態 | 空間 線量 率 岩手 県 放射 線 調 査 ・ 低 減 事業 費 補 | 
※) 局所 的 に 応じ 施設 管理 者 が 判断 。 毎時 1 Svy 以 上 | 助 に より 助成 。( 1 / 2 補助 ) 
点 調査 地域 も 含ま れる が 、 当 該 地 域 に つい て は 国 の 補助 事業 (10/10) の 対象 と な る 。 



































































































































【 放 射 能 ・ 放 射線 と は 、 そ の 単位 は ?】 
放射 線 を 出す 能力 を 「 放 射 能 」 と いい 、 こ の 能力 を も っ た 物質 の こと を 「 放 射 性 物質 」 と いい ます 。 
単位 に は Bq (ベク レル ) 、Sv (シー ベル ト ) が あり 、 そ の 違い は 次 の と お り で す 。 
人 放射 能 : ベク レル (Bq) … 放 射線 を 出す 能力 の 強 さ を 表す 単位 
信用 射線 量 : シー ベル ト (Sv) … 放 射線 に よっ て どれ だ け 人 体 に 影響 が ある か を 表す 単位 
※ 単 位 で 使わ れる 「 ミ リ (m)」 は 千 分 の 1(109、「 マ イク ロ ()」 は 百 万 分 i 
例 ) 1 Sv (x ベト ) ララ 18v (Or 中) の 百 万 分 の 1 全 0.000001S8y に な り ま す 。 



























































第 1 章 岩手 県 の 現状 、 重 要 課 題 へ の 取組 状況 、 注 目 情報 


重要 課題 2 牧草 地 際 染 の 取組 


1 牧草 地 除 染 の 実施 状況 
原発 事故 に よる 放射 性 物質 の 拡散 は 、 本 県 の 公共 牧場 や 採草 地 な 
どの 自給 飼料 * ま 基盤 の 多く に 被害 を 与え 、 近年 、 自 給 飼 料 基盤 の 拡 
大 を 柱 に 畜産 振興 を 図っ て きた 本 県 に 大 き な 影 響 を 与え て いま す 。 
県 で は 、 国 が 設定 し た 牧草 な どの 飼料 に 含む こと が 許容 され る 放 
射 性 物質 KC (92 00 ペ ツレ Xe 和 0」 に つき 
平成 23 年 及び 24 年 に 実施 し た 牧草 の 放射 性 物質 調査 結果 に よ 
14 市 町 村 に 対し 牧草 の 利用 自粛 を 要請 し て いま す 。 ま た 、 ee 
体 か ら の 要請 を 踏ま え 、 原 乳 *3 中 の 放射 性 物質 を 10 ベク レル /kg 
未満 と する た め 、 牧草 中 の 放射 性 物質 が 50 ベク レル /kg を 超過 し た 
生産 者 に 対し 牧草 の 利用 自粛 を 要請 し て いま す 。 
] 用 自粛 を 要請 し た 牧草 地 16, 157ha の うち 、 急 傾斜 地 等 の 耕 起 不 
所 等 を 除く 12, 396ha に つい て 、 県 で は 、 平成 26 年 度 ま で に 「 牧 
地 再生 対策 事業 」 に より 除 染 を 完了 する 工程 計画 を 定め 、 平成 23 
度 か ら 25 年 度 ま で に 10, 037ha の 除 染 を 実施 し まし た 。 
RU 
完了 する た め 、 作 業 機 の 投入 台数 を 増やす な ど 作 業 効率 の 向上 に 
A NO ON Ne 除 染 後 の 草 地 ( 立 日 牧野 ) 
了 必 まし た 。 


































































































































































































































































































【 牧 草地 除 染 の 実施 状況 (累計 面積 ) 】 
23 年 度 4 年 度 25 年 度 26 年 度 














739ha 6, 912ha 10, 037ha 12, 396ha 


























給 飼料 

農家 自ら 又は 地域 の 生産 組織 等 に 作業 依頼 し て 、 作 付け や 収穫 を する 家畜 飼料 (牧草 、 飼 料 用 トウ モロ コシ 等 ) の こと 。 
暫定 許容 値 
国 が 設定 し た 、 牧 草 な ど の 飼料 に 含む こと が 許容 され る 放射 性 物質 の 目安 の こと (和牛 の 飼料 の 場合 : 100 ベク レル /kg)。 
国 が 定め る 食品 中 に 含ま れる 放射 性 セシウム の 基準 値 を 超え な い 和 牛乳 や 、 和 牛肉 等 を 生産 する た め に 設定 され て いる 。 
原 乳 
搾っ た まま の 和牛 の 乳 で 生乳 (せい に ゅ う ) と も いわ れる 。 加熱 殺菌 な どの 処理 を 経て 生乳 ・ 乳 製品 に 加工 され る 。 









































































































































2 風評 被害 対策 と し て の 除 染 

県 で は 、 国 が 定め る 牧草 中 の 放射 性 物質 の 暫定 許容 値 100 ベク レル /kg 以下 、 ま た は 県 独自 に 定め 
る 酷 農 に お ける 基準 値 50 ベク レル /kg 以下 の 利用 自粛 を 要請 し て いな い 牧 草地 で あっ て も 、 消 費 者 に 
対し 安心 感 を 持っ て も ら う た め 、 市 町 村 等 か ら の 要望 を 受け 、 風評 被害 対策 の 一 環 と し て 、「 い わ て 型 
牧草 地 再 生 対策 事業 」 を 創設 し 、 市 町 村 を 支援 し て いま す 。 



















































































【 い わ て 型 牧草 地 再生 対策 事業 の 実施 状況 (年 度 別 実施 面積 ) 】 
24 年 度 25 年 度 26 组 計 


172ha 1, 326ha 2, 964ha 



































画 除 染 対象 事業 の 概要 

証人 牧草 の 放射 性 物質 濃度 (kg あたり ) 事業 名 

暫定 許容 値 超 過 対 策 100 ヾ ルル 超過 牧草 地 再 生 対策 事業 
原 乳 10^ 人 ルル 未満 対策 | 50 へ ルル 超過 ~100 ヾ 人 ルル 以下 (平成 23 年 度 ~26 年 度 ) 


ah 、。 、 | いわ て 型 牧草 地 再生 対策 事業 
風評 被害 対策 酷 農 50 ペ ルル 以下 、 肉 用 和牛 100 ぐ クル 以下 (平成 24 年 度 ~28 年 度 ) 

























































































岩手 県 除 染 プロ ジェ クト チー ム の 活動 
本 県 で は 、 平成 24 年 に 除 染 し た 牧草 地 の 一 部 に お いて 、 牧草 の 
許容 値 を 超過 する 事例 が 確認 され た こと か ら 、 平 成 24 年 7 月 
関係 課 、 広 域 振 興 局 (県 南 本 局 、 遠 野 及び 一 関 農林 振興 セ 
) 、 農業 改良 普及 セン ター (中 央 、 奥 州 及 び 一 関 ) 及び 岩手 
究 セ ンタ ー の 職員 か ら な る 「 岩 手 県 除 染 プロ ジェ クト チ 
ー ム 」 を 設置 し 、 斬 定 許容 値 を 超過 し た 事例 の 要因 解析 及び 再 除 
染 の 手法 等 に つい て 検討 し 、 そ の 検討 結果 を 「 岩 手 県 牧草 地 除 染 
マニ ュ ア ル (平成 24 年 12 月 )」 に と り ま と め 、 牧 草地 の 除 染 が 的 
確 に 実施 され る よう 活用 する と と も に 、 再 除 染 も 適切 に 施工 され 
る よう 対応 し て いま す 。 























































































































牧草 及び 土壌 調査 


コラ ム 牛肉 の 安全 性 確保 へ の 取組 








手 県 で は 、 放射 性 物質 に 汚染 され た 稲 わ ら を 給与 し た 牛 の 肉 か ら 、 暫定 規制 値 を 超え た 放射 性 セン ウム 
が 検出 され まし た 。 こ れ に より 平成 23 年 8 月 1 日 に 、 原子力 対策 本 部 長 (内 閣 総理 大 臣 ) か ら の 「 出 荷 邊 
限 」 の 指示 を 受け 、 県 外 移動 や と 畜 * ま * が 一 時 制限 され まし た 。 
その 後 、「 出 荷 ・ 検 査 方 針 」 を 策定 し 、 検 査 態勢 を 整え 、 関 係 機関 ・ 団 体 や 生産 者 が 一 体 と な っ て 、 適 正 
な 飼養 管理 に 取り 組ん だ 結果 、 同 月 25 日 に 出荷 制限 が 一 部 解除 され まし た 。 

平成 24 年 4 月 1 日 に は 、 一 般 食 品 の 国 の 基準 値 が 100 ペ ルル /kg に 引き 下げ られ まし た が 、 適 正 な 飼養 管 
理 の 徹底 と 検査 体制 を 構築 し た こと に より 、 平 成 24 年 4 月 か ら 27 年 3 月 まで に 出荷 し た 肉 生 99, 681 頭 に 
つい て 、 基 準 値 を 超過 し た 事例 は あり ませ ん 。 

また 、 老齢 等 の 理由 に より 生産 性 が 低下 し た 廃 用 和牛 の 出荷 に 際 し て は 、 給 与 牧 草 の 検 査 結果 等 か ら 、 和 牛肉 
中 の 放射 性 物質 濃度 を 算定 し て 安全 性 を 確認 し て いる ほか 、 平成 24 年 10 月 1 日 か ら は 、 と 畜 場 等 に お いて 


生体 推定 法 ま 2 を 導入 し 、 県 と し て 更 な る 安全 の 確保 に 取り 組ん で いま す 。 
※1 七 冀 : 食用 に 供する 目的 で 獣 埋 ( 牛 、 馬 、 豚 、 め ん 羊 及び 山羊 ) を 解体 する こと 。 
※2 生体 推定 法 : 生き て いる 生 の 体 表 か ら 放 射線 を 測定 し て 、 和 牛肉 中 の 放射 性 物質 濃度 を 推定 する 検査 法 
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重要 課題 3 原木 し いた け 生 産 環境 の 再生 の 取組 


1 被害 の 状況 
本 県 は 、 昭 和 40 年 代 か ら 原木 しい たけ の 生産 振興 に 取り 四 

組み 、 連 し いた け は 平成 4 年 の ピー ク 時 に は 938 トン を 生産 用 
する な ど 、 全 国有 数 の し いた け 産 地 と な っ て いま す 。 ま た 、 クス 
全国 品評 会 で 最高 賞 を 受賞 する な ど 、 高い 評価 を 得 て い ます 。 箕 
平成 24 年 4 月 1 日 か ら の 国 の 新た な 食品 中 の 放射 性 物質 の 
基準 値 (100 ベク レル / kg) に 対応 する た め 、 平 成 24 年 3 月 
23 日 に 「 原 木 し いた け 全 戸 検 査 要領 」 を 策定 し 、 出 荷 前 検査 
を 実施 し た と ころ 、 県 南部 を 中 心 に 14 市 町 で 基準 値 を 超過 
し た こと か ら 、 露 地 栽 培 の 原木 いた け に つい て 国 の 出荷 制 
限 が 指示 され まし た 。 

平成 25 年 度 の 盛岡 市 に 続き 、 平 成 26 年 10 月 7 日 に 、 花 巻 市 、 
北上 市 及び 山田 町 の 32 名 の 生産 者 に つい て 、 出 荷 制限 が 一 
部 解除 され まし た が 、 現 在 も 13 市 町 に 出荷 制限 が 継続 され 
て いま す 。 

な お 、 出 荷 可能 な 市 町 村 で は 、 風 評 被害 に よる 価格 下落 
が 大 き な 課 題 と な っ て お り 、 乾 し いた け は 震 災 前 の 43.5% 
(1, 987 円 / kg、 平 成 26 年 4 月 て 12 月 平均 ) と 市 場 価格 の 低 
迷 は 現在 も 続い て いま す 。 

この よう な 出荷 制限 や 価格 低迷 に よる 生産 休止 な ど に よ 
り 、 平 成 25 年 の 電 し いた け 生 産 量 は 岩 災 前 の 約 半 分 (96 トン ) 
に まで 減少 し て いま す 。 








































































































































































































2 生産 者 支援 
県 で は 、 原 木 し いた け の 一 日 も 早い 産地 再生 を 図る た め 、 原 発 事故 以降 、 生 産 か ら 販 売 ま で の 対策 
を 市 町 村 ・ 関 係 団体 と 連携 し て 実施 し て いま す 。 
生産 ・ 出 荷 対策 と し て は 、 消 費 者 や 取引 先 の 信頼 を 回 復 す る た め 、 生 産 者 全戸 を 対象 に し 生 し いた け 、 
電 し いた け 、 ほ だ 木 の 放射 性 物質 濃度 検査 を 実施 し て いま す 。 
また 、 出 荷 再 開 に 向け 、 国 の 定め る 指標 値 (50 ベク レル /kg) を 超過 し た 原木 ・ ほ だ 木 を 処理 する た め 、 
実施 者 で ある 市 町 村 に 対し 全額 補助 を 行 う 「 き の こ 原 木 等 処理 事業 」 を 創設 し 、 平 成 24 年 10 月 か ら 
ほ だ 場 の 落葉 層 除 去 を 、 平 成 25 年 8 月 か ら 、 落 葉 層 除 去 後 の 土壌 の ほ だ 木 へ の 跳ね 返り 防止 資材 の 敷 
設 を 事業 の メニ ュー に 追加 し 、 放 射 性 物質 の 影響 を 低減 する た め の 環境 整備 を 支援 し て いま す 。 
販売 対策 と し て は 、 出 荷 制限 や 風評 被害 等 に より 資金 繰り が 悪化 し て いる 生産 者 に 対し 、 東 京 電力 
除 か ら の 損害 賠償 金 が 支払 われ る まで の つなぎ 資金 と し て 無利子 の 「 原 木 し いた け 経 営 緊 急 支援 資金 
貸付 金 」 を 創設 し 、 関 係 団体 を 通じ た 資金 融通 を 行っ て いま す 。 







































































































































































『 。 重要 課題 | 

















さら に 、 ほ だ 木 の 更新 に 必要 な 原木 を 確保 供給 する た め 、 岩手 県 森林 組合 連合 会 な ど 木 材 生産 団体 の 
協力 の も と に 、 放射 性 物質 濃度 検査 に より 、 安 全 性 を 確認 し た 原木 を 、 順次 、 生 産 者 の 方 々 に 供給 し て 
いま す 。 












































3 生産 再開 に 向け た 取組 
平成 26 年 10 月 7 日 に 、 し いた け の 安全 が 確認 され た 花巻 市 、 北 上 市 及び 山田 町 の 生産 者 32 名 に つ 
いて 、 出 荷 制限 が 一 部 解除 され まし た が 、 現 在 も 13 市 町 で 出荷 制限 が 継続 され て いま す 。 

県 で は 、 一 日 も 早い 出荷 制限 の 解除 に 向け て 、 指標 値 を 超過 し た ホ ダ 木 の 処分 や 落葉 層 の 除去 な どの 
ホ ダ 場 環境 の 整備 や 、 栽培 管理 の 徹底 に 取り 組む と と も に 、 放射 性 物質 の 影響 を 受け に くい 簡易 ハウ ス 
の 導入 な ど 、 栽 培 方 法 の 転換 へ の 支援 に 取り 組ん で いま す 。 

また 、 再 生産 に 向け て 、 生 産 者 が 必要 と する 資金 の 貸付 や 、 新た な ホ ダ 木造 成 に 対す る 支援 な どの 取 
組 を 進め て いま す 。 

さら に 、 こ れ ら の 生産 再開 に 向け た 取組 に 加え 、 生 産 者 団体 等 が 首都 圏 の 量販 店 な ど で 行 う PR 活 動 
を 支援 し て いる ほか 、 生 産 者 や 関係 者 の 結束 を 強め る た め 平 成 26 年 10 月 17 日 に 生産 者 大 会 を 開催 し 
た と ころ で あり 、 が ん ば っ て いる 生産 者 の 方 々 が 希望 と 意欲 を 持っ て 産地 の 再生 に 取り 組ん で いた だ け 
る よう 、 引 き 続 き 全力 で 支援 し て いき ます 。 







































































































































































コラ ム いわ て の 原木 し いた け 産 地 再生 の 集い 


岩手 の 原木 し いた け の 産地 再生 に 向け た 関係 者 の 思い を 一 つ に し 、 生 産 者 の 熱意 を 県 内 外 に 発信 する こと 
を 目的 に 、 平 成 26 年 10 月 17 日 ( 金 ) に 「 い わ て の 原木 し いた け 産 地 再生 の 集い 」( 県 民 会 館 中 ホー ル ) を 
開催 し 、 約 220 名 が 参加 し まし た 。 

当日 は 、 放 射 性 物質 の 被害 発生 後 、 関 係 者 が 初め て 一 
堂 に 会 する 機会 と し て 、 風 評 被害 対策 、 産 地 再生 、 出 荷 
ほ 解 除 の 取組 み 事 例 が 発表 され た ほか 、 若 手 生 産 者 の 
皆さん に よる 大 会 宣言 も 行わ れ ま し た 。 
また 、 中 華 料 理 店 「 華 福寿 (は な ふく じゅ )」 オ ー ナ ー 

シェ フ の 入 保 木 武 行 ( く ば きた け ゆ き ) 氏 か ら 、「 岩 手 県 産 
原木 し いた け を コン シェ ル ジ ュ する 」 と 題し て 、 基 調 講 
演 を いた だ きま し た 。 
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重要 課題 4 風評 被害 対策 の 取組 関西 園 を 対象 と し た 取組 の 強化 








原発 事故 に 伴う 放射 性 物質 の 影響 に より 、「 い わ て 」 の 産品 の 買い 
控え な どの 風評 被害 が 発生 し て いま す 。 





























この た め 、 家 庭 の 消費 行動 を 決定 する 消費 者 層 で ある 女性 を 対象 
に 、 日 常 の 生活 や 四季 に 応じ た 「 い わ て 」 の 情報 を 届け 、 体 験 し て 
も ら う こと に よっ て 、「 い わ て 」 へ の 理解 と 「 い わ て 」 産 品 の 消費 行 
動 に つなげ て いく 取組 が 重要 と 考え 、「 い わ て 」 へ の 興味 と 共感 を 喚 
起す る 情報 発信 、 体験 機会 の 提供 等 に よる 消費 拡大 、 商 談 会 等 の 開催 
に よる 販路 拡大 の 取組 を 年 間 を 通し て 展開 し 、 新 た な 「 い わ て 」 フ 
ァ ン の 獲得 に つなげ る 「 い わ て ブラ ンド 再生 推進 事業 」 を 平成 25 年 

度 に 創設 し 、 平 成 26 年 度 も 継続 し て 実施 し まし た 。 














































































































平成 25 年 度 は 、 首 都 園 を 中 心 に 、 生 活 情 報 誌 や 鉄道 広告 、 料 理 再 
門 誌 等 を 活用 し た 情報 発信 や 、 産 地 訪問 し た 料理 人 が 県 産 食 材 の 魅 
力 を 伝え な が ら 行う 料理 セミ ナー の 開催 、 物 産 展 で の いわ て の 食 や 
文化 を 親子 連れ で 体験 で きる ブー ス の 設置 な ど 、 県 産品 を 体感 し 、 
購入 し て も ら う 消費 拡大 に 向け た 取組 を 行う と も に 、 実 際 の 取引 に 
結び 付け る た め の 商 談 会 の 開催 な ど 販 路 回 復 ・ 拡 大 に 向け た 取組 を 
行 MV まあ し た 。 








PR ポス クター (関西 財 料理 人 を 起用 ) 













































































平成 26 年 度 は 、 ワ カメ 等 の 海藻 類 に つい て 、 関 西園 で の 取引 量 が 
復 し な いな どの 事例 が 継続 し て いる こと か ら 、 こ れ ま で の 取組 の 
継続 に 加え 、 関 西園 に お ける 取組 を 強化 し まし た 。 
関西 圏 の 11 名 の 有名 料理 人 の 協力 を いた だ き 、 
① JR 西日本 全線 へ の 鉄道 広告 の 掲出 
② 産地 見 学会 の 開催 と 料理 専門 誌 へ の 記事 掲載 
③ 県 産 食 材 を 利用 し た 特別 メニ ュー の 提供 
な ど に 取り 組み 、 消 費 者 の 信頼 回 復 と 販路 回 復 ・ 拡 大 を 図り まし た 。 いわ て 食 の 商談 会 In 大阪 
































































































































こう し た 取組 な ど に より 、 県 産品 等 に 対す る 風評 被害 は 一 定 程度 
縮小 し て きま し た が 、 we 5 圈 到 0 
三陸 わか め の 販 路 縮小 な ど 、 い まだ 被害 の 続い て いる 事例 も あり 
す 。 今後 も 引き 続き 風評 被害 の 払拭 に 向け た 対策 を 講じ て いき ます 。 



























































関西 園 で の イベ ント に 出展 
わか め の お 振舞 と 販売 を 実施 
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重要 課題 5 放射 性 物質 等 に 汚染 され た 廃棄 物 処理 の 取組 



































原発 事故 に より 放射 性 物質 に 汚染 され た 廃棄 物 が 県 南 地 域 を 中 | 
心 に 発生 し まし た 。 MS 
事故 由来 放射 性 物質 に 汚染 され た 廃棄 物 の うち 、 生 産 現場 で 循環 
利用 で き な く な っ た 稲 わ ら 、 牧 草 、 堆 肥 、 ほ だ 木 と いっ た 農林 業 系 
副産物 に つい て は 、 当 該 事 故 か ら 4 年 を 経過 し た 時 点 で も 県 内 に 約 
4 万 トン が 保管 され て いま す 。 
これ ら 農 林業 系 副産物 は 、 市 町 村 等 の 既存 焼却 施設 に お いて 、 生 
活 系 ご みな ど 一 般 廃棄 物 と 混合 焼却 し 、 焼 却 灰 が 8, 000Bq/kg 以下 
と な る よう 管理 し な が ら 処 理 を 進め る 方 針 と し て お り 、 こ の た め 国 
か ら 財 政 支 援 を 受け 、 裁断 な どの 前 処理 施設 や 放射 能 測定 器 な ど を 
撃 備 し 、 焼 却 処理 が 進め られ て いま す 。 県 で は 、 市 町 村 に 対し 処 政 
等 へ の 技術 的 支援 や 地域 住民 へ の 説明 支援 な ど を 行っ て いま す 。 
取組 の 結果 、 平 成 27 年 3 月 まで に 8 市 町 村 に お いて 処理 が 終了 
し まし た が 、 7 市町村 に お いて は 焼却 処理 を 継続 し て いま す 。 
また 、 重 点 調査 地域 に 指定 され た 県 南 3 市 町 で は 、 道 路側 溝 に 高 
濃度 の 汚泥 が 確認 され て いま す 。 とりわけ 汚泥 の 発生 量 が 多く 、: 
路 維持 管理 や 生活 環境 の 支障 が 生じ て いる 地域 に お いて 、 汚 泥 の 一 
時 保管 場所 の 確保 に 向け て 、 住 民 説 明 を 通じ た 理解 醸成 が 進め られ 
て お り 、 平 成 25 年 度 に は 奥州 市 の 2 地区 で 、 平 成 26 年 度 に は 一 関 
市 の 1 地区 で 整備 され 、 汚 泥 の 一 時 保管 が 実施 され まし た 。 放射 性 物質 検査 室 
この 汚泥 に つい て は 、 既 存 処理 施設 で の 受入 が 難し く 処 理 ま で に (大 東 清掃 セン ター (一 関 市 ) ) 
長期 間 保管 する 必要 が ある こと 、 最 終 処 分 方 法 が 依然 と し て 国 か ら 
示さ れ て お ら ず 処分 の 見 通し が 立っ て いな いこ と か ら 、 国 に 対し て 
最終 処分 方 法 の 早期 提示 と 一 時 保管 や 処理 に 要する 経費 へ の 
支援 を 引き 続き 要望 し て いま す 。 
































前 処理 施設 

























































































前 処理 施設 (裁断 機 ) の 整備 




















































































































































































































農林 業 系 副産物 の 処理 スキ ー ム (牧草 、 稲 わら 、 ほ だ 木 の 場 合 ) 


道路 側溝 汚泥 一 時 保管 場所 (奥州 市 ) 


集中 的 な 保管 施設 (必要 時 ) 


(1 裁断 ・ 積 込み 施設 焼却 施設 (既存 ) 


a ; ; (2) 放射 能 測定 
、 了 : (3) 焼却 施設 周辺 の モニ タリ ン 


各市 町 村 で 対応 
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第 1 章 岩手 県 の 現状 、 重 要 課 題 へ の 取組 状況 、 注 目 情報 


重要 課題 6 東京 電力 株 式 会 社 に 対す る 損害 賠償 請求 の 取組 


























原発 事故 の 発生 以来 、 県 と 市 町 村 等 は 民間 事業 者 等 の 行う 東京 電 
力 に 対す る 損害 賠償 hi 、 各 種 放射 線 影 
i に 要 し た 費用 に つい て 東京 電力 に 損害 賠償 請求 を 行い 、 速 や 
に 損害 賠償 請求 に 応じ る よう 、 東 京 電力 に 対す る 要請 や 交渉 を 行 
っ て きま し た 。 
し か し 、 東 京 電力 は 、 県 や 市 町 村 等 が 、 そ の 必要 性 と 合理 性 を 判 
i に 大 き な 影 響 を 与え 
て いる 風評 被害 へ の 対策 等 に つい て 、「 必 要 か つ 合 理 的 な 範囲 を 超え 
て いる 」 あ る い は 「 自 治 体 の 本 来 業 務 で ある 」 な ど と し て 、 政 府 指 
示 等 に 基づき 実施 を 余儀 な くさ れ た も の な ど に 賠償 対象 を 限定 する 
な ど 、 賠 償 に 消極 的 な 姿勢 に 終始 し 、 賠 償 金 の 支払 い は 一 部 に 留 ま 
っ て いま し た 。 
そこ で 、 直 接 交 渉 だ け で は 、 こ れ 以 上 東京 電力 の 姿勢 が 変化 する 
こと は 期待 で き な い と 考え られ た こと か ら 、 平 成 23 年 度 及び 24 年 
度 分 の 請求 額 47 億 4 千 万 円 余 の うち 、 東京 電力 が 支払 に 応じ な い 費 
用 6 億 3 千 万 円 余 に つい て 、 平 成 26 年 1 月 23 日 、 県 内 市 町 村 等 と 原発 ADR へ の 和解 他 介 の 申立 て 
協調 し て 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター (原発 ADR) へ 和解 促 
介 の 申立 て を 実施 し まし た 。 
平成 26 年 3 月 7 日 に 和解 仲介 手続 に あたる 仲介 委員 が 指名 され 、 同 年 3 月 28 日 に 東京 電力 か ら 原 発 
ADR に 対し て 答弁 書 が 提出 され 、 原 発 ADR で の 審理 が 本 格 的 に 開始 され まし た 。 
県 は 、 原 発 ADR で の 審理 に お いて 、 県 が 実施 し て きた 放射 線 影響 対策 の 必要 性 、 合 理性 の 説明 に 努 
め 、 平 成 26 年 10 月 に 原発 ADR か ら 、 東 京 電力 に 2 億 5 千 万 円 余 の 賠償 金 の 支払 い を 求め る 和解 案 が 
提示 され まし た 。 
和解 案 で は 、 東 京 電力 が 直接 交渉 に お いて 、 国 の 指示 等 に よら ず 県 の 判断 で 行っ た も の は 必要 性 ・ 
理性 が な い 、 な ど と 主張 し て 賠償 に 応じ て こ な か っ た 事業 費 1 億 1 千 万 円 余 に つい て 、 県 の 主張 どおり 
に ほぼ 全て が 損害 と 認め られ て お り 、 ま た 、 放 射線 影響 対策 業務 に 従事 し た 職員 に 支給 し た 人 件 費 に つ 
いて は 、 県 が 主張 し た 金額 が 認め られ た も の で は な いも の の 、 超 過 和 勤務 手当 の 実績 分 6 千 4 百 万 円 人 
つい て は 県 の 主張 通り 認め られ て いる ほか 、 勤 務 時 間 内 の 人 件 費 に つい て 、 そ の 全て を 損害 と 認め る こ 
と は 困難 と し つつ も 、 勤 務 時 間 内 に 原発 事故 対応 業務 を 行っ た こと に より 他 の 業務 を 勤務 時 間 外 に 行う 
こと と な っ た 「 押 出し 時 間 外 」 の 考え 方 に よる 損害 7 千 6 百 万 円 余 が 認め られ て いま す 。 
和解 案 に つい て 、 同 年 11 月 11 日 に 東京 電力 が 受諾 の 意向 を 表明 し まし た 。 県 と し て も 、 和 解 案 
の 主張 を 十分 に 交 し 、 実 態 に 則 し た 妥当 な 内 容 と 考え られ た こと か ら 、 こ れ を 受諾 し 、 平 成 27 4 
月 6 日 、 平 成 24 年 度 ま で の 対策 費用 に つい て 和解 が 成立 し まし た 。 
県 で は 、 東 京 電力 に 対し 、 平 成 25 年 度 以降 の 費用 に つい て も 今回 の 和解 と 同様 に 賠償 に 応じ る よう 
請 ・ 交 渉 を 行っ て お り 、 今 後 も 市 町 村 等 と 連携 し 、 賠 償 が 進む よう 交渉 を 行っ て いき ます 。 
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コラ ム 原子 力 損害 賠償 紛 革 解決 セン ター (原発 AD R ) に つい て 














原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター は 、 原 子 力 事故 の 被害 者 が 原子 力 事 業者 に 対 し て 行う 損害 賠償 請求 に つ 
いて 、 円 滑 、 迅 速 か つ 公正 に 紛争 を 解決 する こと を 目的 と し て 、 原 子 力 損害 の 賠償 に 関す る 法律 に 基づき 文 
部 科学 省 の 原子 力 損害 賠償 紛争 審査 会 に 設置 され まし た 。 
同 セ ンタ ー は 、 文 部 科学 省 の ほか 、 法 務 省 、 裁 判 所 及び 日 本 弁護 士 連 合 会 出身 の 専門 家 等 に より 構成 され 
る 、 公 的 な 紛争 解決 機関 で す 。 被 害 者 の 方 が 東京 電力 と 直接 交渉 を し て も 合意 で き な い 場合 な ど に 、 裁 判 よ 
り も 簡易 な 手続 き で 、 被 害 者 本 人 が 申立 て る こと も で き 、 仲 介 費 用 は 無料 で す 。 

東京 電力 の 基準 で 賠償 され な か っ た も の に つい て も 、 同 セン ター で は 個別 の 事情 に 応じ て 和解 案 を 提示 し 
て いま す 。 和解 案 に は 法 的 な 拘束 力 は あり ませ ん が 、 東 京 電力 は 、 平 成 26 年 1 月 15 日 に 政府 か ら 認 定 を 受 
けた 新 ・ 総 合 特別 事業 計画 に お いて 、 同 セン ター が 提示 する 「 和 解 仲介 案 の 尊 重 」 を 表明 し て お り 、 こ れ ま 
で の 上 既済 件 数 の うち 、 約 8 割 が 和解 成立 に 至っ て いま す 。 

同 セ ンタ ー に よる 和解 仲介 手続 き 

は 、 原 発 ADR な ど と 呼ば れる こと 原発 ADR 手 続き の 概要 (出典 : 文部 科学 省 ホ ー ム ペー ジ ) 

も 多く 、ADR (Alternative Dis- 
pute Resolution) と は 、 裁 判 所 の 訴 


訟 手続 き に よら な い 紛 名 解決 方 法 を 和解 仲介 の 手続 の 流れ (標準 的 な 例 ) 


広く 指す も の で す 。 原発 ADR 以 外 申立 書 の 作成 
に も 人 金融 ADR 等 が あり ます 。 (申立 書 用 紙 は 下記 か ら 入 手 で きま す 。) 


























































































































る 原発 ADR 連 絡 先 タ 


フリ ー ダ イヤ ル ・ 申立 書 に 必要 事項 を 記入 し 、 必 要 な 証拠 書類 と と も に 当 
0120—377ー155 セン ター 第 一 東京 事務 所 あて に 御 郵送 又は 最寄り の 事務 所 
. まで お 持ち くだ さい 。 
月曜 日 金曜 日 10:00~17:00) ※ 申 立 書 は 原本 1 部 ・ コ ピー 2 部 、 証 損 書類 は コピ ー3 部 を 提出 
E メ ー ル アド レス 


AMeaitenesk。Bez- ・ 申 立 書 に 形式 的 な 不備 が な いか を 確認 し て 受理 し ます 。 
第 一 東京 事務 所 (申立 書 の 送付 先 ) ※ 書 類 の 追加 を お 願い する こと も あり ます 。 


〒105-0003 


9 仲介 委員 の 指名 通知 等 
東京 都 港 区 西新 橋 1-5-13 ・ 当 セン ター か ら 、 和 解 の 仲介 を 担当 する 仲介 委員 の 氏名 ・ 
第 8 東洋 ? ェ ル 9 了 連絡 先 な ど に つい て 記載 し た 通知 書 を お 送り し ます 。 
(第 8 東洋 海事 ビル 9 階 (申立 て 後 1 か 月 程度 ) 
・ 東 京 電力 の 答弁 書 (手続 開始 当初 に お ける 東京 電力 の 言い 
分 ) も 通知 書 に 前 後 し て 届き ます 。 






































る 和解 仲介 実績 > (平成 27 年 3 月 27 日 5 
i 和 EN IE 
既済 件 数 :12, 728 件 話 、 テ レビ 会 議 、 書 面 に より 、 事 情 を お 伺い し な が ら 解 決 
(和解 成立 :10, 577 从 を 目指 し ます 。 

申立 取下げ : 1, 085 価 ※4 て 5 か 月 程度 で の 解決 を 目指 し ます 。 


※ 当 事 者 間 に 争い の な い 金 額 は 早期 に 一 部 和解 案 を 提示 し ます 。 
審理 打 切 り : 1 , 065 介 ※ 状 況 に より 、 和 解 の 仲介 を 打ち 切る こと も あり ます 。 
申立 却下 : 1 从 


和解 案 の 提 示 
現在 進行 中 : 2, 781 件 


(うち 和解 案 提示 中 : 265 件 ) 全部 合意 又は 一 部 合意 
(和解 の 成立 ) 


※ 東 京 電力 と 和解 契約 トー ニーーーー ーー 















































Ir Ir Ir 【【 
ン ン ン 

















を 結ん で いた だ きま す (将来 分 の 請求 、 証拠 の 補充 な ど ) 希望 する 場合 


|| 丁度 の 和解 仲介 の 申立 て I 


※ 当 セン ター で の 和解 の 仲介 手続 に つい て の 詳細 は 、 当 セン ター ホー ムペ ー ジ を 御覧 くだ さい 。 


原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター た 
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第 1 章 岩手 県 の 現状 、 重 要 課 題 へ の 取組 状況 、 注 目 情報 


注目 情報 1 絵 手紙 に よる し いた け 再 生 応 援 一 関 市 大 東町 興 田 中 学校 の 取組 














町 は 本 県 有数 の し いた け 産 地 で す 。 し か し 、 東 京 電力 
原 電 所 事故 に よる 放射 性 物質 の 影響 に より 、 露 地 栽培 の 原木 
し いた け の 出荷 制限 が 現在 も 継続 し て いま す 。 
その よう な 中 、 一 関 市 大 東町 の 興 田 (お きた ) 中 学校 で は 、 し い 
た け を 題材 に し た 絵 手紙 や カレ ンダ ー な ど を 作成 し 、 し いた け 農 家 
を 励ま し 、 産 地 の 再 生 を 応援 し て いま す 。 



















































































作成 し た カレ ンダ ー 








興 田 中 学校 で は 、 平 成 24 年 度 か ら 美術 の 授業 で 絵 手紙 づく り に 取 
り 組ん で いま す 。 平成 25 年 度 に は 、 東 日 本 大 震 災 か ら の 復興 に 向け 
て 地域 の 役に立て る テー マ を 探し 、 生 徒 が 絵 手紙 を 通し て 放射 能 問 
に 苦 し な し いた け 農 家 に つい て 考え る きっ か け に な れ ば と 考え 、 
E し の 意味 を 込め て 絵 手紙 を 作成 する こと に し まし た 。 


















































絵 手紙 は 「 が ん ば ろ 2 う 大 東 ~ 絵 手紙 に 希望 を の せ て て 」 を テー マ 
に 、 産 直 施 設 で 購入 し た し いた け を 参考 に 、 当 時 の 2 年 生 20 人 が 絵 
手紙 を 描き まし た 。 絵 手 紙 に は 、 し いた け の 絵 に 加え 、 黒文字 で 「 カ 
強く 生き ます 。」「 私 は ここ まで 2 年 か か り ま し た 。」 な どの メッ セー 
ジ が 描か れ 、 完 成 し た 絵 手 紙 は 、 作 品 と し て し いた け 農 家 の 方 に 届 
けた と ころ 、 農 家 の 方 か ら は と て も 勇気 を も ら っ た と 喜ん で いた そ 
です 



































これ を きっ か け に 、 平 成 26 年 度 に は 、 し いた け 農 家 の 方 が 興 田 
学校 を 訪れ 、 生 徒 に 対し 産地 の 現状 な ど を 学習 する 機会 が 設け られ 、 
さら に は 、 際 前 高田 市 の し いた け 栽 培 施 設 を 訪れ 研修 を 行い まし た 。 

これ に よっ て 地元 と 沿岸 部 の 被災 に つい て 学ん だ 生徒 た ちら は 、 継 
続 的 に 何 か 支 援 で き な い か を 考え 、 し いた け 絵 手紙 を 掲載 し た カレ 
ンダ ー を 作成 ・ 販 売 し 、 販 売 し て 得 た お 金 を 東日本 大 岩 災 の 義援金 
どす ずる こと だ に だ し まじ た 。 












































カレ ンダ ー は 、 平 成 25 年 度 に 作成 し た 生徒 20 人 分 の 絵 手紙 すべ 

て を 掲載 し 、 中 央 に は 「 が ん ば ろう 23 大 東 ~ 絵 手紙 に 希望 を の せ て ^-」 

と 記載 し た も の で 、 300 部 作成 し ま し た 。 作成 し た カレ ンダ ー は 平成 に 
26 年 10 月 26 日 に 開催 され た 学校 の 文化 祭 と 平成 26 年 11 月 2 カレ ンダ ー を 受け 取る し いた け 農 家 
開催 され た 地区 文化 祭 で 販売 し まし た 。 
平成 27 年 3 月 に は 、 地 元 し いた け 再 生 の 応援 看板 を 作成 し 興 
区 に 掲示 し 、 継続 し て し いた け 産 地 再 生 の 応援 活動 を 行っ て いま す 。 
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注目 情報 2 学校 給食 の 放射 性 物質 濃度 測定 

















県 で は 、 市町村 と 連携 し て 、 児 童 生徒 の 安全 を 確保 し 、 保護 者 の 皆さん の 不安 を 解消 する た め 、 給 食 1 
材 な どの 放射 性 物質 濃度 測定 を 行っ て いま す 。 
県 を は じ め 29 市 町 村 に お いて 、 学 校 給食 食材 等 の 測定 を 実施 し て いま す 。 ま た 、 市 町 村 の 測定 に お い 
型 の 基準 値 の 2 分 の 1 以上 の 値 が 検出 され た 場合 、 県 が 精密 検査 を 行う な ど 、 県 と 市 町 村 が 連携 し 、 学 
給食 の 安全 確保 に 努め て いま す 。 な お 、 平 成 26 年 度 ま で の 測定 に お いて 、 国 の 基準 値 を 超え た 例 は あ 
ませ ん 。 
また 、 県 で は 、 平成 24 年 度 及び 平成 25 年 度 に お いて 、 県 内 5 施設 を 対象 に 、 実際 に 提供 し た 給食 の 放 
射 性 物質 濃度 に つい て 把握 する 学校 給食 モニ タリ ング 事業 を 文部 科学 省 の 委託 に より 実施 し まし た が 、 全 
て の 検査 に お いて 、 放 射 性 物質 (放射 性 ヨウ 素 131、 放 射 性 セシウム 134、 放 射 性 セシウム 137) は い ず 
れ も 検 出さ れ ま せん で し た 。 
【 学 校 給食 モニ タリ ング 事業 実施 市 町 村 (施設 ) : 紫波 町 、 大 船渡 市 、 大 棚町 、 普 代 村 、 県 立 前 沢 明峰 支援 学校 (奥州 市 ) 】 
こう し た 状況 か ら 、 学 校 給食 に お け 生徒 へ の 放射 性 物質 に よる 健康 影響 は 極め て 小さ いと 考え ら 
れ ま す が 、 今後 も 継続 し た 測定 を 実施 し 、 よ り 一 層 の 安心 の 確保 に 努め て いき ます 。 
@ 県 立 学校 で の 給食 食材 測定 の 様子 
i ~ 
































































































































































































































四 


②7- ド ア mt 対等 で 細か く 細 断 し ます 。 ③ 測 定 容器 に 測定 試料 を 詰め ます 。 


⑥ 安 全 を 確認 し た 食材 で 給食 を 提供 し ます 。 ⑤ 測 定 結果 を 確認 し ます 。 


【 検 出さ れ な い ( 不 検出 ) と は ?】 
放射 性 物質 濃度 を 測定 する 場合 、 検 出 で き る 濃度 の 限界 が あり 、 こ れ を 検出 下限 値 と いい ます 。 こ の 検出 下限 値 
を 下回っ て いた 場合 に 、 検 査 結果 を 「 不 検出 (検出 下限 値 未 満 )」 と 記載 し て いま す 。( な お 、 学 校 給食 モニ タリ ン 
グ 事 業 で は 、 検 出 下 限 値 を 1 ベク レル kg 以下 に な る よう 検査 時 間 な ど を 設定 し て 検査 し て いま す 。) 
【放射 性 物质 (放射 性 ヨウ 素 、 放 射 性 セン ウム ) 】 
@ ヨウ 素 131 (Ii -131、 半 減 期 : 8 日 ) ※ 半 減 期 : 放射 線 を 出す 能力 (放射 能 ) が 元 の 半分 に な る まで の 期間 
呼吸 や 飲食 に より 体内 に 吸収 され や すく 、 甲 状 腺 に 集まる 性 質 が あり ます 。 口 か ら 摂 取 さ れ た ヨウ 素 は 容易 に 
消化 管 か ら 吸 収 さ れ 、 血 中 に 入っ た 後 、30% は 甲状腺 に 蓄積 し 、 残 り は 体内 か ら 排 注 さ れ ま す 。 半減 期 が 8 日 と 
短く 、 早 い 段 階 で 放射 線 を 出さ な く な り ま す 。 
@ セシウム 134 (Cs-134、 半 減 期 : 2 年 )、 セ シウム 137 (Cs-137、 半 減 期 : 30 年 ) 
レヒ し や すく 、 飛 散 し や すい 特徴 が あり 、 セ シウム 137 は 半減 期 が 30 年 と 長く 、 主 に 
と な り ま す 。 体 内 に 残存 する 際 、 特 定 の 臓器 に 蓄積 する 性 質 は あり ませ ん 。 
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第 1 章 岩手 県 の 現状 、 重 要 課題 へ の 取組 状況 、 注 目 情報 


注目 情報 3 野生 山菜 ・ 野 生き の この 放射 性 物質 濃度 検査 


















































県 は 県 内 全 33 市 町 村 と 協力 し て 、 野 生 山 菜 と 野生 きのこ の 放射 性 物質 濃度 の 検査 を 実施 し 、 県 広報 誌 
いわ て グラ フ や 県 公式 ホー ムペ ー ジ に 検査 結果 を 表示 し た マッ プ を 掲載 する な ど 注 意 喚起 を し て いま す 。 

その 外 、 県 で は 地域 の 住民 か ら 依 頼 を 受け て 市 町 村 が 行う 検査 を 支援 し て いま す 。 

また 、 産地 直売 施設 、 農業 協同 組合 等 の 生産 者 団体 及び 地方 卸売 市 場 に 対 し 、 出荷 制限 等 の 対象 と な っ 
て いる も の を 販売 する こと の な いよ うに 注意 を 促す と と も に 、 安 全 性 を 確認 し た も の を 消費 者 に 提供 する 
た め 、 放 射 性 物質 濃度 の 検査 の 実施 も お 願い し て いま す 。 
検査 に より 一 般 食 品 の 基準 値 (100 ベク レル /kg) を 超え た 場合 に は 、 市 町 村 の 区 域 を 単位 と し て 、 国 
の 出荷 制限 指示 な ど が 行わ れ て いま す 。 

野生 山菜 、 野生 きのこ 採り の 際 は 、 県 公式 ホー ムペ ー ジ 掲載 の 検査 結果 な ど を 参考 に 、 お 出かけ に な る 
地域 の 状況 を 確認 し て くだ さい 。 















































































































































































































































【 国 の 出荷 制限 指示 ・ 県 の 出荷 自粛 要請 の 状況 】 (平成 27 年 3 月 31 日 現在 ) 























《 野生 山菜 》 一 当該 市 町 村 で 採取 され る 野生 山菜 の 品目 ご と に 対象 と な り ま す ~ 

コシ アブ ラ (盛岡 市 ・ 花 巻 市 ・ 北 上 市 ・ 遠 野市 ・ 釜 石 市 ・ 奥 州 市 ・ 住 田町 )、 ゼ ンマ イ (一 関 市 ・ 奥 州 市 ・ 住 ! 
野生 ワラ ビ ( 関 市 ・ 陸 前 高田 市 ・ 釜 石 市 ・ 奥 州 市 ・ 平 泉町 ) 、 野 生 セ リ (一 関 市 ・ 奥 州 市 )、 タ ケ ノ コ (一 関 市 ・ 
高田 市 ・ 奥 州 市 )、 野 生 コ ゴ ミ (花巻 市 ・ 陸 前 高田 市 )、 野 生 タ ラノ メ (一 関 市 )、 野 生 ミ ズ (一 関 市 )、 野 生 フ キ (奥州 
) 、 野 生 サ ン シ ョ ウ (奥州 市 













































































































































































《 野生 きのこ 》 当該 市 町 村 で 採取 され る 野生 きのこ 全体 が 対象 と な り ま す て 
大 船渡 市 、 遠 野市 、 一 関 市 、 際 前 高田 市 、 釜 石 市 、 奥 州 市 、 金 ケ 崎 町 、 平 泉町 、 住 田町 
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7 。 注目 情報 | 


注目 情報 4 情報 発信 の 取組 一 県 政広 報 誌 「 い わ て グラ フ 」 の 活用 一 


























原発 事故 発生 以降 、 放射 性 物質 に 対す る 県 民 等 の 不安 の 高まり を 受け 、 県 202 人 あ S 本 の 
で は 、 様 々 な 媒体 を 活用 し て 、 放射 性 物質 に 対す る 基本 的 な 知識 や 測定 結果 晤 24L2 
な ど に つい て 情報 発信 し て きま し た 。 生活 空間 の 放射 線量 
- 県 で は 、 生 活 空間 へ の 影響 の 把 : 
: 握 や 県 民 の 不安 を 解消 する た 
県 内 全 世 帯 に 配布 され る 県 政広 報 誌 「 い わ て グラ フ 」 を 活用 し た 情報 発信 め 、 生 活 空間 の 放射 線量 (空間 
員 へ 、 | 質 の 影響 線 影 手 ※ 実 席 状 況 な ど 線量 率 ) を 測定 し て いま す 。 こ れ 
本 県 人 針 や 放射 線 影 響 対策 の 実施 状況 な ど を お 知ら せ し 、 まで の 結果 に つい て お 知ら せい 
県 民 等 の 不安 の 解消 と 風評 被害 発生 を 防止 する た め 、 平 成 23 年 度 か ら 実 施 ます 。 ” 、 古語 
し て いま す 。 平成 23 年 8 月 26 日 号 の 臨時 号 を は じ め に 、 平 成 27 年 3 月 ま © モニ タリ ング ボ ポ 
SH 2 お 2 MF スト に よる 測定 
で に 合計 15 回 掲載 し て いま す 。 平成 23 年 12 月 末 
か ら モ ニタ リン グ 
ミュー ミー ポメ ト を それ まで 設置 し て いた 
当初 は 、 県 民 等 に 放射 性 物質 や 本 県 の 放射 線 影響 対策 に 関す る 正しい 理解 盛岡 市 に 加え 、 一 関 市 、 大 船渡 
を 深め て いた だ く た め 、 放射 性 物質 に 関す る 基礎 知識 を 中 心 に 掲載 する と と 市 、 富 古市 、 滝 沢 市 、 花 巻 市 、 奥 
_ 加 SS 6 i * 州 市 、 釜 石 市 、 久 慈 市 、 二 戸 市 に 
も に 、 本 県 が 行っ て いる 放射 閑 影響 対策 全般 に つ v て 掲載 し て いま し た 。 も 配備 し 、 合 計 10 地 点 で 24 時 間 
その 後 、 県 民 等 の 関心 の 高い 「 生 活 空間 」「 食 品 」「 学 校 」「 健 康 」 な どの 体制 で 測定 し @ い ます 。 こ れ ま 
ー 3 人 本 _ 。。。 。 , 。 で に 大 気 中 の 放射 線量 に 異常 
テー マ 補 季節 感 に 配慮 し 、 平 成 25 年 6 月 号 か ら は 、 毎号 、「 放 射線 影響 対策 ee, は 
の お 知ら せ 」 と いう コー ナー を 設け 、 生 活 空間 や 県 立 学校 の 放射 線量 測定 、 る サー ベイ メー タ に よる 測定 
県 産 食 材 等 の 放射 性 物質 濃度 検査 、 子 ども の 内 部 被ばく 調査 な どの 結果 や 推 = 
移 、 行楽 シー ズン に あわ せ た 野 生 山菜 や 野生 きのこ 採取 の 際 の 留意 点 な ど を 


掲載 し て いま す 。 






































































































































































































































































































































































































































店 舎 な ど 55 地 点 を 毎月 測定 し 
て いま す 。 測 定 を 始め て か ら 放 
目 目 y エ 2 有 リン キュ る 自 旦 - 减 こ ーー を 射線 量 は 低減 傾向 に あり 、 平 成 
現在 、 本 県 の 生活 空間 に お ける 放射 線量 は 低減 傾向 に あり 、 県 産 食 材 等 の WR 
放射 性 物質 濃度 は 国 の 基準 値 を 下回る を も の が ほとん ど で す が 、 県 民 等 の 不安 国 の 除 染 基準 (毎時 0.23 マ イク 
消 と 風評 被害 発生 を 防止 する た め 、 継 続 し て 情報 発信 し て いき ます 。 トナ 
. す 。 ま た 、 汚 染 状 況 重点 調査 地 ” 
域 に 指定 され て いる 一 関 市 、 奥 
いわ て グラ フ を 活用 し た 情報 発信 の 状況 (平成 23 年 度 ~ 平 成 26 年 度 ) 州 市 、 平 泉町 内 の 28 地 点 の 平均 
も 低減 傾向 に あり ます 。 (下図) 
平成 23 年 临时 号 ”| 放射 線 影 響 対策 特集 号 (平成 23 年 8 月 ) 一 関 市 、 奥 州 市 、 平 泉町 の 28 地 点 の 
平成 24 年 1 月 号 | 放射 線 影 響 対策 特集 空間 線量 率 の 平均 (地上 1m 平 均 ) 
平成 24 年 3 月 号 放射 線 影 響 対策 の 取組 マイ クロ シー バル トド 毎時 * 
平成 24 年 6 月 号 | 食 の 安全 確保 対策 の 取組 "eo.24 
平成 25 年 3 月 号 | 放射 線 影響 対策 の 取組 
平成 25 年 6 月 号 県 内 放射 線量 、 県 産 食 品 、 子 ども の 内 部 被ばく の 測定 結果 
平成 25 年 8 月 号 | 野生 きのこ を 採り に 行か れる 際 の 留意 点 
平成 25 年 10 月 号 | 学校 の 放射 線量 測定 、 給 食 食材 検査 の 取組 
平成 25 年 12 月 号 | 県 産 農林 水産 物 の 安全 確保 に 向け た 取組 、 検 査 結果 : 拉 
平成 26 年 3 月 号 | 野生 山菜 を 採り に 行か れる 際 の 留意 点 -H236 )。H247 HB257 H267 
平成 26 年 6 月 号 | 学校 給食 の 測定 結果 、 子 ども の 内 部 被ばく の 測定 結果 [ 問 ] 
平成 26 年 8 月 号 | 野生 きのこ を 採り に 行か れる 際 の 留意 点 画 生 活 空間 の 放射 線量 。 . 
平成 26 年 10 月 号 | 生活 空間 の 放射 線量 の 測定 結果 と 推移 環境 保全 課 019-629-5356 
平成 26 年 12 月 号 | 県 産 食 品 の 放射 性 物質 濃度 検査 、 出 荷 制限 解除 の 状況 画 全 般 総務 室 019-629-6815 " 
平成 27 年 3 月 号 | 野生 山菜 を 採り に 行か れる 際 の 留意 点 いわ で グラ フラ 


平成 26 年 10 月 号 
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第 1 章 岩手 県 の 現状 、 重 要 課題 へ の 取組 状況 、 注 目 情報 


注目 情報 5 放射 性 物質 除去 ・ 低 減 技術 実証 事業 と 市 町 村 に お ける 活用 











県 で は 、 平 成 24 年 度 か ら 放 射 性 物質 除去 ・ 低 減 技術 実証 事業 を 創設 し 、 市 町 村 等 の 課題 解決 の 参考 
と する た め 、 県 内 に お いて 活用 で きる 除去 ・ 低 減 技 術 の 情報 収集 、 調査 及び 技術 試験 を 実施 し 、 平 成 26 
年 度 ま で に 18 技術 に つい て 試験 等 を 実施 し て いま す 。 そ の 結果 に つい て は 市 町 村 等 に 情報 提供 し て お 
り 、18 技術 中 5 技術 が 市 町 村 等 に お いて 実際 に 活用 され て いま す 。 



















































































0 市 町 村 等 に 活用 され た 試験 技術 の 状況 





放射 性 セシウム を 吸着 し 含水 汚泥 を 減 容 化 させ る 除 染 用 土のう 平成 25 年 度 公募 
道路 側溝 汚泥 
環境 放射 線 モ ニタ を 用 いた 簡易 測定 法 に よる 放射 性 セシウム 濃度 推定 平成 25 年 度 





原木 し いた け し いた け 原 木 洗浄 機 に よる 放射 性 物質 濃度 低減 効果 の 確認 平成 25 年 度 





農林 業 系 副産物 等 | 牧草 の ペレ ッ ト 化 技術 平成 24 年 度 
道路 舗装 面 等 ゼオライト 含有 高 分 子 水溶 液 の 塗 膜 乾燥 剥離 に よる 除 染 平成 24 年 度 公募 




















【 奥 州 市 で の 活用 事例 : 環境 放射 線 モ ニタ を 用 いた 簡易 測定 法 に よる 放射 性 セン ウム 濃度 推定 】 
放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づく 汚染 状況 重点 調査 地域 に 指定 され た 県 南 3 市 町 で は 、 除 染 
等 が 進め られ て いま す が 、 道 路側 半 に つい て は 原発 事故 由来 の 放射 性 物質 が 集積 し や すく 、 玲 積 し た 
土砂 の 処分 に 当たっ て は 放射 性 セシウム 濃度 に 応じ た 対応 の 必要 が あり 、 道 路側 溝 の 現場 で 土砂 の 濃 































































































度 の 推定 が 可能 な 簡易 測定 法 が 求め られ て いま し た 。 

そこ で 、 県 は 、 放射 性 物質 除去 ・ 低 減 技 術 実証 事業 で 地方 独立 行政 法 
人 岩手 県 工業 技術 セン ター と 連携 し 、 道路 側溝 土砂 中 の 放射 性 セン ウム 
濃度 の 簡易 測定 法 と し て 、 岩手 県 内 市 町 村 が 多く 保有 する 環境 放射 線 モ 
ニタ (Radi PA-1000、 堀 場 製作 所 製 ) と 専用 の 測定 キッ ト (PA-【 容器 ) ) 
1 い 、 道路 側溝 土砂 の 放射 線量 か ら 土 砂 中 の 放射 性 セシウム 濃度 を PA-K 容 器 (試料 入り ) 
定 す る 方 法 を 調査 検討 し CO NORRA Rudi EENPA REE ea へ 
まし た ーー 3 

その 結果 、 放 射 性 セシウム TP 
濃度 の 推定 が 実用 可能 で あ WW 
る こと が 示唆 され 、 あ わせ 
て 、 現 場 で 濃度 推定 に 利用 で 
レ を 作成 し まし た 。 

この 調査 検討 結果 を も と 

、 奥 州 市 で は 試行 を 行い 、 
現場 に お ける 測定 に 活用 で re 

_ 道路 側溝 土砂 放射 性 セシウム 推定 用 

きる こと を 確認 し て いま す 。 計算 ツー ル (PA-K 用 ) 









































































































































Radi 正 味 線量 率 と 放射 性 セン ウム 濃度 の 相関 ゲ ラフ (PA-K 用 、 換 算 値 ) 





PA-K 容 器 で の 測定 











y=10366x- 110.34 





















































奥州 市 の 試行 測定 の 様子 
※ こ の 方 法 の 実施 に 当たっ て は 、 電 離 則 及び 除 染 電 離 則 に お ける 厚生 労働 大 臣 が 定め る セシウム 134 及び セシウム 137 
の 放射 能 濃度 の 値 を 求め る 方 法 で は な いこ と に 留意 する 必要 が あり ます 。 
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第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 状況 





e 第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 状況 


1 


概況 


本 県 で は 、 東 京 電力 原子 力 発電 所 事故 に よる 放射 性 物質 の 
力 発電 所 事故 に 伴う 放射 線量 等 測定 
測定 機器 








等 と 連携 し な が ら 
ホー ムペ ー ジ 等 で 迅速 
測定 機器 








の 配備 に つい て は 、 











・ 測 定 体制 を 整備 し 、 
情報 提供 し て いま す 。 





東 か つ 効果 的 に 











に 係る 対応 方 針 及 び 放 射線 量 


原発 事故 以前 は 環境 保健 研究 


の 影響 か ら 県 民 の 健康 と 安全 を 守る た め 、 原 子 








セン ター に 設置 


し て ある モニ タリ ング ポス ト 1 台 な ど わ ず か で し た が 、 原 発 事故 を 契機 に 測 





サー ベイ メー タ は 30 
す (図表 1-2) Oo 
\ 発 事故 に 














マー | 











定 し て いま す 。 また 、 





よる 生活 環境 へ の 影響 を 把握 する た め 
リン グ ポ スト で 1 時 間 ご と の 放射 線量 (以下 「 空 
り 県 内 の 代表 的 な 55 地点 や 県 立 











定 機器 を 順次 整備 し た 結果 、 平成 26 年 度 ま で に モニ タリ ング 
台 、 グ ゲル マニ ウム 半 導体 検出 器 は 5 台 配 備 さ れ て いま 











間 線 量 率 」 








サー ベイ メー タ に よ 














こ 測定 し て いま す 。 








区 な ど 県 有 施 設 の 空間 線量 率 を 定期 的 ! 








省 
" 广 





図表 1- 1 


ボー ムペ ー ン 等 で 公表 し て いま す 。 
さら に 、 雨 や ちり な どの 降下 物 、 河 川 水 、 

工業 用 水道 な どの 放射 性 物 

汚染 状況 重点 調査 地域 に お ける 測定 結果 平均 値 の 推移 


水道 水 の ほ か 、 


9 








質 濃 度 も 定期 的 に 








ボス ト は 10 台 所 


、 県 内 10 箇所 の モニ タ 


と いう 。) を 測 




















それ ら の 結果 を 














廃棄 物 処理 施設 に 


測定 し て いま す 。 


量 低 減 に 向け た 取組 方 針 に 
県 内 全域 で 総力 を 挙げ て きめ 細か な 測定 を 行い 、 





基づき 、 市 町 村 
県 公式 





サー ベイ メー タ に よる 
空間 線量 率 測定 の 様子 
(生活 空間 ) 


お ける 焼却 灰 、 下 水 汚泥 、 





Sv/h 
站 .30 









































これ ら 測 定 の 結果 、 


不 検出 で す 。 モ ニタ リン グ ポ スト に お ける 空間 線量 率 の 測 
ん 。 県 内 55 地点 の 空間 線量 
て で 国 の 除 染 基準 で ある 毎時 0.23 マ イク ロ シ ー ベ ルト (gSv/h) 
率 は 低減 傾向 に ある と と も に 放射 司 




















この よう に 


空間 線量 


空間 線量 率 は 低減 傾向 に あり 、 雨 水 や 河 























は 測定 開始 以来 、 低 減 











| 水 や 水道 水 な どか ら の 放射 性 物 
E 結 果 か ら は 、 大 気 中 の 放射 線量 に 異常 は 見 ら 











頃 向 に あり 、 











物質 濃度 も 不 検 H 


平成 25 年 6 月 以降 は 、55 地点 全 
を 下回っ て いま す 。 


日 で ある な ど 安 定 し て いま す 








質 濃度 は 








(図表 1- 1 ) 











が 、 県 民 の 不安 の 解消 や 風評 被害 の 解消 ・ 防 止 な どの た め 、 測 定 を 継続 し て 実施 する 必要 が あり ます 。 今 
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第 2 章 平成 26 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 











後 も 、 原 発 事 履 に よる 生活 環境 へ の 影響 を 把握 し 県 民 の 健康 と 安全 を 守る た め 、 放 射線 量 等 を 測定 し て い 
きま す 。 








図表 1-2 岩手 県 に お ける 測定 機器 の 配備 状況 
] ミ 地上 14 7m) 


平成 27 年 3 月 31 日 現在 











盛岡 市 Q) (環境 保健 研究 セン ター 















































































































































































花卷 市 (1) (花巻 地区 合同 庁舎 、 地 上 1.0m (以下 、 同 じ 。)) 
hop 奥州 市 (1) (奥州 地区 合同 庁舎 ) 、 一 関 市 (1) ( 三 反田 大 気 測定 局 ) 
RR 大 船渡 市 (1) (大 船渡 地区 合同 庁舎) 、 釜 石 市 (1) (釜石 地区 合同 庁舎 " 
宮古 市 (1) (宮古 市 立 宮 古 小学 校 )、 久 療 市 (1) (久慈 地区 合同 庁舎 ) 
可 二戸 市 (1) (二戸 地区 合同 庁舎 ) 、 滝 沢 市 (1) (岩手 県 立 大 学 ) 
間 各 広 域 振 興 局 保健 福祉 環境 部 ( 計 9) (盛岡 (1) 奥州 (1) 釜石 (1)・ 久 慈 (①・ 
線 花巻 (1)・ 一 関 )・ 大 船渡 (1) ・ 宮 古 (]〕 ・ 二 戸 (1) ) 
量 県 南 広域 振興 局 土 木 部 ( 計 3) (奥州 (1)・ 一 関 (1) ・ 千 厩 Q①)) 
率 | 、 | NaI(T1) 環境 保健 研究 セン ター(④ 、 北 上 川上 流 流域 下水 道 事務 所 2) 0 
等 | 了 | シン チレ ーション 企業 局 施設 総合 管理 所 (1) 、 企 業 局 県 南 施設 管理 所 (2) 
を | 教育 委員 会 事務 局 スポ ー ツ 健康 課 (1) 
測 | ヶ 事務 所 ( 計 6) (盛岡 (1)・ 中 部 (1)・ 県 南 (1) 沿岸 南部 (1) 宮古 (1)・ 
総合 防災 室 (5、 防 災 航 空 セ ンタ ー) 、 県 南 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 (10) 
積算 線量 計 各 広 域 振興 局 農政 (株) 部 ( 計 15) (盛岡 ・ 奥 州 ・ 釜 石 ・ 久 慈 ・ 花 巻 ・ 境 野 ・|  。 
一 関 ・ 宮 古 ・ 大 船渡 ・ 二 戸 計 10 公 所 で 、 配 置 を 特定 せ ず に 使用 。) 
































県 南 教育 事務 所 (18) 
ゲル マニ ウム 半導体 検出 問 | 環境 保健 研究 セン ター(3) 、 農 業 研究 セン ター(1) 、 工 業 技術 シン ター(1) 5 
県 南 広域 振興 局 農政 部 ( 計 3) (奥州 (1) ・ 一 関 (2②) ) 
























































































































































放 各 広 域 振興 局 水産 部 ( 計 3) (久慈 (1)・ 大 船渡 (1) ・ 家 古 (1)) 
\ 沿岸 広域 振興 局 農 林 部 宮古 農林 振興 セン ター 林 務 室 岩 泉 出 張 所 1※) 
農業 研究 セン ター 示 産 研究 所 (2※) 
4 Nal(T1) シン チレ ーション | 林業 技術 セン ター (2※) 、 水 産 技術 セン ター(1) 
尖 スペ クト ロメ ー タ 中 央 農業 改良 普及 セン ター(1) 
了 県 立 高等 学校 ( 計 3) ( 杜 陵 (1)・ 盛 岡 工業 (1) ・ 釜 石 (1)) 
に 県 立 支援 学校 ( 計 8) (盛岡 視覚 (1) ・ 盛 岡 聴 覚 (1) ・ 盛 岡 と な ん (1) ・ 盛 岡 
南 高 等 (1) ・ 花 巻 清風 (1) ・ 前 沢 明峰 (1) ・ 久 慈 拓 陽 (1) ・ 気 仙 光 陵 (1) ) 
旨 岩 手 畜 産 流通 セン ター (岩手 県 岩 畜 検査 室 ) (4※) 
農業 改良 普及 セン ター( 計 10) (中 央 (2) ・ 盛 岡 (1)・ 八 幡 平 (1) ・ 奥 州 (①・ 
简易 测定 器 一 関 (1)・ 大 船渡 1)・ 宣 古 (1)・ 久 慈 (1)・ 二 戸 ①)) 60 



































※ 農 林 水 産 省 か ら の 無償 貸与 物品 

















【 市 町 村 等 の 取組 : 測定 機器 の 配備 状況 】 
市 町 村 に お いて も 、 サ ー ベ イメ ー タ 等 の 整備 を 行い 、 学 校 や 幼稚 園 等 の 放射 線量 や 水道 水 、 一 般 廃棄 物 
処理 施設 の 焼却 灰 等 の 放射 性 物質 濃度 の 測定 を 行っ て いま す 。 (図表 1-3) 

















図表 1-3 県 内 市 町 村 ・ 広 域 連 合 ・ 一 部 事務 組合 に お ける 測定 機器 の 保有 状況 平成 27 年 3 月 31 日 現在 



























































空間 uv 15 5 77 |js 

率 等 和 回 23 8 31 556 40 596 
積算 線量 計 7 5 12 143 120 263 

放射 性 物 NaI(T1) シン チレ ーション 

質 濃度 スペ クト ロメ ー タ 等 (簡易 測定 器 含 む ) | 3 3 33 | 69 本 
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第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 状況 


測定 機器 に 





は 、 大 気 中 の 放射 線量 








を 測定 する も の と 食品 な どの 放射 性 








物質 濃度 を 測定 する も の に 大 きく 分 か れ ま す 。 





( ア ) モニ タリ ング ポス ト 


ョ ウ 化 ナトリウム (Nal) の 結晶 を 検 日 
間 線 量 率 ) の うち ガン マ 線 を 連続 し て 測定 


て 低い 空間 線量 率 まで 精密 に 
レー ショ ン 式 検出 器 と 屋内 に 
と 検出 器 内 で か すか な 光 を 発 




















置く 測定 
し 、 そ の 光 を 検出 ・ 














測 す る 。 本 県 で は 、 昭 和 63 年 














、 原 発 事故 を 受け 











了 っ て いる 。 





1988 


、 県 内 9 箇所 に 増設 し 、 





大 上 し て 利 / 
する 据え 
測定 する こと が で きる 。 屋 
器 到 构成 立 机 、 放射 線 が 検出 器 に 当たる 








E) か ら 盛 岡市 に 
計 10 











j し 、 大 気 中 の 放射 線量 ( 空 
置き 型 PAN り 、 極 め 

















噌 幅 し 、 空 間 線量 率 と し て 計 
お いて 測定 を 行っ て きた 
箇所 に お いて 、24 時 間 体 制 で 























: 放射 線量 






































: 24 時 





頻度 


緊急 時 は 1 











(空間 線量 率 (大 気 ) ) 、 
間 連 続 測定 】 
pg Gy/h 三 1 Sv/h( マ イク ロッツ ー ペ ルト 毎 





測 


E 単 位 : Gy/h*※ (< マイ クロ が ルイ 





時 ) と し て 換算 で きま す ( 環 境 放射 線 モ ニ 

















FT ， 原子 力 安全 委 会 、 





平成 2 





0 年 3 月 、 





平成 22 年 4 月 一 部 改 订 ) 。 





中 帯 培 忠 議 吾 時 ココ 


泛 


S 中 の 中旬 


サー ベイ メー タ 








放射 性 物質 や 放射 線 に 関す る 情報 を 簡便 に 得る こと を 











型 の 放射 線 測定 器 で 、 一 般 環境 ( 低 線量 ) の 測 














ョ ン 式 サー ベイ メー タ と 、 表 二 

















汚染 等 の 検査 等 ! 

















的 と し た 小型 で 可 搬 








に 3 た っ 
和 


E に 適し た NaI(T1) シン チレ ー シ 
に 適し た GM 計 数 管 式 サー ベイ 








メー タ (ガイ ガー カウ ンタ ) が ある 。 本 県 で は 地表 付近 の 空間 線量 率 等 の 測定 





の た め 、 主 に 
① NaI(TI) シン チレ ー 

















al(T1) シン チレ ーション サー ベイ メー タ を 使用 
ジョ ン サ ー ペ イメ ー タ 











し て いる 。 





検出 器 の 仕組 み は モ ニタ リン グ ポ スト と 同様 。 測 定 し た 結果 の 正確 さ で は モ 





ニタ リン グ ポ スト の 方 が 優る 。 


② GM 計 数 管 式 サー ベイ メー タ (ガイ ガー カウ ンタ ) 
ガン マ 線 に 加え て ベー タ 線 も 測定 する た め 、 表 面 汚染 の 測定 に 


さ な い 。 




















定時 間 : 
( ウ ) 


1 ヶ所 当たり 概ね 5 分 
積算 線量 計 











【 調 査 項目 : 放射 線量 (空間 線 

















)】 











ヶ月 














量 率 (大 気 ) ) 、 


積算 線量 計 に は 事業 所 敷地 境界 及び 周辺 地区 
間 に 受 けた 空気 吸収 線量 の 積算 量 と し て 測定 する も の と 、 放 射線 作業 従事 
者 等 が 一 定 の 作業 期間 に 受け た 放射 線量 


に 





を 積算 し て 測定 する も の が ある 。 


測定 単位 : Svy/h マ 人 py- ぐ "ルル 毎時 ) 、 








設置 し 、 環 境 中 の 放射 線 を 3 








向く 。 た だ し 感度 が 低く 、 





Gy/h pm ゲ レイ 毎 




















空間 線量 の 測定 に は 適 


、 測 





届 箇 器 購 半 許 許 計 へ 


党 


8S よ の 財 沿 





( ア ) 











ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 

ゲル マニ ウム の 結 品 を 検出 器 と し て 利 
種類 と 量 を 測定 で きる 。 ガ ンマ 線 を 放 H 
た エネ ルギー を 放出 する た め 、 そ の 試料 か ら 放 出 























1] し た も の で 、 試 料 中 の 放射 性 
HH する 放射 性 物質 は 、 物 質 ご と に 決ま っ 








物質 の 


され る ガン マ 線 の エネ ルギー 





の 種類 と 強 さ を 計測 する こと で 、 ど の よう な 放射 性 物質 が どれ くら い 含 まれ て 





いる か を 測定 する 。 
【 調 査 項目 : 
概ね 1 時間 】 




















口 
HH 





水道 水 、 土壌 、 食品 等 、 


| 定 








測 





新 位 : Bq 





ベク レル ) 、 調 査 時 間 : 1 





( イ ) 














【 調 査 項目 : 
ね 10 分 て 20 分 】 


水道 水 、 土 壌 、 食 品 等 、 


| 定语 


Nal (TI) シン チレ ーション スペ クト ロメ ー タ 
ョ ヨウ 化 ナ トリ ウム (NaI) の 結 草 を 検出 器 と 
ゲル マニ ウム 半導体 検出 回 と 同様 。 ゲ ダルマ ニウム 半導体 検出 回 
ルギー 分 解 能 は 劣る た め 、 数 多く の 核種 が 検出 さ 
出 器 部 分 を 液体 室 素 で 冷却 する 必要 が な いな ど 、 








測 








計 位 : Bq (ベク レル ) 、 


し て 利 
































1] し た も の で 、 測定 原理 は 
と 比較 し て エネ 
検 

















れる 場面 に は 向 か な い が 、 
維持 管理 が 容易 で ある 。 
調査 時 間 : 概 


























( ウ ) ”简易 测定 器 


サー ベイ メー タ に 遮蔽 体 な ど 付 
算 し て 測定 する 機器 。 放射 性 物質 の 種類 ご と の 濃度 は わか ら な い が 、 
裏 、 食 品 等 、 測 定 単位 : Bq (ベク レル ) 、 




















る 。【 調 査 項目 : 水道 水 、 土 








属 机 器 地 设置 








食品 な どの 放射 情 
調査 時 間 : 概ね 25 分 て 30 分 】 


し た も の で 付属 プロ グラ ム に より ガン マ 線 量 を 放射 性 物質 濃度 に 











E 物 質 濃度 を 簡便 に 測定 で き 


換 











シー ベル ト (Sv) : 


ベク レル (Bq) : 





グレ イ (Gy) : 物質 に 吸収 され た エネ ルギー 量 を 表す 
体 が 被ばく する こと で 受け る 
ば く で も 、 数 値 が 同じ で あれ ば 体 が 受け る 影響 も 同じ 。 


放射 線 に 関し て し ば し ば 使わ れる 単位 Bq (ベク レル ) 


影响 








の 程度 は 、Sv (シー ベル ト ) と いう 


位 (吸収 線量 ) の こと 。 




















は 放射 性 物質 か ら 放射 線 を 出 


す 能 力 そ の も の を 表し て いる 。 


つの 単位 で 表 さ れ て お り 、 外 部 被ばく で も 内 部 被 
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(1) 


2 各 取 組 の 実施 状況 
モニ タリ ング ポス ト に よる 空間 線量 率 の 測定 
県 内 10 ヶ 所 に 設置 
し て いる ほか 、 


モニ タリ ング ポス 
で ホームページ に 2 人 








ト は 、 


第 2 章 平成 26 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 






































き ざ 功 まま 








し て お り 、24 時 間 体 制 で 測定 し 、 そ の 結果 を リア ル タ イ ム 


、 公 表し て いま す 。 


な お 、 空 間 線量 率 は 、 原発 事故 以降 、 低 減 傾向 で 推移 し 、 平 成 26 年 度 に お いて も 異常 な 数 値 は 見 られ 

















また 、 





て いま せん 。 (図表 1 -4) 
本 測定 体制 は 、 平 成 27 有 








E 度 も 継続 し て 











実施 し て いく 予定 で す 。 



































〇 モニ タリ ング ポス ト に よる 測定 箇所 

























































































































































































(3) 


(4) 


原発 事故 に よる 4 





原発 事故 後 、 牧草 等 の 暫 



























































現在 、 





こと か ら 、 平 成 23 年 6 月 よ 
その 結 
これ まで の 最大 値 
まで に 国 















































走行 サー ベイ の 実施 



































走行 サー ベイ と は 
の ガン マ 線 の 情報 と GPS に よる 位置 
を デジ タル 処理 に より マッ プ 化 する も の で す 。 

ト 調 査 は 平成 23 年 度 か ら 実 施し て お り 、 平成 24 年 度 か ら 
所 管 ) か ら 機器 の 貸与 を 受け 、 





、 乗 用 











平成 26 年 度 は 、7 
ふし て し \ ま 6 




















た 汚染 状況 重点 調査 地域 に お いて も 、 
平成 23 年 6 月 上 比 で 32% ま で 低減 し て いま す 。 



































成 23 年 6 月 




















始 し 、 現 在 


まで 、 県 内 























「 























| に 22 市 町 
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六 《 低 ; 








に 高 精度 の 放射 線 測定 機器 











情報 を 連続 的 ( a 道 











県 有 施 設 の 放射 線量 の 測定 状況 





E 活 環境 へ の 影響 を 

















県 及び 市 町 村 に より 沖 
村 で 調査 を 実施 し 








E 握 する た め 、 定期 的 に 県 有 
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成 し 、 平 成 27 年 
































許容 値 を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され る な ど 、 降下 物 の 藤 
り 空間 線量 率 の 測定 を 開 
果 を 県 の 公式 ホー ムペ ー ジ で 公表 し て いま す 。 
は 、 一 関 市 の 運動 場 で 平 
の 除 染 基準 と され る 0.23 ヵ Sv/h を 下 
主要 55 地 点 の 空間 線量 率 は 低減 傾向 に あり 、 放射性 


に 測定 し た 0.47 Sv/h で し た が 、 平成 25 年 6 月 
り 、 現 在 で は 0.04 Sv/h 程 度 と 低減 し て いま す 。 
染 対 処 特別 措置 法 に 基づき 指定 され 

















原発 事故 以前 (昭和 63 年 度 て ) : 1 箇所 (盛岡 市 ) 
平成 23 年 12 月 て : 3 箇所 (一 関 市 、 大 船渡 市 、 宮 古市 ) 
平成 24 年 3 月 : 6 箇所 (滝沢 市 、 花 巻 市 、 奥 州 市 、 釜 石 市 、 久 慈 市 、 二 戸 市 ) 
図表 1-4 モニ タリ ング ポス ト に よる 放射 線量 測定 結果 (月 平均 ) (単位 : Gy/h) 
| H26.4 | H26.5 | H26.6 | H26.7 | H26.8 | H26.9 | H26.10 | br | bb 平均 | 
ji | 0.022 | 0.022 0.022 | 0.023 | 0.023 | 0.022 | 0.022 8 . 023 .021 | 0.022 | 0.023 | 0.022 
ji | 0.047 | 0.048 | 0.047 | 0.047 | 0.046 | 0.046 | 0.045 | 0. 0.034 | 0.028 | 0.027 | 0.035 | 0.041 
花巻 市 | 0.031 | 0.031 | 0.031 | 0.031 | 0.031 | 0.031| 0.031 | 0. 0.030 | 0.027 | 0.030 | 0.031 | 0.031 
j | 0.070 | 0.069 | 0.068 | 0.067 | 0.067 | 0.054 | 0.053 | 0. 0.048 | 0.046 | 0.047 | 0.048 | 0.057 
j | 0.064 | 0.062 | 0.059 | 0.058 | 0.058 | 0.058| 0.057 | 0. 0.054 | 0.052 | 0.054 | 0.056 | 0.058 
大 船渡 市 | 0.053 | 0.053 | 0.052 | 0.052 | 0.052 | 0.052 | 0.052 | 0. 0.052 | 0.051 | 0.051 | 0.051 | 0.052 
市 | 0.046 | 0.046 | 0.046 | 0.046 | 0.046| 0.045 | 0.045| 0. 0.045 | 0.044 | 0.044 | 0.045 | 0.045 
宮古 市 | 0.049 | 0.050 | 0.049 | 0.049 | 0.049 0.049 | 0.049 | 0. 0.048 | 0.048 | 0.047 | 0.048 | 0.049 
慈 市 | 0.049 | 0.050 | 0.049 | 0.050 | 0.050| 0.050| 0.050| 0. 0.050 | 0.049 | 0.046 | 0.049 | 0.049 
戸 市 | 0.027 | 0.027 | 0.027 | 0.028 | 0.028 | 0.027 | 0.027 0.027 .025 | 0.026 | 0.027 | 0.027 
< モニ タリ ング ポス ト 設 置 高 さ は 、 地 上 1m。 た だ し 、 礎 岡 地区 は 地上 1m を 滝沢 市 、 地 上 14.7m を 盛岡 市 の 計 2 地点 で 測定 。 
(2) 県 内 55 地点 の 測定 


と 響 が 懸念 され た 














主要 55 地 点 で 毎月 測定 を 行い 、 






































に 測定 し た 空 





ぼ 間 線量 率 の 平均 値 7 





















































了 量 率 を 測定 し て いま す 。 

















測定 結果 が 、 低 減 措 置 実施 の 





- 量 - 
中 


射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 


lm 

















二 


( 





安 で ある 1 Sv/h を 超え た 場合 に は 、 平 成 23 有 
基づき 、 低減 措置 を 実施 する こと と し て いま す が 、 





第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 状況 


E9 月 に 策定 し た 「 放 
成 25 年 度 以降 、 








ヽ 








目安 (1 Sv/h) を 超え る 値 は 測定 され て いま せん 。 


平成 26 有 
ませ ん 。 ( 図 





表 1=5) 

















E 度 は 合計 242 施設 の 測定 を 実施 し 


证: 
3 


し た が 








目安 (1 Sv/h) を 超え る 値 は 測定 され て い 


ヽ 


今後 も 、 原発 事故 に よる 生活 環境 へ の 影響 を 把握 し 、 県 民 の 健康 と 安全 を 守る た め 、 継 続 し て 測定 を 


行い ます 。 


図表 1-5 


測定 施設 数 及び 測定 結果 (平成 26 年 度 ) 
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不 特定 多数 の 者 が 利用 する 施設 80 0 0. 02~0. 40 
県 庁舎 ・ 合 同庁 舎 17 5 12 0 0.03 て 0.40 
その 他 公 共 施設 51 9 42 0 0. 02~0. 26 
医療 施設 ・ 福 祉 施設 3 0 3 0 0. 02~0. 11 
県 立 都市 公園 ・ 花 巻 空港 ・ 駐 車場 5 0 5 0 0.03 て 0.08 
県 有 観 光 施 設 4 0 4 0 0.03 て 0.11 
県 立 病 院 ・ 院 内 保育 所 35 9 26 0 0. 00~0. 21 
警察 固 ・ 運 転 免許 試験 場 等 20 4 16 0 0. 01~0. 28 
児童 福祉 施設 等 5 1 4 0 0. 02~0. 31 
県 立 学校 、 社 会 体育 施設 、 社 会 教育 施設 、 文 化 施設 | 96 17 79 0 0. 01~0. 37 
県 立 大 学 、 専 門 学校 等 6 1 5 0 0. 04~0. 36 
計 242 46 196 0 0. 00~0. 40 
(5) 降下 物 、 大 気 浮遊 じん 等 
原発 事 疾 以前 は 、 文 部 科学 省 か ら の 委託 に よる 環境 放射 能 水 準 調査 に より 、 環 境 保健 研究 セン ター に 
お いて 降下 物 ** を 毎月 、 大 気 浮遊 じん ま ? を 3 か 月 ご と 、 降 水 を 降雨 ご と に 採取 し 放射 性 物質 測定 を 実 
施し て いま し た が 、 原発 事故 後 、 文 部 科学 者 か ら の 指示 に より 、 降 下 物 に つい て は 平成 23 年 3 月 19 日 
か ら 平 成 24 年 1 月 まで 毎日 測定 し 、 そ れ 以 降 は 毎月 測定 し て いま す 。 
その 結果 、 大 気 浮遊 じん 及び 降水 は 不 検出 、 降 下 物 は 原発 事故 当時 の 約 1000 分 の 1 程度 と な り 、 低 
減 傾向 で 推移 し て いま す 。 (図表 1-6 、1-7 、1-8) 
※1 降下 物 : 1 か 月 間 に 採 取 し た 雨 や ちり 等 の 降下 物 に つい て 、 単 位 面 積 あ た り の 放射 性 物質 の 量 を 測定 する も の 。 
※2 大 気 浮遊 じん : 特定 期間 に 採取 し た 大 気 中 の 浮遊 粉じん に つい て 、 単 位 体積 あたり の 放射 性 物質 の 量 を 測定 する も の 。 
図表 1-6 降下 物 (単位 : 核種 別 放射 線 濃度 Bq/m、 実 効 線 量 mSv) 
ョ ヨウ素 131 不 検 出 不 検 出 不 検出 不 検 出 不 検出 不 検出 
セシウム 134 0. 29 0. 45 不 検出 0. 092 不 検出 0.076 
セシウム 137 0.70 1.10 0.21 0.20 0.16 0.32 
50 年 間 実 効 線量 0.000092 0.000145 | 0.000027 | 0.000026 | 0.000021 | 0.000042 
ョ ヨウ素 131 不 検 出 不 検 出 不 検 出 不 検出 | 不 検出 不 検 出 
セシウム 134 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 0.085 0.081 
セシウム 137 0.14 0.073 0.20 0.18 0.31 0.30 
50 年 間 実 効 線量 0.000018 0.000009 | 0.000026 | 0.000023 | 0.000040 | 0.000039 
※1 日 あたり に 換算 する と 、 不 検出 と な る レベ ル 。 





第 2 草 平成 26 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 


図表 1-7 大 気 浮遊 じん (単位 : Bq/m?) 






























盛岡 市 | ヨウ 素 131 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 
セシウム 134 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 
セシウム 137 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 
一 関 市 | ヨウ 素 131 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 
セシウム 134 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 
セシウム 137 不 検出 不 検出 不 検出 0.017 



































図表 1-8 降水 (平成 27 年 3 月 の 検査 結果 ) (単位 : mm、ml、Bq/l) 















3/3~3/4 18.0 | 1275.2 | 不 検 H 3/18~3/19 6. 6 466.9 | 不 検 H 


















































H 1.5 H 1.5 
3/4 て 3/5 11.0 776.4 | 不 検出 1.6 | 3/19~3/20 2.0 141.7 | 不 検出 1.5 
3/9 て 3/10 44.6 | 3153.5 | 不 検出 1.5 | 3/23~3/24 6.2 439.5 | 不 検出 1.6 
3/10~3/11 13.8 973.6 | 不 検出 1.6 | 3/24 て 3/25 0.5 36.4 | 不 検出 4.3 
3/11~3/12 5.7 399.5 | 1.80 1.6 | 3/31~4/1 2.0 138.2 | 不 検出 1.6 
3/12~3/13 0.7 46.5 | 不 検出 3.3 








(6) 水道 水 の 取組 状況 








原発 事故 に よる 放射 性 物質 の 水道 水 に 与え る 影響 を 把握 する た め 、 県 で は 、 盛岡 市 に つい て は 平成 23 
年 3 月 18 日 か ら 12 月 27 日 まで 毎日 、 一関 市 に つい て は 平成 23 年 4 月 8 日 か ら 12 月 22 日 まで 1 週間 
































に 1 回 水道 水中 の 放射 性 物質 の 測定 を 実施 し まし た 。 
また 、 盛 岡市 及び 一 関 市 以外 の 地域 に お いて も 、 厚生 労働 省 の 方 針 に 基づき 、 放 射 性 物質 の 拡散 に 

















る 水道 水 へ の 影響 を 把握 する た め 、 平 成 23 年 4 月 か ら 7 月 に か け て 、 水 道 水 中 の 放射 性 物質 の モニ タ 





























リン グ を 県 内 全市 町 村 及 び 水 道 用 水 供給 事業 を 行う 2 事務 組合 で 実施 し まし た 。 





























これ ら の 測定 に より 検出 され た 放射 性 物質 は 、 最 大 で も 放射 性 ヨウ 素 5.29 Bq/kg、 放 射 性 セン ウム 




















0.73 Bq/kg で 、 い ずれ も 国 が 定め た 管理 目標 値 (10Bq/kg) を 下回り まし た 。 な お 、 水 道 水中 の 放射 性 
































物質 は 、 平成 23 年 4 月 18 日 に 盛岡 市 で 放射 性 セシウム 0.12Bq/kg が 検出 され て 以降 は 不 検出 が 続い て 








いま す 。 





平成 24 年 以降 は 、 放 射線 量 の 測定 に 係る 対応 方 針 に 基づき 、 盛 岡市 及び 重点 調査 地域 に 指定 され た 





























奥州 市 、 一 関 市 及び 平泉 町 に お いて 、 水 道 水中 の 放射 性 物質 濃度 の 定期 的 な 測定 を 行っ て いま す 。 














平成 25 年 度 か ら は 、 こ の 4 地域 に つい て 3 か 月 に 1 回 の 上 顔 度 の 測定 を 実施 し て いま す が 、 い ずれ の 








地域 に お いて も 放射 性 物質 は 検出 され て いま せん 。 








今後 に お いて も 、 県 民 へ 水道 水 に 対す る 安心 を 提供 する た め 、 放 射 性 物質 の 観測 を 継続 し て いき ます 。 





(7) 河川 水 、 海 域 、 海 水浴 場 、 地 下水 
ア 国 に よる モニ タリ ング 調査 





























原発 事故 に より 大 量 の 放射 性 物質 が 環境 中 に 放出 され た こと を 受け て 、 原発 事故 に 係る モニ タリ ン 
グ を 確実 に 、 か つ 、 き め 細 か に 実施 する た め 、 政 府 で は モニ タリ ング 計画 を 策定 し 、 こ れ に 基づき 、 


本 県 で も 汚染 状況 重点 調査 地域 を 中 心 と し た モニ タリ ング を 行っ て お り 、 平 成 26 年 度 は 17 河 川 2 地点 





2 海域 で 実施 し て いま す 。 


























グ も 実施 し て いま す 。 (図表 1- 9 ) 
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また 、 環境 省 に お いて は 、 原発 事故 の 影響 を 把握 する た め 、 被 災 地 に お ける 海洋 環境 の モニ タリ ン 





図表 1-9 環境 省 調査 結果 
(i) 河川 等 の 放射 性 物質 モニ タリ ング 調査 結果 (水質 : Bq/L、 底 質 ・ 土 壌 : Bq/kg ( 乾 泥 ) ) 


第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 状況 

















































































































河川 H26.5.15 て 5. 27 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 ~301 11~1, 770 
H26. 8. 18~8. 21 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 ~133 | 154 て 1, 990 
H26. 11.6 て 11. 20 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 ~100 57~2, 620 
H27. 2. 9~2. 13 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 ~76 19~1, 090 
海域 H26. 5. 27 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 ~16 a 
H26. 11. 28 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 ~13 一 
(ji ) 東日本 大 震 災 に 係る 海洋 環境 モニ タリ ング 調査 結果 (本 県 沖 海域 3 地点 。 海 水 : Bq/L、 海 底 土 : Bq/kg ( 乾 泥 ) ) 
海 水 H26. 2. 14~2. 27 不 検出 0. 0012~0. 0020 0. 0012~0. 0020 不 検出 
H26. 3. 16 不 検 出 0. 00099~0.0016 | 0.00099~0.0016 不 検出 
海底 十 H26. 2. 14~2. 27 不 検出 て 5.6 不 検出 て 17 不 検出 て 22.6 不 検出 
本 H26. 3. 16 不 検出 0.68~1.3 0.68~1.3 不 検出 
イ 県 に よる モニ タリ ング 調査 
県 で は 、 国 が 実施 し て いる モニ タリ ング 調査 と は 別に 、 農林 水産 物 等 の 出荷 制限 な ど が 行わ れ て い 








る 地域 の 近く を 流れ る 河川 に つい て モニ タリ ング を 実施 し て お り 、 平 成 26 年 度 は 12 河川 20 地点 を 
測定 し 、 そ の 結果 を 公表 し て いま す 。 (図表 1 -10) 





この ほか 、 海 水浴 場 を 安心 し て ご 利 
































] い た だ く た め 、 海 水浴 場 調査 の 一 環 と し て 、 平 成 26 年 度 は 
4 海水 浴場 に お いて 海水 浴場 の 開設 前 に 放射 線量 等 を 測定 し 、 公 表し て お り 


ます 
に 





その 結果 、 海 水 放射 性 物質 濃度 は 、 放 射 性 セシウム 及び 放射 性 ヨウ 素 と も に 不 検出 で し た 。 ま た 、 


放射 線量 は 、 砂 浜 の 地表 1 m、50 cm、 









































1 cm の 放射 線量 を 測定 し た 結果 、 最 大 毎時 0. 10 マイ クロ シー 




























































































































































































ベル ト (Sv/h) と 、 国 が 示 し た 追加 被ばく 線量 の 長期 目標 に 相当 する 0.23 Sv/h を 下回っ て いま 
す 。 (図表 1-11) 
今後 も 、 県 民 の 放射 線 に か か る 影響 に 対す る 不安 を 少し で も 解消 する た め に 、 国 と 協力 し て 放射 性 
物質 の モニ タリ ング を 継続 し 、 県 民 て へ の すみ や か な 情報 提供 に 努め て いき ます 。 
図表 1-10 県 に よる 河川 の モニ タリ ング 調査 結果 
lJ 
北上 川 ( 本 川 、1 支川 ) 、 気 仙川 (本 川 、 而 MS に 要 
1 支川 の 日 抽 二 H26. 6. 23~6. 30 不 検出 不 検出 て 28.7 | 0.02 て 0.06 0. 02~0. 04 
木 賊 川 、 猿 ヶ 石 川 、 津 軽石 川 、 関 品川 、 i 
大 粗 川 、 小 川 川 、 平 株 川 の 7 地点 H26. 9. 8~9. 29 不 検出 不 検出 ~351 0. 04~0. 08 0. 03~0. 06 
図表 1-11 海水 浴場 の 測定 結果 
舟渡 (久慈 市 ) H26.5.13 不 検出 不 検出 0.10 0.09 0.10 
江戸 ヶ 浜 ( 洋 野 町 ) H26. 5. 13 不 検出 不 検出 0. 04~0. 05 0. 04 0. 04~0. 05 
浄土 ヶ 浜 (宮古 市 ) H26. 5. 19 不 検出 不 検 出 0. 04 0. 04 0. 03~0. 04 
吉里 吉里 (大 醒 町 ) H26. 5. 13 不 検出 不 検 出 0. 04~0.07 | 0.04~0.06 | 0.04~0.06 
(8) 廃棄 物 
平成 24 年 1 月 以降 、 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 基づき 、 県 内 の 特定 一 般 廃棄 物 処理 施設 や 特定 
産業 廃棄 物 処理 施設 の 施設 設置 者 等 に より 、 処 分 に 伴い 生じ た 焼却 灰 等 や 汚泥 、 排 ガス 、 排 水 及 び 地 下 
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第 2 章 平成 26 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 








水 の 放射 性 セン ウム 濃度 や 施設 の 敷地 境界 で の 放射 # 
内 0 特定 一 般 麻 秦 物 多 到 
施設 は 33 施 設 (焼却 施設 :12 施 設 、 
般 廃 棄 物 処理 施設 及び 特定 産業 廃棄 物 処理 施設 の 焼却 施設 や 汚 》 
泥 の 放射 性 セン ウム 濃度 が 低い な ど 一 定 の 要件 
査 義務 が 免除 され る 
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あり まし た が 、 そ の 後 は 3 


却 施設 





zk 
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『 施 設 の 施設 設 
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者 に よる 監視 指導 も 引き 
今後 も 、 こ れ ま で の 取組 を 引き 続き 行う と と も に 、 






































成 少 傾向 に あり 








の 排ガス は 不 検出 、 最 終 処 分 場 の 排水 は 不 検出 て 
前 と 大 幅 な 変動 な し )、 汚 》 











県 で は 、 施設 設置 者 等 が 測定 し た 結果 を 昌 
廃棄 物 G メ ン や 廃棄 物 担当 者 に よる 監視 指導 を 実施 し て いま す 。 
平成 26 年 度 に お いて も せ 平 









































施設 は 37 施 設 (焼却 施設 : 


成 25 年 度 ま で と 同様 に 、 
等 に お いて 放射 
は その 結果 を 取り まとめ 、 県 公式 ホー 
続き 実施 し て いま す 。 








Kt 





16 施 設 、 





汚泥 の 脱水 施設 :20 施 設 、 











、 平 成 26 年 12 月 31 日 





























に 該当 し た 場合 、 
骨 度 が あり 、 県 内 で は 33 施 設 が 調査 義務 免除 を 受け て いま す 。 
測定 結果 に つい て は 、 焼却 施設 の ば いじ ん ( 飛 灰 ) で 、 原発 事故 直後 8, 000Bq/kg 超 が 確認 され た 施設 
51~1, 320Bq/kg と な っ て いま す 。 焼 
周辺 地下 水 は 不 検出 て 2. 0Bq/kg ( 従 
史 の 脱水 施設 の 排水 は 不 検出 、 施 設 の 敷地 境界 の 空間 線 
年 間 1 ミ リ シ ー ベ ルト 以内 と な っ て いま す 。 ( 図 


現在 、 
基準 値 未 満 、 


朱 量 の 測定 が 行わ れ て いま す 。 
最終 処分 場 :21 施 設 ) 、 
最終 処分 場 : 1 施設 ) で あり 、 特 定 一 
史 の 胸水 施設 に つい て は 、 焼却 灰 等 や 汚 








環境 大 臣 の 確認 
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表 1-13、 1 
































反り まとめ 、 県 公式 ホー ムペ ー ジ で 公 ヨ 


14、 1-15) 
































県 内 の 特定 


上 セシウム 濃度 や 施設 の 敷 # 
ムペ ー ジ で 公表 し て いま す 。 ま た 、 

















表 1 -16 
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放射 性 セン ウム 濃度 等 の 


般 廃棄 物 処理 施設 や 特定 産業 
境界 で の 放射 線量 の 測定 を 行い 、 
産業 廃棄 物 G メ ン や 
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特定 産業 廃棄 物 





け 排 ガス な どの 詩 
表 1 -12) 
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は 追加 被ばく 線 





ます る と と も に 、 産業 
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麻 雍 物 处 
県 で 
廃 棄 物 担 





動向 を 注視 し て いき ます 。 



















































































































































































































































































図表 1-12 特定 一 般 廃棄 物 処理 施設 、 特 定 産業 廃棄 物 処理 施設 
特定 一 般 | 焼却 施設 16 施設 14 施設 ※1 16 施設 中 14 施設 が 放射 性 物質 汚染 対処 特措法 施行 規則 第 32 条 
廃棄 物 処 | 最終 処分 場 21 施設 | (免除 制度 な し ) 第 2 号 の 確認 (調査 義務 免除 ) を 受け 排ガス 等 の 測定 が 免除 。 
理 施 設 計 37 施設 14 施設 
※1 12 施設 中 10 施設 が 放射 性 物質 汚染 対処 特措法 施行 規則 第 34 条 
| 焼却 施設 12 施設 10 施設 第 2 号 の 確認 (調査 義務 免除 ) を 受け 、 排 ガス 等 の 測定 が 免除 。 
半 和 8 休止 1 施設 
講和 | 最終 如 分 場 | 1 施設 | (免除 制度 な し ) | ※2 最終 処分 場 の うち 、 特 定 産業 府 和 等 を 埋立 し て いる 施設 の か 。 
"| 汚泥 の 脱水 施設 | 20 施設 9 施設 休止 ・ 実 績 な し 10 施設 
琴 33 施設 19 施設 
合計 70 施設 33 施設 
図表 1-13 特定 一 般 廃棄 物 焼却 施設 、 特 定 一 般 廃棄 物 最終 処分 場 に お ける 測定 結果 
区 分 調査 義務 有 排ガス (Bq/m?) 排水 (Bq/ リ ッ ト め 周辺 地下 水 (Bq/ リ ッ ト め 空間 線量 率 ( Sv/h) 
焼却 施設 2 ND 一 一 0. 021~0. 09 
最終 処分 場 21 三 ND~24 ND~2.0 0.019~0. 12 
※ 排水 濃度 限度 に 対す る 割合 0.01 て 0.32 ※ 基 準 値 1 
図表 1-14 産業 廃棄 物 焼 却 施設 に お ける 測定 結果 
施設 数 調査 義務 有 排ガス (Bq/m) 空間 線量 率 ( Sv/h) 
岩手 県 12 1 ND 0. 06~0. 09 
盛岡 市 3 0 一 
図表 1-15 産業 廃棄 物 最終 処分 場 に お ける 測定 結果 
管理 型 最終 処分 場 | 特定 産業 廃棄 物 等 を 埋立 し て いる 施設 | 排水 (Bq リッ トル ) | 周辺 地下 水 (Bq リッ ト | 空間 線量 率 (Sv/h) 
5 1 ND ND 0. 066~0. 12 
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第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 状況 








成 25 年 度 38 35 107 84 59 
成 26 年 度 19 37 75 71 15 
































(9) 災害 廃棄 物 
東日本 大 震 災 津波 に よっ て 発生 し た 本 県 の 災害 廃棄 物 は 約 618 万 トン で 、 県 全体 で 発生 する 生活 ご み 
の 14 年 分 に 相当 する 膨大 な 量 を 処理 する こと が 復興 の 第 一 歩 で し た 。 

環境 省 は 平成 23 年 5 月 に 「 東 日 本 大 震 災 に 係る 災害 廃棄 物 の 処理 指針 」 を 策定 し 、 平 成 26 年 3 月 まで を 
目途 に 処理 する こと を 示す と と も に 、 本 県 か ら の 要請 に 基づき 、 全 国 の 自治 体 に 広域 処理 へ の 協力 を 要請 
し 、 放射 性 物質 に よる 汚染 の 懸念 に 対処 する た め 、 平成 23 年 8 月 に 「 東 日 本 大 震 災 に より 生じ た 災害 廃棄 
RR ER 受入 れ の 目安 や 確認 方 法 な ど を 示し まし た 。 
本 県 で は 、 同 年 9 月 に 東京 都 と 本 県 の 間 で 災害 廃棄 物 の 受入 れ に 関す る 基本 協定 を 締結 し 、 そ の 後 
徐々 に 他 の 自治 体 に も 受入 れ が 拡大 し 、 最終 的 に は 1 都 1 府 13 県 の 自治 体 か ら 御 支 援 を いた だ きま し た 。 
広域 処理 を お 願い する に あたり 、 上 記 ガ イド ライ ン や 受入 自治 体 と の 協定 ・ 契 約 等 に 基づき 、 搬 出す る 
災害 廃棄 物 の 放射 能 濃度 等 の 測定 を 行い 、 安 全 性 を 確認 し まし た 。 こ れ ら の 取組 に より 、 災 害 廃棄 物 の 
処理 は 大 きく 進み 、 平 成 26 年 3 月 に 処理 を 完了 する こと が で きま し た 。 


| 〇 災害 廃棄 物 の 受入 れ の 目安 
・「 可 燃 物 」 : 焼却 後 の 焼却 灰 等 の 放射 能 濃度 が 8, 000Bq/kg 以 下 、 焼 却 前 の 災害 廃棄 物 の 放射 能 濃度 と し て 、 
240Bq/kg 以 下 、 流 動 床 炉 を 用 いる 場合 は 480Bq/kg 以 下 (実際 の 「 放 射 能 濃度 は 、 不 検出 210Bq/kg 以 下 ) 

・「 再 生 利 用 」: 製品 と し て の 流通 前 段階 で 、 放 射 能 濃度 が 100Bq/kg 以 下 

・「 不 燃 物 」: 放射 能 濃度 が 8, 000Bq/kg 以下 (実際 の 放射 能 濃度 は 、 不 検出 か ら 数 百 Bq/kg 以下 ) 


(10) 浄水 発生 土 
市 町 村 及 び 一 部 事務 組合 が 行っ て いる 水道 事業 で は 、 水 道 原水 中 の 土砂 等 を 急速 ろ過 な どの 浄水 工 
程 に より 取り 除い た 浄水 発生 土 に つい て 、 適 切 に 処理 (再生 利用 、 廃 棄 物 処理 ) する た め 放 射 性 物質 
濃度 の 測定 を 行っ て いま す 。 
環境 省 で は 、 準 水 発生 土 の 最終 処分 (埋立 ) の 基準 を 8.000 Bq/kg 以下 と 定め て いま す が 、 こ れ ま 
で の 測定 結果 で は 最大 で 1, 780 Bq/kg (平成 23 年 8 月 ) と な っ て お り 、 基準 を 大 きく 下回っ て いま す 。 
平成 26 年 度 (平成 27 年 3 月 末 現 在 ) の 測定 結果 は 、 不 検出 か ら 167 Bq/kg の 間 で あり 放射 性 物質 
の レベ ル は 減少 し て いま す 。 (図表 1 -17) 
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i 7 浄水 発生 土 の 測定 状 況 











成 23 年 . 6 ~H23.12.31 | 不 検出 1, 780Bq/kg 
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いい 、 






























































































































































度 | H23.6 
H24. 4. 1 ~H24. 6. 1 | 不 検出 て 640Bq/kg 
H24. 6. 1 ~H24. 8.31 | 不 検出 300Bq/kg 
平成 24 年 度 
H24. 9. 1 ~H24. 11. 30 | 不 検出 430Bq/kg 
H24. 12. 1 ~H25. 3.31 | 不 検出 ~77Bq/kg 
H25. 4. 1 ~H25. 6.30 | 不 検出 ~68Bq/kg | 放射 性 物質 特措法 に 基づく 指定 基準 
管理 型 分 場 へ 
由 如 年 度 | 125 7. 1~H25. 9.30 | 不 検出 ~241Ba/kg ie の 間 立 基 主 ) 8.000Ba/Ks 
A 年 虑 二 且 等 -分 2 AN 
H25. 10. 1 ~H26. 1.31 | 不 検出 一 98Bq/kg (製品 に お ける 基準 100Bq/Ke 
H26. 2. 1 ~H26. 3.31 | 不 検出 162Bq/kg 中 上 
H26. 4. 1 ~H25. 6.30 | 不 检 出 全 123 Bq/kg 
H26. 7. 1 ~H25. 9.30 | 不 検出 て 167 Bq/kg 
平成 26 年 度 一 
H26. 10. 1 ~H26. 1.31 | 不 検出 30 Bq/kg 
H27. 2. 1 ~H26. 3.31 不 検出 
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(11) 工業 製品 等 
地方 独立 行政 法人 岩手 県 工業 技術 セン ター で は 、 平 成 23 年 度 以降 、 事 業者 の 要望 に 応じ て サー ベイ 
メー タ に よる 測定 を 実施 し て いま す 。 また 、 平 成 23 年 度 に ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 1 台 を 県 か ら の 
夫 助 に より 購入 し 、 平 成 24 年 度 か ら 測 定 を 実施 し て いま す 。 
測定 の 結果 、 基 準 値 (検体 の 種類 に より 異な る 。) を 超え た 場合 に は 、 測 定 を 依頼 し た 事業 者 に 対し 、 
廃棄 方 法 ・ 連 絡 先 等 に つい て 情報 提供 し て いま す 。 
平成 26 年 度 に お いて は 、 ゲ ル マ ニ ウム 半導体 検出 器 に よる 測定 を 17 回 ・20 点 行い 、 全 て 基準 値 内 の 
結果 と な っ て いま す 。 引き続き 、 事 業者 の 依頼 に 応じ て 、 随 時 検査 を 実施 する こと と し て いま す 。 
(12) 流域 下水 道 
ア 下水 汚泥 等 の 放射 性 物質 濃度 の 測定 状況 
流域 下水 道 の 都 南 浄化 セン ター (盛岡 市 )、 北 上 浄化 セン ター (北上 市 )、 水 沢 浄化 セン ター ( 奥 
州 市 )、 一 関 浄化 セン ター (一 関 市 ) の 4 施設 か ら 排 出さ れる 下水 汚泥 等 (脱水 汚泥 と 焼却 灰 ) を 
安全 に 有効 利用 や 埋立 処分 を 行う た め に 、 放射 性 物質 濃度 を 測定 し て いま す 。 胸水 汚泥 に こつ いて は 、 
平成 23 年 度 か ら 平 成 25 年 度 ま で は 検出 下限 値 未 満 320Bqa/kg で し た が 、 平 成 26 年 度 は 検出 下限 値 未 
満 20Bq/kg 程 度 ま で 低下 し て いま す (図表 1 -18) 。 焼却 灰 に つい て は 、 平 成 23 年 度 か ら 平 成 25 年 
度 ま で は 136~2, 510Bq/kg で し た が 、 平 成 26 年 度 は 80~315Bq/kg 程 度 ま で 低下 し て いま す (図表 1 
-19)。 また 、 脱 水 汚泥 焼却 炉 の 排ガス と 下水 処理 水 の 測 定 を 実施 し て お り 全 て 検出 下限 値 未 満 と な 
っ て いま す 。 
今後 も 、 下 水 汚泥 等 を 安全 に 有効 利用 や 埋立 処分 を する た め 、 継 続 し て 測定 し て いき ます 。 
図表 1-18 脱水 汚泥 の 放射 性 物質 濃度 (単位 : Bq/kg) 

施 。 設 名 平成 23 年 度 平成 24 年 度 平成 25 年 度 平成 26 年 度 
都 南 浄化 セン ター 20~143 不 検出 ~38 不 検出 ~10 不 検出 ~10 
北上 浄化 セン ター 13~49 不 検出 ~18 不 検出 ~10 不 検出 ~7.6 
水沢 浄化 セン ター 5. 8~202 11~75 7.5~19.1 不 検出 ~20 
一 関 浄化 セン ター 84~320 21~124 10~38 不 検出 ~15 

図表 1-19 焼却 灰 の 放射 性 物質 濃度 (単位 : Bq/kg) 

施 。 設 名 平成 23 年 度 平成 24 年 度 平成 25 年 度 平成 26 年 度 
都 南 浄化 セン ター 320~2, 510 183~1, 090 136~350 80~204 
北上 浄化 セン ター 570~2, 500 390~1, 600 181~540 116~315 

イ 空間 線量 率 の 測定 状況 
焼却 灰 を 排出 し て いる 都 南 浄化 セン ター と 北上 浄化 セン ター に お いて 、 周 辺 住民 や 作業 従事 者 へ 
の 影響 を 把握 する た め 敷 地 境界 等 に お いて 定期 的 に 空間 線量 率 を 測定 し て いま す 。 
平成 23 年 度 か ら 平 成 25 年 度 ま で は 、 毎 時 0.02 て 0.20 マ イク ロ シ ー ベ ルト (gSv/h) で 、 平 成 26 年 

度 は 0.04 て 0.06 Svy/h と な っ て いま す 。 人 測定 値 が 低減 措置 を 実施 する 目安 (1 Svy/h) を 下回っ 

て いま す (図表 1 -20)。 今 後 も 、 周 辺 住 民 や 作業 従事 者 へ の 影響 を 把握 する た め 、 継 続 し て 測定 し 

て いき ます 。 

図表 1-20 流域 下水 道 浄化 セン ター 境界 敷地 等 (単位 : Sv/h) 

- 平成 23 年 度 平成 24 年 度 平成 25 年 度 平成 26 年 度 
都 南 浄化 セン ター 0.03~0.184 Sv/h | 0.02~0.06 gSv/h | 0.04 て 0.05Sv/h | 0.04 て 0.05Sv/h 
北上 浄化 セン ター 0.02~0.20 gSv/h | 0.04 て 0.07 gp Sv/h 0.06 Sv/h 0.06r Sv/h 
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(13) 


工業 用 水道 

県 で は 、 法 令 及び 国 の 通知 等 に 基づき 、 工 業 用 水道 施設 2 カ所 に つい て 放射 性 物質 等 の 測定 を 実施 

し 、 そ の 結果 を ホー ムペ ー ジ で 公表 する こと に より 、 工 業 用 水 の 使用 ユー ザー 等 に 対す る 安全 の 周知 、 
風評 被害 対策 に 努め て いま す 。 
〇 測定 施設 : 






















































































第 一 北上 中 部 工業 用 水道 (第 一 工 水 ) 北上 市 北 工業 団地 内 
第 二 北 上 中 部 工業 用 水道 〈 第 二 工 水 ) 北上 市 相去 町 地内 



























































ア 工業 用 水道 



































安全 な 工業 用 水 を 供給 する た め に 、 国 の 通知 に 基づき 放射 性 物質 濃度 を 測定 し て いま す 。 平成 26 
年 度 も 引き 続き 、 年 1 回 測定 し て いま す が 、 そ の 結果 は いずれ も 不 検出 で し た 。 (図表 1 -21、 1 -22) 















































































































































































































































図表 1-21 工業 用 水 の 測定 根拠 、 測 定 基準 、 測 定 頻 度 
・ 福 島 第 一 ・ 第 二 原子 力 発電 所 の 事 逆 に 伴う 工業 水道 の 対応 に こつ いて (H23.3.25 経済 産業 省 通知 ) 

測定 根拠 | ・ 水 道 水 中 の 放射 性 物質 に 係る 管理 目標 値 の 設定 等 に 伴う 工業 用 水道 の 対応 に つい て (H24.3.29 経済 産業 省 
通知 ) 

测定 基准 | 平成 23 年 度 : 放射 性 セン ウム 200Bq/kg 以下 、 放 射 性 ヨウ 素 300Bq/kg 以下 (H23.3.25 通知 に よる ) 
・ 平 成 24 年 度 以降 : 放射 性 セン ウム 10Bq/kg 以下 (H24.3.29 通知 に よる ) 

測定 問 度 脱水 汚泥 の 測定 結果 が 高い 場合 又は 同一 地域 の 水道 水 か ら 高 濃度 (10Bq/kg を 超え る 値 ) の 放射 性 物質 が 検出 























され た 場合 に 測定 (年 1 回 は 測定 ) 














図表 1 -22 工業 用 水 の 放 射 性 物質 濃度 





施 


設 名 国有 | HBH24.6 | 証 H255 | H26.5 | 管理 目標 値 








第 一 北上 
第 二 北上 


中 部 工業 用 水道 | 不 検出 (<20) 不 検出 (<0.77) | 不 検出 (<1.0) | 不 検出 (<1.0) H23 : 200Bq/kg 以下 
中 部 工業 用 水道 | 不 検出 (<20) 不 検出 (<0.79) | 不 検出 (<1.0) | 不 検出 (<1.0) | H24~ : 10Bq/kg 以下 









































イ 脱水 汚泥 



































工業 用 水 製 造 の 過程 で 排出 され る 脱水 汚泥 の 処理 (再生 利用 ・ 最 終 処 分 ) を 適 了 う た め に 、 
放射 性 物質 濃度 を 測定 し て いま す 。 (図表 1 -23) 
平成 26 年 度 は 、6 カ月 に 1 回 の 頻度 で 測定 を 行い 、 結 果 は いずれ も 不 検出 で し た 。 

な お 、 こ れ ま で の 測定 の 結果 、 最 大 799Bq/kg が 検出 され まし た が 、 そ れ 以 降 は 徐々 に 低下 し 、 
平成 23 年 12 月 以降 、 コ ンク リー ト 製 品 に 再 利用 可能 と な る 100Bq/kg 以下 と な り ま し た 。 (図表 1 
-24) 

また 、 震 災 直 後に 発生 し た 100Bq/kg を 超え る 脱水 汚泥 こつ いて は 、 受 け 入れ 先 と の 協議 が 整う 
まで の 間 、 施 設 内 に 一 時 保管 し て いま し た が 、 平 成 25 年 10 月 16 日 で 処分 を 終了 し まし た 。 (図表 
1 -25) 








































































































































































































工業 用 水道 脱水 汚泥 放射 性 セシウム 濃度 測定 結果 














濃度 (Bq/kg) 








| 


0 
H23.7.1 H23.10.1 H24.1.1 H24.4.1 H24.7.1 H24.10.1 H25.1.1 H25.4.1 H25.7.1 H25.10.1 H26.1.1 H26.4.1 H26.7.1 H26.10.1 H27.1.1 H27.4.1 
試料 採取 日 
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図表 1-23 脱水 汚泥 の 測定 根拠 、 測 定 基準 、 測 定 頻度 

・ 放 射 性 物質 が 検出 され た 上 下水 道 処理 副産物 の 当面 の 取扱 い に 関 する 考え 方 (H23.3.25 経済 産業 省 通知 ) 
・ 平 成 二 十 三 年 三 月 十 一 日 に 発生 し た 東北 地方 太平 洋 沖 地震 に 伴う 原子 力 発電 所 の 事 逆 に より 放出 され た 放射 
性 物質 に よる 環境 の 汚染 へ の 対処 に 関す る 特別 措置 法 (H24.1.1 施行) 



























































































































































・ 核 原料 物質 、 核 燃料 物質 及び 原子 炉 の 規制 に 関す る 法律 (クリ アラ ンス 基準 : 再 利用 100Bq/kg 以下 ) 
・ 放 射 性 セシウム 100Bq/kg 以下 : コン クリ ー ト 製品 に 再 利用 が 可能 

・ 放 射 性 セン ウム 100~8, 000Bq/kg 以下 : 埋立 処分 が 可能 

・ 放 射 性 セシウム 8, 000Bq/kg 以上 : 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に よる 管理 が 必要 


























| 二 
に | 


・ 平 成 23~24 年度 : 月 1 回 また は 搬出 の 都 

・ 平 成 25 年 度 : 脱水 汚泥 の 処理 (再生 利用 また は 最終 処分 ) の た め に 必要 な 場合 、 人 

更 する 場合 、 敷 地 境界 等 の 空 RE と な っ た 場 

成 26 年 度 : 脱水 汚泥 の 処理 (再生 利用 また は 最終 処分 ) の た め Ez な MS (た だ し OZ 
測定 ) 、 敷 地 境 界 等 の 空間 線量 率 測定 で 高い 測定 値 と な っ た 場 
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図表 1 -24 脱水 污 泥 作 放射 性 物 和 并 度 (単位 : Bq/kg) 
有 不 検出 不 検出 不 検出 

工業 用 水道 (<20) ~62 (<20) 一 28 (<20) 再 利用 基準 : 100Bq/kg 以下 
第 二 北上 中 部 不 検出 不 検出 不 検出 不 検出 | 埋立 処分 基準 : 8,000Bq/kg 以 下 
工業 用 水道 (<20) 一 799 (<20) 一 51 (<20 (<20) 









































図表 1-25 脱水 汚泥 の 処理 量 

















脱水 汚泥 処理 量 6.28 t 44.94 t 68.34 t 119.56 t 平成 25 年 10 月 16 日 処分 終了 
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ウ 敷地 境界 等 の 空間 線量 率 
現在 、 敷 地 境界 等 の 空間 線量 率 測定 の 義務 は あり ませ ん が 、 周 辺 住民 や 作業 従事 者 の 安全 を 確認 
する た め に 、 平 成 26 年 度 は 6 カ月 に 1 回 の 頻度 で 測定 を 行い 、 結 果 は いずれ も 国 が 目標 と する 追 
加 被 ば く 線 量 年 間 1 msv ( 三 0.23 Sv/h) 以下 と な っ て いま す 。 
な お 、 こ れ ま で の 測定 の 結果 、 す べ て 追加 被ばく 線量 年 間 1 mSv 以下 と な っ て いま す 。 (図表 1 -27) 












































工業 用 水道 敷地 境界 の 空間 線量 率 測定 結果 
0.25 


ES 
要 BB 


空間 線量 率 (uSv/h) 


0.00 


H24.1.1 。 H24.4.1 。 H24.7.1 H24.10.1 H25.1.1 H25.4.1 H25.7.1 H25.10.1 H26.1.1 H26.4.1 H26.7.1 H26.10.1 H27.1.1 


A/ 由 | 





測定 日 一 -一 第 一 工 水 一 一 第 二 工 水 ーー 国 の 目標 値 0.23 ヵ Sv/h 





図表 1-26 敷地 境界 等 の 空間 線量 率 の 測定 根拠 、 測 定 基準 、 測 定 頻 度 
・ 平 成 二 十 三 年 三 月 十 一 日 に 発生 し た 東北 地方 太平 洋 沖 地震 に 伴う 原子 力 発電 所 の 事 逆 に より 放出 され た 放射 
性 物質 に よる 環境 の 汚染 へ の 対処 に 関す る 特別 措置 法 (H24.1.1 施行 ) 

・ 特 措 法 施行 規則 第 32 条 第 2 呈 の 規定 に よる 環境 大 臣 の 確認 の 要件 の 一 部 改正 に つい て (H24.11.30 環境 省 告 
示 第 164 号 ) 、 確 認 通知 書 (H25. 1. 23 東北 地方 環境 事務 所 長 ) 
国 が 目標 と する 追加 被ばく 線量 : 1mSv/ 年 (0.23 Sv/h 以下 ) 

・ 平 成 24 年 1 月 か ら 25 年 1 月 まで : 週 1 回 (放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に よる ) 

・ 平 成 25 年 2 月 以降 : 月 1 回 (確認 通知 書 に より 法令 に よる 測定 義務 が な く な っ た が 、 安 全 確認 の た め 測 定 ) 
平成 26 年 4 月 以降 : 安全 確認 が 必要 な 場合 に 実施 する 。(6 カ カ月 に 1 回 と する 。) (原子 力 発電 所 事故 に 伴う 
放射 線量 等 測定 に 係る 対応 方 針 (岩手 県 ) の 改正 よる ) 
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図表 1-27 人 (保管 場所 の 境界 、 施設 の 敷地 境界 ) の 空間 線量 率 


第 2 節 放射 線量 低減 に 関す る 取組 状況 


(Sv/h) 





施 名 


平成 23 年 度 





平成 24 年 度 


平成 


25 年 度 | 平成 26 年 度 | 備 考 














北上 中 部 





水道 





0. 04~0. 08 


0. 04~0. 08 


0. 04~0. 06 





0. 04~0. 06 





























上 中 部 





] 水 道 








0. 04~0. 09 








0. 05~0.18 








0. 02~0. 16 


0.05 て 0.12 (=0.23 pw Sv/h) 














e 第 2 節 放射 線量 低減 に 関す る 取組 状況 


1 概況 
本 県 の 生活 環境 に 
域 も 含め 、 


画 に 記 








平成 24 年 度 未 まで ( 
江 され た 除 染 が 概ね 完了 し まし た 。 




















27 年 度 末 まで に 
況 に あり ます 。 
し か し 、 生 活 圏 の 

準 を 早期 に ホ す よう 
また 、 放 射 性 物質 に 

副産物 や 、 道 路側 溝 汚 

農林 業 系 副産物 に 

年 か か る こと や 一 部 市 

に つい て は 
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除 染 


お ける 除 染 に つい て は 、 放 射 性 物質 汚染 
こ 子 ども が 
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泥 、 


道路 法 面 














町 村 で 処 














草木 、 





























等 に より 生じ た 除去 土壌 等 が 現 
国 に 求め て いる と ころ で す 。 


染 さ れ た 廃棄 物 等 に つい て は 、 





長 時 間 滞 在 す る 施設 の 除 染 が 完了 し * 
平成 26 年 度 は 
は 計画 が 終了 する 見 込み で す 。 そ れ 以 外 の 市 町 村 に 











を 受け られ な いた め 処 理 が 滞る な どの 課題 が あり ます 。 


で ご で 、 
成 24 年 8 月 
理 等 支援 チー ム 


県 で は 、 
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年 11 [放射 
示し 、 平 成 26 年 3 月 【 
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染 実施 
て いま す 。 
農林 業 系 副 
度 ま で に 農林 業 
道路 ・ 河 
の 1 地 
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管理 に 係 























識者 で 構 











し 、 同 委員 会 で 検討 し た と ころ 、 野 外 焼却 の 自粛 の 継続 の 必要 の な い 旨 の 見 解 が 示さ れ た こと か ら 、 
際 続 し な いこ と と し 、 関 係 機関 
E 物 質 除去 ・ 低 減 技術 実証 事業 を 創設 























全 ! 


平成 26 年 3 月 
また 、 
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性 物質 


副産物 を 保 


‘て 住民 
川 敷 の 草木 に つい て は 、 
成 さ れる 野外 


これ ら の 課題 を 市 町 
に は 「 放 射 能 汚染 廃棄 物 対策 連携 
(以下 「 支 援 チ ー ム 」 と いう 。)」 
処分 等 を 行う 場合 の 基本 的 スキ ー ム に つい て 、 国 
安心 な 処理 方 法 や 支援 策 を 検討 し 、 市 町 村 に 
に より 汚染 され た 廃 





こ 改 訂 版 (第 


区 域外 の 道路 側溝 汚泥 の 除 染 に 要する 経 


\ て は 、 





ra 
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し て いた 24 市 
る 廃棄 物 に つい て は 、 























下 











村 と 連携 し な が ら 部 
ナー ム 」 を 設 


に 改組 ) 


さら ( 


の ガイ ドラ イン 等 





民 へ の 説明 支援 、 特 に 多く の 処理 すべ き 廃 棄 物 
こ 、 国 に 





子 で 保管 され て いる 状況 で あり 、 


牧草 、 稲 わら 、 
河川 敷 草 木 な どの 道路 ・ 河 川 管理 ( 
こつ いて は 、 放 射 性 物質 濃度 を 抑制 
方 針 が 未定 で ある こと 
、 一 時 保管 施設 の 整備 に つい て 人 


し な が ら 処 理 する 必要 が あり 処理 完了 まで に 
な どの 課題 が あり 、 
E 民 理解 が 得 ら れ な いこ と や 除 染 





対処 特別 措 





置 法 で 定め る 汚染 状 

z 成 25 年 度 に は 除 染 実施 計 
E 宅 等 の 除 染 を 引き 続き 行い 、 平 成 
お いて も 、 概 ね 除 染 が 完了 し て いる 状 


重点 調査 地 























、 一 関 市 が 有 














これ ら の 処分 基 








放 肥 、 し いた け ほ だ 木 の 農 林業 系 
こ 係る 廃棄 物 が 生じ し て いま す 
复数 
道路 ・ 河 川 管理 に 係る 廃棄 物 
計画 区 域外 で は 国 の 財政 支援 
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横断 的 に 解決 に 向け て 取り 組ん で お り 、 
平成 24 年 12 月 に は 「 放 射 能 汚染 廃棄 物 処 
廃棄 物 等 の 種類 ご と に 、 焼 却 ・ 

に お いて 明確 化 さ れ て いな いも の の 補 
] 滑 な 処理 を 促進 する た め 、 平 成 24 
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する と と も に 、 
































お ける | 





廃棄 物 等 の 焼却 ・ 処 分 等 に 係る 対応 ガイ ドラ イン (第 1 版 )」 を 
2 版 ) を 示し て いま す 
に つい て の 技術 的 支援 、 地 域 人 
町 村 等 に 対し て の 重点 的 支援 を 行っ て いま す 。 


図表 2-1)。 





支援 チー ム で は 、 汚 染 さ れ た 廃棄 
等 を 抱え る 市 
対し 、 除 去 土壌 の 処理 基準 の 提示 に 加え 、 除 
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理解 が 得 ら れ 


























県 は 
陸 電 の 影 











野外 焼却 の 自粛 要請 を * 
県 で は 、 平 成 24 年 度 か ら 放 射 必 


成 23 有 
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町 中 15 市 
路側 溝 汚 】 
時 保管 設備 が 整備 され 、 
FE 9 月 に 野外 焼却 の 


時 仮 置場 整備 等 に 


国 の 財政 支援 を 受け 、 既存 の 処理 施設 で 焼却 処理 を 行っ て お り 、 














要する 経費 へ の 財政 支援 を 要望 し 
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「 で 実施 し 8 市 町 が 終了 し て いま す 。 











度 ま で に 奥州 市 の 2 地区 、 一 関 市 
了 し まし た 。 道 路 法 面 や 河 
平成 26 年 2 月 に 有 











成 26 年 
汚泥 の 搬入 が 完 





























自粛 を 要請 し て いま し た が 、 
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県 は 





こ 周 知 を 行っ て いま す 。 
し 、 市 町 村 等 の 課題 解決 の 参 


追加 被爆 線量 < 1 mSv/ 年 





第 2 章 平成 26 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 


考 と する た め E 物 質 の 除去 ・ 低 減 技 術 の 情報 収集 、 
成 24 年 成 26 年 度 に 4 技術 に つい て 試験 等 
きき 果 に つい て は 市 町 村 18 技術 中 5 技術 が 市 町 村 等 に お いて 実際 
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周 査 及び 技術 試験 を 実 
を 実施 | 朋 て いい まま 
に 活用 さ 























、 県 内 に お いて 活用 で きる 放射 司 i 
度 か ら 平 成 25 年 度 ま で に 14 技術 、 


等 に 情報 提供 し て お り 、 
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れ て い 


放射 性 物質 に 汚染 され た 廃棄 物 等 の 焼却 ・ 処 分 等 に 係る ガイ ドラ イン に つい て 


【 経 緯 】 

・ 国 が 定め た 処理 方 策 を 補完 する 観点 か ら 、 こ れ ま で の 県 の 知見 等 を 踏ま えつ つ 、 当 面 の 安全 ・ 安 心 な 処理 方 法 と 支援 策 を 提示 し 、 市 町 
村 に お ける 放射 性 物質 汚 楽 廃棄 物 等 の 処理 を 促進 。 

・ 農 林業 系 副産物 、 除 去 土壌 、 除 染 廃 棄 物 (道路 側溝 汚泥 等 ) の 処理 の 方 向 性 を 整理 。 


・ 策定 に 当たっ て は 、 部 局 横 断 型 (総務 部 、 環 境 生活 部 、 農 林 水 産 部 、 県 土 整備 部 ) の 「 放 射 能 汚染 廃棄 物 処 理 等 支援 チー ム 」 で 検討 。 


・ 平 成 24 年 11 月 に 策定 し 、 平 成 26 年 3 月 に 改定 ( 星 畔 草 の 野 外 焼 却 の 自粛 要請 解除 を 追加 ) 。 今 後 も 新た な 知見 や 技術 開発 等 を 踏ま えて 
見 直す 。 


1 対象 地域 県 内 全域 

2 処理 プロ セス 
中 农家 ' 牧草 地 一 ② 保 管 施設 〈 一 时 保管 ) 一 ③ 前 処理 施設 (裁断 等) 

一 ④ 一 般 廃棄 物 焼却 施設 (生活 系 廃棄 物 と 混焼 し 、 焼 却 灰 を 8,.000Bq/kg 
以下 に 管理 一 ⑤ 一 般 廃棄 物 最終 処分 場 (最終 処分 ) 


(1) 国 か ら 詳細 な 処理 方 針 を 示さ れ な い 場 
合 は 、 他 都 県 の 情報 も る 適宜 入手 し つつ 、 
現実 的 な 処理 を 推進 

(2) 既存 施設 を 活用 し 廃棄 物 を 8, 000Bq/kg 
以下 の 濃度 に 抑制 し て 焼却 ・ 埋 立 す る こ 
と を 基本 と し 、 市 町 村 の 取組 を 支援 する 
と と も に 、 新 た な 知見 に よる 多様 な 保 
管 ・ 処 理 方 法 も 検討 (早期 処理 に 向け た 
多様 な 処理 方 法 、 乾 燥 、 圧 縮 処理 ( ペ 
レッ ト 化 ) 等 の 中 長期 的 保管 対策 等) 

(3) 一 時 保管 施設 の 設置 支援 な ど 地域 ニー 
ズ に 応じ た 処理 を 支援 ( 国 へ の 要望 継 
続 、 国 庫 補助 対象 外 の 一 時 保管 施設 へ の 
支援 等 ) 


1 対象 地域 除 染 実施 区 域 等 
2 処理 プロ セス 
① 除 染 対象 施設 等 ー ② 土 壌 除去 っ ③ 保 管 一 安全 性 を 確認 し 再生 利用 等 


1 対象 地域 除 染 実施 区 域 等 
2 モニ タリ ング ・ 調 査 個別 調査 の ほか 、 
3 処理 プロ セス 

① 道 路側 溝 ( 除 染 上 又は 施設 管理 上 最小 限 の 汚泥 を 除去 ) 

一 ② 保 管 施設 (地域 内 に 一 時 保管 場所 を 確保 、 対 応 可能 な 地域 か ら ) 

一 ⑧ 最 終 処分 (一 般 廃棄 物 処分 場 や 管理 型 産業 廃棄 物 最終 処分 場 、 再 生 利 用 等) 


道路 走行 サー ベイ な どの 実施 





计 象 地 域 ” 除 染 咕 施 区 域 等 
モニ タリ ング ・ 調 査 道路 走行 サー ベイ 、 河 川 公共 水域 放射 性 物質 モニ タリ ング 
等 の 実施 


道路 法 面 草木 、 
河川 敷 草木 等 


(4) 県 の 「 放 射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 支援 
チー ム 」 に よる 市 町 村 と 一 体 と な っ た 県 
民 へ の 丁寧 な 説明 、 技 術 支 援 の 実施 。 


特に 多量 に 廃棄 物 等 を 有する 市 町 村 等 へ 


処理 プロ セス 


・ 市 町 村 、 民 間 処 理 業者 等 の 処理 施設 に お いて 処理 
・ 外 部 有識者 に よる 検討 委員 会 の 提言 を 踏ま え 、 野 外 焼却 の 自粛 要請 は 継続 し な い 


・ これら が 難し い 場 合 は 、 当面 、 刈 り 倒し の 後 、 飛 散 流 


こと と し た (H26 年 3 月 )。 





出 防止 措置 を 行い 、 現場 存置 


の 重点 支援 


と する 。 
処理 を 進め る 市 町 村 に 対す る 財政 的 ・ 技 術 的 支援 の 実施 、 





国 へ の 処理 スキ ー ム 早期 提示 等 の 継続 的 要望 を 実施 














































































































































































































図表 2- 1 放射 性 物質 に より 汚染 され た 廃棄 物 等 の 焼却 ・ 処 分 等 に 係る 対応 ガイ ドラ イン 
2 各 取 組 の 実施 状況 
(1) 県 有 施 設 の 低減 措置 実施 状況 
県 で は 、 原発 事故 に よる 放射 性 物質 の 影響 か ら 県 民 の 健康 と 安全 を 守る た め 、 平成 23 年 9 月 に 策定 し 
た 「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 に 基づき 、 県 有 施 設 に お ける 空間 線量 率 の 測定 を 行い 、 低 小指 置 
の ee 
の 低減 措置 を 終了 し て お り 、 新 た に 除 染 を 必要 と する 地点 は 確認 され て いま せん 。 
今後 も 、 定 期 的 に 空間 線量 率 を 測定 し 、 1 Sv/h を 超え た 場合 に は 、 低 減 措置 を 実施 し ます 。 
(2) 市 町 村 の 低減 措置 実施 状況 
重点 調査 地域 の 指定 を 受け た 3 市 町 含む 全市 町 村 に お いて 、 雨 どい の 下 や 側溝 な ど で 局所 的 に 空間 線 
量 率 の 高い 箇所 が 見 つか っ た 場合 、 県 で は 、「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 に 基づき 、 空 間 線 量 率 
が 1 , Sv/h 以 上 の 箇所 を 有する 公共 施設 (学校 等 に つい て は 、 私 立 施設 を 含む 。) に 対し 、 市 町 村 等 が 
了 う 低減 措置 に つい て 財政 的 支援 を 行い まし た 。 
こう し た 除 柴 の 円 滑 な 推進 に 取り 組ん だ 結果 、 市 町 村 等 に お いて 平成 25 年 度 ま で に 除 染 は 概ね 終了 レ 









































て いま す 。 
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(3) 岩手 県 放射 線量 低減 マニ ュ ア ル 
県 は 、 原発 事故 に よる 放射 性 物質 の 影響 に より 、 県 民 が 日 常 生 活 に お いて 受け る 放射 線量 を で きる だ 


け 速 や か に か つ 効 率 的 ・ 効 果 的 に 低減 する た め 、 平成 23 年 9 月 に 「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」( 平 
成 25 年 4 月 改訂 ) を 策定 し まし た 。 
一 方 、 本 県 に お ける 放射 線量 の 状況 は 、 文部 科学 省 が 平成 23 年 9 月 14 日 か ら 10 月 13 日 に か け て 実 
施し た 航空 機 モ ニタ リン グ 結 果 に よる と 、 放 射線 量 が 比較 的 高い 県 南部 に お いて ほぼ 0.2~0.5 kg Sv/h 
の 地域 が 認め られ る 程度 で あり 、 局所 的 に 高い 放射 線量 の 箇所 に つい て 低減 措置 を 講じ る こと に より 低 
減 方 針 の 目標 で ある 追加 被ばく 線量 年 間 1 mSv を 達成 で きる も の と 考え られ まし た 。 
この た め 、 平 成 24 年 3 月 、 本 県 の 現状 を 踏ま え 、「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 に 基づき それ ま 
で 優先 的 に 取り 組ん で いた 学校 等 の 施設 の ほか 不 特定 多数 の 人 が 利用 する 施設 に 対し て 、 市 町 村 が 放射 
調査 及び 低減 措置 を 行う 際 に 参考 と し て いた だ く 事 項 を 示し た 「 岩 手 県 放射 線量 低減 マニ ュ ア ル 」 
を 作成 し まし た 。 
な お 、「 岩 手 県 放射 線 調査 ・ 低 減 事 業 費 補助 金 交 付 要 綱 」 に 基づき 実施 する 補助 事業 に お いて は 、 同 
マニ ュ ア ル に 基づき 実施 する こと と し て いま す 。 






























































































































































































































































(4) 放射 性 物質 に より 汚染 され た 廃棄 物 の 処理 に 向け た 取組 

ア 放射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 支援 チー ム の 取組 状況 
県 で は 、 県 南 地域 を 中 心 に 発生 し て いる 除 染 廃棄 物 、 農 林業 系 軌 
物 に 係る 課題 を 、 市 町 村 と 連携 し て 部 局 横断 的 に 解決 に 向け て 取り : 
能 汚染 廃棄 物 対策 連携 チー ム 」 を 設置 し まし た 。 

この 連携 チー ム で は 、 廃 棄 物 等 の 種類 ご と に 、 焼 却 ・ 処 分 等 を 行う 場合 の 基本 的 スキ ー ム に つい て 、 
国 の ガイ ドラ イン 等 に お いて 明確 化 さ れ て いな いも の の 補完 及び 当面 の 安全 安心 な 処理 方 法 や 支援 
策 を 検討 し 、 市 町 村 に お ける 円 滑 な 処理 を 促進 する た め 、 平 成 24 年 11 月 に 「 放 射 性 物質 に より 汚染 さ 
れ た 廃棄 物 等 の 焼却 ・ 処 分 等 に 係る 対応 ガイ ドラ イン (第 1 版 )」 を 示し まし た 。 

平成 24 年 12 月 26 日 に は 同 連携 チー ム か ら 「 放 射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 支援 チー ム 」 に 改組 し 、 処 理 等 
へ の 技術 的 支援 、 地域 住民 へ の 説明 支援 、 特 に 多く の 処理 すべ き 廃 棄 物 等 を 抱え る 市 町 村 等 に 対し て 
の 重点 的 支援 を 行っ て いま す 。 

平成 26 年 3 月 、 野 外 焼 却 の 自粛 要請 を 継続 し な いこ と を 追記 する 等 、「 放 射 性 物質 に より 汚染 され 
た 廃棄 物 等 の 焼却 ・ 処 分 等 に 係る 対応 ガイ ドラ イン 」 の 改定 を 行い ま し た 。 

平成 26 年 度 に お いて は 、 奥州 地域 等 に お いて 、 平 成 26 年 度 に 放射 性 物質 汚染 農林 業 系 副産物 焼却 処 
理 を 進め る に あたっ て の 課題 や 方 向 性 、 今 後 の ス ケ ジ ュ ー ル 等 に つい て 協議 を 行い まし た 。 

今後 は 、 国 の 放射 性 物質 汚染 廃棄 物 処理 事業 費 補助 金 (農林 業 系 廃棄 物 の 処理 加速 化 事 業 ) を 活用 
する 市 町 村 に 対し 、 焼 却 計画 作成 や 住民 説明 へ の 技術 的 支援 を 行う こと と し 、 ま た 、 同 支援 チー ム の 
会 議 を 開催 し 、 関 係 部 局 の 取組 状況 に つい て 定期 的 に 確認 を 行う と と も に 、 今後 の 国 の 方 針 、 汚 染 状 
況 の 推移 、 新 た な 技術 開発 な どの 状況 変化 を 踏ま え 、 必要 に 応 レ ガイ ドラ イン を 見 直す こと と し て い 
求 本 
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産物 、 道 路 ・ 河 川 管理 に 係る 廃棄 
和 月 なあ た め 、 平 成 24 年 8 月 に 「 放 射 
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第 2 章 平成 26 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 





図表 2-2 放射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 支援 チー ム の 活動 状況 




















































































































































































































































































































































































































デー ム 活 動 開催 日 内 容 
H24 | 第 1 回 会 議 平成 25 年 2 月 14 日 取組 状況 確認 等 
第 1 回 会 議 | 平成 25 年 6 月 19 日 取組 状況 確認 等 
第 2 回 会 議 平成 25 年 9 月 13 日 取組 状況 確認 、 ガイドライン 改定 検討 
放射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 | H25 | 第 3 回 会 議 | 平成 25 年 11 月 13 取組 状況 確認 、 ガ イド ライ ン 改 定 検討 
支援 チー ム 第 4 回 会 議 平成 26 年 2 月 5 取組 状況 確認 等 
公表 平成 26 年 3 月 28 日 ガイ ドラ イン (第 2 版 ) 策 
第 1 回 会 議 平成 26 年 6 月 13 日 取組 状況 確認 等 
H26 | 第 2 回 会 談 | 平成 27 年 2 月 10 日 | 取組 状況 確認 等 
図表 2-3 市 町 村 等 に よる 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 状況 
市 町村 数 備 考 
焼却 処理 終 」 8 
焼却 処理 中 7 型 の 補助 事業 を 活 
図表 2-4 市 町 村 等 へ の 支援 実績 
支援 内 容 回 数 備 考 
農林 業 系 副産物 関係 住民 説明 会 30 回 
その 他 15 回 試験 焼却 ・ 本 焼却 支援 等 
除 染 廃棄 物 関 係 住民 説明 会 5 回 











イ 道路 法 面 や 河川 敷 草 木 の 処 理 の 取組 状況 
、 現 場 で の 刈り 倒し の ほか 市 町 
H が 行わ れ て きま し た が 、 
現場 で の 刈り 倒し 対 
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お いて 、 国 が 設定 
を 超過 し た 地域 で は 、 
を 基本 と し まし た 。 そ の 他 
供 は 自粛 と し まし た 。 
平成 26 年 度 に お いて は 
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E 保 され る まで の 間 、 
し た 牧草 な どの 飼料 に 含む こと の で きる 放射 性 物質 の 値 で ある 
家畜 飼料 と し て の 提供 
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刈 草 を 飼料 利 
と と し て いま す 。 今後 は 、 平 成 26 年 度 の 取組 を 継続 する と と も に 
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原発 事故 以降 、 

応 と し まし た 。 
当面 刈り 倒し と し 、 
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容 値 (100Bq/kg) 





直 す る と と も に 、 
地域 で は 、 処 分 方 法 は 従来 どおり と 


敷 草 木 の 処分 方 法 は 、 





焼却 処分 で き な 
































と し て いま す 。 


放射 性 物質 除去 ・ 低 減 技術 実証 事業 
平成 24 年 度 か ら 県 内 放射 性 物質 除去 ・ 低 減 措 


























試験 研究 機関 で 























平成 25 年 度 ま 
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て いま す 。 


成す る 岩手 県 放射 
題 に 対応 し 適用 で きる と 見 込ま れる 放射 司 
年 度 5 技术、 平成 25 年 度 9 技術 ) 及び 人 
で に 試験 等 を 実施 し た 14 
公募 に よる 技術 試験 の 結果 等 
平成 26 年 度 に お いて は 、 道路 側溝 汚 3 
に 関す る 市 町 村 の 課題 に 
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EE の 処理 を は じ め 生 活 
対応 し 、 市 町 村 と 連携 を 


主体 で あ 


也 




















中 進 の 参考 と する こと を 
除去 ・ 低 減 技術 検討 プロ ジェ クト チー ム に より 、 市 町 村 の 課 
・ 低 小 技 術 の 情報 収集 、 実証 試験 等 の 実施 (平成 24 
る 市 
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、 刈 草 を 飼料 利用 する 場合 は 関係 機 
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や 原木 し いた け 





を 行っ て いま す 。 


用 され て いま す 。 
に 公開 し て いま 
ほ だ 場 な ど 農 林業 生産 環 


叶 





す 。 








、 情 報 収 集 や 必要 な 技術 試験 を 実 】 





放し 


第 3 節 県 産 食材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 状況 














平成 26 年 7 月 まで に 実証 試験 技術 を 公募 し 、 選 定 委員 会 の 意見 を も と に 選定 し た 「 水 充填 リン グ に 
よる 放射 線量 の 低減 技術 」 に つい て 試験 を 実施 し た ほか 、 原 木 し いた け ほ だ 場 落葉 層 * ま の 除去 に 関す 
る 技術 試験 及び 原木 しい たけ ほ だ 場 の 環境 調査 を 同年 12 月 まで に 実施 し まし た 。 

時 間 の 経過 と と も に 、 原発 事 聞 に 由来 する 放射 線量 は 低減 し て いま す が 、 な お 残る 放射 性 物質 に 関す 


る 課題 の 解決 に 向け て 継続 し て 取り 組み ます 。 
※ 落 葉 層 : 落葉 や 生物 の 死骸 な ど が 堆積 し た 土壌 の 最上 部 の 選 
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図表 2-5 放射 性 物質 除去 ・ 低 減 技術 実証 事業 実施 状況 (平成 24 年 度 一平 成 26 年 度 ) 























































































































































































































































































































































































































































































































































































































道 | ! | 放 年 性 セン ウム を 吸着 し 含水 演 泥 を 減 容 化 させ る 除 炊 用 土のう CX) | 人 | 凸版 印刷 山东 日 本 事业 本 部 
路 トーー ee 三 中 工本 相让 
側 | 。 | 械 境 放射 線 モ ニタ を 用 いた 備 易 測定 法 に よる 放射 性 セシウム 濃度 | ,。。| ( 地 独 ) 岩 手 県 工業 技術 セン 
二 本 推定 (※) 有 并 2 
泥 | 3 | 特 珠 ジオ テキ スタ イル 製 袋 を 活用 し た 用 水路 底 質 等 の 脱水 江 容 化 | Ca | 開 ピ ー エ ス 三 其 東 北 支店 
H26 
”| 岩手 県 放射 性 物質 除去 ・ 低 
4 | 落葉 層 除 去 後 対応 技術 試験 寺 減 技術 検討 7 py カト チー 
原 | 5 | 森林 除 染 向け 真空 吸引 装置 に よる 落葉 層 除 去 。 ” | 26 | 帽 THI 
病 机 I、 岩手 県 放射 性 物質 除 
ぃ | 6 | (調査 ) 原木 し いた け ほ だ 場 の 環境 調査 H26 | 去 ・ 低 減 技術 検討 プロ ジェ 
OO クト チー ム 
半 | 7 | し いた け 原 木 洗浄 機 に よる 放射 性 物質 濃度 低減 効果 の 確認 (※) | H25 | 岩手 県 林業 技術 セン ター 
係 | 。 ET ls 25 | 皇 手 県 林業 技術 セン ター 
| Ho4 | 会 国 農 半 細 会 連 全 会 殖 王 
9 | プル シア ンプ ルー 利用 に よる 原木 し いた け へ の セシウム 移行 低 厳 | 64 | 全 国民 村 相合 惠 合 会 关 于 愉 
避 农 | 10 | オン ン を 用 いた 排ガス 処理 装置 付 軸 熱 熱 分 解 炉 に よる 有機 物 等 江 | H25 | 三井 住友 建設 費 束 北 支店 
产 林 容 化 技术 公募 | 小原 建設 株 式 会 社 
物 業 | 
等 系 | 11 | 牧草 の ペレ ッ ト 化 技術 (※) H24 | 西武 建設 内 
旧道 12 | ポリ イオ ン 水 を 用 いた 回 弄 高圧 洗 兆 機 に よる 触 半面 除 久間 | 大林組 東北 支店 
AR Li 
面 [站 
等 | 13 | ゼオライト 含有 高 分 子 水溶 液 の 塗 膜 乾燥 剥離 に よる 除 染 (※) 信 | 時 
1 | ( 避 べ い 資 村 H26 | 東レ 摘 環 境 ・ エ ネル ギー 開 
| | 水 充 填 リ ング に よる 放射 線量 の 低減 公募 | 発 セ シンター 
大 | 15 | ( 話 へ い 資 材 | 山 安 藤 ・ 問 、 ユ ニチ カ 帆 、 
関 射 | | 放射線 培 へ い 容器 [-box に よる 放射 線量 の 低減 川上 産業 則 
連 線 | 廃棄 物 最 終 処分 場 運用 効率 の 向上 ) SE 
下 区 | 25 | ペン トナ イト 加 工 技術 を 利用 し た 焼却 灰 の 減 容 化 処理 技術 ed 
技 減 測定 方 法 ) a 
有 世 | 17 | Nal シン チレ ーション サー ベイ メー タ TCS-172B と GPS マル チロ ガー | H25 Ne 
-| を 活用 し た 放射 線量 測定 方 法 に 関す る 調査 | 
。 | (測定 方 法 ) 。。 | 放射 線 影響 対策 研究 会 〈 涯 
"| 農林 業 系 副産物 を 対象 と し た 放射 性 物質 濃度 の 簡易 測定 方 法 の 検 対 手 大 学 ・ 事 業者 連携 ) 
※ 試 験 結果 を も と に これ まで 県 内 で 利用 され た 技術 


























e 第 3 節 県 産 食 材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 状況 


1 概況 
本 県 は 我が国 に お ける 農林 水産 物 の 主要 な 産地 で あり 、 消 費 者 に 安全 な 県 産 食 材 等 を 供給 し て いく 和 観点 
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第 2 草 平成 26 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 























か ら 、 市 町 村 や 関係 団体 と 連携 し て 、 県 産 食 材 等 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 結果 や 、 安 全 な 県 産 食 材 等 を 提 














供する た め の 取 組 状況 を 速やか に 公表 する と と も に 、 リ スク コミ ュ ニ ケー ショ ン や 
り 、 県 産 食 材 等 の 安全 性 を 広く アピ ー ル する 取組 を 積極 的 に 展開 する こと に より 、 
確保 や 風評 被害 の 解消 ・ 防 止 に 向け 取り 組ん で いま す 。 




































































出前 講座 の 開催 等 に 
消費 者 の 安全 ・ 安 心 の 


























食品 の 放射 性 物質 濃度 検査 に つい て は 、 国 の 原子 力 災 害 対策 本 部 に より ガイ ドラ イン (「 検 査 計画 、 出 荷 


























に 基づき 、 農 林 水 産物 等 、 流 通 食品 及び 給食 食材 に つい て 、 各 段階 で 計画 的 に きめ 
検査 結果 等 を 速やか に 公表 する こと と し て いま す 。 









































検査 の 結果 、 国 が 定め る 基準 値 (食品 衛生 法 ( 昭 和 22 年 法律 第 233 号 ) 第 11 条 第 
放射 性 物質 に 係る 基準 値 ) を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 は 、 直 ち に 出荷 団体 等 に 対し て 出荷 の 自粛 



























































及び 自主 的 な 回 収 を 要請 する こと と し て いま す 。 

県 内 の 多く の 市 町 村 に お いて も 県 産 食 材 等 の 検査 が 行わ れ て い 
ます 。 これら の うち 販売 を 目的 と し て 生産 ・ 製 造 さ れ た 食品 で 、 
検査 の 結果 、 国 が 定め る 基準 値 の 2 分 の 1 以上 の 値 で あっ た も の 
に つい て は 、 県 が 市 町 村 か ら の 依頼 に 基づき 精密 検査 を 実施 し て 
いま す 。 

農林 水産 物 と 流通 食品 に つい て は 、 平 成 23 年 度 か ら 平成 25 年 
度 まで 44, 418 件 の 検査 を 実施 し 、 う ち 、 国 の 基準 値 (23 年 度 は 暫 
定規 制 値 ) を 超過 し た も の は 、 原 木 し いた け や 野 生 山菜 、 野 生き 
の こ な ど 261 点 で し た 。 平成 26 年 度 は 17, 274 件 の 検査 を 実施 し 、 
うち 国 の 基準 値 を 超過 し た も の は 野生 ワラ ビ 1 件 と イワ ナ 2 件 で 
し た 。 国 の 基準 値 を 超過 し た 割合 (超過 率 ) は 平成 24 年 度 の 1.31% 
(18, 329 件 中 の 240 件 ) を ピー ク に 大 きく 減少 し 、 平 成 26 年 度 は 0.02% a 

































































































































































制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」) 等 が 示さ れ て お り 、 県 で は 、「 県 産 食材 等 の 安全 確保 方 針 」 


細か な 検査 を 実施 し 、 








1 項 に 基づく 食品 中 の 














安全 安心 = 食卓 へ 


ie で り 、「 岩 手 の し いた け 」 
の の た め モ ニタ リン グ 検 本 を し て 食 理 へ 。 


(17, 274 件 中 の 3 件 ) と な っ て いま す (平成 27 年 3 月 末 現 在 ) 。 県 産 食材 PR ポス ター 





























農林 水産 物 と 流通 食品 の 検査 の 結果 、 米 、 麦 、 野 菜 、 果 実 、 懇 肉 、 

凌 肉 、 凌 卵 及 び 原 乳 か ら は 国 の 基準 値 を 超え る 放射 性 物質 は 検出 され て お ら ず 、 林 
て は 、 一 部 を 除き 国 の 基準 値 を 超え る 放射 性 物質 は 検出 され て いま せん 。 ま た 、 和 牛 
査 に より 安全 性 を 確認 し て 出荷 し て いま す 。 

県 で は 、 国 に よる 出荷 制限 指示 等 を 受け て いる 品目 に つい て 、 放 射 性 物質 濃度 が 
こと 等 の 安全 性 を 確認 し 、 国 へ 解除 の 申請 を 行っ て お り 、 平 成 26 年 度 は 2 品目 ( そ 
限 指示 が 解除 され まし た (図表 3-1 )。 

今後 も 、 継 続 し て 農林 水産 物 や 流通 食品 の 検査 を 実施 し て いき ます 。 
食品 検査 の 様子 





































































































産物 、 水 産物 等 に つい 
肉 に つい て は 、 全 頭 検 








国 の 基準 値 以下 で ある 
ば 、 ウ グイ ) の 出荷 制 








試料 の 加工 機器 に セッ ト し 測定 
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測定 結果 を 確認 
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図表 3-1 出荷 制限 が 解除 され た 品目 平成 27 年 3 月 31 日 現在 
中 困 対象 地域 等 解除 年 度 
se | 富 関 市 〈 旧 所 清水 村 ) ※ 平成 24 年 度 
| そば 盛岡 市 旧 渋 民 村 、 一 関 市 旧 大 原町 、 奥 州 市 旧 衣 川村 平成 26 年 度 
内 和 岩手 県 全域 ※ 平成 23 年 度 
、 、 | 盛岡 市 平成 25 年 度 
ハ た 站 有 
きのこ | 花巻 市 ※、 北 上 市 ※、 山 田町 ※ 平成 26 年 度 
原木 し いた け ( 施 設 栽 培 ) 関 市 、 奥 州 市 平成 25 年 度 
マダ ラ 陸 南 部 沖 海域 (陸前 高田 市 沖の 一 部 を 含む ) 平成 24 年 度 
海産 魚 | ヒラ メ 三陸 南部 沖の うち 金華 山 以 北 の 海域 (陸前 高田 市 沖の 一 部 を 含む ) | 平成 25 年 度 
クロ ソイ 釜 石 海域 平成 24 年 度 
気仙 川 (支流 を 含む ) 、 大 川 (支流 を 含む )、 北上 川 の うち 四 十 四 田 | 平成 26 年 度 
本。 ダム 下流 (支流 を 含む ) I 
茶 全 个 高田 平成 25 年 度 
その 他 茶 _- sl 市 了 思 
くわ い (露地 栽培 ) 平泉 町 平成 25 年 度 















































※ 出 荷 制限 の 一 部 解除 


【 市 町 村 等 の 取組 : 住民 が 測定 を 依頼 し た 食品 検査 実施 状況 】 
市 町 村 で は 、 住 民 な どか ら の 依頼 等 に 基づき 、 独 自 に 食品 等 の 放射 性 物質 濃度 を 測定 し て いま す 。27 の 
市 町 村 で 独自 に 整備 し た 測定 機器 や NPO 法人 等 へ の 委託 な ど に より 測定 が 行わ れ て いま す 。 (図表 3- 2 ) 



































































































































































































































































































































































































































































































































図表 3-2 市 町 村 に お ける 住民 等 の 依頼 に 基づく 食品 等 の 放射 性 物質 濃度 測定 状況 平成 27 年 3 月 31 日 現在 

実 施 信 民 要件 等 地元 産 に | 販売 目的 | 農林 水産 | 加工 品 を | 流通 品 を | 食品 以外 

市 町 村 限定 に 限定 | 物 に 限定 対象 対象 対象 

盛岡 市 内 居住 者 〇 〇 O 

旨 古 市 | 市 民 、 市 内 企業 及び 事業 所 O 〇 QO 

大 船渡 市 | 市 内 在住 者 〇 〇 

花巻 市 | 市 民 、 市 内 事業 所 O O O 

北上 市 | 市 民 〇 〇 

遠野 市 i 民 、 市 内 事業 所 O 〇 〇 
関 市 | 生産 者 、 市 民 O 〇 

陸前 高田 市 | 市 内 居住 者 〇 〇 

釜石 市 j 内 居住 者 〇 〇 O 

二戸 市 i 内 居住 者 〇 〇 

員 州 市 j 内 生産 者 〇 QO 

滝沢 市 | 市 民 QO QO 〇 QO 

寒 居住 者 〇 〇 O 

葛巻 内 の 希望 者 〇 O 

岩手 町 民 O O 〇 

紫波 居住 者 〇 〇 〇 〇 

矢巾 町 | 家庭 菜園 生産 者 、 農 業 生 産 者 © 〇 〇 

西 和 人 賀 町 住 者 〇 〇 O 〇 

金ケ崎 町 生産 者 〇 O 

平泉 町 | 町 民 が 町 内 産 の も の を 測定 O 〇 

住田 町 -内 居住 者 〇 〇 

山田 居住 者 、 団 体 等 〇 

岩泉 町 居住 者 〇 〇 

普代 村 | 村内 居住 者 、 事 業 所 ・ 事 務 所 〇 〇 

軽米 町 | 町 民 が 町 内 産 の も の を 測定 〇 〇 〇 

九戸 村 | 村民 已 〇 

洋 野 T 民 、 町 内 生産 者 等 〇 〇 〇 
27 17 2 16 11 7 15 



































37 


第 2 章 平成 26 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 




















原発 事故 後 、 国 で は 、 食 品 中 の 放射 性 物質 の 暫定 規制 値 を 設 













































































野菜 類 
穀類 
肉 ・ 卵 ・ 魚 ・ そ の 他 








か ら 新 た な 基準 値 を 設定 し て いま す 。 こ の 基準 値 は 、 食 品 の 





























定 し 、 軒 定規 制 値 











制限 な どの 措置 を と っ て きま し た 。 暫定 規制 値 を 下回っ て いる 食品 は 、 健 康 へ の 影 
全 性 は 確保 され て いま し た が 、 平 成 24 年 4 月 1 日 か ら 、 よ り 一 層 、 食 品 の 安全 と 















































民 際 基準 を 作成 し て 























牛乳 ・ 乳 製品 





飲料 水 


























由 


リ シ ー ベ ルト に 引き 下げ 、 








間 100 ベク レル を 一 般 食 品 (野菜 類 、 穀 類 
て の 世代 に 配慮 し た 基準 と な っ て いま す 。 
また 、 乳 児 用 食品 と 牛乳 に つい て は 、 子 
























































NM \ ら の 線量 の 上 限 値 
1 > 


号 


限度 値 を 算出 
(年 齢 や 性 別 な ど 
10 区 分 毎 に 摂取 量 
や 体格 ・ 代 謝 な ど を 
考慮 し 算出 ) 







































































※ ベク レル (Bo) : 放射 性 物質 が 放射 線 を 出 


新 基準 値 で は 、 放 射 性 物質 を 含む 食品 か 





ー ベ ルト / 年 








ら の 1 年 間 の 被ばく の 線量 の 上 限 を 、 
E 齢 や 性 別 ご と に 
あっ た 13 歳 か ら 18 歳 ま で の 1 キロ グラ ム あ た り 外 





体格 や 食べ る 量 、 





、 肉 、 卵 、 魚 な ど ) 


ども へ の 影響 を 考慮 し 、 一 般 食 品 の 半 
べ ベク レル に 設定 し て いま す 。 飲料 水 は す べ て の 人 が 摂取 し 、 代 わり が 効か ず 、 
(WHO) の 基準 を 踏ま そえ 1 キロ グラ ム あ た り 年 間 10 ベク レル 





























を 超え る 食品 が 流通 し な いよ う 出 荷 

は な いと 一 般 的 に 評価 され 、 安 
安心 を 確保 する た め 、 長 期 的 な 観点 
いる 国際 的 な 政府 間 機 関 で あや る コー 






























































デック ス 委 員 会 の 指標 に の っ と り 、 暫 定規 制 値 よ りさ ら に 安全 な 値 を 採用 し た も の と な っ て いま す 。 


放射 性 セン ウム の 新 基準 値 (24 年 度 ~) 





食品 群 
一 般 食品 


基準 値 (単位 : Bq/kg) 





乳児 用 食品 





牛乳 





飲料 水 





代謝 な どか ら 被 ば 


E 間 120 ベク レル より さら に 安全 な 値 で あや る 1 キロ グラ ム あ た り 年 











の 基準 値 と し て い 














こ 設定 し て いま す 。 














年 間 5 ミ リ シ ー ベ ルト か ら 年 間 1 ミ 








く 線量 の 上 限 値 を 算出 し 、 最 小 値 で 

















ます 。 こ れ は 、 乳 幼児 は じ め 、 す べ 


分 で ある 1 キロ グラ ム あ た り 年 間 50 








摂取 量 が 多い こと か ら 、 世 界 保健 機関 








RLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLTLLLLLLLLLLLTTLLLTLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLTTTTLLLTLLLLLLLLLLTLLLLLTTLLLLLLLLLLTTTTTTTTA 
人 


【 一 般 食品 の 基準 値 設定 の 考え 方 (出展 sk ト )】 











年 齢 区 分 毎 に 、 通 常 の 食 生活 を 














送れ ば 、 年 間 線量 の 上 限 値 を 十 


























回 る 水着 








志 に 設定 


























og D> 1 0 0 ベク レル /kg 
に 基準 値 を 設定 











laa a oe 





※ 全 て の 年 齢 区 分 の 限度 値 の 

















す 能 力 の 強 さ を 表す 肖 





穫 位 


攻 位 





うち 最も 厳し い 値 (120) を 
下回る 数 値 に 設定 




















※ 年 間 の 線量 の 上 限 値 1 ミリ シー ベル ト か ら 、 飲 料 水 に よる 線量 ( 約 0.1 ミ リ シ ー ベ ルト ) を 引き 、 残 り の 線量 を 一 般 食品 
(乳児 用 食品 、 和 牛乳 を 含む ) に 割り 当て 算出 。 
※ シー ベル ト (8y) : 放射 線 に よる 人 体 へ の 影響 の 大 き さ を 表す 上 


< 
い 
人 
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2 各 取 組 の 実施 状況 
(1) 県 産 農 林 水 産物 の 放射 性 物質 の 影響 対策 
ア 検査 計画 に 基づく 検査 
県 で は 、 平成 23 年 5 月 か ら 野菜 や 原 乳 、 海産 魚 な ど を 対象 に 、 独自 に 放射 性 物質 濃度 の 測定 を 開始 
し まし だ 。 
平成 23 年 8 月 に 、 国 の 「 検 査 計画 、 出 荷 制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」 に お いて 、 本 
県 が 「 総 理 指示 対象 自治 体 及 びそ の 隣接 自治 体 」 と され 、 同 月 、 穀 類 、 野 菜 、 果 実 、 畜 産物 、 特 用 林 
産物 、 水 産物 な ど 主 要 な 県 産 農 林 水 産物 を 対象 と し た 「 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 記 
を 策定 、 以 降 3 カ 月 ご と に 検査 計画 を 策定 し 、 こ れ に 基づく 検査 を 実施 し て いま す 。 
平成 23 年 度 は 41 品 目 8, 314 件 、24 年 度 は 73 品 目 18, 234 件 、25 年 度 は 63 品 目 17, 575 件 の 合計 の べ 177 
品目 44, 123 件 の 検査 を 実施 し まし た 。 う ち 、 国 の 基準 値 (23 年 度 は 暫定 規制 値 ) を 超過 し た も の は 
原木 し いた け や 山 菜 、 川 魚 な ど 260 点 (0.59%) で し た 。 
平成 26 年 度 は 、59 品 目 、17, 074 件 の 検査 を 実施 し 、 う ち 国 の 基準 値 を 超過 し た も の は 3 件 (0.02%) 
の で し た (野生 ワラ ビ 1 件 、 イ ワナ 2 件 )。 (図表 3-3) 
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図表 3-3 県 産 農 林 水 産物 等 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 状況 (平成 27 年 3 月 末 現 在 ) 
平成 23 年 度 平成 24 年 度 平成 25 年 度 | 平成 26 年 度 
1, 312 554 


















ーー イー 


| 小豆 
野菜 类 


果実 類 11 51 30 31 


































































































くわ い (露地 ) 一 1 3 
合计 8, 314 18, 234 17, 575 17, 074 
超過 件 数 14 (0.17%) 240 (1.32% 6 (0.03% 3(0.02%) 
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( ア ) 








村 は 除く 。 





ん で し た が 、 
町 で 10 品 









































州 市 、 紫波 町 、 
で 終了 し まし た 。 














生 コ ゴ ミ と 野 4 
を 実施 する こと と し 、 放 射 
頼 に 基づく 精密 検査 も 実施 し て いま 


第 2 章 平成 26 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 

















覧 と マッ プ で 県 ホー ムペ ー ジ 
平成 25 年 全 


に 掲載 し て い 
市 町 村 検 査 を 含む 野生 山菜 類 検 査 の 結果 、 新 た 

















E 物 質 濃度 検査 体 和 
す 。 検査 





昌 


イ 野生 山菜 類 、 野 生き の こ 類 の 放射 性 物質 濃度 検査 
野生 山菜 類 
平成 25 年 2 月 、 









































中 の 2 品目 で 3 市 











延べ 25 品 
































平成 26 年 度 に お いて 
査 (対象 品目 が 出荷 























が 新た に 出荷 制限 の 対象 市 町 村 と な り 、 最 終 的 に 10 市 
生 山 菜 が 国 の 出荷 制限 指示 等 の 対象 と な り ま し た 。 
成 25 年 度 と 同様 に 、 野 生 コ ゴ ミ 




















E ワ ラビ を 対象 に 全市 町 村 検 査 (対象 品目 が 出荷 制限 等 の 市 町 
を 構築 し まし た 。 産 直 施 設 等 か ら の 依 
き 果 に つい て は 、 検 査 対象 の 2 品目 を 、 検 査 結果 

に すず 。 



























































に 基準 値 を 超過 し た 品目 は あり ませ 























と 野生 ワラ ビ を 対象 に 全市 町 村 の 検 





] 村 は 除く 。) を 実施 し まし た 。 








生 コ ゴ ミ ) を 実施 し 、 
平成 26 年 度 に は 、 新 た に 





が 検出 され 、 








詞 ド 

















今後 も 、 本 県 


野生 きのこ 類 
平成 24 年 9 月 12 























荷 制限 指示 の 対象 と な り ま し た 。 
食 の 安全 安心 を 確保 する た め 、 市 町 村 と 連 


日 、 全 市 町 村 を 対象 と し て 、 











まし た 。 検 査 結果 に つい て は 、 検 査 結果 

















平成 24 年 度 


ーー 

















平成 26 年 度 に お いて も 


全市 町 村 検査 














性 物質 が 検出 され 、 



































FE 成 26 年 6 月 9 日 の 測定 (久慈 市 、 矢 巾 町 、 野 生 ワ ラビ ) 
こ 、 釜 石 市 の 野生 ワ 陣 え 




















「 野 生き の こ 」 






































27 日 、 第 1 回 測定 
ダケ ) で 終了 し まし た 。 
も の は あり ませ ん で し た 。 





























秋 に 全市 町 村 検 査 を 実施 し まし た 。 平成 26 年 8 月 
5 し 、 平 成 26 年 10 
























































E の 結果 、 
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平成 26 年 4 月 22 日 、 第 1 回 測定 ( 奥 


























RT 


ラビ か ら 基 準 値 を 超え る 放射 性 物質 

















携 し 継続 し た 検査 を 行っ て いき ます 。 











の 放射 性 物質 濃度 検査 体制 を 構築 し 











覧 と マッ プ で 県 ホー ムペ ー ジ に 掲載 し て いま す 。 

等 の 結果 、 9 市 町 の 野生 きのこ か ら 基 準 値 を 超え る 放射 
削 限 指示 の 対象 と な っ て いま す 。 
F 成 25 年 度 と 同様 に 、 
手 町 、 マ ツタ ケ ) を 実施 
E 度 の 測 














1 9 日 の 測定 (二戸 市 、 プ ナハ リ 





























国 の 基準 値 を 超え る 放射 線 物質 が 検出 され た 




























































































































































































































































































今後 も 、 本 県 の 食 を 確 介する た め 、 市 町 村 と 連携 し 継続 し た 検査 を 行っ て いき ます 。 
図表 3-4 野生 山菜 、 野 生き の この 国 出荷 制限 指示 、 県 出荷 自粛 要請 の 状況 (平成 27 年 3 月 末 現在 ) 
区 分 | 和 iT 和 
平成 24 年 度 平成 25 年 度 平成 26 年 度 
コン アジ フラ 、 和 釜石 市 、 奥 州 市 、 住 田町 北上 市 、 遠 野市 
ゼン マイ に 
ワラ ビ (野生 ) 入 州 市 関 市 、 平 泉町 | 委 石 市 
セリ (野生 ) 
タケ ノコ 陸前 高田 
コ ゴ ミ (野生 ) 陸前 高田 市 
タラ ノ メ (野生 ) 





ミズ (野生 ) 








フキ (野生 ) 




















サン ショ ツウ ( 野 4 











E) 














生き の こ 類 





















































京野 市 、 一 関 市 、 陸 前 高田 市 、 釜 石 市 、| 住田 町 
、 平 泉町 





























Ra 


ウ aia 








平成 23 年 度 に 、 農 林 水 産 省 技術 会 


























の 調査 を 行い 、 








その 結果 及び 文部 科学 省 の 「 航 
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議 と 連携 し て 、 











県 内 160 地 点 の 農地 土壌 中 の 放射 性 セ シ ウ 
空 機 モ ニタ リン グ 結 果 」 を 基 に 














、「 岩 手 県 農地 土 








基づき 、 平 成 24 年 2 月 に 、 
射 性 物質 の 影響 を 勘案 し た 























ge 濃度 分 布 図 」 を 作成 し まし た 。 


県 産 食材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 状況 

















、 放 射 性 物質 の 土壌 か ら 農 作物 へ の 吸収 ・ 移 行 等 に 関す る 調査 研 完 を 行い 、 得 




















一 
































土壌 か ら の 吸収 リス ク 低減 」 
生産 管理 対策 に つい て と りき 
生産 管理 マニ ュ ア ル 」( 以 下 「 生 産 管理 マニ ュ ア ル 」 と いう 。) を 作成 し 、 生 産 管理 面 の 支援 を 実施 











て さき 表し た 。 








セン タ 


エ 基準 値 超過 へ の 対応 、 





成 26 年 度 に は 、 生 産 管理 マニ ュ ア ル に つい て 、 
ー) 結果 を 掲載 し た 改定 版 を 作成 ・ 公 








大 豆 、 そ ば 











平成 24 年 11 月 か ら 平 成 25 年 1 月 に 
こと か ら 、 国 に よる 出荷 制限 指示 を 受け まし た 。 

その 後 、 出 荷 制限 の 一 部 解除 を 国 に 申請 し 、 市 、 
結果 が 基準 値 以 下 の も の が 出荷 され る こと と な り ま し た 。 
そば に つい て は 、 平 成 25 年 産 そ ば の 全 袋 検査 を 実施 し 、 
































や 「 資 材 等 か ら の 持 込 
E と め た 「 放 射 性 物 











后 星 ク 
貞 氷 ク 


リス ク 低 減 」 な ど 、 放 
弟 防 止 の た め の 農 作物 



































国 の 通知 等 や ヽ 
表 し ま し た 。 





か け て 、 大 豆 1 





























生産 再開 や 出荷 制限 等 の 解除 に 向け た 取組 


そば 3 区域 に お いて 下 


県 が 作成 し た 管理 計画 














(図表 3-5) 














全て 基準 値 を 下回っ た こと か ら 、* 




















26 年 4 月 11 日 に 出荷 制限 指示 が 解除 され (図表 3-5)、 
れ も 国 の 基準 値 以 下 と な り 、 安 全 性 が 確 





























F 成 26 年 産 の 検査 























認 さ れ て いま 






























































< 成 25 年 度 の 調査 研究 (農業 7 





こ 基 づき 、 全 袋 検査 の 


結果 に つ 

































































今後 に お いて は 、 大 豆 の 出荷 制限 指示 の 早 } こ 向 け 、 生 産 者 に 対し 放射 性 物質 吸収 抑制 対 
策 を 実施 する よう 周知 する と と も に 、 モ ニタ リン グ 検 査 を 継続 し て 実施 し て いき ます 。 
図表 3-5 大 豆 、 そ ば の 出荷 制限 指示 及び 解除 ・ 一 部 解除 の 状況 (平成 27 年 3 月 末 现 在 ) 
品目 | 出荷 制限 の 指示 解除 及び 一 部 解除 
大 豆 関 市 旧 盤 清水 村 (平成 25 年 1 月 4 日 ) 司 左 一 部 解除 (平成 25 年 2 月 4 日 
そば | 盛岡 市 旧 渋 民 村 、 一 関 市 旧 大 原町 (平成 24 年 11 月 13 | 同左 解除 (平成 26 年 4 月 11 
















































































) 、 奥 州 市 旧 衣 川村 (平成 24 年 11 月 30 

























































































牛肉 
平成 23 年 7 月 に 
牛肉 か ら 暫 定 
出荷 制限 指示 を 受け まし た 。 


その 後 、 県 で 定め る 牛肉 の 「 出 荷 ・ 検 査 方 針 」 
の 移動 及び と 畜 場 へ の 出荷 が 可能 と な り ま し た 。 
生 の 出荷 に 際 し て は 、 適 切な 飼 
濃度 の 検査 を 実施 し 、 牧 草 の 給与 量 等 か ら 3 





























時 期 を 判断 し て いま す 。 








これ まで の 検査 の 結果 は 、 平 成 23 年 度 に お いて は 
RN 
し た が 、 平 成 24 年 度 以降 に お いて は 


























生肉 の み が 流 通し て いま す 。 




















県 産生 の 全 頭 を 対象 に 放射 





、 原 発 事故 後に 水田 か ら 収 集 さ れ た 放射 情 
規制 値 (当時 ) を 超え る 放射 性 セシウム が 検 昌 




















平成 26 年 度 は 、 出 荷 32, 132 頭 の 全 頭 検査 を 実施 し て お り 、 




















E 肉 中 の 放射 性 




















HH され 、 同 年 8 月 





























日 荷 制限 の 








すべ て 国 








の 基準 値 以下 と な っ て お り 、 


E 物 質 検 査 を 実施 し て いき ます 。 
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E セ シウム を 含む 稲 わら を 給与 され た 
付け で 国 に 

















に 基づき 管理 され て いる 生 に つい て は 、 


養 管理 が 行わ れ て いる こと を 確認 し た 上 で 、 牧 草 
物質 濃度 を 算定 し た 結果 に より 


部 解除 後 か ら 同 有 














(超過 し た も の は 流通 せ ず 廃棄 処 
安全 上 コミ 


























基準 値 を 超過 し た 





































































































今後 と も 、 県 内 外 に と 間 出 荷 さ 





第 2 草 平成 26 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 


( ウ ) 原木 し いた け (露地 栽培 ) 


平成 24 年 4 月 及び 5 月 に 基準 値 を 超過 し た こと か ら 、 
ト 森 ・ ホ ダ 木 の 放射 性 物質 濃度 検査 や 、 ホ ダ 場 の 環境 整備 な ど 生 産 段 











け 、 生 産 さ れ た し いた け ・ 衣 
階 の 安全 性 の 確保 の 取組 を 実施 し て いま す 。 











県 内 14 市 町 が 





平成 25 年 4 月 に は 、 盛 岡市 の 出荷 制限 指示 が 解除 、 
び 山 田町 が 一 部 解除 と な り ま し た 。 
県 で は 
も 、 全 生産 者 を 対象 
も に 、 生 産 者 に 対し 、 放 射 性 物 
引き 続き 、 
了 を 急ぐ と と も に 












































こと 生産 され た し いた け 


質 









































平成 264 


、 県 産 し いた け の 安全 性 を 確保 する た め 、 出 和 荷 和 














こ 植 菌 











制限 の 早期 解除 に 取り 組ん で いき ます 。 
また 、 本 県 の 安全 ・ 安 心 へ の 取組 の PR や 、# 
に 向け た 取組 を 実施 し て いき ます 。 




















肖 費 者 の 信頼 





図表 3-6 NDC 四 佑 W 計 8 の KW EPC 年 月 5 








年 10 月 7 日 に 


| 限 の 対象 と な っ て いな い 
・ 原 木 ・ ホ ダ 木 の 放射 性 物質 濃度 検査 を 実施 する と と 
氏 減 の た め の 栽 培 管 理 の 取組 を 継続 する よう 周知 
出荷 制限 の 早期 解除 に 向け 、 指 標 値 を 超え た ホ ダ 木 の 処理 と ホ ダ 場 の 


、 放 射 性 物質 濃度 検査 の 実施 や 新た ( され た ホ ダ 木管 理 の 徹底 な ど 、 


国 に 


よる 出荷 制限 指示 を 受 





は 、 花 巻 市 、 北 上 市 及 


地域 に お いて 





し て いま す 。 
環境 整備 の 


日 
口 





性 让 





EE 





回 復 や 販路 の 拡大 、 取 引 価格 の 回 復 


















































花巻 市 ※、 北 上 市 ※、 
























































原木 し いた け (露地 栽培 ) 13 市 町 (大 船渡 市 、 吉野 一 関 市 、 陸 前 高田 市 、 釜 石 市 、 奥 州 
市 、 金 ケ 崎 町 、 平 泉町 、 住 田町 、 大 横町 、 山 田町 ※) 
※ 花巻 市 、 北 上 市 及び 山田 町 の 出荷 制限 指示 に つい て は 、 平 成 26 年 10 月 7 日 に 一 部 解除 














水産 物 


( 工 ) 









































































































































































































































































































































海産 魚 に つい て は 、 平 成 27 年 3 月 31 日 現在 、 三 陸 南 部 沖 海域 (宮城 県 沖 海域 で 一 部 に 本 県 沖 海 
域 ( 陸 前 高田 市 沖 ) を 含む ) の スズ キ と クロ ダイ が 国 に よる 出荷 制限 指示 を 受け て いま す 。 
川 魚 に つい て は 、 平 成 27 年 3 月 31 日 現在 、 磐 井川 水系 及び 砂鉄 川 水系 の イワ ナ が 国 に よる 出荷 
制限 指示 を 受け て いる ほか 、 衣 川 水系 及び 磐井 川 水 系 の ヤマ メ に つい て 、 県 が 採 捕 自 粛 を 要請 し 
て いま す 。 
平成 26 年 度 に は 、 国 に よる ウグイ の 出荷 制限 指示 (気仙 川 水 系 (支流 を 含む ) 、 大 川 水系 (支流 を 
含む )、 北 上 川 の うち 四 十 四 田 ダ ム の 下流 (支流 を 含む )) が 解除 され まし た 。 
引き 続き 、 早 期 の 出荷 制限 指示 の 解除 、 採 捕 自粛 要請 の 解除 に 向け 、 宮 城 県 の 担当 部 局 と も 連 
携 し な が ら 、 放 射 性 物質 濃度 の 調査 を 実施 し て いき ます 。 
図表 3-7 水産 物 の 出荷 制限 の 状況 (平成 27 年 3 月 末 現 在 ) 
海産 魚 | スズ キ 三陸 南部 沖 海域 (岩手 県 宮城 県 境界 正 東 線 か ら 宮 城 県 福島 県 境界 正 東 線 まで の 海域 ) 
クロ ダイ 三陸 南部 沖 海域 (岩手 県 宮城 県 境界 正 東 線 か ら 宮 城 県 福島 県 境界 正 東 線 まで の 海域 ) 
川 魚 イワ ナ 磐井 川 (支流 を 含む ) 、 砂 铁 川 (支流 を 含む ) 
ヤマ メ ※ 衣川 (支流 を 含む ) 、 磐 井川 (支流 を 含む ) 
※ 県 に よる 採 捕 自粛 要請 
( オ ) 牧草 等 
平成 23 年 産 、24 年 産 及 び 25 年 産 牧 草 の 放 射 性 物質 濃度 の モニ タリ ング 調査 結果 に 基づき 、 平 
成 27 年 3 月 末 現 在 、 国 の 暫定 許容 値 を 超過 し た 8 市 町 (大 船渡 市 、 一 関 市 、 釜 石 市 、 奥 州 市 、 金 
ク 崎 町 、 平 泉町 、 住 田町 、 一 戸町 ) 全域 及び 6 市 町 (盛岡 市 、 花 巻 市 、 遠 野市 、 陸 前 高田 市 、 滝 
沢 市 、 大 棚町 ) の 一 部 地域 に 対し 、 牧 草 の 利 用 自粛 を 要請 し て いま す 。 (図表 3-8) 
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第 3 節 県 産 食材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 状況 

















利用 自粛 の 対象 と な っ た 牧草 地 12, 396ha の 除 染 ( 耕 起 ) に つい て は 平成 26 年 度 に 完了 し まし 
た 。 (図表 3- 9 ) 

引き 続き 、 国 の 暫定 許容 値 以下 の 牧草 地 に つい て 、 原 乳 中 の 放射 性 物質 濃度 を 10 ベク レル 未満 
と する た め の 対 策 と し て の 除 染 や 、 風 評 被害 対策 と し て 市 町 村 が 独自 に 取り 組む 除 染 に 取り 組ん 
で いき ます 。 

放射 性 物質 の 影響 を 受け 汚染 され た 牧草 及び 稲 わ ら に つい て は 、 適 正 な 保管 を 指導 する と も に 、 
処理 の 終了 し て いな い ゆい 牧草 9, 663 ト ン 及 び 稲 わら 427 ト ン の 焼却 等 を 支援 し て いき ます 。 (図表 3 
-10) 

廃 用 和牛 の 適 正 出荷 に 向け た 飼い 直し に つい て は 、 廃 用 生 と し て の 出荷 が 進み 滞留 が 解消 し て き 
た こと か ら 、3 ヵ 所 設置 し た 集中 管理 施設 は 、 1 ヵ所 (八幡 平 市 ) に 集約 し て 対応 し て きま し た 
が 、 平 成 26 年 度 を も っ て 全て の 施設 を 廃止 する 方 向 で 、 関 係 機関 ・ 団 体 と 合意 し まし た 。 (図表 































































































【 原 乳 10 ベク レル 未満 対策 】 
| 国 の 「 食 品 中 の 放射 性 物質 の 基準 値 」 は 、 邊 乳 は 50Bq/kg と され て いる が 、 乳 製品 に 加工 し た 際 に セシウム 濃度 | 
| が 濃縮 され 、 食 品 の 基準 値 100Bq/kg を 超過 する 恐れ が ある こと か ら 、 原 乳 中 の 放射 性 物質 濃度 を 10Bq/kg 未満 と す : 
| る よう 生産 者 団体 か ら 要望 され た た め 、 牧 草 中 の 放射 性 物質 濃度 が 50Bq/kg を 超過 し 100Bq/kg 以下 で あっ て も 除 染 | 
| を 実施 する も の 。 


















































図表 3-8 牧草 の 利用 自粛 要請 の 状況 (平成 27 年 3 月 末 现 在 ) 



































国 の 暫定 許容 値 超過 14 市 町 (盛岡 市 (玉山 区 、 旧 筆 川 村 の 一 部 ) 、 大 船渡 市 、 花 巻 市 (大 追 南 東部 ) 、 
遠野 市 (北西 部 、 北 東部 、 南 部 ) 、 一 関 市 、 陸 前 高田 市 (南部 、 矢 作 ) 、 釜 石 市 、 奥 
州 市 、 滝 沢 市 (東部 ) 、 金 ケ 崎 町 、 平 泉町 、 住 田町 、 大 棚町 (南部 ) 、 一 戸町 ) 

※ 農 業 団体 等 か ら の 要請 を 受け 、 原 乳 10 ベク レル 未満 対策 と し て 、 搾 乳 生 に 対し て 50bq/kg を 超過 し た 牧草 の 利用 自粛 を 要請 

















































































































図表 3-9 牧草 地 除 染 の 実施 状況 (平成 27 年 3 月 末 现 在 ) 














12, 396ha 739ha 6, 912ha 10, 037ha 12, 396ha 














図表 3-10 放射 性 物質 の 影響 を 受け た 牧草 、 稲 わら の 処理 状況 (平成 27 年 3 月末 現在 ) 














牧草 20, 499 t 10, 836 t 52. 9% 9, 663t 
稲 わら 573 t 146 t 25. 5% 427t 
計 21, 072 t 10, 982 t 52. 19%6 10, 090t 




















※ 8, 000Bq/kg を 超え る 牧草 (23 t)、 稲 わら (284t) を 含む 


図表 3-11 廃 用 牛 の 適正 出荷 に 向け た 飼い 直し の 状況 (平成 27 年 3 月 末 现在 ) 





管理 頭数 : 0 頭 (八幡 平 市 0 頭 ) 受入 頭数 : 1, 961 頭 、 払 出頭 数 : 1, 961 頭 























( カ ) 林産 物 等 (野生 山菜 類 、 野 生き の こ 類 ) 
平成 27 年 3 月 31 日 現在 、 野生 山菜 類 に つい て は 、 コ シア ブラ や ゼン マイ な ど 10 品目 、10 市 町 
村 、 野 生き の こ 類 に つい て は 、 9 市 町 村 が 国 の 出荷 制限 等 の 対象 、 県 で は これ ら の 品目 を 対象 と 
し た 放射 性 物質 濃度 の 経年 変化 を 把握 する た め の 追 跡 調査 を 実施 し て いま す 。 

野生 山菜 、 野 生き の こ 類 は 、 放 射 性 物質 低減 の た め の 管理 や 採取 場所 の 特定 が 困難 で ある こと 
か ら 、 国 も 放射 性 物質 の 自然 減衰 を 待つ し か な いと いう 見 解 を 示し て いま す 。 

今後 に お いて は 、 追 跡 調 査 の 結果 か ら 、 放 射 性 物質 濃度 の 十分 な 低下 が 確認 で きた 品目 に つい 
て は 、 出 荷 制限 解除 に 向け た 検査 の 実施 を 検討 し て いき ます 。 
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第 2 章 平成 26 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 


流通 食品 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 
品 衛生 法 ( 











こ 基 づく 流通 食品 の 収 去 検査 ま を を 実施 し て お り 、 毎 年 、 















































' 生 双 視 指導 計画 」 を 策定 し 、 





























典 度 を 測定 し て いま す 。 検査 
努め て お り 、 平 成 24 年 度 は 、 野 生 ワ ラ 
、 全 て 基準 値 以下 を 確認 し まし た 。 






































組 と し て 食品 の 放射 性 物質 に つい て の 収 去 検査 を 9 


計画 的 に 検査 を 










































































は 、200 検 体 の 検査 を 行い 、 
し に 検査 結果 に つい て は 、 













































































に あたっ て は 、 


その うち 野生 山 





モー 














実施 し て いま す 。 平成 
中 化す る こと と し 、 検 











RT 











食品 衛生 法 に 基づく 「 岩 
E 度 か ら は 、 本 計画 の 
数 や 検査 頻度 等 を 定め 


























B 域 や 過去 の 検査 結果 

















DN 


MD 
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『 生 フキ 等 の 山菜 や 凌 卵 、1 


菜 の コ シア ブラ 1 件 が 
堪 値 を 超過 し た 品目 














、 適 切な 検査 
生鮮 野菜 等 95 





























と を を 





準 値 を 超過 しま 








に つい て は 、 県 は 販 



































































































































































































































































































































、 当 該 商品 を 回 収 す る よう 行政 指導 し 、 販 売 者 は 自主 回 収 を 行い ま 図表 3-12) 
平成 26 年 度 は 、 200 検 体 の 検査 を 行い (平成 27 年 3 月 31 日 現在 ) 、 全て 基準 値 以下 を 確認 し まし た 。( 図 
※ 収 去 検 査 : 食品 衛生 法 に 基づい て 食品 衛生 監視 員 が 食品 関係 施設 に 立ち 入り 、 試 験 検査 を する た め 必 要 最 小 限 の 食品 や 食 
殿 償 で 持ち 帰り 検査 する こと を いう 。 
流通 食品 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 結果 平成 27 年 3 月 31 日 現在 
平成 26 年 度 平成 25 年 度 
| 検査 件 数 | 基準 値 超過 件 数 | 検査 件 数 | 基準 値 超過 件 数 
19 0 17 0 
57 0 29 0 
19 0 15 0 
] 2 0 21 1 | H25: コ シア ブラ 1 件 超過 

肉 2 0 6 0 
肉 16 0 18 0 
内 2 0 4 0 
大 0 0 1 0 
中 6 0 11 0 
印 苦 34 0 12 0 
2 0 3 0 
18 0 22 0 
5 0 4 0 
18 0 37 0 
200 0 200 1 























され る こと が 多い 年 















































野生 鳥獣 肉 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 
手 県 に お ける 野生 鳥獣 肉 の 放射 司 
生 鳥獣 肉 の 検査 を 開始 し 、 以 後 、 
で 検査 計画 を 定め 、 放 射 性 物質 濃度 を 測定 
これ まで 、 シ カ 肉 、 ク マ 
E 度 に 複数 の 検体 か ら 
リ 肉 に つい て 、 国 
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E す 。 


E セ シウム が 検 





上 物質 モニ タリ ング 要領 を 定め 、 
年 度 ご と に 県 の 「 農 畜 水 産物 等 の 放射 性 
し て い ヨ 
肉 、 ヤ マドリ 肉 、 カ ル ガ モ 肉 及 び キ ジ 肉 
国 の 基準 値 を 超え る 放射 
の 原子 力 災害 対策 本 部 か ら 全 県 を 対象 と し た 出荷 制限 が 指示 され て い 
E 度 に お いて も 、11 月 か ら 始 まる 狩猟 期 を 念 
図表 3 -13) 

基準 値 を 超え る 放射 必 









































頭 に 12 月 まで 、 捕 獲 状 況 ( 














食肉 と し て 活用 
































物質 検査 

















に つい て 検査 を 実施 し まし た が 、 











以 





出さ れ た シカ 肉 、 ク マ 肉 及び ヤマ ド 





に 応 随时 测定 去 实施 











E セ シウム が 検出 され 、 全 県 を 対象 と し た 出荷 制限 指示 が 継続 し て 
いる シカ 肉 、 ク マ 了 肉 及び ヤマ ドリ 肉 に つい て 、 継 続 し て 測定 を 実施 し ます 。 








図表 3-13 野生 鳥獣 肉 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 結果 


影響 、 学 校 の 対策 の 取組 状況 


平成 27 年 3 月 31 日 現在 































































































































































































年 度 品目 名 検査 件 数 | 基準 値 超過 件 数 | 超過 検体 の 捕獲 場所 市 町 村 
シカ 肉 62 5 関 市 、 大 船渡 市 、 陸 前 高田 市 、 住 田町 
平成 25 年 度 クマ 肉 24 3 | 奥州 市 、 一 関 市 、 陸 前 高田 市 
ヤマ ドリ 肉 21 2 関 市 、 山 田町 
合計 107 10 
シカ 肉 13 2 関 市 、 遠 野市 
平成 26 年 度 クマ 肉 27 2 I _ 有 ー 
ヤマ ドリ 肉 26 5 関 市 、 大 船渡 市 、 釜 石 市 、 平 泉町 
合計 66 9 





(4) 出荷 制限 等 の 状況 

























































































流 を 含む )、 大 川 水系 (支流 を 含む )、 北 上 川 の 








る 出荷 制限 指示 が 解除 され まし た ( 















































県 で は 、 平 成 23 年 8 月 より 「 県 産 農 林 水 産物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 計画 」 に 基づき 、 放 射 性 物 
検査 を 継続 的 に 実施 し て いま す 。 
平成 26 年 度 は 、 そば (盛岡 市 旧 渋 民 村 、 一 関 市 旧 大 原町 、 奥 州 市 旧 衣 川村 ) 及び ウグイ (気仙 川 水系 ( 支 





















































質 の 


うち 四 十 四 田 ダ ム の 下流 (支流 を 含む )) に つい て 、 国 に よ 

















図表 3 -14)。 ま た 、 赴 地 栽培 原木 し いた け に つい て 、 花 巻 市 、 





市 及び 山田 町 の 出荷 制限 指示 の 一 部 が 解除 され 、32 名 の 生産 者 の 出荷 が 可能 と な り ま し た 。 





一 方 、5 月 に 和 多 石 市 産 の 野 4 
限 指 示 を 受け まし た 。 (第 4 章 の 5 「 出 荷 第 









































E ワ ラビ か ら 基 準 値 を 超え る 放射 性 セシウム が 検出 され 、 国 に よる 出荷 第 
| 限 状況 一 覧 」 参照) 





北上 
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図表 3-14 出荷 制限 等 解除 品目 状況 (制限 の 一 部 解除 は 除く 。) (平成 27 年 3 月 末 现 在 ) 
解除 品目 
措置 区 分 制限 指示 解除 
品目 名 年 月 年 月 日 対象 地域 等 
海産 魚 | マダ ラ H24.5.2 | H25.1.17 | 三陸 南部 沖 海域 (陸前 高田 市 沖の 一 部 を 含む ) 
きのこ | 原木 し いた け ( 露 地 栽培 )| H24.5.10 | H25.4.8 | 盛岡 市 
三 三陸 南部 沖の うち 金華 山 以 北 の 海域 (陸前 高田 市 
全 多 日 
上 海産 秋 | ヒラ メ H25. 6. 4 25. 8. 30 沖の 一 部 を 今 む ) 
制限 指示 H24.6.12 | H26.7.31 | 気 1 支流 を 含む 
川 魚 ウグイ H24.5.11 | H26.8.25 | 大 川 (支流 を 含む ) 
H24.5.11 | H27.3.10 | 北上 川 の うち 四 十 四 田 ダ ム の 下流 (支流 を 含む ) 
gi H24.11.13 | ， 盛岡 市 旧 濾 民 村 、 一関 市 旧 大 原町 、 奥州 市 旧 衣 川 
穀類 そば EN 26. 4. 11 村 
海产 鱼 | クロ ソイ H24.6. 1 H24.7.1 | 釜石 海域 
その 他 | 茶 H24.6.8 H25.6.14 | 陸前 高田 市 
県 出荷 站 
自粛 要請 _ | 原木 し いた け H25. 12. 13 闫 
きのこ | (施設 殺 培 ) 0 12.27 | 奥州 市 
その 他 | くわ い (露地 栽培 ) H24.12.21 | H26.2.27 | 平泉 
e 第 4 節 健康 影響 、 学 校 の 対策 の 取組 状況 
1 概況 
原発 事 逆 に 伴い 、 放 射線 に よる 健康 へ の 影響 を 心配 する 県 民 か ら の 声 が 多く 寄せ られ た こと 等 か ら 、 比 
較 的 放射 線量 の 高い 県 南部 を 中 心 と し 、 大 人 に 比べ て 放射 線 に よる 影響 (感受 性 ) が 高い 可能 性 が ある 子 
ども の 内 部 被ばく 状況 を 把握 する た め 、 平成 23 年 度 に 放射 線 健康 影響 調査 ( 尿 中 放射 性 物質 サン プリ ング 
検査 ) を 行い まし た 。 その後 、 平 成 24 年 度 か ら 平 成 26 年 度 に お いて も 、 同 じ お 子 さ ん を 対象 に 同様 の 手 
























































法 で 継続 調査 を 行っ て いま す 。 
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第 2 章 平成 26 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 























平成 23 年 度 調査 結果 に つい て 、 緊 急 被 ば く 医 療 、 放 射線 防護 、 公 衆 衛 生 等 の 専門 家 か ら な る 有識者 会 
に お いて 「 放 射 性 セシウム に よる 預託 実効 線量 * は 、 最 大 で も 0.03 ミリ シー ベル ト (mSv) 未満 と いう 結果 
で あり 、 全員 が 1mSvy を は る か に 下回っ て いる こと か ら 、 放射 線 に よる 健康 影響 は 極め て 小さ いと 考え られ 
る 。」 と の 評価 を いた だ いて いま す 。 

平成 24 年 度 か ら 平 成 26 年 度 に 実施 し た 継続 調査 に お いて も 、 有 識者 会 議 よ り 「 尿 中 の 放射 性 セシウム 
の 量 は 減少 し て お り 、 預 託 実効 線量 も 0.01 mSv 未満 で や る こと か ら 、 放 射 性 セン ウム に よる 健康 影響 は 極 


め て 小さ いと 考え られ る 。」 と の 評価 を いた だ いて いま す 。 
※ 預 託 実効 線量 : 体内 か ら の 内 部 被ばく 線量 に つい て 、 成 人 で 50 年 間 、 子 ども で 70 歳 ま で の 生涯 の 累積 線量 を 表し た も の 。 


岩手 県 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調査 結果 (平成 26 年 度 継続 調査 結果 ) 


| 1 日 当たり の 尿 中 放射 性 セシウム 量 ("34Cs 二 37Cs) || 放射 性 セシウム に よる 預託 実効 線量 の 状況 (mSv) 


































































































1 回 目 (H23 年 度 ) 2 回 目 (H24 年 度 ) 3 回 目 (H25 年 度 ) 4 回 目 (H26 年 度 ) 1 回 目 (平成 23 年 ) 2 回 目 (平成 24 年 ) | 3 回 目 (平成 25 年 ) 4 回 目 (平成 26 年 ) 
7Bq 日 以上 0 人 0 人 0 人 0 人 和 
5 0 人 0 人 0 人 0 人 
6~7Bq 日 未満 0 人 0 人 0 人 0 人 0.0mSy 未 満 
5 一 6Bq 日 未満 0 人 0 人 0 人 0 人 天 
| 0 人 0 人 0 人 
4~5Bq 上 日 未満 | 1 人 0 人 0 人 0 人 
3~4B 日 未満 較 4 人 0 人 0 人 0 人 001~ 10 
oozmsv 示 省 詳 人 0 人 0 人 0 人 
2~3Bq/ 上 日 未 酒 国 6 人 0 人 0 人 0 人 
二 - 12 24 22 24 
1~2Bq 日 未 滴 国 11 人 1 0 人 1 人 0.01mS 未 滴 加 于 Ee 人 | 人 上 人 
1Bq/ 日 未 酒 | 1 人 了 11 人 了 6 人 1 人 
0 人 50 人 | 0 人 50 人 | 0 人 50 人 | 0 人 80 人 
不 検出 ND) | 1 人 画題 昌 12 人 画題 還 較 16 人 | _ = 22 人 ご 





. 3 【 拓 線量 の 算出 方 法 】 
0 人 20 人 0 人 20 人 0 人 20 人 0 人 20 人 40 人 | 1 回 目 は 、 原 発 事故 発生 時 か ら 1 回 目 調査 時 (平成 23 年 12 月 頃 ) ま で の 慢性 経口 摂取 と し た 。 
※ 参加 は 3 回目 玉 の た め 、3 回 目 の み 人 詩人 和民 な る こと 。 2 回 目 以 降 は 、 前 回 調査 終了 日 を 起点 と し 、 各 回 調査 時 ( 各 年 11 月頃) まで と し て 算出 。 
※ 検出 限界 は 、 そ れ ぞ れ の 村 種 で 毅 ね 0.3 一 0.4BqWY 程 度 



























また 、 県 で は 、 原 発 放射 線 影響 対策 の 基本 方 針 に お いて 、 放 射線 の 影響 を 受け や すい と され る 子ども の 
健康 を 重視 する 観点 か ら 、 学 校 な どの 教育 施設 等 に お ける 測定 に 重点 的 に 取り 組み 、 対 策 の 実施 に 当たっ 
て は 、 学 校 な どの 教育 施設 等 に ON に 対す る 県 民 の 期待 を 十分 考慮 する こと と し て いま す 。 

こ で 、 県 で は 、 平成 23 年 度 か ら 県 立 学校 の 放射 線量 を 毎月 測定 する と と も に 、 放射 線量 低減 に 向け た 
取組 方 針 に 基づき 、 ee 1 Sv/h を 超え た 場合 や 重点 調査 地域 に お いて 国 の 除 染 基準 で 
ある 0.23 Sv/h を 超え た 場合 に は 除 染 等 の 低減 措置 を 行っ て いま す が 、 平 成 25 年 5 月 まで に 対象 と な っ 
た 全て の 学校 の 低減 措置 を 完了 し て いま す 。 

学校 給食 に つい て も 平成 24 年 度 か ら 使用 予定 食材 や 提供 後 の 給食 一 食分 に つい て 放射 性 物質 濃度 測定 
を 行っ て いま す が 、 平 成 26 年 度 ま で に 国 の 基準 値 を 超え た 例 は あり ませ ん 。 

市 町 村 等 に お いて も 、 小 中 学校 な ど に お ける 放射 線量 の 測定 や 給食 食材 の 放射 性 物質 濃度 の 測定 が 行わ 
上 Po の PP 除 染 費 用 の 助成 
な ど を 行い 、 市 町 村 等 の 取組 を 支援 し て いま す 。 

これ か ら も 、 市 町 村 等 と 連携 し て 、 学 校 の 放射 線量 の 測定 や 給食 食材 な どの 放射 性 物質 濃度 測定 を 行っ 
て いき ます 。 
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2 各 取 組 の 実施 状況 
(1) 放射 線 健康 影響 調査 
ア 調査 概要 と 結果 、 有 識者 会 議 に よる 評価 
原発 事故 に 伴う 放射 線 の 健康 へ の 影響 を 心配 され る 県 民 か ら の 声 が 多く 寄せ られ た こと な どか ら 、 





46 





、 学 校 の 対策 の 取組 状況 








本 県 に お ける 健康 へ の 影響 を 把握 する た め 、 平 成 23 年 度 に 、 主 に 県 南部 を 中 心 に 3 歳 ~15 歳 の 子 ど 
も を 対象 と し た 尿 中 の 放射 性 物質 の サン プリ ング 調査 を 実施 し まし た 。 

調査 結果 に つい て 、 緊 急 被ばく 医療 、 放 射線 防護 、 公 衆 衛生 等 の 専門 家 か ら な る 有識者 会 議 に お い 
て 「 放 射 性 セシウム に よる 項 放 実効 は 、 最 大 で も 0.03 ミリ シー ベル ト (mSy) 未満 と いう 結果 で 
あり 、 全 員 が 1mSy を は る か に 下回っ て いる こと か ら 、 放 射線 に よる 健康 影響 は 極め て 小さ いと 考え 
られ る 。」 と の 評価 を いた だ いて いま す 。 

平成 24 年 度 か ら 平成 26 年 度 に お いて も 同じ お 子 さ ん を 対象 に 同じ 手法 に より 調査 を 継続 し 、 い ず 
れ も 有 識者 会 議 よ り 「 尿 中 の 放射 性 セシウム の 量 は 減少 し て お り 、 預 託 実 効 線量 も 0.01 mSv 未満 で 
ある こと か ら 、 放 射 性 セン ウム に よる 健康 影響 は 
極め て 小さ いと 考え られ る 。」 と の 評価 を いた だ 










































































































































































調査 協力 者 の 属性 
















































































区 分 一 于 市 | 奥州 市 | 宮古 市 | 金ケ崎 町 | 平泉 町 計 
1 回 目 ( 平 成 23 年 度 ) 60 36 12 12 12 132 

1 \ 
いて いま す 。 2 回 目 ( 平 成 24 年 度 ) 44 23 0 8 11 86 
> に 対し [市販 い 品 | 注 安 3 回 目 ( 平 成 25 年 度 ) 16 1 2 3 9 41 
また 、 県民 に 対し て 、) 市 販 さ れ て いる 食品 は 安 4 回 目 (平成 26 年 度 ) | 10 7 0 1 8 24 



































心 し て 使 | LAC 避 ‘の で 、 不安 か ら 偏っ た 食事 に ※ 宮古 市 に つい て は 、 2 回 目 及び 今回 (4 回 目 ) の 調査 に は 参加 が な か っ た 。 

1 回 目 4 回 目 ( 平 成 26 年 度 ) 
な ら な いこ と 。 野生 の きのこ や 山菜 で は 、 今 で も 
一 部 汚染 の 高い 地域 が ある た め 、 山 菜 採 りな ど を 
する 方 は 、 県 の ホー ムペ ー ジ を 参考 に する こと 。」 
等 の 助言 を いた だ いて いま す 。 









































図表 4-1 健康 影響 調査 結果 (平成 23 年度 平成 26 年 度 ) 
放射 性 物質 量 



















































































































































































































































































(核種 別 、 尿 ID あたり ) H23 H24 H25 H26 | 備考 
放射 性 ヨウ 素 (※1 全員 全員 全員 全員 | 預託 実効 線量 (※1) | 
不 検出 | 不 検出 | 不 検出 | 不 検出 単位 : mSv H23 | H24 | H25 | H26 
放射 性 | 不 検出 1 12 16 22 0.01 未 満 12 | 24 | 22 | 24 
。 シタ ーー こ 站 0.01^0.02 未 満 | lo | - | - | - 
(※1 2 て 3 未満 7 1 ー 1 0. 02 一 0. 和 岗 2 思 芭 ー 
3 へ 4 未満 5 ー ー ー 0. 03 一 0. 04 未 满 
4~5 未満 = 加 中 和 二 
5 一 6 来 清 ] ー 四 加 ※1 継続 調査 を 実施 し た 24 名 に 係る 前 回 調査 と の 比較 
6 て 7 未満 1 一 ー ー (H25 年 度 未 実施 の 者 2 名 を 含む た め 、H25 の 放射 性 セ 
7Bq/6 以 上 ー ー 回 シウム 及び 預託 実効 線量 の 合計 人 数 は 22 名 。) 

5 ※2 放射 性 カリ ウム に つい は 、 測 定 を 希望 し な か っ た 者 及 
一 - び 上 記 H25 年 度 示 実施 2 名 の 影響 か ら 、 各 回 《各 年 度 ) 
カリ ツウ | | 20 一 40 未 滞 4 7 7 9 の 合計 が 相違 
ム 40~60 未 满 12 11 8 9 
(※2) | 60~80 未 满 5 5 5 4 

80~100 未満 2 1 2 1 
100 以上 ー ー ー - 
イ 調査 結果 の 県 民 等 へ の 説明 ・ 公 表 












































調査 結果 に つい て 、 結 果 説 明 会 を 開催 し 、 結 果 や 有識者 会 議 で の 評価 等 の 説明 を 行い つつ 、 県 ホー 
ムペ ー ジ や 広報 誌 、 セ ミナ ー 等 で 広く 県 民 等 に 対し て お 知ら せ し て いま す 。 

平成 26 年 度 に お いて は 、 県 政広 報 誌 いわ て グラ フ 6 月 号 に 平成 25 年 度 継続 調査 の 結果 に つい て 掲載 
する な ど 広 報 を 行っ て いま す 。 
今後 も 引き 続き 、 調 査 結果 に つい て 県 民 等 へ の 周知 に 努め て いき ます 。 
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平成 26 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 





(2) 学校 等 の 除 染 
県 立 学校 の 局所 的 な 除 染 作業 の 要 否 等 、 現況 を 把握 する た め 、 平 成 23 年 9 月 か ら 11 月 に か け て 業者 委 
託 に より 全 県 立 学校 の 校 地 内 空間 線量 率 測定 を 実施 し 、 校庭 等 の 場所 で 文部 科学 省 の 定め る 目安 を 下 回 
り 、 健 康 に 影響 を 与え る レベ ル で は な いこ と を 確認 し まし た 。 し か し 、 雨 どい の 下 等 局所 的 に 高い 値 (1 
Sv/h 以 上 ) を 示し た 箇所 も あっ た た め 、 直 ち に 立入 制限 等 を 行い 、 平 成 23 年 12 月 27 日 まで に 高い 値 を 
示し た 全て の 県 立 学校 の 除 染 を 完了 し まし た 。 除 染 完 了 以 降 、 原 則 月 1 回 、 放 射線 量 の 測定 を 行っ て い 
ます が 、 こ れ ま で の 測定 の 結果 、 全 て の 箇所 で 文部 科学 省 の 定め る 目安 を 下回っ て いま す 。 
また 、 重 点 調査 地域 内 (奥州 市 、 一 関 市 ) の 県 立 学校 の うち 詳細 測定 (平成 24 年 6 月 に グラ ウン ド 等 
に つい て 実施 ) の 結果 、 平 均 値 が 0.23 Sv/h 以 上 で あっ た 4 校 の グラ ウン ド 等 に つい て 、 国 の 補助 事業 
と し て 、 環 境 省 の 定め る 「 除 染 関係 ガイ ドラ イン 」 及 び 市 の 除 染 作業 方 法 に 準じ て 、 除 染 を 実施 し 、 平 
成 25 年 5 月 まで に 全て の 学校 の 除 染 を 完了 し まし た 。 (前 沢 明峰 支援 学校 、 一 関 清明 支援 学校 (本 校 ) 、 
前 沢 高等 学校 、 千 厩 高等 学校) 
平成 24 年 2 月 、 県立 学校 の 農業 教育 実習 で 使用 し て いる 牧草 地 の 牧 草 か ら 、 国 が 設定 し た 飼料 中 の 放 
射 性 セン ウム の 暫定 許容 値 (飼料 中 の 放射 性 セン ウム の 暫定 許容 値 : 100Bq/kg) を 超え る 放射 性 セン ウ 
ム が 検出 され た た め 、 県 か ら 牧 草地 の 利用 自粛 要請 が 出さ れ 、 牧 草地 の 除 染 が 必要 と な っ た 県 立 学校 3 
校 (盛岡 農業 高等 学校 、 水 沢 農 業 高等 学校 、 岩 谷 堂 高等 学校 ) に お いて 、 牧 草地 の 除 染 作業 を 行い 、 平 
成 24 年 11 月 まで に 3 校 全て の 除 染 作業 を 完了 し まし た 。 
平成 25 年 9 月 、 遠野 北東 部 及び 南部 に ある 全て の 牧草 地の利 用 自粛 要請 が 県 か ら 出 され た た め 、 平成 
26 年 度 か ら 平 成 27 年 度 に か け て 遠野 市 内 県 立 学校 1 校 (遠野 緑 峰 高 等 学校 ) の 牧草 地 の 除 染 作業 を 実施 
する 予定 と し て いま す 。 
今後 も 、 測定 の 結果 、 低 減 措 置 実 施 の 目安 を 超え た 場合 に は 、 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 に 基 づ 
き 、 低 減 措置 を 実施 し て いき ます 。 






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(3) 学校 給食 の 検査 
ア 県 立 学校 、 市 町 村立 学校 
学校 給食 の より 一 層 の 安全 ・ 安 心 確保 の た め 、 自 校 で 給食 調理 を 実施 し て いる 県 立 学校 に 測定 機器 
を 設置 し 、 平成 24 年 6 月 か ら 自 校 に お ける 食材 の 測定 の ほか 測定 機器 を 持た な い 市 町 村 等 か ら の 依頼 
に 応じ て 測定 を 行っ て お り ま す 。 測定 開始 か ら 平成 26 年 度 ま で に 基準 値 を 超え た 例 は あり ませ ん 。 ( 図 
表 4-2) 
また 、 県 で は 、 平成 23 年 度 に 市 町 村 が 検査 体制 整備 の た め に 機器 を 購入 する 際 の 費用 を 助成 する 補 
助 金 制度 を 創設 し 、 20 市 町 村 が 補助 金 を 活用 し 測定 機器 を 平成 24 年 8 月 まで に 整備 、 順次 測定 を 開始 
する と と も に 、 県 の 補助 制度 を 活用 せ ず 、 市 町 村 独 自 に 測定 機器 を 整備 し た 市 町 村 に お いて も 、 渦 定 
を 行っ て お り 、 全 部 で 29 市 町 村 に お いて 測定 を 行っ て お り ま す 。 
な お 、 県 で は 、 平成 24 年 度 か ら 平成 25 年 度 ま で に お いて 、 県 内 5 施設 を 対象 に 、 提供 後 給食 の 放射 
生物 質 濃度 に つい て 把握 する 学校 給食 モニ タリ ング 事業 を 実施 し 、 全て の 検査 に お いて 、 放射 性 物質 
(放射 性 ヨウ 素 131、 放 射 性 セシウム 134、 放 射 性 セン ウム 137) は いずれ も 検出 され ませ ん で し た 。 
今後 も 、 学 校 給食 に お ける 放射 線 へ の 不安 を 解消 する た め 、 継 続 し て 測定 を 行っ て いき ます 。 
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第 5 節 風評 被害 対策 の 取組 状況 


図表 4-2 県 立 学校 設置 測定 機器 に よる 測定 結果 








施設 か ら の 依頼 に よる 測定 を 含む 
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イ 私 立 学校 

県 内 私 立 学 校 に お いて も 、 各 学校 設置 者 が 必要 に 応じ 給食 の 測定 を 実施 し て いま す 。 平成 27 年 1 月 現 
在 、 給 食 を 実施 し て いる 私 立 学校 50 校 (ミル ク 給 食 を 除く 。) の うち 、 市町村 給 食 セ ンタ ー 等 で 14 校 の 測 
定 を 実施 し て いま す 。 
平成 27 年 度 に お いて も 、 平 成 26 年 度 ま で と 同様 に 、 各 学校 設置 者 が 必要 に 応じ 給食 の 測定 を 実施 し て 
いま す 。 今後 も 測定 状況 の 把握 や 放射 線 影響 対策 に 係る 学校 へ の 情報 提供 に 努め て いき ます 。 


e 第 5 节 風評 被害 対策 の 取組 状況 
























































1 概況 

原発 事故 発生 以降 、 県 内 主要 地点 の 放射 線量 は 低減 傾向 に あり 、 県 産 農 林 水 産物 に お いて も 国 の 基準 値 
を 下回っ て いる も の が ほとん ど で す が 、 PPP 影響 を 懸念 し た 消費 者 が 「 い わ て 」 
の 産品 を 買い 控え る こと な ど に より 、 県 産 農 林 水 産物 の 市 場 価格 の 低迷 や 取引 の 縮小 、 商 工業 に お ける 製 
i eG 観光 業 に お ける 観光 客 や 教育 旅行 
者 数 の 減少 な ど 、 県 内 各種 産業 に お いて 風評 被害 の 発生 が 見 られ 、 継 続 し て いま す 。 

これ ら の 風評 被害 を 解消 し て いく た め 、 県 で は 、 生 活 空間 の 放射 線量 や 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃 
度 検査 結果 等 の 速やか な 公表 に 加え て 、 消 費 者 に 対し て 、 県 産 農林 水産 物 の 安全 ・ 安 心 を アピ ー ル し 販路 
の 回 復 ・ 拡 大 を 図る と と も に 、 平成 25 年 度 ハ か ら は 「 い わ て ブラ ンド 再生 推進 事業 」 を 創設 し 、 本 県 の 自然 
や や 風土 、 県 産 農林 水産 物 、 事 業者 の 製品 な どの 魅力 を 広く 情報 発信 し 、 物 産 展 等 を 通じ た 消費 拡大 、 商 談 
会 等 を 通じ た 事業 者 の 販路 回 復 ・ 拡 大 の 支援 を 行っ て いま す 。 ま た 、 和 観光 業 に お いて は 教育 旅行 な どの 和 観 
光 客 誘致 を 行う な ど 、 海 外 も 含め 風評 を 払拭 する 取組 を 行っ て いま す 。 さ ら に 、 被 害 を 受け た 事業 者 に 対 
し 、 東 京 電 力 に 対す る 損害 賠償 請求 に 向け た 支援 と し て 、 説 明 会 や 相談 会 を 実施 する と も に 、 商 工 ・ 観 光 
業 に 関す る 風評 被害 の 相談 窓口 を 設置 し 、 個 別 の 事業 者 の 相談 に 対応 し て いま す 。 

また 、 関 西園 に お ける ワカ メ 等 海藻 類 の 取引 縮小 が 継続 し て いる た め 、 平成 26 年 度 か ら は 、 関西 園 で の 
取組 を 強化 し 、 消 費 者 に 向け た 鉄道 広告 の 掲出 や シェ フ な どの 実需 者 を 対象 と し た 産地 見 学会 を 開催 する 
な ど 、 消 費 者 の 信頼 回 復 と 県 産 農 林 水 産物 の 販路 の 回 復 ・ 拡 大 を 図り まし た 。 

これ ら の 取組 の 結果 、 農 林 水 産業 に お いて は 、 和 牛肉 
や 生 し いた け の 市 場 価格 に つい て は ほぼ 岩 災 前 の 水準 
に 回 復 し て いま す が 、 乾 し いた け に つい て は 、 市 場 価 
格 が 低迷 し て いる ほか 、 関 西園 で は 、 依 然 と し て ワカ 
メ な どの 海藻 類 で 取引 が 縮小 し て いる な ど 、 風 評 被害 
は 完全 に は 払拭 され て お ら ず 、 継 続 的 な 取組 が 必要 と 
な っ て いま す 。 

商工 業 に お いて は 、 製 品 の 買い 控え や 出荷 時 の 検査 
費用 の 増加 、 一 部 の 国 に お ける 輸入 規制 が 継続 し 、 観 
光 業 に お いて は 、 本 県 へ の 観光 客 や 教育 旅行 者 数 は 回 62 人 コ 
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第 2 草 平成 26 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 
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今後 の 普及 啓発 活動 に 活用 す 
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第 5 節 風評 被害 対策 の 取組 状況 


する も の で す 。 

PR の 内 容 は 、 単 な る 農林 水産 物 の 試食 会 や 展示 即売 の みな ら ず 、 ポ スタ ー 等 を 活用 し た 生産 者 等 に よる 
放射 性 物質 低減 の た め の 取組 や 食品 と 放射 能 に 関す る 普及 啓 玩 な ど 、 消 費 者 の 理解 増進 に 向け た 取組 を 必須 
IL て WV ま すう 

この 事業 を 活用 し て 平成 25 年 度 は 15 市 町 村 、15 生産 者 団体 が 、 平 成 26 年 度 は 18 市 町 村 、12 生産 者 団体 
が 物産 フェ ア 等 を 開催 し 、 県 産 農林 水産 物 の 安全 ・ 安 心 を PR する ポス ター の 掲示 や 試食 ・ 試 供 品 の 提供 等 を 
実施 し まし た 。 参加 し た 消費 者 に 対す る アン ケー ト 等 の 回 答 者 の 8 割 以上 が 「 産 地 の 安 全 ・ 安 心 の 取組 を 理 
解 し た 」「 岩 手 県 産品 を また 利用 し た い 」 と の 回 答 で し た 。 (図表 5- 1 ) 


























































































































































































































図表 5-1 いわ て 農林 水産 物 消費 者 理解 増進 対策 事業 実施 状況 (平成 25 年 度 、 平 成 26 年 度 ) 



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































盛岡 広 市 町 村 | 3 八幡 平 市 、 紫 波 町 、 筆 石町 5 2 案 石 町 、 葛 巻 町 、 紫 波 町 、 8 
| | 」 | 大 還 地 方 し いた け 生 産 興 箇 議会 | 。 | 感 岡 りん ご 推進 協議 会 、 感 同 地方 し い | 。 
和 た け 生 産 振興 協議 会 
市 町 村 | 4 a 金ケ崎 町 、 一 関 市 、 平 泉 5 遠野 市 、 一 関 市 、 金 ケ 崎 町 、 9 
本 
で ・ く ら 耶 吉野 サポ ボー ト 市 民 会 識 J へ 岩手 ふる さと 、 奥 用 市 農産物 利 
局 管内 団体 = 奥州 市 周 産物 利用 推進 協議 会 、 2 推進 協議 会 7 
ss J A 花巻 北上 地域 営農 セン ター、 
J A 岩手 ふる さと 、 本 A 江刺 市 
| 釜 右 市 、 山 田町 、 住 田町 、 大 酔 町 、 旨 古 市 、 大 船渡 市 、 和 釜石 市 、 陸 前 高 
hi 市 下村 大 船渡 市 、 陸 前 高田 市 | 市 、 山 田町 、 大 棚町 芭 
局 管内 団体 4 JF た ろう 、JE 三 陸 や まだ 、 広 広田 園芸 生産 組合 、 川 の 駅 よこ た 、J 8 
園芸 生産 組合 、 川 の 駅 よこ た F 綾里 小石 浜 青年 部 、」F 三陸 や まだ 
県 北 広 市 町 村 | 2 | 久慈 市 、 九 戸村 2 | 久慈 市 、 洋 野 4 
域 振興 J A 新 いわ て 久慈 地域 菌 床 し いた グリ ー ン ・ バ ズ 、 二 戸 市 特産 品 開 発 # 
局 管 史 国体 3 | け 部 会 、 二 戸 市 和 ほ 産 品 開発 推進 協 | 2 | 進 協議 会 5 
- 議会 、 オ ド デ 館 友の会 
県 全域 団体 2 | JA 岩手 県 中 央 会 、」 下 岩手 漁 連 | 2 | 」A 岩 手 県 中 央 会 、」 下 岩手 漁 連 4 
合计 “| 市 林村 | 15 18 33 
和 団体 | 15 12 27 





















































2 各 取 組 の 実施 状況 

(1) 農林 水産 業 等 

ア 風評 被害 の 発生 状況 

県 は 、 県 産 農林 水産 物 の 放射 性 物質 濃度 検査 の 結果 、 国 の 基準 値 を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 
場合 は 、 国 の 出荷 制限 指示 等 に 基づき 、 出 荷 団体 等 に 対し て 出荷 を 差し 控え る よう 要請 し まし た 。 
国 の 出荷 制限 指示 を 受け て いる 品目 は 、 平成 27 年 3 月 末 現 在 、 和 牛肉 、 原木 生 し いた け 、 山 菜 類 な ど 
14 品 目 、 県 が 出荷 自粛 要請 を 行っ て いる 品目 は 連 し いた け な ど 10 品 目 と な っ て いま す 。 
風評 被害 は 、 肉 用 和牛 に 給与 する 稲 わ ら か ら 放 射 性 セシウム が 検出 され た 平成 23 年 7 月 以降 、 県 産 牛 
肉 の 枝肉 単価 の 低下 が み ら れ 、 そ の 後 、 大 豆 や 小麦 等 の 農産 物 、 后 乳 ・ 乳 製品 、 生 し いた け 、 乾 し い 
た け 、 山 菜 ・ き の こ 類 等 の 林産 物 、 ソ イ 類 、 マ ダラ 等 の 水産 物 に お いて も 被害 が み ら れ まし た 。 
平成 27 年 3 月 示現 在 、 和 牛肉 及び 生 し いた け の 価格 は 、 原 発 事故 前 の 水準 に ほぼ 回 復 し て いま す が 、 
寺 し いた け の 価格 は 現在 も 原発 事故 前 の 4 割 程度 の 水準 で 低迷 し て お り 、 ワ カメ 等 の 海藻 類 は 、 依然 
と し て 取引 が 減少 し た まま に な っ て いま す 。 


















































































































































































































































































































































イ 風評 被害 対策 の 取組 状況 
県 で は 、 原 発 事故 発生 後 か ら 、 県 産 牛肉 の 安全 ・ 安 心 の 確立 や 牧草 地 # 
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E の 取組 を 進め る と と も に 、 


TU 
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県 産 農 林 水 産物 の 安全 本 
また 、 市 町 村 や 生産 者 団体 が 消費 
に つい て 支援 し て いま す 。 





第 2 章 平成 26 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 



















































































本 大 震 災 津波 や 、 原発 事故 に よる 風 
復 と 拡大 に 向け て 、 県 内 外 の 消費 者 



































言 の ほ か 、 国 内 外 で の 知事 等 に よる ト 
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被害 で 減少 し た 県 産 農林 水産 物 の 国 
対す る 県 産 農林 水産 物 の 安全 ] 
ッ プ セー ルス を 実 》 
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F 成 26 年 度 は 、 い わ て ブラ ンド 再生 推進 事業 に より 、 関 西 隊 














京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 











ける 販売 額 
H 事 メッ セー ジ の 




















に お ける 県 産 農林 水中 











や 産地 の 魅力 の 情報 発信 を 強化 する と と も に 、 生 』 















































また 、 いわ て 農林 水産 物 消 費 者 理解 増進 対策 事業 に 
準 物 の 安全 ・ 安 心 や 販路 回 復 ・ 拡 大 ! 














・ 拡 大 に 向け た 取組 を 実施 し ま 











E 物 の 安全 安心 


産 者 等 の 参画 に よる 産地 見 学会 や 商談 会 等 を 通じ て 







































































県 産 農 林 水 産物 の 安全 性 を 消 有 


き 者 等 に 

















・ 拡 大 に 向け た 取組 を 実施 し て いき 3 





林 水 産物 に お ける 風評 被害 の 発生 事例 








等 が 実施 する 県 産 農 
EA 
BE 解い た だ く た め 、 継 続 し て 適 確 な 情報 発信 や 販 





























蕉 醒 相 








稲 わ ら か ら 放 射 性 セン ウム が 検出 
は 低下 し 、 出 荷 制 限 一 部 解除 後 の 10 月 平均 














こよ り 県 産生 肉 の 枝肉 単 1 
年 上 3 割 人 な どの 風評 被害 を 受け 

































































た が 、 県 産 内 用 生 の 全 頭 検査 の 実施 や 速やか な 検査 結果 の 公表 、 卸売 市 場 の パイ ヤー 等 と 4 





等 を 通じ た 安全 性 の アピ ー ル に より 、 



































E 産 者 の 交流 






































買 し な い 」 と の 理由 で 店 頭 









































本 の 生産 物 を 購 











取引 中 止 に よる 販売 数 量 の 減 (原発 








雯 醋 小 






































平成 23 年 度 以降 、 落 札 価格 が 全国 平 夫 








復 基調 に ある (入札 取引 
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岩手 産 で ある こと を 理由 と し た } 


























H25. 1 ) : 全国 平均 7, 759 円 /60kg 
を を} 








止 (販売 額 が 約 1, 000 万 円 減少 
トン (12%) 減少 する な どの 


、 実需 者 に よる 播種 


契約 (購入 希望 数量 ) は 24 年 産 に 比べ 約 1 千 被害 を 受け た 事例 が ある 。 























ユー 



































県 内 の 生 し いた け の 価格 は 、 原 発 事 
平成 24 年 4 月 、5 月 に 相次い だ 出 
物質 の 検査 要請 


























以外 の も の で も 、 放射 性 
ある 。 





























年 比 98%) し て いる 。 
示 が 出さ れ て いる 市 時 
受注 が 減少 し て いる 事例 が 























ht en 


























雯 融入 

















格 と も 落ち 込み 、 














平成 24 年 2 月 に 一 部 の 市 町 村 で 食品 の 百 
に 相次い だ 原木 生 し いた け の 出荷 制限 指示 を きっ か け に 
一 時 は 原発 事故 前 に 
は 原発 事故 前 対比 で 約 4 割 と 回 復 傾向 に ある も の の 、 依 然 と し て 茂 し 


下 定 规制 值 人 、 平 成 24 年 4 月 、 5 月 


、 全 県 的 に 出荷 量 、f 




















し た 。H26 年 度 (4~12 月 












































野生 の 山菜 ・ き の こ 類 に つい て 、 平 
きのこ に 出荷 制限 指示 等 が 相次ぎ 、 ま た 、 
自 売 所 の 来客 者 が 減少 し て お り 、 
少し 、 山菜 だ け で な く 、 他 の 商品 に も 
書 に つい て 、 出 荷 制限 品 で な いも の に つ 
























































こ < 一 部 市 町 村 の 野生 
| に 報道 され た こと を きっ か け に 
$ い て は 、 来場 者 が 月 
は 約 30% 減 少し た 。 ま た 、 
‘て も 要求 され る 事例 が 











この こと が 新聞 で も 
調査 を 行っ た 直売 所 


























放射 性 物質 検査 証明 








平均 約 2096 減 

















県 は 、 釜 石 海域 の クロ ソイ に つい て 、 




















準 値 を 超過 する 放射 性 











出さ れ た こと か ら 、 



































成 24 年 6 月 1 日 付け で 水揚げ 自 
一 連 の 報道 等 が クロ ソイ を 含む ソイ 類 全 』 
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き 賠 み 





れ た 同年 7 月 1 日 以降 も 、 ソ イ 類 の 取 














国 は 、 平 成 24 年 5 月 2 日 付け で 











































































































年 8 月 27 日 付け で 青森 県 沖 太平 津 
































本 県 海域 (三陸 北部 沖 海域 ) に つ 
され る こと は な か っ た が 、 一 連 の 報 
以降 、 マ ダラ の 取引 価格 が 長期 間 低 迷 


















































道 等 が マダ ラ の 消費 不 








、 国 か ら 出 荷 制限 が 指示 
急 市 場 で は 、 同 年 5 月 























放射 性 セシウム 23Bqkg の 検出 事例 
た め 、 非 効率 で 漁獲 量 が 減少 し た 事例 が ある 。 






































る 操業 工夫 を 行っ て いる 











第 5 節 風評 被害 対策 の 取組 状況 























震 災 に よっ て 、 関 西 圏 等 で は 、 そ れ ま で 本 県 産 の 取扱 いで あっ た も の が 、 他 産地 産 (鳴門 、 中 国 ・ 韓 | 























海藻 类 本 県 産 の 供給 が 可能 と な っ た 後に お いて も 、 放 射 性 物質 へ の 懸念 な ど を 理由 に 、 
訪 然 、 問 屋 や 小売 店 と の 取引 き が 縮小 し た まま と な っ て いる 。 
県 は 、 盤 井川 ・ 砂 鉄 川 の イワ ナ 、 衣 川 ・ 盤 井川 の ヤマ メ 、 気 仙川 ・ 胆 沢川 ・ 砂 鉄 川 ・ 大 川 の ウグイ 
つい て 、100Bq/kg (平成 24 年 4 月 1 日 以降 の 基準 値 ) を 超過 する 放射 性 セシウム が 検出 され た こと 
産 か ら 、 同 年 3 月 29 日 付け で 、 同 年 4 月 1 日 以降 の 採 捕 自粛 を 要請 し た 。 
全 | 有 その 後 、 国 は 、 同 年 5 月 8 日 付け で 磐井 川 ・ 砂 鉄 川 の イワ ナ 、 同 年 5 月 11 日 付け で 大 川 ・ 四 十 四 田 
a ダム より 下流 の 北上 川 (支流 を 含む ) の ウグイ 、 同 年 6 月 12 日 付け で 気仙 川 の ウグイ に つい て 、 出 荷 
制限 を 指示 し た 。 
県 内 水面 漁 連 が 発行 する 県 内 共通 遊漁 券 に つい て は 、 出 荷 制限 を 受け て いな い 河 川 で も 使用 で きる 
が 、 一 連 の 報道 等 が 全 県 的 な 遊漁 客 離 れ を 招き 、 同 年 の 発行 枚数 が 大 幅 に 減少 し た 事例 が ある 。 




































































一 、 



























































































































































































































































較 寺 5 2 局 新 庆生 0 立 帮 了 外 基 这 “用 林 水 应 总 和 








安全 ・ 安 心 な 県 産生 肉 の 供給 体制 を 確立 し 、 県 内 外 に 出荷 され る 県 産生 に 対す る 消費 
者 の 不安 等 を 解消 する た め 、 邊 肉 の 放射 性 物質 検査 の 実施 と 結果 の 公表 の ほか 、 生 産 者 





























LU 








県 産 牛 肉 安全 安 平成 234 
它 确立 紧急 对 策 | 放っ | が 参加 し て の 、 県 内 外 で の 県 産 牛 の 販 売 促進 活動 な どの 風評 被害 防止 対策 を 実施 。 
事業 = 平成 24 年 度 か ら 現在 まで の と ころ 、 国 の 基準 値 (100Bq/kg) を 超過 し た 事例 は 発生 し 
て お ら ず 、 風 評 被害 対策 の 取組 効果 も あり 市 場 価格 は 原発 事故 前 の 水準 に ほぼ 回 復 。 
いわ て 型 牧草 地 | 平成 24 て 県 が 利用 自粛 を 要請 し て いな い草 地 ( 酷 農 50Bq/kg 以下 、 肉 用 和牛 100Bq/kg 以下 ) を 対 
} 生 対策 事業 28 年 度 | 象 に 、 風 評 被 害 対 策 と し て 放射 性 物質 の 低減 を 図る た め の 除 染 を 実施 する 市 町 村 を 支援 。 
平成 23 年 度 は 、 東 日 本 大 震 災 津波 後 、 生 産 量 が 大 きく 落ち 込ん だ 水産 物 な ど 本 県 産 
品 の 販路 の 回 復 ・ 拡 大 を 図る こと を 目的 に 、 県 産 農林 水産 物 の 品質 の 高 さ や 安全 性 、 
被災 地 の 復 旧 状 況 な ど を PR する た め 、 量 販 店 や 自治 体 、 企 業 か ら 協 力 を 得 て 復興 フ 
平成 233~ ェ ア 等 を 開催 ・ 対 応 。 
24 年 度 | ・ 平成 24 年 度 は 、 県 産 農林 水産 物 の 安全 性 確保 の 取組 や 生産 者 の 一 生 懸命 な 姿 を PR 
する ポス ター を 作成 し 、 そ の 安全 ・ 安 心 を 広く 発信 する と と も に 、 流 通 業 者 に 安全 性 
を 訴え 販路 を 確保 し て いく た め の 商 談 会 の 開催 の ほか 、 生 産 者 団体 と 連携 し た 試食 販 
売 な どの 消費 者 へ の PR 活動 を 実施 。 
県 産 農 林 水 産物 の 風評 被害 を 防止 する と と も に 、 締 小 し た 県 産品 の 販路 の 回 復 ・ 拡 大 
を 図る た め 、 各 種 広告 媒体 等 を 利用 し た 安全 ・ 安心 な 県 産 農林 水産 物 の P R や 音 都 較 等 
いわ て ブラ ンド | 平成 25 年 | で の 商談 会 開催 等 の 取組 を 強化 する た め 、 新 た に 生活 情報 誌 等 を 通じ て 安全 に 対す る 岩 
和 推进 可 度 ~ 手 の 姿 勢 を アピ ー ル し 、 消 費 者 の 購買 行動 に つなげ て いく と と も に 、 和 実需 者 等 を 招 聴 し 
た 産地 見 学会 を 開催 する な ど 、 県 産 農林 水産 物 の 信頼 を 取り 戻し 、 生 産 者 が 意欲 を 持っ 
て 生産 活動 を 行っ て いく こと が で きる よう 取り 組ん だ 。 
消費 地 と 産地 と の 交流 を 通じ て 、 県 産 農 林 水 産物 の 放射 性 物質 に 対す る 消費 者 の 不安 
を 払拭 し 、 産 地 と し て の 信頼 回 復 と 県 産 農 林 水 産物 の 販路 の 回 復 ・ 拡 大 を 図る た め 、 消 
平成 25 年 | 費 者 庁 所 管 の 地方 消費 者 行政 活性 化 交付 金 を 活用 し 、 市 町 村 や 生産 者 等 が 主体 と な っ た 
度 ~ 県 産 農 林 水 産物 の 安全 性 確保 の 取組 に 対す る 消費 者 の 理解 増進 を 目的 と し た フェ ア 等 の 
開催 を 支援 。 (平成 25 年 度 は 15 市 町 村 、 15 生産 者 団体 で 実施 。 平成 26 年 度 は 18 市 町 村 、 
12 生産 者 団体 で 実施 。) 
・ 平成 24 年 度 に 産直 施設 等 が 東京 電力 に 対し て 賠償 請求 を 行う た め の 支 援 と し て 、 東 
京 電力 の 出席 を 求め た 説明 会 (個別 相談 会 含む ) を 計 19 回 、 県 内 各地 域 で 実施 。 
平成 24 有 平成 25 年 度 は 、 本 店 関係 各課 、 広 域 振興 局 及び 農林 振興 セン ター の 農林 水産 担当 課 
度 ~ に 問い 合わ せ 窓 0 

平成 25 年 4 月 に は 、 県 、 市 町 村 、 関 係 団体 等 に 対し 、 東 京 電力 の 出席 を 求め た 説明 
NE 、 産直 や 水産 加工 業者 等 を 対象 と し た 説明 会 を 沿岸 の 市 で 実施 。 























































































































































































































いわ て 食材 販路 
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物 消费 者 理解 增 
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第 2 草 平成 26 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 





図表 5-4 ali oh I 








「 安 全 ( に 対し て 肢 協 し な い 」 岩 の 姿勢 を アピ ー ル し 、 消費 者 の 購買 

















① 県 産 農林 水産 物 の 安 | 行動 に つなが る よう な 情報 発信 を 実施 (生活 情報 誌 や 料理 専門 誌 へ の 
全 ・ 安 心 の PR 記事 掲載 、 駅 や 空港 で の ポス ター 掲示 、 ミ ニ 番 組 放送 等 に よる 情報 発 
信 等 ) 
ア 消費 者 を 対象 と し た 取組 

子供 を 持つ 40 代 以 下 の 女 性 な どの 消費 者 を 対象 に 、 首都 圏 等 の 飲 
食 店 と 連携 し た プロ モー ショ ン の 実施 や 中 京 圏 の 量販 店 で の 岩手 | 19 匠 35 回 
県 フェ ア の 開催 、HP 「 い わ て 食 財 倶楽部 」・ フ ェ イ ス ブ ッ ク 「 い わ 
② 販 路 の 回 復 ・ 拡 大 て 食 財 サポ ー タ ー 通 信 」 で の 情報 発信 等 
イ 実需 者 を 対象 と し た 取組 

首都 圏 の 流通 業者 等 を 対象 と し た 「 い わ て 食 の 商談 会 」 や 著名 料 
理 人 等 を 招 聴 し て の 「 産 地 見 学会 」 の 開催 、 広 域 振興 局 と 連携 し た 
ミニ 商談 会 の 開催 、 実 需 者 向け カタ ログ の 更新 等 
知事 等 に よる トッ プ セ 食 の 大 商談 会 や いわ て 和牛 の 集い な ど で 知 事 、 副 知事 に よる トッ プ セ 
ー ル ス ー ル ス を 実施 








27 据 27 回 












































































































































25 因 19 回 

























































































図表 5-5 消費 者 の 信頼 回 復 に 向け た 取組 開始 前 後 で の 県 産 農 林 水 産物 利用 意向 の 推移 

















① よ く 利 用 する 12% | 22% | ET ① ぜ ひ 利 用 し た い 67% 38% 38% 





































































































② た ま に 利 用 する 49% 48% 43% | ② た ま に 利 用 し た い 31% 58% 46% 
③ あ まり 利用 し な い 50 12% 16% | ③ あ まり 利用 し た く な い 0% 1% 6% 
④ 利 用 し た こと が な い 6% 6% ④ 利 用 し た く な い 0% 0% 2% 
⑤ わ か ら な い 0% 12% 14% | わからない 2% 3% 8% 





(2) 商工 業 ・ 観 光 業 に お ける 風評 被害 の 発生 状況 と 対策 の 取組 状況 

商工 ・ 観 光 業 に お いて は 、 製 品 の 買い 控え や 出荷 時 の 検査 費用 の 増加 、 本 県 へ の 観光 客 や 教育 旅行 
数 の 減少 が 生じ し る な ど 風 評 被害 が 発生 し て いま す 。 

この た め 、 県 で は 、 本 県 の 自然 や 風土 、 事 業者 の 製品 な どの 魅力 を 広く 情報 発信 する と と も に 、 物 産 
等 を 通じ た 事業 者 の 販路 回 復 の 支援 、 教育 旅行 な どの 観光 客 誘致 を 行う な ど 、 海外 も 含め 風評 を 払 し 
ょ くす る 取組 を 実施 し て いま す 。 ま た 、 被 害 を 受け た 事業 者 に 対し 、 東 京 電力 に 対す る 損害 賠償 請 
向け た 支援 と し て 、 商 工 ・ 和 観光 業 に 関す る 風評 被害 の 相談 窓口 を 設け 、 専 任 職員 を 配置 し 、 個 別 の 事業 
者 の 相談 に 対応 し て いま す 。 

今後 も 、 風 評 が 払拭 され る よう 、 販 路 開 拓 ・ キ ャ ン ペ ベー ン の 実施 等 を は じ め 、 前 向き な 情報 発信 に 取 
り 組ん で いき ます 。 














































































































ア 商工 業 
食品 加工 業 な ど を 中 心 に 岩手 県 で 生産 され た 製品 の 買い 控え や 出荷 時 、 顧客 ・ 取 引 先 か ら の 要請 に 
応じ て 実施 する 放射 線 検査 ・ 検 査 機器 購入 等 の 費用 が 高 む 等 、 風 評 被害 が 発生 し て いま す 。 
首都 圏 で の 物産 展 へ の 出展 を 通じ た 事業 者 の 販路 開拓 を 支援 する な ど し て 風評 の 払拭 に 取り 組ん 
で いる と ころ で あり 、 引き続き 、 前 向き な 情報 発信 を し つつ 、 事業 者 へ の 新た な 販路 開拓 に 取組 ん で 
いき ます 。 




























































































イ 観光 業 
本 県 へ の 観光 客 の 入 込 に つい て は 、 概ね 震 災 前 の 水準 まで 回 復 し て いま す が 、 外 国人 観光 客 に つい 
て は 、 事故 直後 か ら 、 放射 性 物質 の 影響 を 懸念 し て の キャ ン セ ル な ど に よっ て 減少 し 、 未だ 回 復 途上 
に あり ます 。 また 、 教育 旅行 は 、 宮城 県 な ど 、 近県 か ら の 入込み が 増加 し 、 総数 は 震 災 前 と 同 程度 ( 平 
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第 5 節 風評 被害 対策 の 取組 状況 








成 25 年 202, 023 人 、5.3% 増 (平成 22 年 比 )) と な っ て お り 、 岩 災 前 に 全体 の 約 4 割 を 占め て いた 北海 
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年 の 状況 まで 回 復 し て き て いま す 。 


グ 」 を 活用 し て いま す 。「 イ ー ハ トー ブロ グ 」 で は 、 広域 振興 局 等 
































大 型 キ ャ ン ペ ー ン 等 に より 風評 を 払 し ょ くし 、 岩 手 県 観光 の リピ ビーター を 
発信 を 実施 する と と も に 震 災 学習 を 中 心 と し た 教育 旅行 の 誘致 に 取り 組ん で いま す 。 

































































道 か ら の 教育 旅行 に つい て も 、 平 成 26 年 (1 て 6 月 ) で 46, 441 人 、 全 体 に 占め る 割合 も ほぼ 平成 22 


贈 や す よ う 、 観光 情報 の 


観光 情報 発信 の 取組 と し て 、 楽天 株 式 会 社 と の 連携 に より 開設 し た 自治 体 ブ ログ 「 イ ー ハ トー ブロ 







































































物産 情報 に つい て 、 現 場 で の 取材 に 基づき 記事 を 作成 し て 情報 発信 し て いま す 。 











こ 配 置 す る 職員 が 、 い わ て の 観光 ・ 

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図表 5-6 商工 業 ・ 観 光 業 に お ける 風評 被害 の 発生 状況 
区 分 被害 状況 
商工 業 | 取引 先 の 変更 、 買 い 控え 等 の 風評 被害 あり 。 出 荷 時 の 検査 費用 の 増 高 。 
外商 工 団 体 を 通じ た アン ケー ト 調 査 結果 (H25.3.31 时 点 ) 
・ 商工 业 119 者 被害 額 約 20 億 4 千 万 円 。 
・ 風評 被害 に よる 取引 先 変更 や 停止 、 買 い 控 え 、 単 価 下 落 等 に よる 収入 減 が 約 17 億 6 千 万 円 、 顧 客 ・ 取 引 
先 か ら の 要請 ( < 応じ て 実施 する 検査 費 や 検査 機器 購入 等 の 費用 増加 が 約 2 億 7 千 万 円 
観光 業 | 修学 旅行 客 や 海外 か ら の 観光 客 の 減少 等 に よる 団体 客 の キャ ン セ ル 、 入 込 客 の 減少 等 
例 商 工 団体 を 通じ し た アン ケー ト 調 査 結果 (H25.3.31 时 点 ) 
・ 観光 業 60 者 被害 額 約 12 億 3 千 万 円 。 
団体 を キャンセル 等 に 伴う 収入 減 が 約 12 億 2 千 万 円 、 除 染 ・ 修 繕 等 の 費用 増加 が 約 1 千 万 円 
・ 外国 人 観光 客 は 、 原 発 事故 直後 、 各 国 か ら 日 本 渡航 に 関す る 自粛 勧告 が 出さ れ た が 、 平 成 23 年 6 月 に は 解 
除 さ れ た 。 し か し な が ら 、 入 込 数 で 見 る と 、 平 成 23 年 は 71.5% 減 (平成 22 年 比 ) の 28, 737 人 、 平 成 24 年 は 53.6% 
減 (平成 22 年 比 ) の 46, 841 人 、 平 成 25 年 ( +94. 5% 減 (平成 22 年 比 )、 平成 26 年 (1 て 6 月 ) は 、 24.6% 減 ( 平 
成 22 年 比 ) の 33, 843 人 と 未だ 回 復 途 上 。 
教育 旅行 (中 ・ 高 校生 の 修学 旅行 ) は 、 平成 23 年 は 31.7% 減 (平成 22 年 比 の 130, 985 人 、 平成 24 年 は 5.0% 
増 (平成 22 年 比 ) の 201, 518 人 と ほぼ 回 復 。 し か し 、 岩 災 前 に 約 4 割 を 占め て いた 北海 道 か ら の 修学 旅行 は 
平成 23 年 は ほぼ 皆 減 、 平 成 24 年 は 78.4% 減 (平成 22 年 比 ) の 17, 066 人 、 平 成 25 年 は 42.8% 減 (平成 22 年 比 ) 
の 45, 360 人 と 回 復 途 上 で あっ た 。 平成 26 年 (1 て 6 月 ) は 、 46, 441 人 と 、 全 体 に 占め る 割合 も 約 4 割 と な り 、 
平成 22 年 の 状況 まで 回 復 し て き て いる 
・ 全体 と し て 、 こ れ ま で の 風評 被害 対策 の 取組 や 、 い わ て デス ティ ネー ショ ン キ ャ ン ペ ー ン や これ に 続く 「 う 
まっ ! MK 平成 25 年 4 月 て 9 月 に 放映 され た NHK 連 続 テ レビ 小説 「 あ まち ゃ ん 」 
の 効果 も あり 、 ほ ぼ 岩 災 前 の 水準 に 回 復 。 
図表 5-7 風評 被害 対策 の 主 な 取組 状況 (商工 業 ・ 観 光 業 ) 
区 分 取組 内 容 
商工 業 いわ て ブラ ンド 再生 推進 事業 
首都 圈 等 まで 開催 され る 各種 物産 展 等 に 出展 し 、 事業 者 の 販路 開拓 を 支援 する と と も に 、 い わ て の 文化 ・ 食 
を 楽し く 体 験 で きる ブー ス を 設置 し 、 県 産品 へ の 興味 別 起 を 図る 。 
「 楽 天 市 場 」 内 に 特設 の WE B 物 産 展 ベ ー ジ を 開設 、 実 店 舗 で の 販売 と 連動 させ る こと で 消費 者 へ の 訴求 
を 重層 的 に 行う 。 
県 の アン テ ナ シ ョ ッ プ を 活用 し 、 対 面 試食 販売 を 行う こと 等 に よる 販売 拡大 を 促進 。 
観光 業 「 う まっ ! いわ て 秋冬 期 観 光 キ ャ ン ペ ー ン 」 を 展開 し 、 風 評 の 払 し ょ く と リピ ー タ ー の 確保 に 取り 組む 。 
首都 園 、 北 海道 及び 関西 圏 に お いて 開催 する 教育 旅行 商談 会 に お いて 、 市 町 村 ・ 団 体 等 と 連携 し な が ら 教 
育 旅行 の 誘致 に 取り 組む 。 
・ 三陸 観光 再生 事業 
震 災 学習 を 中 心 と し た 教育 旅行 の 誘致 促進 、 受 入 態 勢 の 整備 。 
千 際 観光 推進 事業 
東 ア ジア 圏 ・ 豪 州 ・A SE AN に 対し 、 海外 事務 所 の 活用 等 に より 観光 情報 の 発信 、 旅 行商 品 の 造成 、 販 
売 促 進 を 実施 。 
その 他 | 商工 ・ 観 光風 評 対 策 緊 急 事 
損害 賠償 に 係る 事業 者 の 相談 窓口 を 県 庁 に 設置 する ほか 、 ブ ログ 等 を 活用 し 、 観 光 ・ 物 産 の 情報 を 発信 。 
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第 2 章 平成 26 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 





e 第 6 節 情報 発信 、 普 及 啓 発 、 原 発 放射 線 影響 対策 本 部 等 の 取組 状況 

































































































































































1 概況 
(1) 情報 発信 、 普 及 啓 発 等 
県 で は 、 放射 性 物質 の 影響 に 対す る 県 民 の 不安 解消 や 風評 被害 の 解消 ・ 防 止 の た め に 、 各種 媒体 を 活 
し た 情報 発信 を 行う と と も に 、 県 民 等 が 放射 性 物質 の 影響 に つい て 正しく 理解 する 機会 等 を 設け る 普 
及 麻 発 の 取組 を 行っ て いま す 。 
情報 発信 に つい て は 、 放射 性 物質 の 基礎 知識 や 各種 測定 結果 、 放射 線 影響 対策 の 取組 状況 な ど を 県 内 
外 に 広く お 知ら せ す る た め 、 広 報 誌 や イン ター ネッ ト 、 冊 子 の 発行 、 新 聞 広告 な ど を 用 い 、 ま た 、 県 産 
食材 や 産地 の 上 魅 力 等 を 県 内 外 に アピ ー ル する た め 、 イ ンタ ーネット に よる も の の ほか 、 生 活 情報 誌 ・ 料 
理 専門 誌 等 へ の 記事 広告 、 電 車 中 吊り 広告 な ど を 用 い 情 報 発信 し て いま す 。 平成 26 年 度 に は 、 ワ カメ 
等 海 河 類 で 風評 被害 の 影響 の 大 きい 関西 圏 で の 情報 発信 を 強化 し 、JR 西日本 全線 へ の 中 吊り 広告 や 料理 
専門 誌 へ の 関西 圏 の 料理 人 等 を 招い て 開催 し た 産地 見 学会 の 様子 の 掲載 な ど 一 般 消費 者 や 飲食 業 関係 
者 に 対し て アピ ー ル し まし た 。 ーー ーー 
普及 磨 発 に つい て は 、 放 射 性 物質 の 基礎 知識 や 食 
品 、 健 康 影響 に 関す る 情報 を 取り まとめ た パン フレ 
ッ ト の 配付 、 放 射 性 物質 の 影響 に よる 県 民 の 不安 を 
解消 する こと を 目的 と し た 県 民 向 け セ ミナ ー の 開催 、 
行政 職員 の 基礎 知識 等 に つい て 学習 する こと を 目的 
と し た 職員 向け セミ ナー の 開催 、 食 品 と 放射 能 に 関 
し 消費 者 、 生 産 者 、 事 業者 等 が 正しい 知識 の 共有 と 
意見 交換 を 行う リス クコ ミュ ニケ ーション の 開催 を 
継続 し て 行っ て いま す 。 リス クコ ミュ ニケ ーション の 様子 
県 民 向 け セ ミナ ー は 平成 23 年 度 か ら 平 成 25 年 度 ま で に 27 回 、 平 成 26 年 度 は 4 回 の 合計 31 回 開催 
し まし た 。 職員 向け セミ ナー は 平成 23 年 度 か ら 平成 25 年 度 ま で に 23 回 、 平成 26 年 度 は 5 回 の 合計 28 
可 開 催し まし た 。 リ スク コミ ュ ニ ケー ショ ン は 平成 24 年 度 か ら 平 成 25 年 度 ま で に 9 回 、 平 成 26 年 度 
は 1 回 の 合計 10 回 開催 し まし た 。 
県 民 の 不安 解消 や 風評 被害 発生 防止 の た め 、 情 報 発信 や 普及 啓発 を 今後 も 継続 し て 実施 し て いき ます 。 
また 、 県 は 、 市 町 村 等 に 対し て 無償 で サー ベイ メー タ を 貸与 し 、 県 内 各地 の きめ 細か な 測定 の 実施 を 
推進 し て いま す 。 平成 23 年 度 か ら 平 成 25 年 度 ま で に 971 回 、 平 成 26 年 度 は 263 回 の 合計 1, 234 回 の 
貸出 回 数 で し た 。 今後 も 、 き め 細 か な 測定 を 実施 し 県 民 の 不安 の 解消 を 図る た め 、 貸 出 を 継続 し ます 。 
【 市 町 村 等 の 取組 : 情報 発信 、 普 及 啓 発 実 施 状況 】 
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取組 状況 な ど に つい て お 知ら せ し て い 
か りや すく まとめ た パン フレ ッ ト を 独自 に 
を 行っ て いま す 。 
お ける 普及 啓発 の 取組 と し て は 、 放 射 
等 の 測定 結果 を 広報 紙 に 掲載 する 取組 が 最 
市 民 や 関係 
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町 村 に お いて も 、 ホ ー ム ペー ジ や 広報 誌 な ど を 活 
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区 も 多く 、 
団体 を 対象 と し た セミ ナー、 



























































































































































し て 、 各 種 検査 結果 や 放射 
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民 に 関心 の 高い テー マ で ある 
作成 し 人 
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前 講座 等 に つい て は 、 一 関 市 (延べ 36 





E 度 まで に 





31 市 町 村 に お いて 行わ れ ま し た 。 
、3, 621 人 参加 ) 、 
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第 6 節 情報 発信 、 普 及 局 発 、 原 発 放射 線 影響 対策 本 部 等 の 取組 状況 











花巻 市 (延べ 15 回 、559 人 参加 ) 、 盛 岡市 (延べ 14 回 、562 人 参加 ) ほか 16 市 町 村 に お いて 実施 し て お り 、 
[ 州 市 、 一 関 市 等 県 南部 の 市 町 を 中 心 に 7 市 町 で は 、 パ ン フ レッ ト 等 を 作成 し 、 正 し い 知識 の 普及 を 
九 る 取組 が 行わ れ て いま す 。 (図表 6 - 1 ) 
































ff 
て 
温 









































図表 6- 1 市 町 村 に お ける 半 及 共 発 の 取組 (平成 23 年 度 ~ 平成 26 年 度 





































































































































































































































































































市 町 料 | バナ 、 出 前 講座 等 | な RA 出前 講座 等 | バウ ルト | 庶 報 紙 
、 | 加 数 | 総 参加 者 数 | 回 数 | 総 参 加 者 数 | 等 作成 | 掲載 
盛岡 市 14 562 OQ 
宮古 市 4 126 1 20 O 〇 
大 船渡 市 1 22 QO 
花巻 市 15 559 120 所 QO 
北上 市 2 80 88 〇 〇 
米 慈 市 3 57 60 OQ 
遠野 市 3 183 ©) 
関 市 36 3, 621 @ 
陸前 高田 市 1 20 (9 
釜石 市 1 45 © 
二戸 市 1 50 OQ 
八幡 平 市 1 68 O 〇 
奥州 市 9 280 1 19 QO 
滝沢 市 © 
案 石 町 4 62 OQ 
葛巻 町 ] 〇 
岩手 町 〇 合計 104 6, 003 7 31 
















































































(2) 原発 放射 線 影響 対策 本 部 、 市 町 村 等 連絡 会 議 、 岩 手 県 地域 防災 計画 ・ 原 子 力 災害 対策 編 
本 県 の 原発 放射 線 影響 対策 に つい て は 、 平 成 23 年 7 月 に 設置 し た 知事 を 本 部 長 と する 原発 放射 線 影 
響 対策 本 部 (以下 「 対 策 本 部 」 と いう 。) に お いて 、 各 種 方 針 の 策定 、 東 京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 、 
原発 放射 線 影響 対策 の 取組 な ど に つい て 決定 し 、 関係 部 局内 の 情報 共有 と 連携 を 図り な が ら 、 全 庁 を 挙 
げ て 各種 対策 を 推進 し て いま す 。 知 事 、 副 知事 、 関 係 部 局長 で 構成 され る 本 部 員 会 議 は 、 平 成 23 年 度 
か ら 平 成 25 年 度 ま で 16 回 、 平 成 26 年 度 は 3 回 の 合計 19 回 開催 し て お り 、 本 部 員 会 議 で の 決定 事項 は 、 
所 管 部 局 で 実施 する と と も に 、 関係 部 局 職員 で 構成 され る 放射 線 影響 対策 特命 チー ム や や 県 南 広域 振興 局 
等 の 職員 で 構成 され る 現地 対応 チー ム 等 を 通じ 、 部 局 横断 的 に 庁 内 の 連携 や 市 町 村 等 と の 連携 を 図り な 
が ら 進 め ら れ て いま す 。 
また 、 原 発 放射 線 影響 対策 の 効率 的 、 効 果 的 な 推進 に 
当たっ て は 、 市 町 村 等 県 内 関係 機関 ・ 団 体 と の 連携 が 必 
要 で ある こと か ら 、 県 、 市 町 村 、 広 域 連 合 、 一 部 事務 組 
合 と の 情報 共有 を 進め 、 連 携 し て 放射 線 影響 対策 を 実施 
し て いく た め 、 平 成 23 年 度 か ら 原 発 放 射線 影響 対策 市 町 
村 等 連絡 会 議 (以下 「 市 町 村 等 連絡 会 議 」 と いう 。) を 開 
催し て いま す 。 平成 23 年 度 か ら 平成 25 年 度 ま で 7 | 
平成 26 年 度 は 2 回 の 合計 9 回 開催 し て いま す 。 原発 放 笛 線 影響 対策 町村 等 会 議 (平成 26 年 度 ) 
これ か ら も 、 本 部 員 会 議 で の 情報 共有 や 決定 、 市 町 村 等 連絡 会 議 で の 情報 共有 等 を 通じ て 、 原発 放射 
線 影響 対策 を 庁 内 関係 部 局 間 や や 市 町 村 等 と の 連携 を 図り な が ら 進 め て いき ます 。 
更に 、 原 子 力 災 害 が 発生 し た 際 の 対処 方 法 等 を あら か じ め 定 め て お く た め 、 平 成 25 年 3 月 28 日 に 、 











































































































































































































































































































































































































コロ 
> 
































コロ 































































































57 


第 2 章 平成 26 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 





























岩手 県 地域 防災 計画 ・ 原 子 力 災害 対策 編 を 策定 し 、 原子 力 事 業者 か ら の 情報 収集 や 住民 避難 、 環 

モニ タリ ング 等 、 原子 力 災 害 発生 時 等 に 講ず べき 対策 を 定め て いま す 。 こ の 原子 災害 対 策 編 を 実効 性 
の ある も の と し て いく た め 、 その 集 定 を 契機 に 原子 力 災 害 が 発生 し た 際 に 原子 力 事業 者 か ら 直 接 情報 提 
供 が 行わ れる よう 体制 の 構築 を 進め て きた と ころ で あり 、 平 成 24 年 度 に は 東北 電力 株 式 会 社 と 

締結 し 、 ま た 、 平 成 25 年 度 に は 日 本 原 燃 株 式 会 社 か ら 原 子 力 災害 が 発生 し た 場合 の 速やか な 情報 】 
に つい て 承諾 が 得 ら れ た と ころ で す 。 原子 力 災害 対策 編 策定 の 動き は 県 内 市 町 村 に も 波及 し 、 平 成 27 
年 1 月 1 日 現在 、18 市 町 村 の 地域 防災 計画 に 原子 力 災害 対策 に 関す る 規定 が 盛り 込ま れ て いま す 。 な お 、 
原子 力 発電 所 か ら 30km 以上 離れ た 本 県 に お ける 安定 ヨウ 素 剤 の 取扱 が 国 に お いて 明確 に され て いな い 
課題 が か ある こと か ら 、 本 県 に お ける 安定 ヨウ 素 剤 の 国 の 取扱 が 判明 次 第 、 原子 力 災害 対策 編 の 改正 の 必 
要 性 に つい て 検討 する こと と し て いま す 。 



















































































































































































































































































【 市 町 村 等 の 取組 : 対策 本 部 等 設置 状況 】 

市 町 村 に お いて も 、 住 民 の 安全 を 確保 し 、 放 射 性 物質 に 対す る 不安 を 解消 する た め 、 放 射線 影響 対策 に 関 
する 対策 本 部 や 専門 組織 を 設置 する と と も に 、 庁 内 関係 部 局 の 連絡 会 議 等 を 開催 する な ど 、 全 庁 的 に 対策 を 
進め て いま す 。( 図 表 6-2) 
























































図表 6-2 市 町 村 の 対策 本 部 等 設置 状況 

































































































































































































































































































































































































































































市 町 村 名 | 対策 本 部 ・ 専 門 組織 | 庁 内 連絡 会 議 ・ 部 局 横断 チー ム 等 
盛岡 市 盛岡 市 災害 対策 本 部 放射 能 対 策 部 放射 能 対 
盛岡 市 災害 対策 本 部 放射 能 対策 部 (H23.7.4~H24.3.9) 2 生還 旨 UNRE19 で 
盛 站 市 东 日 本 大 震 伙 复 愉 推进， 放射 能 对 策 本 部 (H24.3.9~) | じす 9 東日本 大 在 炎 複 虹 推 進 ・ 放 対 能 対 
策 本 部 放射 能 対 策 部 幹事 会 ・ 常 任 幹 事 会 
(H24. 3. 9~) 
宮古 = 放射 能 対 策 関係 課長 会 議 (H23.7.15~) 
大 船渡 市 ー 原発 事故 放射 線 影 響 対策 関係 課 会 議 
(H23. 12. 2~) 
花巻 政策 推進 部 震 災 対策 室 〈H23. 9 一 24. 3) 
総務 部 防災 危機 管理 課 (H24.4 て ) 
久慈 市 ー 原発 放射 線 影響 対策 連絡 会 議 (H23.8. 30 て ) 
遠野 | 遠野 市 原発 放射 線 影響 対策 本 部 (H24. 4. 23 て ) ー 
関 市 関 市 災害 対策 本 部 放射 能 対 策 部 会 、 放 射線 対策 調整 班 
(H23. 10. 24~H24. 3. 31) = 
市 民 環境 部 放射 線 対策 室 (H24.4.1~) 
釜石 市 一 放射 線 等 影響 対策 会 議 (H24.5. 22 て ) 
二戸 市 計 原発 放射 線 影響 対策 連絡 会 議 (H23.8.17~) 
奥州 除 染 支援 チー ム (H24.6.1~H26. 3. 31) 
奥 州 市 原 区 放射 多 影响 对 策 本 部 (H23.8.25 へ ) ee 
ji 民 環 境 部 危機 管理 課 原 発 放 射線 対策 室 (H24.4.1~) 除 当 廃棄 物 等 処理 推進 チー ム (H26.6.2~ 
H27. 3. 31) 


























滝沢 市 | 滝沢 市 原発 放射 線 影響 対策 本 部 (H23.9. 11 て ) 
石町 
































岩手 町 ー 放射 性 物質 汚染 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 
に 係る 検討 チー ム (H25.8.29) 















































金ケ崎 町 | 金ケ崎 町 放射 能 対策 本 部 (H23.6.23~) 
平泉 平泉 町 原発 放射 線 影響 対策 本 部 (H23.9.20~) 
平泉 町 放射 線 対策 室 (H24.4. 1 て) 
岩泉 町 | 岩泉 町 放射 能 影 響 対策 本 部 (H23.8.1~) ー 


























2 各 取 組 の 実施 状況 
1) 情報 発信 ・ 普 及 啓発 の 取組 状況 
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第 6 節 情報 発信 、 普 及 局 発 、 原 発 放射 線 影響 対策 本 部 等 の 取組 状況 


情報 発信 の 取組 状況 











原発 事故 発生 以降 、 県 民 等 に 対し 、 本 県 へ の 放射 性 物質 の 影響 や 放射 線 影 響 対策 の 実施 状況 な ど を 
お 知ら せ す る と と も に 、 県 内 外 に お ける 風評 被害 発生 の 解消 や 防止 を 図っ て いく た め 、 広 報 誌 や ホー 
ムペ ー ジ な ど 各 種 媒体 を 活用 し て 情報 発信 を 実施 し て いま す 。 (図表 6- 3) 








































































































平成 26 年 度 に お いて も 継続 し て 、 広報 誌 や ホー ムペ ー ジ な ど 各 種 媒体 を 活用 し て 情報 発 



































発信 を 実施 し 
区 で 


まし た 。 い わ て ブラ ンド 再生 推進 事業 に お いて は 、 生 活 情 報 誌 へ の 記事 掲載 、 首 都 圏 及び 関西 圏 で の 





























る と と も に 、 県 内 外 に お ける 風 


り 
ポー ター 通信 」 等 を 通 











広告 、 食 の 総合 ボー タル サイ ト 「 い わ て 食 財 倶 楽 部 」 及 び フ ェ イ スプ ブッ ク 「\ 




































































中 























HN 





\ わ て 食 財 サ 





じ て 、 県 産 農林 水産 物 の 安全 ・ 安 心 や 産地 の 魅力 等 の 情報 発信 を 行い まし た 。 
今後 も 、 県 民 等 に 対し 、 本 県 へ の 放射 性 物質 の 影響 や 放射 線 影響 対策 の 実施 状況 な ど を お 知ら せ す 
第 害 の 解消 や 防止 を し て いく た め 、 情 報 発信 を 継続 し て いき ます 。 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図表 6-3 媒体 ご と 情報 発信 の 実施 状況 ( 主 な も の ) 
媒体 等 掲載 内 容 等 
広報 誌 | 県 広報 誌 「 い わ て グラ フ 」 放射 線 の 基礎 知識 、 本 県 の 現状 や 対策 等 を 定期 的 に 紹介 
放射 線量 測定 結果 、 食 品 検査 結果 、 国 ・ 県 ・ 市 町 村 等 の 取組 、 イ ベン ト 情 報 等 
ポー タル サイ ト の ペー ジ を リン ク 
「 放 射 能 に 関す る 情報 」 県 公式 ホー ムペ ー ジ > 放射 能 に 関す る 情報 : 
http://www. pref. iwate. jp/houshasen/ 
能 モ 5 県 内 10 箇所 に 設置 し た モニ タリ ング ポス ト の 測定 結果 を リア ル タ イ ム に 分 か 
0 モニ クリ ング シズ | りや すく 表示 (地図 表示 、 グ ラフ 表示 ) (ポー タル サイ ト 内 に リン ク ) 
http://wwwla. biglobe. ne. jp/radiation-monitoring-system/pc/index. html 
県 民 に 関心 の 高い テー マ 、 季 節 の テー マ の 特集 ペー ジ を ポー タル サイ ト 「 放 射 
いわ て の 今 能 に 関す る 情報 」 内 に 「 い わ て の 今 」 と いう コー ナー を 設け 掲載 (生活 空間 、 
イン タダ 食品 、 健 康 、 野 生 山 菜 、 野 生き の こ ) 
ー ネ ッ 県 が 実施 し た 放射 線量 測定 ・ in 検索 ・ 閲 覧 で きる 
ト Os ーー シス テム (ボー タル サイ ト 「 放 射 能 に 関す る 情報 」 内 に リン ク ) 
放射 線 測 定 結 条 検索 シス テム 空間 放射 線量 ・ 放 射 性 物質 濃度 :http://rad. pref. iwate. jp/radtion_map. php 
食品 の 放射 性 物質 濃度 : http://rad. pref. iwate. jp/food_search. php 
i 食 財 図鑑 、 産 直情 報 、 食 の イベ ント 情報 、 食 財 サ ポー トレ スト ラン 情報 、 県 産 
総合 ポー 「 い 0 EN 
iain ee 2 農林 水産 物 等 の 安全 性 確保 に 向け た 取組 等 を 掲載 
NO http://www. iwate-syokuzaiclub. com/ 
等 设 「 い 有 本 = 0 
ーー 和合 | 生産 者 や 料理 人 の イン タビ ュー、 食 の イベ ント 情報 、 県 産 食材 を 使用 し た メニ 
EMI ss 相生 堆 
フェ イス ブッ ク 「 い わ て 食 財 Ro ント 情報 等 を 掲載 
た Ltps://www. facebook. com/iwateshoku 
サポ ー タ ー 通 信 」 
手 目 十 志津 裔 ーー a 2 
人 本 大 岩 炎 津波 の 記 | 東日本 大 震 災 津波 対応 の 記録 紙 、 放 射線 影響 対策 の 概要 に つい て 掲載 
ベー 
生け | 涯 手电 放射 称 影 响 对 策 报 告 毒 | 原 革 事 導 以 降 の 本 県 放 笛 線 彫 対策 全般 に つい て 掲載 
岩手 県 環境 報告 書 放射 線量 測定 状況 、 除 染 状況 、 普 及 啓発 の 実施 状況 等 を 掲載 
生活 情報 誌 「 オ レン ジ ベ ペー ジ 」| 首都 園 を は じ め 、 全 国 の 消費 者 を 対象 に 県 産 農 林 水 産物 の 安全 ・ 安 心 や 魅力 に 
週刊 誌 (週刊 新潮 、 ア エラ 、 | つい て 、 岩手 の 食材 に 関心 の 高い 著名 な 料理 人 を 広告 や PR の 顔 と し て アビ ピー 
週刊 朝日 、 週 刊 文春 ) ル 
雑誌 ・ | 新聞 広告 (岩手 日 報 、 朝 日 新 | 県 民 に 身近 な 新聞 で ある 岩手 日 報 や 、 主要 紙 で ある 朝日 新聞 に 食品 の 安全 性 情 
新聞 等 | 聞 ) 報 等 を 掲載 
飲食 業 関係 者 や 食材 の 品質 に 関心 の ある 一 般 消費 者 に 、 県 産 食材 や 産地 の 叔 力 
料理 専門 誌 「 牛 活 | [站 
天 下 国 | 等 を PR する た め 、 音 都 較 及 び 関西 較 の 料理 人 等 を 所 鳴 し て 開催 する 産地 見 
回 会 の 様子 や 県 産 食材 を 活 | し た 特別 メニ ュー を 料理 専門 誌 に 掲載 
鉄道 広 料理 人 等 に よる 県 産 食 材 の 魅力 や 、 生産 者 の 一 生 懸 命 な 姿 を JR 東日本 3 線 群 
告 等 | 電車 中 吊り 広告 (京浜 東北 、 山 手 、 中 央 ) 及び JR 西日本 全線 並び に 都営 地下 鉄 4 線 (浅草 、 
上 三田 、 新 宿 、 大 江戸 ) の 中 吊り 広告 に より アビ ピー ル 
_ 了 飲食 業界 関係 者 に 対し 、 料理 専門 誌 を 通じ て 県 産 農 林 水 産物 の 魅力 を 発信 。 専 
誌 占 で の 県 産 8 0 0 もい 
その他 4 ノ | 癌 語 と 連動 し た 音 都 較 及 び 関西 較 の 外食 店 で の 県 産 食材 を 活用 し た 特別 メニ 
ー ュー を 提供 する 県 産 食 材 フェ ア を 開催 
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図表 6-4 いわ て グラ フ を 活用 し た 情報 発信 の 状況 (平成 26 年 度 ) 















































































































































回 数 発行 号 ラー で 

1 平成 26 年 6 月 号 (平成 26 年 6 月 1 日 ) 学校 給食 の 測定 結果 、 子 ども の 内 部 被ばく の 測定 結果 
2 平成 26 年 8 月 号 (平成 26 年 8 月 1 日 ) 野生 きのこ を 採り に 行か れる 際 の 留意 点 

3 平成 26 年 10 月 号 (平成 26 年 10 月 1 日 ) 生活 空間 の 放射 線量 の 測定 結果 と 推移 

4 平成 26 年 12 月 号 (平成 26 年 12 月 1 日 ) 県 産 食 品 の 放射 性 物質 濃度 検査 、 出 荷 制限 解除 の 状況 
5 平成 27 年 3 月 号 (平成 27 年 3 月 1 日 ) 野生 山菜 を 採り に 行か れる 際 の 留意 点 





イ 放射 線 の 基礎 知識 に 係る セミ ナー 
原発 事故 に よる 放射 性 物質 の 環境 中 へ の 放出 に より 、 そ の 健康 影響 等 に か か る 不安 の 声 が 高まる な 
か 、 国 や 県 等 か ら 多く の 情報 が 示さ れる よう に な り ま し た 。 こ うし た 状況 に お いて 、 県 民 の 不安 を 少 
し で も 解消 する た め に は 、 ま ず 放 射 性 物質 と は どの よう な も の で ある の か に つい て 正しく 理解 し て い 
た だ く 必 要 が ある と 考え 、 平 成 23 年 度 か ら 県 内 各所 に お いて セミ ナー を 開催 し て お り 、 平 成 26 年 度 
は 3 回 実施 し まし た 。 (図表 6- 5 ) 
併せ て 、 行 政 職 員 が 住民 か ら の 相談 に 適切 に 対応 で きる 体制 の 構築 に 向け て 、 行 政 職 員 が 放射 性 物 
質 の 基礎 知識 、 健 康 影響 、 本 県 の 状況 等 に つい て 学習 する 機会 を 設け て お り 、 平 成 26 年 度 は 5 回 実施 
し まし た 。 (図表 6-5) 
今後 も 、 市 町 村 と 協力 し て 、 県 民 が 放射 性 物質 に 対す る 理解 を 深め られ る よう 継続 し て 取り 組ん で 
きま す 。 




































































































































































































































































図表 6-5 放射線 の 基礎 知識 に 係る セミ ナー の 開催 状況 (平成 26 年 度 ) 




































































































































































対象 講 師 | 回 数 会 場 | 参加 人 数 
県 民 向け ・ 齋 藤 博之 氏 (( 株 ) サ イエ ンス スタ ッ プ 技術 顧問 ) 4 USING 村 、 96 
・ 東 北 放射 線 科 学 セ ンタ ー 理事 工藤 博司 氏 1 盛岡 市 44 
行政 職員 | ・ 岩 手 大 学 農学 部 附属 動物 医学 食品 安全 教育 研究 ヤル ター 1 盛岡 市 3 
向け 教授 佐藤 至 氏 
・ 齋 藤 博之 氏 (( 株 ) サ イエ ンス スタ ッ フ 技術 顧問 ) 3 盛岡 市 、 奥州 市 、 釜石 市 64 



































ウ 食品 と 放射 能 に 関す る リス クコ ミュ ニケ ーション 
本 県 で は 、 食 品 と 放射 能 に 関す る 正しい 知識 の 普及 と 、 県 民 相 互 の 意思 疎通 が 急務 で ある と と ら る え 、 
平成 24 年 度 か ら 、 消 費 者 、 生 産 者 、 事 業者 等 が 一 堂 に 会 し て 正しい 知識 の 共有 と 意見 交換 を 行う 「 リ 
スク コミ ュ ニ ケー ショ ン 」 の 取組 を 実施 し て きま し た 。 
平成 26 年 度 は 、 地 域 に お いて 、 食 品 と 放射 能 に 関す る 正しい 情報 発信 が 出来 る 方 を 養成 する 研修 ( リ 
スク コミ ュ ニ ケー ター 養成 研修 ) を 開催 し まし た 。 
食品 と 放射 能 に 関す る リス クコ ミニ ュ ケ ーション は 、 参 加 者 の 減少 傾向 及び 食 の 安全 安心 委員 会 で 
の 意見 等 を 踏ま え 、 今 後 は 、 出 前 講座 に 替え て 、 県 民 の 要望 に 応じ て 実施 する 予定 で す 。 


































































































































































































図表 6-6 リス クコ ミュ ニケ ーション の 開催 状況 





























































































































年 度 開催 年 月 日 等 参加 人 数 内 容 
平成 24 年 度 合计 6 匠 740 人 | 盛岡 市 2 回 、 釜 石 市 1 回 、 一 関 市 1 回 、 奥 州 市 1 回 、 平 泉町 1 回 
平成 25 年 度 合计 3 区 280 人 | 釜石 市 1 抱 関 市 1 回 、 奥 州 市 1 回 
平成 26 年 度 | 平成 27 年 2 月 5 36 人 盛岡 市 開催 、 講 義 、 質 疑 ・ 意 見 交換 

































































(2) 測定 機器 の 貸出 
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第 6 節 情報 発信 、 普 及 局 発 、 原 発 放射 線 影響 対策 本 部 等 の 取組 状況 


県 は 、 各 地区 合同 庁舎 及び 環境 保健 研究 セン ター に 








し て お り 、 各 地域 の 地表 付近 の 放射 線量 測定 を 行っ て いる ほか 、 
で 貸与 し 、 放 射線 量 の きめ 細か な 測定 の 実施 推進 を 図る と と も に 
























































に 基づく 放射 線量 低減 措置 の 促進 を 図っ て いま す 。 (図表 6 - 



































7 ) 








可 搬 型 放射 線量 測定 機 (サー ベイ メー タ ) を 配備 
県 の 関係 機関 や 市 町 村 等 に 対し て 無償 
「 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 





















































県 教育 委員 会 に お いて も 同様 に サー ベイ メー タ を 配備 し て お り 、 各 県 立 学校 で の 測定 に 使用 し て いる 
ほか 、 市 町 村 教 育 委 員 会 や 施設 指定 管理 者 等 へ の 貸出 し を 実施 し て いま す 。 










































































図表 6-7 測定 機器 ( me 有 サ ー ベ イメ ー タ ) 貸出 状況 (平成 26 年 度 ) 





































































































































































































配備 場 市 町 村 ・ 組 合 | 県 機関 | 指定 管理 者 | 県 立 学校 计 
| 4 46 7 2 59 
県 南 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 0 33 3 1 37 

花巻 保健 福祉 環境 セン ター 2 12 0 0 14 
一 関 保健 福祉 環境 セン ター 0 45 0 5 50 
沿岸 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 0 8 1 40 49 
大 船渡 保健 福祉 環境 セン ター 2 7 0 10 19 
宮古 保健 福祉 環境 セン ター 0 8 3 4 15 
県 北 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 0 8 1 0 9 
二戸 保健 福祉 環境 セン ター 0 5 4 2 11 
環境 保健 研究 セン ター 0 0 0 0 0 
計 8 172 19 64 263 




















(3) 原発 放射 線 影響 対策 本 部 


対策 本 部 は 、 ぴ ① 放 射線 量 測 定 に 係る 対応 方 針 、② 放 射線 量 低減 に 向け た 取組 方 針 、③ 県 産 食 材 等 の 安 
全 確 保 方 針 、④ 放 射線 影響 に 係る 県 民 へ の 情報 提供 の あり 方 、⑤ 放 射線 影響 に 伴う 風評 被害 の 防止 な ど 
を 所 堂 事 務 と し て お り 、 知 事 を 本 部 長 、 副 知事 を 副本 部 長 と し 、 本 部 員 を 関係 部 局長 で 構成 され る 本 部 


































































































員 会 議 、 総 務 室 長 と 関係 部 局 の 課長 で 構成 され 、 本 部 員 会 議 開催 に 先立っ て 連絡 


























議 、 関 係 部 局 の 職員 で 構成 され 、 各種 対応 方 針 等 に 関す る 調整 や 市 



































射線 影響 対策 特命 チー ム な ど で 構 成 さ れ て いま す 。 








ア 本 部 員 会 議 






































整 な ど を 行う 連絡 会 








町 村 等 関係 機関 と の 連携 等 を 行う 放 


本 部 員 会 議 で は 、 各 種 方 針 の 策定 や 改訂 、 東 京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 、 放 射線 影響 対策 の 取組 




















な ど 
3 回 開催 し まし た 。 (図表 6-8) 

今後 も 、 必 要 な 放射線 影響 対策 を 関係 部 
し て いき ます 。 
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図表 6-8 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 開催 状況 (平成 26 年 度 


こつ いて 協議 ・ 決 定 し て いま す 。 平成 23 年 度 か ら 平 成 25 年 度 まで 合計 16 


























コロ 





開催 し 、 平成 26 年 度 は 








) 


が 連携 し て 講じ て いく た め 定 期 的 に 及び 必要 に 応じ 開催 





開催 年 月 日 











主 な 議題 


原発 放射 線 影響 対策 に 関す る 取組 状況 に つい て 








平成 26 年 6 月 17 





户 
回 
ド 














東京 電力 に 対す る 第 6 次 損害 賠償 請 


求 の 実施 に つい て 





























第 2 琴 平成 26 年 9 月 25 
































原発 放射 線 影響 対策 に 関す る 取組 状況 に つい て 
平成 26 年 度 下半期 の 取組 予定 に つい て 















































第 3 抱 平成 27 年 3 月 26 











東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 に 























放射 線 影響 対策 に 関す る 取組 状況 及び 来年 度 の 
原発 放射 線 影 響 対 策 に 係る 各種 方 針 の 改訂 こつ いて 
つい て 
岩手 県 放射 線 影響 対策 報告 書 に つい て 








取組 予定 に つい て 








イ 市 町 村 等 連絡 会 議 





県 と 市 町 村 、 広 域 連 合 、 一 部 事務 組合 が 連携 し て 放射 線 影響 対策 を 進め て いく た め 、 平 成 23 年 8 月 








か ら 原 発 放射 線 影響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 を 開催 し て い 3 
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ます 。 平成 23 年 度 か ら * 








F 成 25 年 度 ま で 合計 7 





第 2 章 平成 26 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 











コロ 





開催 し 、 平成 26 年 度 は 2 











回 開催 しま 
め て いく 必要 の ある テー マ に つい て 意 








し た 。 

















県 の 取組 状況 等 の 情報 共 


























今後 も 、 市 町 村 等 と の 情報 




















図表 6-9 原発 放射 線 影 響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 開催 状況 (平成 26 年 度 ) 








、 県 と 市 町 村 等 が 連携 し て 進 


見 交換 や 協議 を 実施 し て いま す 。 
よ 有 を 進め 、 連 携 し て 対策 を 講じ て いく た め 継 続 し て 開催 し ます 。 








































































































(4) 


平成 24 年 3 月 13 日 、 
振興 











町 職員 を 対象 と し た 農林 業 系 量 














る 住民 説明 会 へ の 参加 な ど 、 
平成 26 年 度 に お いて は 、4 
に つい て 確認 する と と も に 、 
情報 に つい 
統 図 を 整備 し 関係 機関 に 周 
取組 状況 に つい て 現地 調査 
その 他 毎 
て 報告 し 情報 を 
て いま す 。 
今後 も 、 健康 



























































害 に 対す る 


























回 数 開催 年 月 日 主 な 議題 
第 1 回 平成 26 年 9 月 11 日 原発 放射 線 影響 対策 の 県 の 取組 等 に つい て 
第 2 下 平成 27 年 2 月 13 日 原発 放射 線 影響 対策 の 県 の 取組 等 に つい て 
ウ 現地 対応 チー ム 


県 南 地域 に お ける 放射 線 影響 対策 に 係る 取組 体制 の 強化 を 
局 に 原発 放射 線 影響 対策 本 部 「 現 地 対応 チー ム 」 を 設置 し まし た 。 


























区 





る た め 、 県 南 広域 
現地 対応 チー ム で は 、 関 係 市 














] 産 物 に 関す る 勉強 会 の 開催 や 市 町 が 行 う 汚 染 牧 草 等 の 焼却 等 に 関す 
市 町 の 取組 み を 継続 し て 支援 し て きま し た 。 





















































情報 を 共有 し ま 
‘て 、 局 内 で 迅速 か つ 的 確 に 』 














(中 




















に チー ム 員 会 議 を 開催 し 、 こ れ ま で の 活動 状況 及び 今後 の 活動 方 針 等 





























ン 昔 

















相談 、 





的 (毎月 


























し た 。 5 月 に は 、 管 内 市 町 の 所 
肥 集 し 共有 する と と も に 、 そ の 収集 体制 の 充実 ・ 強 化 の た め 系 
知 し まし た 。 同じ く 5 月 に は 、 局長 等 が 管内 の 原 
市 及び 一 関 市 ) を 実施 し まし た 。 
月 開催 する 局内 部 長 等 会 議 に お いて 、 管内 の 原発 放射 線 影響 対策 に 係る 取組 状況 等 に つい 
E 有 する と と も に 、 定 】 








* 発 放射 線 影響 対策 に 係る 




















発 放 射線 影響 対策 に 係る 

















) に 管内 市 町 及び 報道 関係 機関 へ の 情報 提供 も 行っ 





啓 察 活動 や 放射 能 で 汚染 され た 農林 業 系 副産物 等 や 側 潮 汚 泥 の 処 








理 な ど 個 別 課題 に 対応 する た め 、 県 と し て 関係 部 局 が 連携 し て 支援 で きる よう 、 引 き 続 き 積 極 的 な 情 
報 収 集 (共有 ) や 連絡 調整 を 行っ て いき ます 。 








岩手 県 地域 防災 計画 ・ 原 子 力 災害 対策 編 
ア 原子 力 災 害 対策 編 策 定 と 集 定 後 の 取組 





















































































































































原発 事故 が 長期 か つ 広範 較 に わた っ て 県 民生 活 に 影響 を 及ぼ し た こと に より 、 本 県 に お いて も 事故 
が 及ぼ す 影 響 の 甚大 性 が 広く 認識 され まし た 。 ま た 、 県 議会 に お いて も 、 平成 24 年 3 月 13 日 に 受理 し 
た 原子 施設 の 過酷 事故 災害 を 想定 し た 防災 計画 の 策定 等 を 内 容 と する 「 岩 手 県 民 の 命 と 暮らし を 守 
る た め の 請 願 」 が 平成 24 年 9 月 定例 県 議会 本 会 議 に お いて 採択 され まし た 。 

こう し た 状況 を 踏ま え 、 平成 24 年 10 月 に 開催 し た 岩手 県 防災 会 議 幹事 会 議 に お いて 、 新た に 岩手 県 








地域 防災 計画 ・ 原 子 力 災 害 対策 編 を 策定 する こと を 人 
会 議 に お いて 、 避難 対策 な ど 、 


本 県 と 




















県 


だ 岩手 


村 に も 波及 し て お り 、 平成 27 年 1 月 1 





に 関す る 規定 を 盛り 込ん で い 
また 、 原子 力 災 害 か ら 県 

















ます 。 


民 の 安全 を 守り 、 岩手 県 地域 防災 計画 
































E 認 し 、 平 成 25 年 3 月 28 日 に 開催 し た 岩手 県 防災 
し て あら か じ め 講 じ る 必要 が ある と 認め られ る 対策 を 盛り 込ん 
取 域 防災 計画 ・ 原 子 力 災 害 対策 編 を 策定 し まし た 。 原子 力 災害 
日 現在 で 県 内 18 市 町 村 が 市 町 村 】 








対策 編 の 策定 の 動き は 、 市 町 














地域 防災 計画 に 原子 力 災 和 審 対 策 
































・ 原 ゴ 





力 災害 対策 編 を 実効 性 の ある 











も の と する た め に は 、 原子力 事業 











か ら [ 




















接 情報 提供 が 行わ れる 体制 の 構築 が 不可 欠 で ある こと か ら 、 























平成 25 年 3 月 28 
係る 県 
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日 付け で 東通 原子 力 発電 所 等 を 運営 する 東北 電力 株 式 会 社 と の 間 で 「 原 子 力 発 電 所 に 
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表 報 連絡 等 に 関す る 協定 」 を 締結 し まし た 。 加 えて 、 青 森 県 大 ヶ所 村 で 





第 7 節 東京 電力 株 式 会 社 に 対す る 損害 賠償 請求 の 取組 状況 











核燃料 サイ クル 施設 を 運営 する 日 本 原 燃 株 式 会 社 に 対し て も 、 平成 25 年 9 月 20 日 付け で 原子 力 災 害 等 

が 発生 し た 場合 の 速やか な 情報 提供 を 文書 で 要請 し 、 9 月 30 日 付け で 承諾 が 得 ら れ た と ころ で す 。 
な お 、 原子 力 災 害 対策 編 全 定 に 当たっ て は 、 岩手 県 防災 会 議 に 専門 委員 を 置き 、 有識者 に 専門 的 な 

見 地 か ら 助 言 等 を 得 て き た と ころ で あり 、 平成 26 年 度 に お いて も 原子 力 災 害 対策 に つい て 議論 する に 


あたり 助言 等 を 受け る た め 、 岩 手 県 防災 会 議 の 専門 委員 2 名 を 昨年 度 に 引き 続き 任命 し て いま す 。 


〇 専門 委員 
( 独 ) 放射 線 医学 総合 研究 所 主任 研究 員 大 町 康 (お お まち や すし ) 氏 
( 公 財 ) 原子 力 安全 技術 セン ター 防災 技術 セン ター 所 長 雑賀 寛 (さい か ひろ し ) 氏 


































































































イ 原子 力 災害 対策 編 に 係る 課題 に つい て 

放射 性 物質 で ある 放射 性 ヨウ 素 が 身体 に 取り 込ま れる と 、 甲状腺 ガン 等 を 発生 させ る 危険 が あり ま 
す 。 原子 力 規制 委員 会 が 策定 し た 原子 力 災害 対策 指針 に よる と 、 こ の よう な 内 部 被ばく は 、 安定 ヨウ 
素 剤 *+ の 事前 服用 で 低減 する こと が 可能 と な る 一 方 、 そ の 服用 に つい て は 、 そ の 効果 が 服用 の 時 期 
に 大 きく 左 右 され る こと 、 ま た 、 副 作用 の 可能 性 が ある 等 の 問題 点 も 指摘 され て いま す 。 

安定 ヨウ 素 剤 の 取扱 に つい て 、 原子 力 災害 対策 指針 で は 、 原子 力 事業 所 か ら 半 径 5 キロ メー トル の 
範囲 で は 、 地方 公共 団体 が 安定 ヨウ 素 剤 を 住民 に 事前 配布 する こと 等 と し て いま す が 、 原子 力 発 電 所 
か ら 30 キ ロメ ー ト ル 以 上 離れ 、 原 子 力 災害 対策 重点 区 域 ぷ ? に 含ま れ て いな い 本 県 に お ける 取扱 に つ 
いて は 、 明 確 に され て いま せん 。 

今般 、 原 子 力 規制 要員 会 に お いて 半径 30 キ ロメ ー ト ル 外 に お ける プル ー ム まき 3 通過 時 の 防護 措置 の 実 
施 の 範囲 及び 判断 基準 等 に つい て 検討 を 再開 し た こと を 踏ま え 、 県 で は 当該 検討 の 状況 を 逐次 把握 し 、 
本 県 の 区 域 に 係る 安定 ヨウ 素 剤 の 取扱 が 判明 次 第 、 安定 ヨウ 素 剤 の 服用 等 に よる 問題 点 を 考慮 し な が 


ら 、 原 子 力 災害 対策 編 の 改正 の 必要 性 に つい て 検討 ・ 判 断 を 行う こと と し て いま す 。 


※1 安定 ヨウ 素 剤 : 原子 力 施 設 な どの 事故 に 備え て 、 服 用 の た め に 調合 し た 放射 能 を 持た な い ヨ ウ 素 の こと 。 事 故 で 環境 中 
に 放出 され た 放射 性 ヨウ 素 が 、 呼 吸 や 飲食 に より 体内 に 吸収 され る と 、 甲 状 腺 に IO 
ある 。 こ れ を 防ぐ た め に 安定 ヨ TN 用 し 、 甲 状 腺 を 安定 ヨウ 素 で 満た し て お く こ と に より 、 事 故 時 に 体内 に 
収 さ れ た 放射 性 ヨウ 素 は 状 腺 に は 取り 込ま れず 、 大 部 分 は 体外 に 排出 され 、 放 射線 障害 の 発生 を 極力 防止 する 。 

※2 原子 力 災害 対策 重点 区 城 : i get 通信 機器 等 の 整備 、 人 避難 計 画 等 の 策定 な ど 原 子 力 災 
害 対策 を 重点 的 に 実施 すべ き 区 域 を いい 原子 力 災 害 対策 指針 で 実用 発電 用 原子 炉 の 場合 の 区 域 を 次 の よう に 定め て いる 。 

予防 的 防護 措置 を 準備 する 区 域 (PAZ) : 原子 力 施設 か ら 概 ね 半径 5 キロ メー トル 
緊急 時 防護 措置 を 準備 する 区 域 (UPZ) : 原子 力 施設 か ら 概 ね 半径 30 キロ メー トル 
プル ー ム 通過 時 の 被ばく を 避け る た め の 防 護 措置 を 実施 する 区 域 (PPA) : 原子 力 規制 委員 会 で 検討 中 

※3 プル ー ム : 気体 状 叉 は 粒子 状 の 物質 を 含ん だ 空気 の 一 団 の こと で あり 、 こ こ で は 、 放 射 性 物質 を 含ん だ 放射 線 プ ルー ム 
の こと を 指す 。 原子 力 災害 対策 指針 に お いて は 「 プ ルー ム 通 過 時 に は 放射 性 ヨウ 素 の 吸入 に よる 甲状腺 被ばく 等 の 影響 も 
ある こと が 想定 され る 」 と され て いる 。 























































































































Ni 





























【 
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1 概況 
原発 事故 に よる 放射 性 物質 の 影響 に より 、 農 林 水 産物 の 一 部 は 出荷 制限 等 の 対象 と な り 、 平 成 27 年 3 月 
31 日 現在 に お いて も 、 原 木 し いた け な ど 一 部 品目 に つい て は 、 未 だ に 出荷 が で き な い 状況 が 続い て いま す 。 
また 、 和 観光 業 、 農 林 水 産業 、 食 品 加工 業 等 様々 な 分 野 に お いて 売上 減少 や 価格 下落 な ど 、 風 評 被害 が 発 
生 し て いま す 。 
当該 事故 の 責任 は 、 一 義 的 に 東京 電力 が 負う べき も の で あり 、 こ れ ら 県 内 で 発生 し て いる 様々 な 被害 や 、 
県 、 市 町 村 等 が 実施 し て きた 放射 線 影響 対策 に 要 し た 費用 に つい て は 、 事 故 の 原因 者 で ある 東京 電力 が 被 
害 発生 の 実態 に 則 し て 速やか に 損害 賠 償 を 実施 する べき も の で す 。 
し か し 、 東 京 電力 は 、 中 間 指 針 ま を 限定 的 に 解 息 し 、 賠 償 対 象 を 一 方 的 に 制限 する ほか 、 自 治 体 損害 の 
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第 2 章 平成 26 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 
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事業 者 や 市 町 村 、 関 係 団 
E す (図表 7- 
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市 町 村 や 関係 団 
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イ 商工 業 の 風評 被害 に 係る 損害 賠償 支払 状況 (平成 27 年 3 月 末 现 在 ) 

中 間 指 針 第 3 次 追補 を 受け 、 岩手 県 の 農林 水産 物 及 び 加 工 ・ 流 通 業 の 風評 被害 の 賠償 受付 が 平成 25 
E 3 月 27 日 か ら 始ま り 、 そ の 食品 加工 等 及び 流通 業 に 係る 損害 賠償 請求 に 対す る 支払 実績 は 92 件 、 約 
10 億 6, 000 万 円 で す 。 (図表 7- 2) 



















































































ウ 観光 風評 被害 に 係る 損害 賠償 支払 状況 (平成 27 年 3 月 末 现 在 ) 

岩 災 発生 後 か ら 平 成 23 年 5 月 末 ま で の 外国 人 観光 客 の キャ ン セ ル 及 び 平 成 24 年 2 月 末 ま で の 東北 
以外 か ら の 観光 客 の キャ ン セ ル 等 風評 被害 に 係る 損害 賠償 請求 に 対す る 支払 実績 は 133 件 、 約 14 億 
4, 400 万 円 で す 。 (図表 7- 2) 























図表 7- 1 









事業 才 等 を 対象 と し た 風評 被害 の 損害 貼 償 請 求 に 係る 説明 会 等 開催 状況 























全体 | 弁護 士 会 に よる 無料 法律 相談 | 平成 25 年 1 月 か ら 計 19 回 開催 





















































































































































































































































































































































① 市 町 村 ・ 関 係 団体 担当 者 向け | 平成 25 年 4 月 12 29 市 町 村 ・34 団 体 、89 名 参加 
説明 会 
説明 会 : 168 事 業者 参加 、 う ち 個 別 相談 : 109 事 業者 参加 
商工 業 8 rk | ・ 市 町 村 等 の 協力 を 得 て 、 平 成 25 年 5 月 28 日 以降 、23 回 (21 市 町 村 ) で 
② 事 業者 向け 説明 会 ・ 個 別 相 談 | (盛岡 市 、 宮 古市 、 大 船渡 市 、 花巻 市 、 北上 市 、 久慈 市 、 遠野 市 (2 
a 可 ) 、 一 関 市 (2 回 )、 陸 前 高田 市 、 釜石 市 、 二戸 市 、 八幡 平 市 、 奥 州 市 、 
滝沢 村 、 矢 巾 町 、 平 泉町 、 住 田町 、 大 棚町 、 山 田町 、 岩 泉町 、 洋 野 町 ) 
① 市 町 村 ・ 観 光 団体 担当 者 向け | 平成 24 年 10 月 23 23 市 町 村 ・40 団 体 、47 名 参加 
説明 会 
説明 会 : 78 事 業者 ・87 名 参加 、 う ち 個 別 相談 会 : 36 事 業者 参加 
観光 業 ・ 奥州 市 (H24.11.15) 説明 会 参加 者 数 : 22 事 業者 ・26 名 
② 事 業者 向け 説明 会 ・ 相 談 会 うち 個別 相談 会 参加 者 数 : 8 事業 者 (1 事業 者 は 個別 相談 会 の み ) 
・ 盛岡 市 (H24.11.16) 説明 会 参加 者 数 : 56 事 業者 ・61 名 






































うち 個別 相談 会 参加 者 数 : 28 事 業者 ( 1 事業 者 は 個別 相談 会 の み ) 


図表 7-2 商工 ・ 観 光 関係 損害 賠償 支払 状況 (平成 27 年 3 月 末 現在 ) 









































合計 225 2, 504 
※ 東 京 電力 か ら の 聴取 (単位 : 百 万 円 ) 



































エ 農林 水産 業 の 損害 賠償 の 状況 
平成 23 年 8 月 1 日 に 、 県 産 農 林 水 産物 と し て は 初め て 、 和 牛肉 に つい て 国 に よる 出荷 制限 指示 を 受け 
ま し た 。 平成 27 年 3 月 31 日 現在 、 和 牛肉 や 原木 しい たけ な ど 24 品 目 に つい て 、 国 に よる 出荷 制限 指示 や 
県 に よる 出荷 自粛 要請 を 行っ て お り 、 国 の 出荷 制限 指示 等 を 受け た 市 町 村 で は 、 こ れ ら の 品目 を 出荷 
が で き な い 状況 に あり ます 。 
放射 性 物質 に 汚染 され た 牧草 や 稲 わ ら 、 ホ ダ 木 な どの 使用 自粛 要請 に 伴い 、 保 管 ・ 処 理 に 要する 費 
用 、 代 将 飼 料 の 購入 に 要する 費用 な どの 追加 的 な 負担 も 発生 し て いま す 。 
菌 床 し いた け や 和 牛乳 、 わ か め 等 、 出 荷 制限 指示 等 の 対象 と な かっ て いな い 品 目 に あっ て も 、 価 格下 落 
や 取引 減少 な ど 、 い わ ゆ る 風評 被害 が 発生 し て いま す 。 
























































































































































本 県 JA グル ー プ 等 の 系 統 組織 で は 、 原 発 事 故に より 被害 を 受け た 農林 漁業 者 の 損害 賠償 請求 を 迅 




















速 か つ 十分 に 行う た め 、 そ れ ぞ れ 損 害 賠償 対策 県 協議 会 を 設立 し 組織 的 に 農林 漁業 者 の 請求 事務 等 
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第 2 章 平成 26 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 





支援 し て いま す 。 
県 で は 、 こ れ ら の 協議 会 に アド バイ ザー と し て 参画 し 、 活 動 の 支援 と 連携 の 確保 を 図る と と も に 
東京 電力 及び 国 に 対し て 、 賠 償 金 が 早期 か つ 確 実に 支払 われ る よう 要請 を 行う な ど 、 損 賠 賠償 に 向け 
て の 取組 を 支援 し て いま す 。 
産直 等 の 損害 賠償 請求 へ の 支援 も 行っ て お り 、 東 京 電力 の 出席 を 求め た 損害 賠償 請求 相談 会 の 開催 
や 、 市 町 村 や 事業 者 へ の 説明 会 の 開催 な ど を 実施 し て いま す 。 
県 内 で 発生 し て いる 全て の 農林 水産 業 の 損害 に つい て 、 今 後 も 東京 電力 に 対し 、 速 や か な 賠償 を 強 
く 求 め て いき ます 。 
( ア ) JA グル ー プ 東京 電力 原発 事故 農 畜 産物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 (図表 7-3、7-4) 
岩手 県 農業 協同 組合 中 央 会 で は 県 内 農業 団体 と 連携 し 、 平 成 23 年 7 月 19 日 に 「J A グ ルー プ 東 
京 電力 原発 事故 農 畜 産物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 」 を 設立 し まし た 。 
MM 青 求 を 行っ た 以降 、 毎 月 、 賠 償 請 求 し 、 平 
成 27 年 3 月末 現在 で 、 和 牛肉 や し いた け の 風評 被害 や 汚染 牧草 の 代替 牧草 購入 費 、 ホ ダ 木 の 処分 等 
の 損害 額 362 億 7, 500 万 円 を 請求 し 、324 億 1, 600 万 円 が 支払 われ て いま す (支払 率 89. 4%)。 
( イ ) 森林 組合 系 東京 電力 原発 事故 林産 物 損 害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 (図表 7-3 、7-5) 
岩手 県 森林 組合 連合 会 で は 県 内 林業 団体 と 連携 し 、 平 成 24 年 1 月 26 日 に 「 森 林 組 合 系 東京 電力 
原発 事故 林産 物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 」 を 設立 し まし た 。 
森林 組合 系 協議 会 で は 、 平 成 24 年 6 月 か ら 平成 27 年 1 月 まで に 16 回 に わた り 、 ホ ダ 木 の 処分 や 
し いた け の 風評 被害 等 の 損害 額 12 億 7, 500 万 円 を 請求 し 、12 億 2, 100 万 円 が 支払 われ て いま す ( 支 
払 率 95. 8%) 。 
( ウ ) JF グ ルー プ 等 東京 電力 原発 事故 水産 物 損 害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 (図表 7-3、7-6) 
岩手 県 漁業 協同 組合 連合 会 が 県 内 漁業 団体 と 連携 し 、 平 成 24 年 6 月 21 日 に 「JF グ ルー プ 等 東京 
電力 原発 事故 水産 物 損 害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 」 を 設立 し まし た 。 
J F 協議 会 で は 、 平 成 24 年 11 月 か ら 平 成 27 年 3 月 まで に 31 回 に わた り 、 イ サダ や マダ ラ の 水 揚 
げ の 減少 や 休漁 等 の 損害 請求 額 21 億 3, 300 万 円 を 請求 し 、 全 額 が 支払 われ て いま す (支払 率 100%)。 
( エ ) 内 水面 Na 害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 (図表 7-3 、7-7) 
岩手 県 内 水面 漁業 協同 組合 連合 会 が 県 内 内 水面 漁業 団体 と 連携 し 、 平 成 24 年 7 月 26 日 に 「 内 水 
es 
内 水面 協議 会 で は 、 平 成 25 年 3 月 か ら 平 成 27 年 2 月 まで に 19 回 に わた り 、 水 産物 の 検査 費用 や 
遊漁 料 収入 の 減少 等 の 損害 請求 額 4, 400 万 円 を 請求 し 、 全 額 が 支払 われ て いま す (支払 率 :100%)。 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図表 7-3 県 協議 会 の 損害 賠償 請求 等 の 状況 (単位 : 百 万 円 ) 
協議 会 請求 回 数 ・ 請 求 月 請求 金額 | 支払 金額 | 支払 率 
J A グル ー プ 東京 電力 原発 事故 農 畜 産物 損害 賠償 対策 | 00 6 
岩手 県 協議 会 (事务 局 : JA 県 中 央 会 ) ] ] 
森林 組合 系 東京 電力 原発 事故 林産 物 損 害 賠償 対策 岩手 证 志 | i 1 紀夫 
県 協議 会 (事務 局 : 県 森林 組合 連合 会 ) 1 
二 31 次 | H24.11 て 27.3 2, 133 2, 133 100% 
岩手 県 協議 会 (事務 局 : 県 漁業 協同 組合 連合 会 ) 
内 水面 漁業 系 統 東京 電力 原発 事故 水産 物 等 損害 賠償 対 0 0 
策 岩 手 県 協議 会 (事務 局 : 県 内 水面 漁業 協同 組合 連合 会 ] 
避 一 39, 727 35, 814 90. 2% 
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第 7 節 東京 電力 株 式 会 社 に 対す る 損害 賠償 請求 の 取組 状況 














































































































































































































































































































































































































































































































図表 7-4 JA グル ー プ 東京 電力 原発 事故 農 畜 産物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 (単位 : 百 万 円 ) 
項 請求 額 支払 額 支払 率 
1 | 牧草 18, 075 14, 941 82.7% 
2 | 肉牛 12, 846 12, 307 95. 8% 
3 | ホ ダ 木 1, 829 1, 789 97. 8% 
4 | 乾 椎 昔 917 872 95. 1% 
5 | 廃 用 和牛 756 697 92. 2% 
6 | 生 椎 茸 689 707 102.7% 
まま 学 362 358 99. 1% 
8 | 営業 損害 313 339 108.0% 
9 | 妊娠 和牛 269 271 100.5% 
10 | 検査 費用 104 34 32.7% 
11 | 大 豆 の 放射 性 物質 吸収 抑制 対策 77 69 89. 6% 
12 | 稲 わ ら 16 12 71.5% 
13 | 成 牛 14 13 95.0% 
14 | デメ デマ 5 5 100.0% 
15 | 腐葉土 代替 肥料 3 2 61. 3% 
合計 36, 275 32, 416 89. 4% 
※ 項 目 ご と に 百 万 円 未満 を 四捨五入 し て いる た め 、 合 計 と 内 訳 の 計 と は 一 致し な い 。 
※ 営 業 損害 の 支払 額 は 、 請 求 後 の 内 容 精 査 に より 請求 額 を 上 回 っ た も の 。 
図表 7-5 森林 組合 系 東京 電力 原発 事故 林産 物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 (単位 : 百 万 円 ) 
項 請求 額 支払 額 支払 率 
1 | ホ ダ 木 542 542 00% 
2 | 風評 被害 536 496 92.6% 
3 | 出荷 自粛 等 159 145 91.1% 
4 | 営業 損害 30 30 00% 
5 | 自主 回收 7 7 00% 
6 | 検査 費用 1 1 00% 
合計 1, 275 1, 221 95.8% 
※ 項 目 ご と に 百 万 円 未満 を 四捨五入 し て いる た め 、 合 計 と 内 訳 の 計 と は 一 致し な い 。 
図表 7-6 JF グル ー プ 等 東京 電力 原発 事故 水産 物 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 (単位 : 百 万 円 
項 請求 額 支払 額 支払 率 
1 | 水揚げ に 関す る 損害 233 233 00% 
2 | 休漁 に 関す る 損害 32 32 00% 
3 | 燃料 代 に 関す る 損害 20 20 00% 
4 | 手数 料 に 関す る 損害 96 96 00% 
5 | 検査 費用 に 関す る 損害 3 3 00% 
6 | 水揚げ に 関す る 逸失 利益 1, 749 1, 749 00% 
合計 2, 133 2, 133 00% 
図表 7-7 内 水面 漁業 系 統 東 京 電力 原発 事故 水産 物 等 損害 賠償 対策 岩手 県 協議 会 (単位 : 百 万 円 ) 
項 請求 額 支払 額 支払 率 
1 | 検査 費用 に 関す る 損害 3 3 100% 
2 | 遊漁 料 収入 の 減少 に 関す る 損害 41 41 100% 
合計 44 44 100% 




















(2) 
ア 市 町 


村 、 広 域 連 合 、 


自治 体 損害 賠償 請求 の 取組 状況 
ー 部 事務 組合 と 連携 し た 自治 体 損害 賠償 請求 
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(第 1 次 第 6 次 ) 





平成 26 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 


県 と 


これ 


求 を 実施 し て 以降 、 
っ て お り 、 


市 町 村 等 は 、 原発 ヨ 
れ ら の 対策 に 要 し た 費 
な っ て 取り 組ん で きま 


旦 ク 








『 逆 に よる 放射 線 
H』 に つい て の 東京 電 
本 

まで 、 県 及び 市 町 村 等 は 、 連携 し て 、 平 成 24 年 1 月 26 日 に 東京 電力 に 対し て 第 一 次 損 
成 26 年 6 月 19 日 に 実施 し た 損害 賠償 まで 、6 次 に わた る 損害 賠償 
請求 金額 は 、 平 成 27 年 3 月 末 現 在 、 総 額 8, 882, 960 千 円 (県 7, 543, 239 千 





対策 に つい て 週 
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まま 圭 形 
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]、 市 町 村 1, 
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害 賠償 請 
青 求 を 行 
201, 872 














千 円 





請求 は 平成 23 年 


人 











広域 連合 ・ 一 部 事務 組合 137, 850 千 円 ) と な っ て いま す (図表 7-8)。3 


第 一 次 請求 及 
度 の 損害 に つい て 、 第 三次 請求 及び 第 四 次 請 





ロ 




















請求 及び 第 六 次 請 
な お 、 





は 平成 25 年 度 の 損害 に つい て 賠償 を 求め た も の で す 。 (図表 7- 9 ) 


平成 27 年 3 月 末 現 在 で 、 総 額 5, 459, 812 千 円 (県 5, 331, 480 千 円 、 市 町 村 106, 729 千 

















び 第 二 次 


求 は 平成 24 年 度 の 損害 に つい て 、 第 五 次 











]、 広 域 








連合 ・ 一 部 事務 組合 21, 603 千 円 ) の 合意 

















一 部 事務 組合 損害 





図表 7-8 県 、 市 町 村 、 広 域 連 合 、 


8, 792, 924 | 1, 432, 242 


金額 と な っ て いま す 。 





苦 償 


( 





図表 7-8) 


当主 - 
ロ 月 





求 額 ・ 合 意 額 内 訳 


72, 455 


3, 606, 881 








(単位 : 千 円 ) 






























































































































































请 | 第 1~6 次 14, 313 126,488_ 3, 540, 545 

求 その 他 90, 036 0 0 0 0 12, 953 77, 083 

合計 ョ 8, 882.960 | 1, 432, 242 | 3.606.881 72, 455 14.313 | 139.441 | 3.617.629 

合意 額 5, 459, 812 | 141.480| 3.537.187 38, 021 4.000 | 56.002 | 1.683.122 

未 合意 額 3, 423, 149 | 1, 290, 762 69, 694 34, 434 10.313 | 83.438 | 1.934.507 

请 | 第 1 て 6 次 | 7,473,409 | 743,922 | 3,540,091 3, 831 4,608 | 22,242 | 3,158,715 

求 その 他 69, 830 0 0 0 0 5, 834 63, 996 

県 “| 所 言 7, 543, 239 | 743,922 | 3, 540, 091 3, 831 4,608 | 28,077 | 3,222,710 

合意 額 5, 331, 480 | 141,000 | 3, 530, 745 3, 745 4.000 19, 284 | 1, 632, 705 

未 合意 額 2, 211.759 | 602,922 9, 346 86 608 8, 793 | 1, 590, 005 

请 | 第 1 て 6 次 |1.181.843 | 654,966 66, 790 64, 968 9,409 | 67,284 | 318,426 

求 その 他 20, 029 0 0 0 0 6, 944 13, 084 

市 町 村 | 谷 于 1,201, 872 | 654, 966 66, 790 64, 968 9,409 | 74,229 | 331,510 

合意 額 106, 729 480 6, 442 32, 752 0 17, 550 49, 506 

未 合 意 額 1, 095, 143 | 654, 486 60, 349 32, 216 9,409 | 56,679| 282,005 

大 域 连 | 请 上 第 1 一 6 次 137, 672 33, 353 0 3, 656 297 | 36,961 63, 405 

6 求 その 他 178 0 0 0 0 175 4 

和 额 き 137, 850 99.958 0 3, 656 297 | 37.196 63, 408 

wy 合意 額 21, 603 0 0 1, 524 0 19, 169 911 

的 合意 額 116, 247 33, 353 2, 132 297 17, 967 62, 498 

※ 本 は 策 末 遇 氷 の も の か ら 、 候 加 の 折 を 氏 し 、 還 所 各 を 際 いた 絡 。 項目 和 に 区 下 拓 人 

請求 次 、 


図表 7-9 


請求 対象 年 度 及び 請求 対象 費用 











































































23 年 11 月 まで に | 23 年 度 に 要 し た | 24 年 11 月 末 ま で |24 年 度 に 要 し た |25 年 11 月 末 ま で | 25 年 度 に 要 し た 
対象 支出 済 の も の 全て の 経費 (第 一 | に 支出 済 の も の | 全て の 経費 (第 三 | に 支出 済 の も の | 全て の 経費 (第 
(人 件 費 等 除く ) | 次 で 請求 済 の も | (人 件 費 等 除く ) | 次 で 請求 済 の も | (人 件 費 等 除く ) | 五 次 で 請求 済 の 
の を 除く ) の を 除く ) も の を 除く ) 
イ 東京 電力 へ の 要請 、 交 渉 等 


二 


これ まで 、 人 岩手 県 及び 市 町 村 等 は 、 東 京 電 
と ら え 東京 電力 に 要請 うと と も に 、 交 渉 





ラー 


条 





に 対し て 誠意 ある 対応 を 求め 、 
を 重ね て きま し た 。 し か し 、 民 間 f 


证 
~~ 
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また 、 あ ら ゆ る 機会 を 








害 者 へ の 賠償 を 優 2 


所 





する と いう や む を 得 な い 側 面 が あっ た も の の 、 
ちな 状況 と な っ て いま し た 。 
に な っ で 。 ようやく 。 
その 提案 内 容 は 


25 年 1 月 
まし た が 、 





Qr[ 























県 と 市 町 
や 交渉 を し て き 








村 等 は 、 東 京 








れ ま で 3 




















渉 を 行い 、 
る よう 強く 





より 、 平 成 23、244 
以降 の 賠償 に つい て も 同 
じ る こと を 求め て 交渉 を 行っ て いま 






































図表 7-10 東京 電力 と の 要請 、 交 


し 入れ を 行い 3 
E 度 損 




















第 / 節 東京 電力 株 式 会 社 に 対す る 損害 賠 





自治 体 へ の 賠償 に 関す る 東京 電力 の 対応 




















原発 事 生か ら 2 年 が 経 と うと し 、 第 一 























東京 電力 か ら 自 治 











損害 に 対す る 全体 的 な 賠償 案 が 提示 








、 県 及び 市 町 村 等 





電力 の この よう な 能 
まし た 。 知 事 と 市 町 村長 
隔 っ て いま す 。 ヨ 
平成 26 年 度 に は 、 平 成 26 年 6 月 の 第 六 次 請 5 











E た 国 








に 対し て も 、 東 京 電力 へ の ] 














ヾ され る に 和 至 





自 償 請 求 の 取組 状況 


は 遅れ が 
次 請求 か ら 一 年 後 と な る 平成 





の 判断 で 実施 し た 放射 線 影響 対策 に つい て は 基本 的 に 賠 
償 対 象 外 と する な ど 、 極 め て 問題 の 多い も の で あり 、 到 底 受 け 入れ られ な いも の で し た 。 


度 を 改め させ る べく 、 民 間 事 業者 へ の 対応 も 含め て 要請 












































EL だ 。 ま 活 、 











害 の 賠償 に つい て 県 と 東 


京 電力 と の 利 











セン ター の 仲介 





に よる 和解 内 容 を 踏ま ほえ 、 東 京 電力 と し て 






































平成 27 年 1 月 に 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター の 1 
h 解 が 成立 し た こと を うけ 、 平 成 25 年 度 
邊 発 的 に 賠償 ! 












































渉 状況 (平成 23 年 度 平 成 26 年 度 ) 


























京 電力 本 店 へ 赴き 、 東 京 電力 社長 に 対す る 直接 要請 を こ 
指導 強化 等 を 求め 要請 を 行っ て きま 
実施 と 併せ て 、 市 町 村長 や 県 幹部 と 東京 
治 体 が 実施 し て きた 放射 線 影響 対策 の 必要 性 を し っ か り と 論議 し 、 速 や か に 賠 


た し た 。 
電力 と の 交 
賞 に 応じ 











1 介 に 








江 に 応 


こ 応 




































































































































































































































































































































































































































































場 所 事 項 (事務 的 な 交渉 等 を 除く ) 
【 平 成 23 年 度 】 
H24. 1.26 | 県 庁 請求 を 実施 (て H23.11 期 分 ) 
3. 7 | 東電 本 店 | 9 る 緊急 要請 (東電 対応 : 廣瀬 常務 (当時 )) 
【 平 成 24 年 度 】 
H24. 6.20 | 県 庁 第 二 次 損 害 賠償 請求 を 実施 (H23 年 度 分 。 一 次 請求 分 を 除く 。) 
7.25 | 東電 本 店 知事 、 I 東京 電力 帳 人 
9.14 | 東電 本 店 岩手 ・ 町 村 会 代表 、 東 京 電力 帆 下 河 邊 
H25. 1.29 | 県 庁 東京 電 治 体 に 対す る 冊 償 索 案 (H23 年 度 分 ) 【 ee 
2. 1 | 県 店 第 三次 損害 苦 償 請求 を 実施 (H24.4~11 期 分 ) 
【平成 25 年 度 】 
H25. 6.21 | 県 庁 第 四 次 損害 賠償 請求 を 実施 (H24 年 度 分 。 三 次 請求 分 を 除く 。) 
東京 電力 に 対し 、 ーー 関す る 公開 質問 を 実施 
7.10 | 県 庁 東京 電力 か ら 、 折 に 関す る 公開 質問 に 対す る 回 答 書 を 受領 
7.11 | 県 庁 東京 電 沿 体 に 対す る 賠償 案 (H24 年 度 分 ) に つい て 提示 
7.24 | 東電 本 店 知事 、 市 長 会 代表 及び 町 村 会 代表 と 東京 電力 帆 廣瀬 社長 へ 要請 
H26. 1.23 | 原発 ADR 原子 害 紛争 解決 セン ター (原発 ADR) へ 和解 仲介 申立 て 
2. 5 1 県 店 人 (H25. 4 一 11 期 分 ) 
3. 28 東京 電力 、 呑 認 耕 の 答弁 書 を 提出 
【 平 成 26 年 度 】 
H26. 4.10 | 県 庁 東京 電 賠償 案 (H25 年 度 分 ) に つい て 提示 
4.18 東京 電力 、 a 毎 の 具体 的 な 認 否 を 回 答 
6.19 | 県 庁 第 六 次 损害 赔偿 请 H25 年 度 分 。 五 次 請求 分 を 除く 。) 
8.28 原発 ADR、 県 及び 東京 電力 へ 和解 案 骨子 を 開示 
9.11 | 盛岡 市 内 李 ん | 市 町 村 等 担当 者 会 議 に お いて 、 原 発 ADR 審 理 経過 に つい て 説明 
10.28 原発 ADR、 県 及び 東京 電力 へ 和解 案 を 提示 
11.11 東京 電力 が 原発 ADR へ 和解 案 を 受諾 する 旨 を 回 答 
12.10 12 月 県 議会 定例 会 で 和解 議案 が 可決 
H27. 1. 6 県 と 東京 電力 の 和解 が 成立 (H23>H24 年 度 分 ) 
2.13 東京 電力 に 対し 、 i こ 関 する 芋 を 送付 
3.10 | 県 庁 東京 電力 か ら 質 疑 書 答 書 を 受 























第 2 章 平成 26 年 度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 


ウ 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター へ の 和解 仲介 の 申立 て 
























































































































































































































































































































































































































































東京 電力 は 、 県 や 市 町 村 等 が 実施 し た 放射 線 影響 対策 に 要 し た 費用 に つい て 、 原 則 と し て 賠償 対象 
を 政府 の 指示 等 に も と づき 負担 を 余儀 な くさ れ た も の に 限り 、 県 及び 市 町 村 等 の 判断 で 実施 し た 放射 
線 影響 対策 に つい て は 必要 か つ 合 理 的 な が も の と は 認め られ な いと し て 賠償 対象 外 と する な ど 、 賠 償 に 
消極 的 な 姿勢 に 終始 し 、 賠 償 金 の 支払 い は 東京 電力 が 「 賠 償 対 象 」 と 認め た 一 部 の 費用 に 留まっ て い 
まじ た 。 
東京 電力 と 直接 交渉 を 重ね る だ け で は 、 そ れ 以 上 の 具体 的 な 交渉 の 進展 が 期待 で き な い 現状 で ある 
と の 認識 に 至り 、 平 成 26 年 1 月 か ら 4 月 に か け て 、 県 と 市 町 村 等 36 団 体 が 協調 し て 原子 力 損害 賠償 紛 
争 解決 セン ター (以下 「 紛 争 解決 セン ター」 と いう 。) に 対し 和解 仲介 の 申立 て を 実施 し まし た 。 (区 
表 7 -11) 
図表 7-11 紛争 解決 セン ター 申立 団体 状況 (単位 : 千 円 ) 
申立 額 団体 名 備考 
県 634, 203 | 岩手 県 
盛岡 市 、 宮 古市 、 大 船渡 市 、 花 巻 市 、 北 上 市 、 久 慈 市 、 遠 野市 、 
平泉 町 、 岩 泉町 、 普 代 村 、 洋 野 町 、 一 戸 
久慈 広域 連合 、 盛岡 ・ 紫 濾 地 区 環境 施設 組合 、 盛岡 地区 衛生 処理 組合 、 
岩手 県 競馬 組合 、 津 石 ・ 沙 沢 環境 組合 、 宮 古 地区 広域 行政 組合 
i 1, 469, 682 





























紛争 解決 セン ター で の 審理 は 、 申 立 額 が 最大 で 損 





われ る こと と な り ま し た 。 平成 26 年 3 


指名 され 、 紛 争 解決 セン ター に お ける 審理 が 本 格 的 
争 解決 セン ター か ら の 指示 を 受け 、 東 京 電力 カ 


立 
粉 


























1 7 同 、 


























18 日 に 請求 項目 毎 の 具体 
「 必 要 か つ 合 理 的 な 範囲 
外 と する も の で し た 。 
紛争 解決 セン ター か ら 
料 提出 を 求め る 照会 が あ 
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F 成 26 年 8 月 





28 









































給 し た 人 件 費 に つい て は 、 
分 6 千 4 百 万 円 余 に つい 
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ヽ ュー 






































を 行う 答弁 
を 超え て いる 」 あ る い は 「E 




















書 が 提出 され 
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ロペ 





























県 の 





























原発 事故 と の 相当 


日 、 紛 争 解決 セン ター か ら 正 式 な 和 
ま し た 。 和解 案 骨 子 に お ける 和解 金額 案 は 2 億 5 千 
県 の 主張 どおり その 大 部 分 が 損害 と 認め られ て お り 、 





























て は 県 の ヨ 
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さき が 
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zz 三 二] な を 
ンド 人 


E HD = ゴ 





関係 の f 


























量 角 | 
影響 





対策 の 必要 性 ・ 


立て に つい て 和解 人 
に 開始 され まし た 。 
ゝ ら 同 年 3 月 28 日 に 概括 認 否 の 答弁 





合理 上 





も 多岐 に わた る 県 に 係る 審 



































理 が 先行 し て 行 
介 手 続き を 行う 仲介 委員 が 











まし た が 、 そ の 内 容 は 、 多 く の 項 
治 体 の 本 来 業 務 で ある 」 な ど と し て 支払 の 対象 


の た め 、 県 に 対し て 追加 の 
れ に 対応 する ほか 、 必 要 に 応じ て 紛争 有 
接 口 頭 で の 説明 を 行う な ど 、 県 が 実施 し て きた 放射 線 


呈 決 セン タ 

















笑 案 の 提示 に 2 





ーー 

















万 | 




















認め られ た も の で し た 。 
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E の 説明 に 努め 
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ー の 調査 官 【 








が 、 同 年 4 月 
に つい て 、 











説明 や 資 


= 
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E し た 。 


E 立 っ て 、 和 和解 案 骨子 が 開示 され 
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表 7-12) 








山本 


ほし た 職員 ( 
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] 余 で あり 、 そ の 内 容 は 、 事 業 費 に つい て は 
E た 、 放 射線 影響 対策 業務 に 従 
県 が 主張 し た 金額 が 認め られ た も の で は な いも の の 、 超 過 勤 務 手 当 の 実績 
張 通 り 認 め ら れ て いる ほか 、 勤 務 時 間 
時 間 内 に 原発 事故 対応 業務 を 行っ た こと に より 他 の 業務 を 勤務 時 間 外 に 行う こと と な っ た 「# 
間 外 」 の 考え 方 に よる 損害 7 千 2 百 万 


= 


支 


内 の 人 件 費 に つい て 、 勤 務 





主 
し 時 











第 7 節 東京 電力 株 式 会 社 に 対す る 損害 賠償 請求 の 取組 状況 


図表 7-12 「 和 解 案 骨 子 」 に お ける 和解 額 案 (単位 : 千 円 ) 






























































事業 費 等 117, 200 114,700 | 97.99% | 5 件 463 千 円 を 除き 相当 因果 関係 を 認定 。 項 目 毎 端 数 切捨て 。 
人 件 517, 003 137,000 | 26.5% | 超過 勤務 手当 64, 740 千 円 の 他 に 勤務 時 間 内 分 72, 260 千 円 。 
合 計 634, 203 251,700 | 39.7% 


























県 は 、 和 解 案 骨子 の 内 容 に つい て 、 協 調 し て 申立 て を 行っ て いる 市 町 村 等 の 意見 を 
和解 案 骨子 で 損害 と 認め られ な か っ た 経費 に つい て 補足 説明 を 行う な ど 引 き 続 き 審理 
平成 26 年 10 月 28 日 、 紛 争 解決 セン ター か ら 和 解 案 の 提示 が あり まし た 。 そ の 内 容 は 、 和 和解 案 骨子 と 
ま ぼ 同 内 容 で は あり まし た が 、 和 解 案 骨子 に 対す る 県 か ら の 意見 ・ 説 明 を 踏ま え 、 人 件 費 等 に 係る 損 
害 5, 000 千 円 が 追加 で 認め られ 、 和 解 額 案 は 2 億 5, 670 万 円 と な っ て いま し た 。 (図表 7 -13) 


確認 し な が ら 、 
に 対応 し まし た 。 









































図表 7-13 「 和 人 解 案 」 に お ける 和解 額 案 





(単位 : 千 円 ) 
















































































5 4 件 371 千 円 を 除き 相当 因果 関 
事 等 117, 200 115, 700 114, 700 1, 000 98. 79 a 
ーー 人 係 を 認定 。 項 目 毎 端数 切捨て 。 
超過 勤務 手当 64, 740 千 円 の 他 
517, 003 141, 000 137, 000 4, 000 27. 396 
Re 。 に 勤務 時 間 内 分 72, 260 千 円 。 
合 和 634, 203 256, 700 251, 700 5, 000 40. 5% 
和解 案 に つい て 、 同 年 11 月 11 日 に 東京 電力 が 受諾 の 意向 を 表明 し 、 県 と し て も 、 和 解 案 は 県 の 主張 











を 十分 に 堆 本 し 、 実 態 に 則 し た 妥当 な 内 容 と 考え られ た こと か ら 、 こ れ を 受諾 し 、 平 成 24 年 度 ま で の 
対策 費用 に つい て 和解 が 成立 し まし た 。 こ の 和解 に より 立 対 象 で ある 平成 23 年 度 及 び 平 成 24 年 度 
分 の 請求 額 に 対す る 賠償 額 の 割合 は 92.19% と な っ て いま す 。 (図表 7 -14) 
























































図表 7-14 損害 賠償 請求 額 、 





受領 額 及び 紛争 解決 セン ター で の 和解 額 の 状況 (単位 : 千 円 ) 


















































平成 23-24 年 度 分 | 4, 749, 438 | 4,115, 423 634, 203 | 256,700 40.5% 4 372, 123 92. 19%6 
平成 25 年 度 分 2, 793, 801 | 1,216,057 | 直接 交渉 中 (状況 に よっ て は 原発 ADR へ の 申立 も 検討 。) 
平成 23-25 年 度 計 | 7, 543, 239 | 5,331,480 











平成 26 年 4 月 以降 、 県 と 協調 し て 申立 て を 行っ た 市 町 村 等 の 審理 が 順次 開始 され まし た 。 平成 27 有 
0 和解 が 成立 し て いま す 。 それ 以外 の 31 団 体 に つい て は 、 
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紛争 解決 セン ター に お いて 審理 が 進め られ て いま す 。 (図表 7 -15) 

図表 7-15 県 、 市 町 村 、 広 域 連 合 等 の 紛争 解決 セン ター 申立 状況 (平成 27 年 3 月 末 現 在 、 単 位 : 千 円 ) 

岩 手 県 634, 203 0 634, 203 256, 700 40.5% | 和解 成立 

市 町 村 等 834, 718 831, 462 3, 256 3, 162 97.1% 
市 町 村 764, 858 762, 098 2, 760 2, 700 97.8% | 3 団体 和解 成立 
広域 連合 等 69, 860 69, 364 496 462 93.1% | 2 団体 和解 成立 
合 計 1, 468, 921 831, 462 637, 459 259, 862 40.8% 



































第 2 章 平成 26 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 


県 の 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター へ の 申立 額 の うち 人 件 費 損 害 の 申立 額 5 億 1 千 万 


和 案 の 提示 額 は 1 億 4 千 万 円 余 で あり 、 申 立 額 と 和解 額 に 開き が ある も の と な っ て いま す 。 









































これ は 、 











え 、 職 員 が 勤務 時 間 内 に 放射 線 影 響 対策 に 従 ヨ 
て 、 紛 争 解 決 セ ンタ ー の 和解 案 で は 、 追 加 的 な 
間 内 に 従事 し た 分 を その まま 全て 損害 と し て 認め る こと は で き な い と され た こと に よる も の で す 

同 セ ンタ ー で は 、「 勤 務 時 間 内 に 本 件 事故 対 
な く な る こと は 経験 則 上 認め られ る 」 





行う こと と な っ た いわ ゆる 
具体 的 に は 、 






































24 年 度 ) と 基 浴 期間 に お ける 超過 勤務 手当 の 額 の 差 (その 全部 又は 
「 そ の 差額 が 、 基 本 





県 の 場合 に は 、 
と 考え られ る 」 と し 、 





県 が 人 件 費 損 害 の 算定 に 際 し 、 



































「 押 出し 時 間 外 」 





原発 事故 に よる 損害 は 、「 対 


支出 が 発生 し て いな い 





応 業務 を 行 
と し て 勤務 


































































































の 割合 を 8 割 と し て 損害 額 を 























この よう に し て 人 算定 され た 和解 案 の 人 件 費 賠 償 額 に つい て は 、 県 の 主張 どおり の 人 金額 で は な いも の の 、 職 
員 が 勤務 時 間 の 内 外 に わた っ て 放射 線 影響 対策 に 従事 し た 県 の 実態 を 踏ま ほえ て 算定 され て いる も の で ある 


























立て を 行っ た 
部 ) と し て 顕 れ る 」 と 
向 に は 放射 線 影響 対策 と 東日本 大 震 災 津波 対応 業務 に よっ て 生じ た も の 
(東京 電力 が 賠償 すべ き ) 放射 線 影響 対策 の 割合 を 2 割 、 東 日 本 大 震 災 津波 対応 業務 
定 し て いま す 。 




















県 が 実施 し て きた 放射 線 影 響 対策 は 、 本 来 は 事故 の 原因 者 で ある 
東京 電力 が 実施 すべ きも の と の 考え か ら 、 放 射線 影響 対策 に 従事 し た こと に よる 超過 勤務 手当 の 支給 額 に 加 
し た 時 間 に 相 当 す る 全て の 人 件 費 を 計上 し て いた の に 対し 
こと 等 か ら 、 判 例 に 照ら し て 、 勤 務 時 








っ た 結果 、 通 常 業 務 を 勤務 時 間 外 に 行わ ざる を 得 
時 間 内 に 業務 を 行っ た こと に より 他 の 業務 を 勤務 時 間 外 に 
の 損害 を 同 セ ンタ ー の 考え 方 に より 算定 し て いま す 
象 期間 (今回 同 セン ター へ 


中 

















成 23 年 度 及 び 平 成 
し た うえ で 、 























こと か ら 、 和 解 案 と し て は 有 当 な も の で あり 、 県 と し て 受諾 する こと が 適当 と 判断 し た も の で す 。 


ける 人 件 費 損害 額 算 


(参考 ) 県 の 和解 案 に お 














| 人 件 費 に 係る 損害 人 額 

















「【 対 象 年 度 の 事故 由来 の 超過 勤務 手当 】 : (A) 











| 十 (【 対 象 年 度 の 超過 勤務 











の 基本 的 な 考え 方 


本 





E 当 】 一 【 基 準 年 度 の 超過 和 勤務 手当 】) X 事 故 対応 割合 



































| 一 (A) 対象 年 度 の 事故 


























来 の 超過 勤務 手当 : (B) 


















































注 1 (B) が 「 押 出し 時 間 外 」 と し て 算定 され る 部 分 。(B) が マイ ナス と な る 場合 に は 、(B) の 値 に 関わ | 
_ ら ず 、(A) の 金額 ( 超 過 勤務 手当 支給 額 ) を 損害 と し て 算定 。 
人 件 費 損 害 に 関す る 県 及び 東京 電力 の 主張 並び に 紛争 解決 セン ター の 和解 案 の 考え 方 

3 紛争 解決 セン ター の 
中 の ) - 证 1 
勤務 時 間 外 の | 県 が 実施 し て きた 放射 線 影 政府 指示 等 に 基づい て 実施 を | 原発 事故 と の 相当 因果 関係 を 











超過 勤務 手当 











対策 業務 に 係る 超過 勤務 手 











支給 額 


支給 額 の 全て が 損害 





余儀 な くさ れ た 業務 (た だ し 
検査 計画 の 策定 や 検査 結果 の 
公表 な ど 裁 量 の 余地 の 大 きい 
業務 を 除く 。) に 係る 支給 額 の 
み が 対 象 


























その まま 認め る こと が で きる 
(損害 と し て 認め られ る )。 








勤務 時 間 内 の 
従事 時 間 相 当 
の 給与 費 等 











の を 代行 














の 全額 が 








来 東京 電力 が 実施 すべ きも 
し た も の で あり 、 業 
務 従事 時 間 に 相 当 す る 人 件 費 





こっ 
パロ 
































時 間 内 人 件 費 は 原発 事故 は な 
く て も 発生 し た も の と 考え ら 
れ 、 追 加 的 支出 に は あたら な 
いこ と か ら 賠 償 対 象 外 。 





























勤務 時 間 内 に 従事 し た 時 間 に 
相当 する 人 件 費 の 全額 を その 
まま 損害 と し て 認め る こと は 
で き な い が 、 い わ ゆ る 「 押 出 
し 時 間 外 」 の 損害 が 認め られ 
る 。 



































エ 下水 道 事業 の 請求 ・ 





原発 事故 以来 、 流 域 下水 道 施設 か ら 排 出さ れる 脱水 汚泥 や 焼却 灰 等 を 処分 する た め に は 、 
] が 必要 と な っ て いま す 。 こ れ に つい て 、 東 京 電力 か ら 示さ れ た 




















質 の 影響 に より 追加 的 費 


支払 状況 





























業 に 対す る 賠償 基準 」 に 従い 損害 賠償 請求 を 実施 し て いま す 。 



































平成 23 年 度 か ら 平 成 25 年 度 ま で に お ける 損害 賠償 請求 に つい て は 、 
全額 が 支払 われ まし た 。 平 成 26 有 
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] 余 に 対し 、 和 解 














図表 7 -17 の と お り 請 求 額 の 
E 度 以降 の 損害 に つい て も 、 引 き 続 き 賠 償 請 求 を 行っ て いき ます 。 



























































































































































第 7 節 東京 電力 株 式 会 社 に 対す る 損害 賠償 請求 の 取組 状況 
図表 7-17 下水 道 事業 損害 賠償 請求 ・ 支 払 状況 (単位 : 円 ) 
賠償 請求 日 | 請求 内 容 請求 金額 支払 金額 支払 日 備考 
H24.11.8 | 放射 線 測定 費用 2, 819, 845 | 2,819,845 | H25.3.8 | H23 年 度 分 

汚 決 汚泥 ・ 焼 却 灰 等 管 ・ 処 分 に 係る 追 
汚染 汚泥 ・ 焼 却 灰 等 の 保管 ・ 処 分 に 係る 追加 28, 165.282 | 28.165.282 
的 費用 
合 “局 30, 985, 127 | 30, 985, 127 
H26. 2.27 | 放射 線 測定 費用 1. 528, 800 | 1,528,800 | H26. 5.16 | H24 年 度 分 
汚染 汚泥 ・ 焼 却 灰 等 の 処分 に 係る 追加 的 費用 | 17, 399, 393 | 17, 399, 393 
合 計 18, 928, 193 | 18, 928, 193 
H26. 9.17 | 放射線 測定 費用 1, 146.600 | 1.146,600 | H26.1121 | ps 年 度 分 
汚染 汚泥 ・ 焼 却 灰 等 の 処分 に 係る 追加 的 費用 | 17, 909, 606 | 17,909, 606 
合 放 19, 056, 206 | 19, 056, 206 


























オ 工業 用 水道 事業 の 請求 ・ 支 払 状況 
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( ウ ) 


損害 の 発生 、 東 京 電力 に 対す る 損 











東京 








電力 原子 力 発電 所 
が 検出 され て お り 、 





# 履 以来 、 工 業 用 
この た め 、 

















水 の 製造 過程 
順 害 が 生じ て いま す 。 





























以下 の 


害 賠償 請求 受付 、 平 成 23 年 度 損害 賠償 人 金 の 支払 い 
で 排出 され る 「 脱 水 汚泥 」 か ら 放 射 性 物質 








【 工 業 用 水道 事業 に お ける 損害 】 


・ 放 射 





・ 放 射 





. 污 泥 


回 


・ 検 査 ・ 


性 








性 物質 を 一 














処分 が 通常 
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電力 は 、 








平成 23 4 


FE 3 月 11 日 
害 に つい て 、 平 成 24 年 5 月 か ら 賠 償 ョ 


物質 濃度 の 測定 に i 
持 保管 する た め 
より 割高 
EE 処分 等 を 行う た め の 人 件 費 




















に 要 し た 追加 的 費 
と な っ て お り 、 そ の 割高 




































































































































































まで の 人 件 費 を 除く 工業 用 水 
青 求 の 受付 を 開始 し まし た 。 























道 の 被 















































































































































受付 開始 を 受け 、 被 害 額 を 算定 し 、 平 成 23 年 11 月 30 日 まで の 経費 の うち 、 一 般 会 計 か ら の 人 負 
担 金 を 除い た 額 を 平成 24 年 6 月 13 日 に 賠償 請求 し 、 東 京 電力 と 協議 を 進め まし た 。 

協議 の 結果 、 平 成 24 年 12 月 5 日 に 岩手 県 企業 局 と 東京 電力 と の 間 で 損害 賠償 の 合意 書 を 締結 し 、 
平成 24 年 12 月 13 日 に 東京 電力 か ら 平 成 23 年 3 月 11 日 か ら 平 成 23 年 11 月 30 日 まで を 対象 期間 
と し て 、 損 害 賠償 金 769, 020 円 が 支払 われ まし た 。 




















な お 、 平 成 23 年 12 月 1 日 
会 計 負 担 金 ) で 有 











平成 24 年 度 賠償 金 の 支払 い 





平成 25 年 7 















































| 31 日 に 、 


通知 を 受け まし た 。 
被害 額 算定 の 結果 、 
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月 6 
協議 の 結果 、 
し 、 平 成 25 年 
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平成 25 
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成 25 年 




















平成 26 年 度 の 取組 み 


平成 26 年 度 も 引き 続き 放射 線 


と し て いま す 。 
し て お り 、 





継続 
れる よう 求め て 


放射 線量 測定 * 
監視 (人 
\ き ます 。 














か ら 
措 わ れ た こと か ら 、 


東京 電力 か ら 平 成 24 年 


件 費 を 除く 経費 の うち 、 

る 務 室 を 通じ て 東京 電力 に 請求 し 、 
年 12 月 20 日 に 岩手 
(収入 確認 : : 
E3 月 まで を 対象 期間 と し て 、 











F 成 24 年 3 月 31 日 まで の も 

































































県 企業 局 と 東京 
成 26 年 1 月 6 日 
損害 賠償 金 91, 123 






















































































量 等 の 測定 を 行う た 
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害 に つい て は 、 
順 害 賠償 金 は 発生 し て いま せん 。 





一 般 会 計 か ら の 負担 金 を 除い た 人 額 を 1 
協議 を 進め ひま し た 。 

電力 と の 間 で 損害 賠償 の 
) に 東京 電力 か ら 平 成 24 年 4 月 か ら 平 
] が 支払 われ まし た 。 ( 





め の 人 件 費 に つい て 、 
き 果 が 基準 値 以下 で 安定 し て いる も の の 、 


こ 定 ) の 必要 性 に つい て 、 東 京 電力 が 十分 に 理解 し 、 








国 か ら の 支援 (一 般 


度 請求 (H24. 4. 1 ~H25. 3.31) の 受付 開始 の 


成 25 年 11 














合意 書 を 締結 
































尺 表 7 -18) 











東京 電力 に 請求 する こと 
安全 を 確認 する た め に 測定 
早期 に 賠償 金 が 支払 わ 























第 2 章 平成 26 年度 に 実施 し た 対策 等 に 関す る 報告 
















































































































































































図表 7-18 工業 用 水道 損害 賠償 請求 ・ 支 払 状況 (単位 : 円 ) 
賠償 請求 日 請求 内 容 請求 金 東電 支払 額 过 尼 旧 | 備考 
工業 用 水 ・ 汚 泥 等 の 放射 線 測定 費用 332, 220 332, 220 
汚染 発生 土 等 の 保管 に 係る 追加 的 費用 148, 050 148, 050 _ 
Re 汚染 発生 土 等 の 処分 に 係る 追加 的 費用 288, 750 288, 750 H24. 12. 13 | H23 年 度 分 
合 計 769, 020 769, 020 
脱水 汚泥 の 放射 線 測定 費用 6, 615 6, 615 
H25.11.6 | 脱水 汚泥 の 処分 に 係る 追加 的 費 84, 508 84, 508 | H25.12.30 | H24 年 度 分 
合 計 91, 123 91, 123 
※ 請 求 金 額 に 人 件 費 は 含ま れ な い 。 人 件 費 に つい て は 工業 用 水道 分 を 含め 県 (総務 部 総務 室 ) が 一 括 し て 原発 ADR に 申し 立て を 
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第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 





平成 27 年 度 に 実施 する 対策 等 


第 1 節 放射 線量 等 の 測定 に 関す る 取組 





画 予算 額 





※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含ん で 合計 し た 金額 で す 。 
画 主 な 取組 
@ 県 民 の 健康 と 安全 を 守る た め 、「 上 原子力 発電 所 事故 に 伴う 放射 線量 等 測定 に 係る 対応 方 針 」 に 基 づ 
き 、 市 町 村 等 と 連携 し な が ら 、 県 内 全域 で きめ 細か な 測定 を 行い 、 測定 結果 を 県 公式 ホー ムペ ー ジ 等 
を 通じ て 県 民 等 へ 速やか に 情報 提供 し ます 。 
人 @ 原発 事 改 に よる 生活 環境 へ の 影響 を 把握 する た め 、 モ ニタ リン グ ポ スト 10 箇所 に お ける 24 時 間 体 
制 の 放射 線量 や サー ベイ メー タ に よる 県 内 の 代表 的 な 55 地点 の 放射 線量 の 毎月 の 測定 、 県 立 学校 や 
県 立 病 院 な ど 県 有 施 設 の 放射 線量 を 定期 的 に 測定 し ます 。 
@ 水道 水 、 雨水 や ちり な どの 降下 物 や 、 廃棄 物 処理 施設 に お ける 焼却 灰 、 下 水 汚 ? 
放射 性 物質 濃度 も 定期 的 に 測定 し ます 。 
@ 各 広 域 振 興 局 、 教 育 事務 所 等 に 配備 し て いる サー ベイ メー タ を 市 町 村 等 へ 貸出 を 行い 、 放射 線量 測 
定 を 支援 し ます 。 



















































































































































































[ 業 用 水 な どの 
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国平 成 27 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (放射 線量 等 の 測定 ) 


原子 力 発電 所 事故 に よる 本 県 の 
環境 放射 能 水準 調 放射 性 物質 に よる 影響 を 把握 する 
査 費 ( 細 事 業 : 環 境 | Aa た め 、 本 県 独自 に 放射 線量 等 の 測 
放射 能 モ ニタ リン グ | デー" ”| 定 調査 を 実施 し 県 民 等 へ 情報 提供 
強化 費 を 含む 。) する こと に より 、 安 心 ・ 安 全 に 資す 
る も の 

工業 用 水 及 び 脱 水 汚泥 の 放射 性 
物質 濃度 の 測定 を 行う も の 

県 立 学校 に お ける 調査 ・ 測 定 、 除 

放射 線 対策 費 」 983 | 染 、 暴 立 学 校 牧 草地 等 除 染 去 行 3 
も の 

県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 の 

測定 、 学 校 給 食 食材 等 放射 性 物 

質 濃度 の 測定 を 行う も の 





工業 用 水道 事業 








児童 生徒 放射 線 対 
策 支援 事業 費 

















7 ら 5 


| 第 3 章 平成 27 年 度 に 実施 する 対策 等 了 
e 第 2 節 放射 線量 等 の 低減 に 関す る 取組 





画 予算 額 


当初 予算 額 34, 464 千 円 73, 159 千 円 全 38, 695 千 円 


※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含ん で 合計 し た 金額 で す 。 
画 主 な 取組 
@ [放射 線量 低減 に 向け た 取組 方 針 」 に 基づき 、 前 年 度 に 引き 続き 放射 性 物質 汚染 対処 特別 措置 法 に 
定め る 汚染 状況 重点 調査 地域 と し て 指定 を 受け た 一 関 市 、 奥州 市 及び 平泉 町 に つい て 、 放射 線 の 影響 
を 受け や すい と され る 子ども の 健康 を 重視 する 観点 か ら 、 県 立 学 校 等 の 放射 線量 の ON 
い 、 そ の 結果 、 低 減 措 置 実施 の 目安 で ある 毎時 1 マイ クロ シー ベル ト を 超え た 場合 に は 、 除 染 等 の 低 
減 措置 を 実施 し ます 。 
@ 市 町 村 等 の 円 滑 な 低減 措置 等 の 実施 を 支援 する た め 、 放 射 性 物質 の 除去 ・ 低 減 技術 の 情報 提供 や 除 
染 等 の 費用 の 補助 を 行う と と も に 、 放射 性 物質 に 汚染 され た 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 の 技術 的 支援 
や 道路 側溝 汚泥 の 一 時 保管 設備 設置 費用 の 補助 な ど を 行い ます 。 
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国平 成 27 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (放射 線量 等 の 低減 ) 


放射 性 物質 除去 ・ 低 減 措置 推進 の 
ー 環 と し て 、 放 射 性 物質 除去 ・ 低 減 
技術 の 情報 収集 と 、 生 活 圏 、 農 林 
生産 環境 及び 廃棄 物 を 重点 に 、 県 
内 に お いて 適用 で きる 除去 ・ 低 減 
技術 の 実証 試験 等 を 実施 し 、 市 町 
村 等 へ 情報 提供 する も の 
市 町 村 に よる 円 滑 な 除 染 を 推進 す 
る た め 、 除 染 等 に 要する 費用 に つ 
放射 線 対策 費 環境 生活 部 | いて 補助 する と と も に 、 県 民 に 対し 
て 放射 線 に 対す る 理解 を 深め る た 
め 基 礎 知識 を 普及 互 発する も の 
放射 性 物質 に 汚染 され た 道路 側溝 
汚泥 の 処理 を 推進 する た め 、 汚 染 
状 占 調 牙 に 指定 - 貞 
灶 和 Te ， リー ト 製 等 の 一 時 仮 置 施設 を 設置 
する 場合 (国庫 補助 事業 対象 外 に 
限る ) に 、 そ の 経費 に 対し て 一 部 を 
支援 する も の 
県 立 学校 に お ける 調査 ・ 測 定 、 除 
放射 線 対 策 費 【 再 ' 983 | 峡 、 県 立 学 校 牧草 地 等 除 染 を 行う 
も の 


A 38,695 【 再 掲 】 含 む 


放射 性 物質 除去 ・ 
低減 技術 実証 事業 
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EE EE 
e 第 3 節 県 産 食 材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 





画 予算 額 


当初 予算 額 2, 569, 453 千 円 3, 214, 269 千 円 全 644, 816 千 円 


※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含ん で 合計 し た 金額 で す 。 
画 主 な 取組 
@⑯ 消費 者 に 安全 な 県 産 食 材 等 を 供給 し て いく た め 「 県 産 食材 等 の 安全 確保 方 針 」 等 に 基づき 、 市 町 村 
定 関 係 団体 と 連携 し て 、 農 林 水 産物 、 流 通 食品 、 野 生 鳥獣 肉 、 給 食 食材 の 放射 性 物質 濃度 に つい て 、 
計画 的 に きめ 細か な 検査 を 実施 し 、 結 果 等 を 速やか に 公表 し ます 。 検 査 の 結果 、 国 が 定め る 基準 値 を 
超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 は 、 直ちに 出荷 団体 等 に 対し て 出荷 の 自粛 及び 自主 的 な 回 収 を 要 
請 し ます 。 
@ 市 町 村 、 流 通 業 者 か ら の 依頼 に 基づい た 販売 目的 の 県 産 食 材 等 の 精密 検査 や 、 市 町 村 と 連携 し た 野 
生 山菜 、 野 生き の この 全市 町 村 検 査 を 継続 し ます 。 
@⑯ 利用 自粛 の 対象 と な っ た 牧草 地 の 除 染 の ほか 、 国 の 置 定 許 容 値 以 下 の 牧草 地 に つい て も 、 原 乳 10 
ベク レル 未満 対策 と し て の 除 染 や 、 風 評 被害 対策 と し て 市 町 村 が 独自 に 取り 組む 除 染 に つい て 支援 
し 、 粗 飼料 生産 基盤 の 再生 に 向け た 取組 な ど を 進め ます 。 ま た 、 汚染 牧草 等 管理 の 農家 負担 軽減 と 安 
定 的 な 保管 対策 を 支援 し ます 。 
@ 安全 ・ 安 心 な 県 産生 肉 の 供給 体制 を 維持 する た め 、 県 内 外 に 出荷 され る 県 産生 の 全 頭 を 対象 に 、 牛 
肉 の 放射 性 物質 検査 を 継続 し ます 。 和 牛 の 出荷 に 際 し 牧草 中 の 放射 性 物資 濃度 の 検査 を 実施 し 、 牧草 の 
給与 量 等 か ら 和牛 肉 中 の 放射 性 物質 濃度 を 算定 し た 結果 に より 出荷 時 期 を 判断 する な ど 、 適 切な 生産 管 
理 が 行わ れる よう 努め ます 。 
@ 原木 し いた け の 産地 再生 に 向け 、 生 産 者 へ の つなぎ 融資 等 の 経営 支援 を 行う と と も に 、 使 用 自粛 と 
な っ た 原木 ・ ホ ダ 木 の 処理 、 新 た な 原木 の 確保 ・ ホ ダ 木 造成 、 落 葉 層 の 除去 等 ホ ダ 場 環境 整備 や 、 簡 
易 ヘ ウス の 導入 に よる 赴 地 栽培 か ら 施 設 栽 培 へ の 転換 等 を 支援 し ます 。 
@⑯ 放射 性 物質 の 影響 に よる 風評 被害 を 払拭 し て 、 消 費 者 の 信頼 を 回 復 し 、 い わ て プラ ンド を 再生 する 
た め 、 県 産品 の 魅力 を 消費 者 に 直接 届け る 等 、 販売 機会 の 拡大 を 支援 する と と も に 、 市町村 や 生産 者 
団体 等 が 行う 県 産 農林 水産 物 の 安全 性 の 確保 に 係る 取組 を 支援 し ます 。 
@ リス クコ ミュ ニケ ーション や 出前 講座 の 開催 等 に より 、 県 産 食 材 等 の 安全 性 を 広く アピ ー ル する 取 
組 を 積極 的 に 展開 する こと に より 消費 者 の 安全 ・ 安 心 の 確保 や 風評 被害 の 解消 ・ 防 止 に 取り 組み ます 。 
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































国平 成 27 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (県 産 食 材 等 の 安全 確保 ) 








食 の 安全 ・ 安 心 を 確保 する た め に 、 
環境 生活 部 4197 3791 406 | 食品 の 放射 性 物質 検査 を 実施 し 、 よ 
り 多 く の 情 報 を 県 民 に 発信 する も の 
食肉 と し て 活用 され る こと が 多く 、 現 
野生 動物 と の 共 i 
0 在 、 出 荷 制限 指示 が 出さ れ て いる 野 
ee 环境 生活 部 279 285 全 6 | 生 鳥 獣 肉 に つい て 放射 性 物質 検査 
B を 実施 する も の 
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国平 成 27 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (県 産 食 材 等 の 安全 確保 ) 


いわ て ブラ ンド 再 


商工 労働 観 


| 第 3 章 平成 27 年度 に 実施 する 対策 等 3 章 平成 27 年 度 に 実施 する 対策 等 


放射 性 物質 の 影響 に よる 風評 被害 
を 払拭 し て 、 消 費 者 の 信頼 を 回 復 





























、 i 13,982 21,257 人 ム 7,275 | し 、 い わ て ブラ ンド を 再生 する た め 、 
下 在 宁 要 光 部 県 産品 の 魅力 を 消費 者 に 直接 届け 
る 等 販売 機会 の 拡大 を 支援 する も の 
円 滑 な 輸出 に 資す る た め 、 証 明 書 の 
生産 地 証明 等 発 | 商工 労働 観 2 167 2 162 5 迅速 な 発行 が 求め られ る こと か ら 、 
行事 業 費 光 部 発行 手続 専門 の 期限 付 了 臨時 職員 を 
配置 する も の 
福島 原子 力 発 電 所 事故 に 伴う 放射 
性 物質 の 拡散 に より 、 出荷 制 限 や 風 
評 等 の 被害 を 受け た 農業 者 に 対し 、 
農業 経営 安定 緊 農業 経営 継続 に 必要 な 運転 資金 を 
急 支援 資金 利子 | 農林 水産 部 7.500 8.994 全 1,494 | 円 滑 に 供給 する た め 、 岩 手 県 信用 農 
補給 業 協同 組合 連合 会 及び 農業 協同 組 
合 が 被災 農業 者 に 行う 融資 に 対し て 
利子 補給 を 行い 、 末 端 無利子 と する 
も の 
安全 安心 な 県 産生 肉 の 供給 体制 を 
確立 する た め 、 県 内 外 に 出荷 され る 
県 産 牛 肉 安全 安 県 産生 全 頭 の 放射 性 物質 検査 に 係 
心 確立 緊急 対策 | 農林 水産 部 73.682 75.019 人 A1.337 | る 経費 を 助成 する と と も に 、 県 産生 に 
事業 費 対す る 消費 者 の 不安 等 を 解消 する た 
め 風 評 被害 防止 対策 を 実施 する も 
の 
県 産 農林 水産 物 等 の 販路 の 回 復 ・ 
拡大 を 図る た め 、 全 国 の 消費 者 を 対 
いわ て ブラ ンド 再 | 』 象 と し て 、 県 産 農 林 水 産物 の 安全 ・ 
生 推進 事業 費 農林 水産 部 85.640 80.000 5.640 安心 を 発信 する と と も に 、 バ イヤ ー 等 
を 対象 と し た 商談 会 ・ 産 地 見 学会 等 
を 開催 する も の 
加 県 産 農 林 水 産物 の 安全 性 確保 の 取 
SB 組 に 対す る 消費 者 の 理解 増進 を 図 
進 対策 事業 費 補 農林 水産 部 23,000 30,000 全 7,000 | る た め 、 市 町 村 や 生産 者 団体 等 が 行 
且 う 物 産 フ ェ ア 等 の 開催 に 要する 経費 
に つい て 、 補 助 す る も の 
a 土壌 か ら 農作物 へ の 吸収 ・ 移 行 な ど 
農業 生産 環境 放 思 人 
Ei 到 に つい て 科学 的 に 調査 ・ 研 究 し 、 農 
Rt 農林 水産 部 949 961 全 12 業者 等 に 対し て 適切 な 生産 管理 技 
術 等 に 関す る 情報 提供 を 行う も の 
農産 物 放 射 性 物 | 号 3 国 の 通知 に 基づき 県 産 農産 物 の 放 
質 検 査 事業 費 。 | 农林 水 产 部 2695 | 。 全 1 407 | 射 性 物質 濃度 検査 を 実施 する も の 
県 産 畜 産物 の 安全 性 を 確保 する た 
放射 性 物質 被害 め 、 県 内 産 粗 飼料 の 放射 性 物質 の 
畜産 総合 対策 事 | 農林 水産 部 1.527.122 2.170.878 | 4A643,756 | 検査 や 牧草 地 の 除 染 や 汚染 牧草 等 
業 費 の 保管 、 廃 用 牛 の 適正 出荷 を 支援 
する も の 
特 用 林産 物 の 産地 再生 の た め 、 原 
人 NM 木 し いた け の 出荷 制限 解除 に 向け た 
費 ( 特 用 林産 物 放 | 農林 水産 部 58,623 62,640 全 4.017 abe 
射 性 物质 调查 事 信頼 を 回 復 する た め 、 原 木 し いた 
業 ) け 、 ほ だ 木 及び し いた け 原 木 、 そ の 











他 特 用 林産 物 の 検査 を 行う も の 
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国平 成 27 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (県 産 食 材 等 の 安全 確保 ) 





特 用 林産 物 放 射 
性 物質 調査 事業 
費 (きのこ 原木 等 
処理 事業 ) 


農林 水産 部 


全 29,489 


『 第 3 節 県 産 食材 等 の 安全 確保 に 関す る 取組 


出荷 制限 を 解除 する た め に 必要 な 検 
査 に お いて 、 新 た に 指標 値 超過 が 判 
明 し た きのこ 原木 及び ほ だ 木 の 処 
理 、 落 葉 層 除 去 等 の ホ ダ 場 環境 整 
備 を 支援 する も の 





原木 し いた け 経 営 
緊急 支援 事業 費 
(原木 し いた け 経 
営 緊 急 支援 資金 
貸付 金 ) 

特 用 林産 施設 
体制 整備 事業 費 
( 特 用 林産 施設 体 
制 整備 事業 ) 


農林 水産 部 


農林 水産 部 


203.990 


234.022 


259,272 


305,791 


全 55,282 


全 71,769 


出荷 制限 等 に より 資金 繰り が 悪化 し 
て いる 原木 し いた け 生 産 者 の 経営 を 
支援 する た め 、 集 出荷 団体 が 行う 経 
営 支援 資金 の 貸付 に 必要 な 原資 を 
貸付 する も の 

きのこ 生産 の 維持 ・ 増 進 を 図る た め 、 
きのこ 原木 等 の 生産 資材 の 導入 を 
支援 する も の 





特 用 林産 施設 
体制 整備 事業 費 
(原木 し いた け 再 
生産 促進 事業 ) 


農林 水産 部 


放射 性 物質 の 影響 に より 出荷 制限 
が 指示 され て いる 市 町 に お いて 、 簡 
易 ハ ウス の 設置 を 支援 する も の 





試験 研究 費 (林内 
放射 性 物質 モニ タ 
リン グ 調 査 事業 ) 


農林 水産 部 


安全 な シイ タケ 栽培 方 法 を 確立 する 
た め 、 林 床 の 落 葉 層 を 除去 する 等 の 
環境 改善 を 行っ た うえ で 、 代替 ホ ダ 
木 を 設置 する 試験 を 実施 し 技術 開発 
と 効果 を 検証 する も の 





広葉 樹林 モニ タリ 
ング 等 調査 事業 
費 


農林 水産 部 


安全 な きのこ 原木 の 供給 増大 と き の 
こ 原 木 林 の 再生 の た め 、 利 用 可能 区 
域 の 把握 に 係る モニ タリ ング 調査 及 
び 除 染 作 業 の 効果 確認 調査 を 実施 
する も の 





広葉 樹林 再生 実 
証 事業 費 補助 


農林 水産 部 


150,600 


150,600 


放射 性 物質 に より 安全 な きのこ 原木 
や 新 炭 用 材 の 生産 に 影響 を 受け て 
いる 広葉 樹林 の 再生 を 推進 する た 
め 、 伐 採 や 放射 性 物質 の 濃度 測定 
調査 等 の 再生 に 向け た 実証 的 な 取 
組 を 支援 する も の 





水産 物 安全 出荷 
推進 事業 費 


農林 水産 部 


県 産 水 産物 の 安全 性 確保 と 出荷 制 
限 の 早期 解除 を 目的 と し た 、 水 産物 
の 放射 性 物質 検査 を 実施 する も の 





林産 物 処理 支援 
事業 費 


農林 水産 部 


103.246 


放射 性 物質 の 影響 に より 、 一 部 流通 
が 滞っ て いた 樹皮 の 処理 を 支援 する 
も の 





児童 生徒 放射 線 
対策 支援 事業 費 





教育 委員 会 


事務 局 


2.569.453 





3.214.269 
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A 644,816 【 再 掲 】 含 む 


県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 の 測 
定 、 学 校 給食 食材 等 放射 性 物質 濃 
度 の 測定 を 行う も の 








| 第 3 章 平成 27 年 度 に 実施 する 対策 等 了 
e 第 4 節 健康 影響 、 学 校 に 関す る 取組 





画 予算 額 


当初 予算 額 44, 041 千 円 54, 973 千 円 全 10, 932 千 円 


※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含ん で 合計 し た 金額 で す 。 

画 主 な 取組 
@⑯ 東京 電力 原子 力 発電 所 事故 に よる 健康 へ の 影響 に つい て 、 リ スク コミ ュ ニ ケー ショ ン の 観点 か ら 、 

平成 23 年 度 に 調査 対象 と な っ た 子ども に 対し て 、 尿 中 放射 性 物質 の 継続 調査 を 行い 、 検 査 結果 に つ 
いて 、 県 公式 ホー ムペ ー ジ の 他 、 説 明 会 や セミ ナー な ど を 通じ て 、 広 く 県 民 等 に お 知ら せ し ま す 。 

@ 東京 電力 原子 力 発 電 所 事 逆 に よる 健康 へ の 影響 に つい て 、 住民 に 最も 身近 な 相談 窓口 で ある 市 町 村 
が 行う 個別 健康 相談 等 の 事業 に 要する 経費 の 一 部 を 補助 し ます 。 

⑯ 見 童 生徒 の 安全 を 確保 し 、 保 護 者 の 不安 を 解消 する た め 、 県 立 学校 に お ける 放射 線量 の 測定 を 行う 
と と も に 、 学 校 給食 食材 等 の 放射 性 物質 濃度 検査 を 行い ます 。 ま た 、 測定 機器 を 持た な い 市 町 村 等 か 
ら の 依頼 に よる 給食 食材 等 の 放射 性 物質 濃度 測定 な ど を 行い ます 。 








































































































































































































































































































国平 成 27 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (健康 影響 、 学 校 の 対策 ) 


東京 電力 原子 力 発電 所 事故 に よる 
健康 へ の 影響 に つい て 、 リ スク コミ ュ 
放射 線 健康 影響 | LuLu ニケ ーション の 観点 か ら 、 平 成 23 年 
調査 費 HG 度 に 調査 対象 と な っ た 子ども に 対し 
て 、 尿 中 放射 性 物質 の 継続 調査 を 行 
う も の 
東京 電力 原子 力 発 電 所 事故 に よる 
放射 線 健 康 相談 健康 へ の 影響 に つい て 、 住民 に 最も 
等 支援 事業 費 補 | 保健 福祉 部 ん A1.740 | 身近 な 相談 窓口 で ある 市 町 村 が 行う 
助 個別 健康 相談 等 の 事業 に 要する 経 
費 の 一 部 を 補助 する も の 

県 立 学校 に お ける 調査 測定 、 除 
a ん A8.983 | 染 、 県 立 学 校 牧草 地 等 除 染 を 行う も 
の 











児童 生徒 放射 線 県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 の 測 
対策 支援 事業 費 45 | 定 、 学 校 給食 食材 等 放射 性 物質 濃 
【 再 掲 】 度 の 測定 を 行う も の 


ム 10.932 【 再 掲 】 含 む 
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第 5 節 風評 被害 対策 、 情 報 発信 、 


第 5 節 風評 被害 対策 、 情 報 発信 、 普 及 啓 発 、 そ の 他 に 関す る 取組 


普及 世 発 、 そ の 他 に 関す る 取組 





画 予算 額 


※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含ん で 合 
主 な 取組 

































































客 な どの 回 復 に 努め ます 。 





計 し た 金額 で す 。 


@⑯ 本 県 の 自然 や 風土 、 県 産 食 材 等 県 産品 な どの 魅力 等 を 各 租 
に より 、 本 県 へ の 放射 性 物質 の 影響 に よる 風評 を 払拭 し 、 


























































































































@ 県 有 施 設 等 の 放射 線量 測定 や 食品 等 の 
ど を 県 公式 ホー ムペ ー ジ や 広報 誌 な ど を 通 
ら せ す る と と も に 、 県 や 市 町 村 等 の 放射 



































⑯ 県 産品 の 魅力 を 消費 者 に 直接 届け る 等 、 販売 機会 
等 が 行う 県 産 農林 水産 物 の 安全 性 の 確保 に 係る 
球 評 を 払拭 し て 、 靖 費 者 の 信頼 を 回 復 し 、 








放射 性 物 
| 


限 影 響 対 

































































発 放 射線 影響 対策 本 部 員 会 議 を 定期 的 に 
対策 を 講じ て いく た め 、 原 発 放 射線 影響 











こ 開催 し ま 























当初 予算 額 219, 099 千 円 239, 719 千 円 全 20, 620 千 円 


媒体 を 通じ て 県 内 外 に 広く PR する こと 
県 産品 等 の 販路 や 消費 、 観 光 客 ・ 教 育 旅行 


の 拡大 を 支援 する と と も に 、 市 町 村 や や 生産 者 団体 


反 組 を 支援 する こと に より 、 放射 性 物質 の 影響 に 
いわ て ブラ ンド の 再生 を 図り ます 。 






































よる 


質 濃 度 測定 の 結果 、 放射 性 物質 に 対す る 基礎 知識 な 





県 内 外 の 皆 


さま に 分 か りや すく 、 タ イム 1! 








ー に お 知 


策 全 般 の 取組 状況 な が ど に つい て 、 そ れ ら を まとめ た 





礎 知 識 の 普及 啓発 や 
ュ ニ ケー ショ ン な ど を 実施 し 、 県 民 の 正しい 知識 と 理解 の 向上 を 図り ます 。 





「 岩 手 県 放射 線 影響 対策 報告 書 」 を 引き 続き 発行 する な ど 、 広 く 情 報 発信 し ます 。 
@ 放射 線 に 対す る 理解 を 深め る た め の 基 




















す 。 ま た 、 









































対策 市 町 村 等 連絡 会 議 を 開催 し ます 。 





食品 の 放射 性 物質 に 対す る リス クコ ミ 


@⑯ 東京 電力 原子 力 発電 所 事故 に よる 放射 線 の 影響 に つい て 、 本 県 と し て 必要 な 対策 を 講じ る た め 、 原 
市 町 村 等 と の 情報 共有 を 進め 、 連 携 し て 





国平 成 27 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (風評 被害 対策 、 


情報 発信 、 普 及 啓 発 、 そ の 他 ) 





危機 管理 対策 費 | 総務 部 2.561 


3.223 


全 662 


原発 放射 線 影響 対策 の 企画 調整 や 
東京 電力 へ の 賠償 請求 等 、 原 発 放 
射線 影響 対策 の 推進 に 必要 な 体制 
を 整備 する と と も に 、 引 き 続 き 「 岩 手 
県 放射 線 影 響 対策 報告 書 」 を 発行 
し 、 情報 発信 を 行う も の 





放射 線 対策 費 【 再 


掲 】 環境 生活 部 3,792 


3,690 


102 


市 町 村 に よる 円 滑 な 除 染 を 推進 する 
た め 、 除 染 等 に 要する 費用 に つい て 
補助 する と と も に 、 県 民 に 対し て 放射 
線 に 対す る 理解 を 深め る た め 基 礎 知 
識 を 普及 啓発 する も の 





商工 ・ 観 光風 評 対 商工 労働 観 


策 緊急 事業 【 再 | , 11.766 
掲 】 光 部 








23.532 


全 11,766 





損害 賠償 の 相談 等 に 応じ 、 賠 償 請 

を 円 中 に 行う 支援 体制 を 構築 する ほ 
風評 の 払 し ょ くに 資す る た め 、 本 

県 が 持つ 多様 な 観光 物産 資源 の 魅 

力 や 、 震 災 か ら 復 興し た 事業 者 状況 





等 を 全国 に 情報 発信 する も の 
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| 第 3 章 平成 27 年 度 に 実施 する 対策 等 3 章 平成 27 年 度 に 実施 する 対策 等 


国平 成 27 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (風評 被害 対策 、 情 報 発信 、 普 及 啓 発 、 そ の 他 ) 


いわ て ブラ ンド 再 
生 推進 事業 【 再 
掲 】 


商工 労働 観 
光 部 


放射 性 物質 の 影響 に よる 風評 被害 
を 払拭 し て 、 消 費 者 の 信頼 を 回 復 
し 、 い わ て ブラ ンド を 再生 する た め 、 
県 産品 の 魅力 を 消費 者 に 直接 届け 
る 等 、 販 売 機会 の 拡大 を 支援 する も 
の 





三陸 観光 再生 事 
業 費 


商工 労働 観 
光 部 


岩 災 学習 を 中 心 と し た 教育 旅行 を 沿 
岸 地域 の 観光 の 柱 と する た め 、 岩 災 
語り 部 の 育成 ・ ス キル アッ プ な ど 受 入 
態勢 の 整備 を 行う と と も に 、 ホ ー ム ペ 
ー ジ に よる 情報 発信 や 教育 旅行 誘 
致 説明 会 を 通じ た PR な ど 誘 客 に 取 
り 組 む も の 





いわ て 観光 キャ ン 
ペー ン 推 進 協議 


会 負担 金 


商工 労働 観 
光 部 


いわ て DC( デ ステ ィ ネ ーション キャ ン 
ペー ン ) の 取組 に より 構築 し た 官民 
共同 の 取組 を さら に 推し 進め 、 い わ 
て DC の 効果 を 持続 ・ 拡 大 させ る 大 型 
観光 キャ ン ペ ー ン を 実施 する も の 





国際 観光 推進 事 
業 費 


商工 労働 観 
光 部 


アジ ア の 主要 市 場 及 び 裏 州 等 に 対 
し 、 海 外事 務 所 の 活用 等 に より 観光 
情報 の 発信 、 旅 行商 品 の 造成 、 販 売 
促進 を 実施 する も の 





いわ て ブラ ンド 再 
生 推 進 事業 費 【 再 
掲 】 


農林 水産 部 


県 産 農 林 水 産物 等 の 販路 の 回 復 ・ 
拡大 を 図る た め 、 全 国 の 消費 者 を 対 
象 と し て 、 県 産 農 林 水 産物 の 安全 ・ 
安心 を 発信 する と と も に 、 バ イヤ ー 等 
を 対象 と し た 商談 会 ・ 産 地 見 学会 
を 開催 する も の 





いわ て 農林 水産 
物 消 費 者 理解 増 
進 対策 事業 費 補 
助 【 再 掲 】 





農林 水産 部 


219.099 





239,719 
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県 産 農林 水産 物 の 安全 性 確保 の 取 
組 に 対す る 消費 者 の 理解 増進 を 図 
る た め 、 市 町 村 や 生産 者 団体 等 が 行 
う 物産 フェ ア 等 の 開催 に 要する 経費 
に つい て 、 補助 する も の 





A 20,620 【 再 掲 】 含 む 





第 6 節 東京 電力 株 式 会 社 に 対す る 損害 賠償 請求 に 関す る 取組 





e 第 6 節 東京 電力 株 式 会 社 に 対す る 損害 賠償 請求 に 関す る 取組 





画 予算 額 


当初 予算 額 16, 944 千 円 29, 367 千 円 全 12, 423 千 円 


※ 予 算 額 は 他 の 分 野 と 内 容 が 重複 する 事業 を 含ん で 合計 し た 金額 で す 。 
画 主 な 取組 
@ 東京 電力 原子 力 発電 所 事故 に より 生じ た 全て の 放射 線 影 響 対策 費用 に つい て 、 市 町 村 、 広 域 連 合 、 
一 部 事務 組合 と 一 体 と な っ て 、 東 京 電力 に 対 し 損害 賠償 請求 する と も に 、 東 京 電 力 と 各 事 業 の 費用 に 
つい て 交渉 し 、 早 期 の 賠償 人 金 の 受領 を 進め て いき ます 。 
@ 東京 電力 や 国 へ の 要請 等 を 行う と と も に 、 必要 に 応じ て 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター (原発 A 
DR) の 和解 仲介 制度 を 活用 する こと な ど に より 、 早 期 の 損害 賠償 の 実現 に 向け た 取組 を 進め ます 。 
@ 商工 ・ 観 光 業 、 農 林 水 産業 な ど 被 害 を 受け た 事業 者 等 に 対し 、 損害 賠 償 請 求 に 向け た 相談 や 」A グ 
ルー プ の 損害 賠償 対策 協議 会 な ど へ の 活動 文 援 、 東京 電力 や 国 へ の 要請 活動 を 行う な ど 賠 償 金 の 早期 
か つ 確 実 な 支払 い が 行わ れる よ 2 支援 し ます 。 
















































































































































































































































































































































































国平 成 27 年 度 に 実施 する 主 な 事業 (東京 電力 に 対す る 損害 賠償 請求 対応 ) 


原発 放射 線 影響 対策 の 企画 調整 や 
東京 電力 へ の 賠償 請求 等 、 原 発 放 
射線 影響 対策 の 推進 に 必要 な 体制 
を 整備 する と と も に 、 引 き 続き 「 岩 手 
県 放射 線 影 響 対策 報告 書 」 を 発行 
し 、 情報 発信 を 行う も の 

損害 賠償 の 相談 等 に 応じ 、 周 償 請 
を 円 滑 に 行う 支援 体制 を 構築 する ほ 
商工 ・ 観 光風 評 対 | 商工 労働 観 4if766 | か 風評 の 払 し ょ くに 資す る た め 、 本 
策 緊急 事業 費 光 部 県 が 持つ 多様 な 観光 物産 資源 の 魅 
力 や 、 震 災 か ら 復 興し た 事業 者 状況 
等 を 全国 に 情報 発信 する も の 

原子 力 発電 所 事 放射 性 物質 に よる 農 畜産 物 の 被害 
故 農 畜 産物 被害 | 農林 水産 部 調査 を 行い 、 農 業者 の 損害 賠償 に 向 
調査 事業 費 けた 取組 を 支援 する も の 


危機 管理 対策 費 


【再 揭 】 総務 部 
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第 4 章 資料 編 





1 各種 方 針 
原発 放 身 線 影響 対策 の 基本 方 針 平成 23 年 7 月 策定 


1 基本 的 な 考え 方 
県 は 、 全 力 を 挙げ て 放射 線 影響 に 係る 測定 及び 迅速 ・ 適 切な 公表 を 行う と と も に 、 本 県 へ の 影響 等 を 把握 し 、 的 確 な 対策 を 速やか 
に 講じ る こと に より 、 県 民 の 安全 ・ 安 心 の 確保 及び 風評 被害 の 防止 を 図る 。 





























2 測定 

(1) 測定 対象 … 放 射 性 物質 の 影響 は 多岐 に わた る が 、 県 民 の 安全 を 確保 する た め 、 ま ず は 了 環境 に 対す る 基礎 的 な 影響 を 把握 で きる 、 
空気 、 飲料 水 、 土壌 等 の 住 環境 の 調査 を 優先 する 。 特に も 、 放射 線 の 影響 を 受け や すい と され る 子ども の 健康 を 重視 する 観点 か ら 、 
学校 な どの 教育 施設 等 に お ける 調査 に 重点 的 に 取り 組む 。 加 えて 、 食 の 安全 ・ 安 心 を 重視 する 観点 か ら 農 林 水 産物 の 測定 対象 の 充 
実 を 図る 。 な お 、 放 射 性 物質 が 最終 的 に 集まっ て いく こと が 懸念 され る 汚泥 、 廃 棄 物 等 に つい て も 、 調 査 を 行う 。 

(2) 測定 地域 …! NO Wi 0 県 南 地 域 の 測定 を 優先 する 。 

(3) 測定 体制 … 県 が 現有 する モニ タリ ング ポス ト 、 ゲ ル マ ニ ウム 半導体 検出 器 、 ベイ メー タ を 最大 限 活 用 する ほか 、 速 や か な 機 
器 の 増設 ・ 購 入 を 図る 。 ま た 、 こ れ ら の 機材 を 活 I 
者 へ の 委託 な ど 、 国 及び 市 町 村 を 含め 関係 機関 ・ 団 体 の 協力 を 得 て 体 制 の 充実 に 努め る 。 











































































































































































































3 迅速 ・ 適 切な 情報 公表 
(1) 公表 時 期 … 測 定 の 実施 又は 検査 結果 の 判明 の 都度 、 速 や か に 公表 する 。 
(2) 公表 内 容 … 測 定 ・ 検 査 結果 に 併せ て 当該 対象 に 係る 国 の 基準 値 等 を 志す こと と し 、 信 
る よう 努め る 。 
(3) 公表 方 法 ・ ホ ー ム ペー ジ を は じ め と する 県 の 広報 媒体 に よる 公表 の ほか 、 報道 機関 に 情報 提供 を 行い 、 県 民 へ の 迅速 か つ 効 果 的 
な 周知 を 図る 。 























康 等 に 対す る 影響 の 可能 性 に つい て 説明 す 
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4 的 確 な 対策 の 実施 

1) 対策 の 考え 方 … 住 環境 や 農林 水産 物 の 測定 を 実施 する 中 で 、 県 民 の 健康 等 に 影響 が 及ぶ 、 又 は 、 そ の 恐れ が ある 事案 が 判明 し 
た 場合 は 、 速やか に 必要 な 対策 を 実施 する 。 そ の 際 、 学校 な どの 才 育 地 設 等 に お ける 環境 整備 や 、 安 全 ・ 安 心 な 農林 水産 物 の 確保 
に 対す る 県 民 の 期待 を 十分 考慮 する 。 

2) 放射 線量 の 低減 … 県 民 の 健康 を 守る た め 、 国 の 方 針 ・ 見 解 や 学術 的 な 知見 に 基づき 、 放 射線 量 の 低減 措置 を 講じ る 。 

(3) 風評 被害 の 防止 … 県 民 の 不安 解消 や 風評 被害 の 防止 の た め 、 迅 速 で 分 か りや すい 情報 提供 を 図る 。 ま た 、 報 道 機関 に 対す る 適 
切な 情報 提供 や 県 の 広報 媒体 等 に より 、 県 民 は も と より 広く 県 外国 外 に 対し て 、 本 県 の 対策 の 周知 に 努め る 。 

4) 県 民 に 対す る 知識 の 普及 啓発 … 県 の 広報 媒体 を 通じ て 放射 線 等 に 関す る 知識 の 普及 を 図り 、 県 民 自 ら 取 り 組 むこ と が で きる 対 
応 に つい て は 、 啓 発 を 推進 する な ど 、 県 民 の 理解 の 促進 と 不安 解消 に 努め る 。 

5) 国 と の 関係 … 放 射 性 物質 に よる 汚染 に つい て は 、 国 の 責任 に お いて 解決 すべ きも の で ある が 、 県 と し て は 、 国 の 対応 を 待つ こ 
と な く 、 必 要 な 対策 は 可能 な 限り 実施 する 。 な お 、 国 に 対す る 要請 は 、 継 続 し 、 強 力 に 行っ て いく 。 
























































































































































































































































5 市 町 村 等 と の 連携 強化 
全 県 的 な 対策 を 推進 する た め 、 市 町 村 等 と 連絡 会 議 を 開催 し 、 調 整 を 行う な ど 、 各 種 関係 機関 ・ 団 体 と の 連携 の 強化 を 
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る 。 




















原子 力 発電 所 事故 に 伴う 放射 線量 等 測定 に 係る 対応 方 針 
平成 23 年 8 月 策定 、 平 成 24 年 3 月 、 平 成 25 年 3 月 、 平 成 26 年 月 、 平 成 27 年 3 月 改訂 














1 基本 的 な 考え 方 
(1) 基本 的 な 考え 方 … 県 は 、 原子 力 発電 所 事故 に よる 放射 性 物質 の 影響 か ら 県 民 の 健康 と 安全 を 守る た め に 市 町 村 等 と 連携 し 、 測定 
i WG Gp etna ier ie Tp 県 民 ( 
対し 迅速 か つ 効 果 的 な 情報 提供 を 行い 、 県 民 の 不安 の 解消 と 風評 被害 の 防止 を 図る 。 な お 、 こ れ ま で の 取組 状況 を 踏ま ほえ 、 継 続 性 
を 持っ て 放射 線量 等 の 測定 を 実施 する と と も に 、 放射 線量 等 の 変化 や 原発 事故 処理 の 進捗 状況 に 柔軟 に 対応 し 、 放射 線 影響 対策 に 
万 全 を 期す も の と する 。 
(2) 県 と 市 町 村 等 の 役割 分 担 
ア 県 と 市 町 村 等 の 役割 分 担 … 放 射線 量 等 の 測定 に 関す る 、 県 、 市 町 村 (一 部 事務 組合 を 含む ) 及び 関係 団体 等 の 役割 分 担 は 、 測 
定 範囲 、 測定 対象 及び 測定 体制 等 の 状況 を 総合 的 に 勘案 し つつ 、 県 が 主体 的 に 取り 組み な が ら 市 町 村 等 と 協議 の うえ 決定 する も 
の と し 、 そ の 測定 に 当たっ て は 国 の 協力 を 得 な が ら 市 町 村 等 と 連携 を 強化 し て 行う も の と する 。 
イ 費用 負担 等 … 原 子 力 発 電 所 事故 に 係る 放射 性 物質 に よる 汚染 対策 に つい て は 、 国 の 責任 に お いて 行う べき も の で あり 、 県 民 の 
安全 ・ 安 心 を 確保 する た め に 県 及び 市 町 村 等 が 実施 し た 放射 線量 等 の 測定 等 に 係る 費用 に つい て も 、 国 が 負担 すべ きも の で ある 。 
な お 、 こ れ ま で 実施 し た これ ら の 費用 に つい て も 、 過 去 に 遡っ て 国 に 負担 を 求め る 。 
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2 放射 線量 等 の 測定 体制 

(1) 放射 線量 等 測定 に 用 いる 機器 
ア 空間 線量 率 等 を 測定 する も の 

( ア ) モニ タリ ング ポス ト … モ ニタ リン グ ポ スト は 、 ヨ ウ 化 ナトリウム (NaI) の 結晶 を 検出 器 と し て 利用 し 、 大 気 中 の 放射 線量 

(宅間 線量 率 ) の うち ガン マ 線 を 連続 し て 測定 する 据え 置き 型 の 装置 で あり 、 極め て 低い 放射 線量 まで 精密 に 測定 する こと が 

で きる 。 屋外 に 置く NaI(T1) シン チレ ーション 式 検出 器 と 屋内 に 置く 測定 器 で 構成 され 、 放 射線 が 検出 器 に 当たる と 検出 器 内 

で か すか な 光 を 発し 、 そ の 光 を 検出 ・ 増 幅 し 、 放 射線 量 と し て 計測 する 。 岩 手 県 で は 、 昭 和 63 年 (1988 年 ) か ら 盛 岡市 に お い 

て 測定 を 行っ て きた が 、 原 発 事 逆 を 受け 、 県 内 9 箇所 に 増設 し 、 計 10 箇 所 に お いて 、24 時 間 体 制 で 測定 を 行っ て いる 。 

⑧ 調 査 項目 : 空間 線量 率 (大 気 ) @ 浏 定单 位 : Gy/h (マイ np ゲ レイ 毎時 ) 倫 測 定 顔 度 : 24 時 間 連 続 測定 
@ 設 置 箇所 : 盛岡 市 (環境 保健 研究 セン ター)、 花 巻 市 (花巻 地区 合同 庁舎 ) 、 奥 州 市 (奥州 地区 合同 庁舎 )、 一 関 市 ( 
大 気 測 定 局 ) 、 大 船渡 市 (大 船渡 地区 合同 庁舎 )、 金 石 市 (釜石 地区 合同 庁舎 )、 宮 古市 (宮古 市 立 宮古 小学 校 ) 、 久地 市 ( 久 
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『 。 。 名 種 方 針 | 


慈 地区 合同 庁舎 )、 二 戸 市 (二戸 地区 合同 庁舎 )、 滝 沢 市 (岩手 県 立 大 学 ) 計 10 人 箇所 ( 各 1 台 ) 

( イ ) A HE タ は 、 UN SR ed 的 と し た 、 小型 で 可 搬 型 の 放 
射線 測定 器 で 、 一 般 環 境 ( 低 線 量 ) の 測定 に 適し た Nal(T1) シン チレ ーション 式 サ ー ベ イメ ー タ と 、 表 面 汚染 等 の 検査 等 に 適 
し た GM 計数 管 式 サ ー ベ ペイ メー SC の の の 本 県 で は 、 地 表 付 近 の 空間 線量 率 等 の 測定 の た め 

主 に NaI(T1) シン チレ ーション 式 サ ー ベ イメ ー タ を 使用 し て いる 。 

① Nal(TI) シン チレ ーション サー ベイ メー タ … 検 出 器 の 仕組 み は モ ニタ リン グ ポ スト と 同様 で ある が 、 測 定 し た 結果 の 正確 
さ で は モニ タリ ング ボス ト の 方 が 優る 。 
② GM 計 数 管 式 サ ー ベ イメ ー タ (ガイ ガー カウ ンタ ) … ガ ンマ 線 に 加え て ベー タ 線 も 測定 する た め 、 表 面 汚染 の 測定 に 向 
いて いる 。 た だ し 感度 が 低く 、 空 間 線 量 の 測定 に は 適さ な い 。 
⑧ 調 査 項目 : 空間 線量 率 (大 気 ) @ 測 定 単位 : gSv/h < く イ py シー へ 由 毎 時 ) 、 Gy/h (マイ 2n ゲ ルイ 毎時 ) 
⑧ 測 定時 間 : 1 ヶ所 当たり 概ね 5 分 
人 @ 配 備 箇 所 : ①NaI(T1) シン チレ ーション 式 サ ー ベ イメ ー タ 28 台 ②GM 計 数 管 式 サー ベイ メー タ 1 台 
( ウ ) 積算 線量 計 … 積 算 線量 計 に は 事業 所 敷地 境界 及び 周辺 地区 に 設置 し 、 環 境 中 の 放射 線 を 3 ヶ月 間 に 受け た 空気 吸収 線量 の 積 
算 量 と し て 測定 する も の と 、 放 射線 作業 従事 者 等 が 一 定 の 作業 期間 に 受け た 放射 線量 率 を 積算 し て 測定 する も の が ある 。 
⑧ 調 査 項目 : 空間 線量 率 (大 気 ) 劉 測 定 単位 : gx Sv (< く イ np シー バル ト ) @ 調 査 時 間 : 作業 期間 に よる 
人 配備 箇所 : 県 南 広域 振興 局 (10) 他 計 48 台 
イ 放射 性 物質 濃度 を 測定 する も の 
( ア ) ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 … ゲ ル マ ニ ウム 半導体 検出 器 は 、 ゲルマニウム の 結晶 を 検出 器 と し て 利用 し た も の で 、 試料 中 の 
放射 性 物質 の 種類 と 量 を 測定 で きる 。 ガ ンマ 線 を 放 由 する 放射 性 物質 は 、 物 質 ご と に 決ま っ た エネ ルギー を 放出 する た め 、 そ 
の 試料 か ら 放 出さ れる ガン マ 線 の エネ ルギー の 種類 と 強 さ を 計測 する こと で 、 ど の よう な 放射 性 物質 が どれ くら い 含 まれ て い 
る か を 測定 する 。 
條 調査 項目 : 水道 水 、 土 壌 、 食 品 等 錯 測 定 単位 : Bq (ベク レル ) 調査 時 間 : 1 品目 の 測定 に は 概ね 1 時 間 
@ 配 備 箇所 : 環境 保健 研究 セン ター (3) 、 農 業 研究 セン ター(1 、 二 
( イ ) Nal(TI) シン チレ ーション スペ クト ロメ ー タ …NaI(T1) シン チレ ーション スペ クト ロメ ー タ は 、 ヨ ウ 化 ナトリウム (NaI) の 
結晶 を 検出 器 と し て 利用 し た も の で 、 測定 原理 は ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 と 同様 。 ゲ ル マ ニ ウム 半導体 検出 器 と 比較 し て エ 
ネル ギー 分 解 能 は 劣る た め 、 数 多く の 核種 が 検 由 され る 場面 に は 向 か な い が 、 検出 問 部 分 を 液体 窒素 で 冷却 する 必要 が な いな 
ど 、 維 持 管 理 が 容易 で ある 。 
⑧ 調 査 項目 : 水道 水 、 土 壌 、 食 品 等 @ 測 定 単 位 : Bq (ベク レル ) 調査 時 間 : 概ね 10 分 20 分 
人 @ 配 備 箇 所 : 農業 研究 セン ター(1) 他 計 30 台 
( ウ ) 筒 易 測 定 器 … サ ー ベ イメ ー タ に 遮蔽 体 な ど 付属 機器 を 設置 し た も の で 、 付 属 プ ログ ラム に より ガン マ 線 量 を 放射 性 物質 濃度 
に 換算 し て 測定 する 機器 。 放射性 物質 の 種類 ご と の 濃度 は わか ら な い が 、 食 品 な どの 放射 性 物質 濃度 を 簡便 に 測定 で きる 。 
sa 省 水 、 土 壤 ， 食 品 等 图 测定 单位 : Bq (ベク レル ) @ 調 査 時 間 : 概ね 25 分 ご 30 分 
人 @ 配 備 箇 所 : 農業 改良 普及 セン ター(10) 計 10 台 


















































































































































































































































































































































































































































































































































(2) 岩手 県 に お ける 測定 機器 の 保有 状況 平成 27 年 4 月 1 日 現在 

測定 対象 ・ 機 器 種別 配 置場 所 (配置 台数 等 ) 合計 
盛岡 市 (1) (環境 保健 研究 セン ター、 地 上 14.7m) 
花巻 市 (1) (花巻 地区 合同 庁舎 、 地 上 1.0m (以下 、 同 じ 。) ) 
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I 市 (1) 《 奥 州 地 区 合同 订 售 )、 一 并 市 (4) (三 反 大 気 測定 局 ) 
大 船渡 市 (1) (大 船渡 地区 合同 庁舎 ) 、 釜 石 市 (1) ( 釜 石 地 区 合同 谨 舍 ) 
宮古 市 (1) ( 富 古市 立 富 古 小 学 校 )、 久 花市 (1) (久慈 地区 合同 庁舎) 
間 二戸 市 (1) (二戸 地区 合同 庁舎)、 滝 沢 市 1) (岩手 県 立 大 学 ) 
線 | 各 広域 振興 局 保健 福祉 環境 部 ( 計 9) (盛岡 (1) ・ 奥 州 (1) ・ 釜 石 (1)・ 久 慈 (1)・ 花 巻 (1)・ 一 
量 | ょ | 関 ()・ 大 船渡 (1) ・ 宮 古 (⑪ ・ 二 戸 ①) 
8 】 | RI RN 
を | イ | シン チレ ーション 0 人 人 研究 セン ター( ④ 、 北上 川上 流 深 坊 下 水道 事務 所 (2) 、 企 業 局 施設 総合 管理 所 (1)、| 30 
測 4 | 局 県 施設 設 管理 所 (2) 、 教 育 委 員 会 事務 局 ス ポー ツ 健 康 課 (1) 
定 | タ | 育 事务 有 ( 計 6) (盛岡 (1) ・ 中 部 (1) ・ 県 南 (1) ・ 沿 岸 南部 (1) ・ 宮 古 (1) ・ 県 北 (1) ) 、 
中 上 流 流域 ト 水 道 事務 所 (1) _ 王 
総合 防災 室 (5、 防 災 航 空 セ ンタ ー) 、 県 南 広域 振興 局 保 健 福祉 環境 部 (10) 
積算 線量 詩 各 広域 振興 局 農政 ( 林 ) 部 ( 計 15) (盛岡 ・ 奥 州 ・ 釜 石 ・ 久 慈 ・ 花 巻 ・ 遠 野 ・ 一 関 ・ 宮 古 ・| 48 
大 船渡 ・ 二 戸 計 10 公 所 で 、 配 置 を 特定 せ ず に 使用 。) 県 南 教育 事務 所 (18) 


















































ゲル マニ ウム 半導体 検出 器 | 環境 保健 研究 セン ター(3) 、 農 業 研究 セン ター(1) 、 工 業 技術 シセ ン ター(1) 5 



















































































































































































県 南 広域 振興 局 農政 部 ( 計 3) (奥州 (1)・ 一 関 (2) ) 

| 各 広 域 振 興 局 水産 部 ( 計 3) (久慈 (1) ・ 大 船渡 1) ・ 宮 古 ①)) 

件 治 岸 広域 振興 局 農 林 部 宮古 農林 振興 セン ター 林 務 室 岩 泉 出張 所 1) 

物 に 2 農業 研究 セン ター 畜産 研究 所 (2) 、 林 業 技術 セン ター(2②) 、 水 産 技 術 シ セン ター(1) 

所 | ペット ロメ ー ク | 中央 諾 業 政 良 普及 セン ター 28 

濃 県 立 高等 学校 ( 計 3) ( 杜 陵 (1) 盛岡 工業 (1) 釜石 (1) ) 

度 県 立 支援 学校 ( 計 8) (盛岡 視覚 )・ 盛 岡 聴覚 (1)・ 盛 岡 と な ん (1) ・ 盛 岡 峰 南 高等 (1) ・ 花 

巻 清風 (1) ・ 前 沢 明峰 (1)・ 久 慈 拓 陽 (1) ・ 気 仙 光 陵 (1) ) 

定 帆 岩 手 畜産 流通 セン ター( 岩 手 県 岩 畜 検 査 室 ) (4) 

簡易 測定 器 EMH EN 人 情 計り > 代 放 デー 関 りり っ 大府 

渡 (1)・ 宮 古 (1)・ 久 慈 1)・ 二 戸 ①) ) 
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| 第 4 章 資料 編 4 章 資料 編 


3 測定 の 体系 
(1) 測定 期間 … 原 発 事故 に よる 放射 性 物質 の 影響 は 長期 間 に 互 る も の と 考え られ る こと か ら 、 国 か ら の 通知 等 も し く は 県 の 判断 に よ 
り 測定 の 必要 が な く な る まで の 間 、 測 定 を 行う 。 

(2) 測定 地域 … 県 内 全域 を 対象 と する 。 た だ し 、 こ れ ま で の 測定 結果 及び 文部 科学 省 に お いて 実施 し た 航空 機 モ ニタ リン グ (※1) 
及び 走行 サー ベイ (※2) 等 の 結果 を 踏ま え 、 こ れ ら の 測定 結果 が 比較 的 高い 値 を 示す 地域 の 測定 を 優先 する 。 
※1 航空 機 モ ニタ リン グ は 、 地 表面 の 放射 性 物質 の 蓄積 状況 を 確認 する た め 、 航 空 機 に 高 感度 で 大 型 の 放射 線 検出 器 を 搭載 し 、 
地上 に 薔 積 し た 放射 性 物質 か ら の ガン マ 線 を 広範 囲 か つ 迅 速 に 測定 する 手法 。 

※2 走行 サー ベイ は 、 走行 し て いる 道路 周辺 の 空間 線量 率 を 連続 的 に 測定 する た め 、 車内 に 放射 線 検出 器 を 搭載 し 、 地 上 に 次 積 

し た 放射 性 物質 か ら の ガン マ 線 を 詳細 か つ 迅 速 に 測定 する 手法 。 

(3) 測定 内 容 



























































































































































具 体 的 な 測定 対 和 象 


对 
加 | 
® 








空間 線量 率 

降下 物 ・ 大 気 浮遊 じん 等 
河川 水 、 海水 等 

水道 水 

Me する 施設 















































(2) 教育 施設 等 














| ささ NIS1H SI| ユ | 




















(3) 農林 水産 物 等 ェ 農用地 土壌 



































オ 流通 食品 
カ 給食 食材 
キ その 他 
下 
イ 
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工業 製品 ・ 加 工 食品 等 








下水 汚泥 
廃棄 物 
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業 局 工業 用 水道 


(3) 産業 活動 
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オ 浄水 発生 土 
(4) 情報 の 公開 … 測 定 結 果 に つい て は 、 原 則 、 県 の ホー ムペ ー ジ 等 を 活用 し て 速やか に 公表 する 。 


























放射 線量 低減 に 向け た 取組 方 針 平成 23 年 9 月 策定 、 平 成 24 年 3 月 、 平 成 25 年 3 月 改訂 
1 基本 的 な 考え 方 
(1) 目的 … 県 が 策定 し た 原子力 発 電 所 事故 に 伴う 放射 線量 等 測定 に 係る 対応 方 針 」 (平成 23 年 8 月 31 日 原発 放射 線 影響 対策 本 部 ) 
に より 実施 し た 放射 線量 測定 の 結果 等 に 基づき 、 県 が 市 町 村 と 連携 し て 行う 地域 に お ける 放射 線量 低減 の 取り 組み の 基本 と な る 考 
え 方 を 示し 、 県 民 が 日 常 生活 に お いて 受け る 放射 線量 を で きる だ け 速 や か に か つ 効 率 的 ・ 効 果 的 に 低減 する こと に より 、 県 民 の 安 
全 ・ 安 心 の 確保 に 資す る 。 
(2) 目標 … 県 民 が 日 常 生 活か ら 受け る 追加 被ばく 線量 ** は 、 年 間 1 ミリ シー ベル ト 以 下 を 目標 2 と する 。 
※1 「 追 加 被 ば く 線量 」 と は 、 自 然 被 ば く 線 量 及び 医療 被ばく を 除い た 被ばく 線量 を 指す も の 。 
※2 県 民 が 安全 に 暮らす た め 、 県 内 全域 に つい て 目指 すべ き 目 標 を 示し た も の で 、 国 際 放 射線 防護 委員 会 (TCRP) 勧告 等 の 
考え 方 に よる も の 。 
(3) 低減 措置 … 県 民 の 追加 被ばく 線量 の より 一 層 の 低減 を 図る た め 、 放 射線 量 を 低減 する た め の 措 置 (以下 「 低 減 措 置 」 と いう 。) 
RS EA ET 
低減 措置 を 実施 する ※ は 、 空 間 線 量 率 が 毎時 1 マイ クロ シー ベル ト 以 上 と する 。 
※ Rt 
23 年 8 月 26 日 付け 文部 科学 省 局 長 通知 ) に お ける 校庭 ・ 園 庭 の 空間 線量 率 の 目安 に 基づく も の 。 
(4) 県 の 役割 … 県 は 、 市 町 村 と 連携 し て 、 追 加 被 ば く 線 量 低減 の 目標 の 達成 に 向け て 総合 的 に 施策 を 推進 する と と も に 、 市町村 が 行 
う 放射 線量 低減 に 向け た 計画 的 な 取組 が 円 滑 に 進む よう 必要 な 支援 を 行う 。 
(5) 国 へ の 要請 … 県 は 、 国 に 対し 次 の と お り 要 請 する 。 
了 県 及び 市 町 村 等 が 低減 措置 の 実施 に あたり 要 し た 費用 を 負担 する こと 。 
イ 県 民 の 安全 ・ 安 心 の 確保 の た め に 技術 的 支援 を 行う こと 
ウ 低減 措置 に 伴い 生じ た 土壌 等 及び 廃棄 物 の 保管 場所 の 確保 及び 処分 の 実施 並び に 森林 、 農 地 及び 河川 の 具体 的 な 除 染 の 方 法 等 
の 決定 等 の 必要 な 恒久 対策 を 速やか に 講じ る こと 。 









































































































































































































































































































































































































































2 低減 措置 の 対象 等 

(1⑪) 地域 … 低 減 措置 を 行う 地域 は 、 OR 

(2) 対象 … 低 減 措 置 を 行う 対象 は 、 当 分 の 間 、 県 民 が 日 常 生 活 に お いて 関わ る 箇所 (以下 「 生 活 圏 」 と いう 。) と し 、 そ の 優先 順位 
は 次 の と お り と する 。 び 学校 等 の 施設 の ② 不 特定 多数 の 人 が 利用 する 施設 ③ そ の 他 の 生活 圏 













































































3 低減 措置 の 実施 
(1) 実施 者 … 低 減 措置 は 、 対 象 箇所 の 所 有 者 、 管 理 者 又は 占有 者 が 実施 する こと を 基本 と する 。 な お 、 県 民生 活 の 安全 ・ 安 心 を 速 や 
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『 。 名 種 方 針 | 


に 確保 する 観点 か ら 、 地 域 住 民 や 地域 の コミ ュ ニ ティ 及び ボラ ンティア が その 居住 地域 等 で 行う 低減 措置 に つい て も 推奨 する 。 
(2) 人 
法 で 行う 。 な お 、 空 間 線 量 率 が 毎時 1 マイ クロ シー ベル ト 以 上 の 箇所 が 判明 し た 場合 は 、 速 や か に 低減 措置 を 実施 する も の と する 。 
※ 「 市 町 村 に よる 除 染 A RE 
「 除 染 関係 ガイ ドラ イン 」 (平成 23 年 12 月 環境 省 ) 
「 放 射 性 物質 に よる 局所 的 汚染 箇所 へ の 対処 ガイ ドラ イン 」 (平成 24 年 3 月 環境 省 ) 
「 岩 手 県 放射 線量 低減 マニ ュ ア ル 」 (平成 24 年 3 月 岩手 県 原発 放射 線 影響 対策 本 部 ) 
(3) 支援 … 県 は 市 町 村 と 連携 し 、 実 施 者 に 対し 必要 な 支援 を 行う 。、 な お 、 県 は 、 空 間 線 量 率 が 毎時 1 マイ クロ シー ベル ト 以 上 の 任 
所 を 有する 公共 施設 (学校 等 の 施設 に つい て は 、 私 立 施設 を 含む 。) に 対し 市 困 村 が 行う 低減 措置 こつ いて 財政 的 支援 を 行う 。 
※ 支援 の 具体 例 
・ 直接 的 支援 … 作 業 に 要する 物品 の 供与 、 測 定 の 実施 、 測 定 器 の 貸与 等 
技術 的 助言 … 低 減 措置 の 方 法 、 測 定 方 法 の 指導 及び 助言 、 測 定 結果 評価 へ の 助言 等 
費用 請求 に 係る 支援 … 原 因 者 か ら 補 償 を 受け る た め の 法 的 ・ 事 務 的 な 助言 及び 情報 提供 等 
























































































































































































































































4 低減 措置 に より 生じ た 土壌 等 及び 廃 茎 物 の 管理 等 
(1) 土壌 等 … 実 施 者 は 、 低 減 措 置 に 伴い 生じ た 土壌 等 の 保管 場所 を 確保 する と と も に 、 国 の 処分 方 針 が 定まる まで の 間 、 国 の ガイ ド 
ライ ン 等 を 踏ま え 適切 な 方 法 に より 保管 及び 管理 する も の と する 。 な お 、 県 及び 市 町 村 等 は 、 実 施 者 が 行う 保管 場所 の 確保 並び に 
保管 及び 管理 に 協力 する 。 
(2) 廃棄 物 … 実 施 者 は 、 低 減 措 置 に より 生じ た 廃棄 物 (放射 性 物質 に 汚染 され た 土壌 等 を 除く 。) に つい て 、 廃 棄 物 関係 法令 等 ※ に 
従い 適正 に 処理 する 。 
※ 廃棄 物 関 係 法令 等 
・ 廃棄 物 の 処理 及び 清掃 に 関す る 法律 
平成 二 十 三 年 三 月 十 一 日 に 発生 し た 東北 地方 太平 洋 沖 地震 に 伴う 原子 力 発電 所 の 事故 に より 放出 され た 放射 性 こよ る 環 
境 の 汚染 へ の 対処 に 関す る 特別 措置 法 






































































































































5 情報 提供 
県 及び 市 町 村 は 、 自 ら が 公共 施設 に 対し て 行っ た 低減 措置 の 内 容 や 実施 後 の 空間 線量 率 の 結果 等 を 公表 する と と も に 、 県 や 市 町 村 
等 が 支援 し た 低減 措置 の 実施 結果 に つい て も 、 実 施 者 の 協力 を 得 て 、 県 民 に 対し 情報 提供 を 行う よう 努め る も の と する 。 な お 、 情 報 
の 提供 に 際 し て は 、 ホ ー ム ペー ジ 上 へ 掲載 する 等 、 県 民 に 分 か りや すい 形 で 行う も の と する 。 



















































































県 産 食 材 等 に 係る 安全 確保 方 針 平成 23 年 10 月 策定 、 平 成 24 年 3 月 、 平 成 25 年 3 月 改訂 
1 基本 的 な 考え 方 
(1) 目的 … こ の 方 針 は 、 原子 力 発 電 所 事故 に 起因 する 放射 性 物質 の 影響 を 踏ま え 、 県 が 、 県 産 食 材 等 を 対象 と し た 検査 の 実施 や 安全 
な 県 産 食 材 等 を 提供 し て いく た め の 措 置 を 講じ る と と も に 、 農林 漁業 者 の 経営 継続 に 係る 支援 を 行う ほか 、 検査 結 果 の 速やか な 公 
表 等 県 産 食 材 等 の 安全 性 に 係る 情報 を 提供 する こと に より 、 消 費 者 の 安全 ・ 安 心 の 確保 と 風評 被害 の 防止 を 図る こと を 目的 と する 。 
(2) 県 産 食 材 等 の 定義 … こ の 方 針 に お いて 、「 県 産 食材 等 」 と は 、 本 県 で 生産 (収穫 ・ 漁 獲 ) され た 農林 水産 物 、 消 費 者 向け に 販売 
の 用 に 供する 食品 (以下 「 流 通 食品 」 と いう 。) 及び 給食 食材 と する 。 











































































































2 生産 環境 の 安全 確保 
県 は 、 県 内 で 生産 され る 農林 水産 物 へ の 放射 性 物質 の 影響 を 回 避 し 、 生 産 環境 の 安全 性 を 確保 する た め 、 次 の 取組 を 行う も の と す 
る 。 
(1) 放射 性 物質 濃度 の 検査 … 別 表 1 の 堆肥 等 に つい て 、 放 射 性 物質 濃度 の 検査 を 実施 する も の と する 。 
(2) oo Me 
る 観点 か ら 定 め た 値 を いう 。 以 下 同じ 。) を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 は 、 直 ち に 関係 事業 者 に 対 し 、 こ れ ら の 検査 対象 

と な っ た 堆肥 等 の 利用 、 流 通 及び 譲渡 (以下 「 利 用 等 」 と いう 。) の 自粛 を 要請 する も の と する 。 ま た 、 国 か ら 県 に 原子 力 災害 対 

策 特別 措置 法 (平成 11 年 法律 第 156 号 ) に 基づく 指示 が あっ た 場合 は 、 関 係 事業 者 に 対し て 所 要 の 要請 を する も の と する 。 

(3) 利用 自粛 等 の 要請 の 解除 … 利 用 等 の 自粛 の 要請 を 継続 する 状態 が 解消 され た と 認め られ る 場合 又は 国 か ら 解 除 に 係る 指示 が あ 
っ た 場合 は 、 利 用 等 の 自粛 等 の 要請 を 解除 する も の と する 。 

(4) 指標 等 を 超え た 堆肥 等 の 適切 な 管理 等 …(1) の 検査 の 結果 、 指 標 等 を 超え た 堆肥 等 に つい て は 、 国 の 指導 等 に 基づき 、 放 射 性 物 
次 濃度 を 低減 さき せる た め の 取 組 並 びに 管理 及び 処分 が 適切 に 行わ れる よう 、 関 係 事業 者 に 対し 要請 する も の と する 。 


































































































































































































































































































3 県 産 食 材 等 の 安全 確保 
県 は 、 消 費 者 へ 安全 な 県 産 食 材 等 を 提供 する た め 、 次 の 取組 を 行う も の と する 。 
(1) 放射 性 物質 濃度 の 検査 
ア 農林 水産 物 等 の 検査 … 別 表 2 の 農林 水産 物 等 に つい て 、 収 穫 ・ 漁 獲 時 期 等 を 考慮 し な が ら 、 主 要 産 地 等 で 試料 を 採取 し 、 生 産 
物 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 を 実施 する も の と する 。 
イ 流通 食品 の 検査 … 流 通 食品 に つい て 、 計 画 的 な 検査 を 実施 する も の と する 。 ま た 、 食品 衛生 上 の 危害 が 発生 する お それ の ある 
と 認め られ る 場合 に は 、 上 記 に 関わ ら ず 必要 な 検査 を 実施 する も の と する 。 
ウ 給食 食材 … 給 食 等 に 使用 する 予定 の 食材 に つい て 、 計 画 的 に 放射 性 物質 濃度 の 測定 を 行う も の と する 。 
(2) 出荷 自粛 の 要請 
ア 出荷 自粛 ・ 自 主 回 収 …(1) の 検査 の 結果 、 国 の 定め る 基準 値 (食品 卫生 法 (昭和 22 年 法律 第 233 号 ) 第 11 条 第 1 項 に 基づく 
食品 中 の 放射 性 物質 に 係る 基準 値 を いう 。 以 下 同じ 。) を 超え る 放射 性 物質 が 検出 され た 場合 は 、 直 ち に 出荷 団体 等 に 対し て 出 
荷 の 自粛 及び 自主 的 な 回 収 を 要請 する も の と する 。 
イ 出荷 制限 … 原 子 力 災 害 対策 特別 措置 法 に 基づき 、 国 か ら 県 に 対す る 出荷 角 
を 差し 控え る よう 要請 する も の と する 。 
ウ 流通 状況 の 確認 ・ 自 主 回収 … ア 又は イ の 場合 、 卸 売 市 場 や スー パー・ 小 売店 等 の 食品 関連 事業 者 に 対し 、 当 該 食 材 を 販売 ・ 使 
する こと の な いよ う 要 OANA な お 、 当 該 食 材 の 販売 ・ 
使用 が 確認 され た 場合 に は 、 直ちに 店 頭 か ら の 撤去 及び 回 収 等 の 措置 を 議 じ る よう 、 食品 関連 事業 者 に 要請 する も の と する 。 
(3) ee 請 の 解除 … 出 荷 自粛 の 要請 を 継続 する 状態 が 解消 され た と 認め られ る 場合 又は 国 か ら 出 荷 制限 の 解除 に 係る 指示 
が あっ た 場合 は 、 出 荷 自粛 の 要請 を 解除 する も の と する 。 
















































































































































































































































































] 限 の 指示 が あっ た 場合 は 、 出荷 団体 等 に 対し て 出荷 
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(4) 基準 値 を 超え た 県 産 食 材 等 の 適切 な 管理 …(1) の 検査 の 結果 、 基 準 値 を 超え た 県 産 食 材 等 に つい て は 、 国 の 指導 等 に 基づき 、 管 

理 や 処分 が 適切 に 行わ れる よう 、 出 荷 団体 等 、 食 品 関連 事業 者 及び 給食 を 提供 する 学校 等 の 設置 者 に 対し 要請 する も の と する 。 

(5) 基準 値 を 超え た 流通 食品 に 対す る 措置 等 …(1) の イ の 検査 の 結果 、 基 準 値 超過 が 確認 され た 場 合 は 、 食 品 衛生 法 に 基づき 、 違 反 
食品 等 に 関す る 回 収 ・ 廃 棄 命 令 等 の 危害 を 除去 する た め の 必 要 な 措置 を 講じ る と と も に 当該 情報 の 迅速 な 公表 | に 努め る も の と す 


る 。 






































































































































4 農林 漁業 者 等 へ の 支援 

県 は 、 放 射 性 物質 の 影響 に より 被害 を 受け た 農林 漁業 者 (以下 「 被 害 農 林 漁 業者 」 と いう 。) に 対し 、 次 に 掲げ る 支援 等 を 行う も の 

と する 。 

(1) 経営 継続 に 係る 支援 … 生 産 技術 等 の 助言 指導 、 経営 資金 の 融資 や 安定 生産 に 向け た 取組 に 対す る 補助 な ど 、 被害 農林 漁業 者 が 今 
後 も 経営 を 継続 する た め に 必要 な 支援 を 行う も の と する 。 

(2) 東京 電力 株 式 会 社 に 対す る 損害 賠償 請求 に 係る 助言 等 … 被 害 農林 漁業 者 や 関係 団体 が 東京 電力 株 式 会 社 に 対し 損害 賠償 請求 を 
行う 場合 に は 、 こ れ ら の 者 の 要請 に 応じ 、 損 害 賠償 請求 に 係る 助言 等 を 行う も の と する 。 ま た 、 十 分 か つ 迅 速 な 損害 賠償 が 行わ れ 
る よう 、 国 が 責任 を も っ て 必要 な 措置 を 講じ る よう 、 国 に 対し 要望 する も の と する 。 






















































































5 消費 者 へ の 県 産 食 材 等 の 安全 性 に 関す る 情報 提供 
県 は 、 市 町 村 や 関係 団体 と 連携 し て 、 県 産 食 材 等 の 放射 性 物質 濃度 の 検査 結果 や 、 安 全 な 県 産 食 材 等 を 提供 する た め の 取 組 状況 を 
速やか に 公表 する と と も に 、 県 産 食 材 等 の 安全 性 を 広く アビ ピール する 取組 を 積極 的 に 展開 する こと に より 、 消 費 者 の 安全 ・ 安 心 の 確 
保 や 風評 被害 の 防止 に 向け 取り 組む も の と する 。 









































































































































































































































別表 1 

検査 ・ 調 査 対象 品 対象 区 域 実施 時 
和牛 ぶん 堆肥 牧草 か ら 300Bq/kg を 超え る 放射 性 物質 濃度 が 測定 され た 市 町 村 随時 
粗飼料 全市 町 村 収穫 時 
農用地 土壌 県 内 全域 (農作物 の 適切 な 生産 管理 に 係る 調査 ・ 研 究 の た め 、 放 射 性 物質 濃度 を 測定 ) 随时 

原木 ・ ほ だ 木 県 内 全域 (全戸 随時 
別表 2 

米 、 妻 等 の 穀類 、 野 菜 、 果 樹 、 原 乳 、 懇 | 「 検 査 計画 、 出 荷 制 限 等 の 品目 = に の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」 (原子 宇 衝 策 本 分 な ど 


























































































































肉 、 凌 肉 、 凌 卵 、 特 用 林産 物 、 水 産物 | 国 が ぶす 枠組 み に 沿っ て 設定 

牛肉 全市 町 村 (全戸 検査 ・ 全 頭 検査 ) 出荷 時 
原木 生 し いた け 、 原 木 電 し いた け 全戸 検査 出荷 時 
野生 山菜 、 野 生き の こ 全市 町 村 収穫 時 期 
野生 鳥獣 肉 県 内 全域 随時 












































※ 検査 対象 品目 に つい て は 、 状 況 を 勘案 し 適宜 拡大 を 図っ て いく こと と する 。 
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『 放射 線 影響 対策 に お ける 主 な 動き | 
2 放射 線 影響 対策 に お ける 主 な 動き (平成 26 年 度 ) 


O4.4「 放 射 性 物質 影響 防止 の た め の 農 作物 生産 管理 マニ ュ ア ル 」 改 訂 (ver.2.24) 
〇 4.8 平成 26 年 度 の 県 立 病院 等 に お ける 放射 線量 の 測定 方 針 策定 
を る 4.10 東京 電力 が 自治 体 に 対す る 賠償 案 ( 平 成 25 年 度 分 ) に つい て 提示 
画 4.11 出荷 制限 の 一 部 解除 (そば : 盛 岡市 ( 旧 渋 民 村 ) 、 一 関 市 ( 旧 大 原町 ) 、 奥 州 市 ( 旧 衣 川村 ) ) 
〇 4.16~8.8 県 立 学校 に お ける プー ル サ イ ド 空 間 線量 率 の 測定 を 実施 (屋外 プール 設 置 使用 校 27 校 ) 
@4.18 農林 業 系 汚染 廃棄 物 の 処理 加速 化 事業 に 係る 構成 市 町 担当 部 課長 会 議 (奥州 市 、 金 ケ 崎 町 ) 
O4.22 環境 省 へ の 要望 (環境 生活 部 長 ) (除去 土壌 等 処理 基準 の 早期 提示 、 一 時 保管 施設 設備 へ の 財政 支援 、 住 民 不 安 解消 ) 
@4.30 道路 側溝 土砂 仮 置き 場 住民 説明 会 (一 関 市 ) 
画 5.7 出荷 制限 指示 (ワラ ビ : 釜石 市 ) 
O5.16 第 1 回 原発 放射 線 影 響 対策 本 部 連絡 会 議 
人 @5.29 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 に 係る 検討 チー ム 会 議 ( 岩 手 町 ・ 玉 山地 区 ) 
| 〇 6.1 いわ て グラ フン 平成 26 年 6 月 号 学校 給食 の 測定 結果 、 子 ども の 内 部 被ばく の 測定 結果 に つい て 掲載 
QO 〇 6.3~6.18 奥州 市 及び 一 関 市 に 所 在 する 県 立 病院 等 (7 施設 ) に 係る 放射 線量 測定 
O6.2「 放 射 性 物 影 響 防止 の た め の 農 作物 生産 管理 マニ ュ ア ル 」 改 訂 (ver.2.30) 
| 〇 6.3 環境 省 へ の 要望 (知事 ) (農林 業 系 副産物 の 処理 へ の 財政 支援 、 一 時 保管 施設 設備 へ の 財政 支援 、 除 去 土壌 処理 基準 の 早期 提示 、 住 民 不安 解 
| 消 ) 
| O6.9 農林 業 系 副産物 の 処理 の 方 向 性 に つい て 沿岸 市 町 と の 検討 協議 (住田 町 、 大 船渡 市 、 陸 前 高田 市 ) 
〇 6.9~8.8 積算 線量 計 に よる 学校 に お ける 年 間 放 射線 量 の 推計 調査 の 実施 (県 立 学校 4 校 対象 ) 








O6.12 農林 業 系 副産物 の 処理 の 方 向 性 に つい て 沿岸 市 町 等 と の 検討 協議 (人 金石 市 、 大 植 町 、 広 域 環 境 組合 ) 

〇 6.13 第 1 回 放射 能 汚染 廃棄 物 処理 等 支援 チー ム 会 議 

O6.17 第 1 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 貞 会 議 

〇 6.17 岩手 県 放射 線 影響 対策 報告 書 を 初め て 発行 

〇 人 6.19 東京 電力 に 対す る 第 六 次 損害 賠償 請求 、 市 町 村長 ・ 県 幹部 と 東京 電力 幹部 と の 交渉 

〇 6.23~ て 6.30 川 魚 が 出 荷 制 限 等 と な っ た 河川 (環境 省 調査 対象 外 の 4 河川 9 地点 ) の 放射 性 物質 モニ タリ ング を 実施 

人 @6.25、6.30 道路 側溝 土砂 仮 置き 場 住 民 説 明 会 (一 関 市 ) 

〇 7.1~7.31 原子 力 規制 庁 か ら 貸与 を 受け た 機器 を 県 内 9 市 町 に 貸し 出し て 走行 サー ベイ を 実施 。 併せ て 、 県 が 13 市 町 村 の 主要 地方 道 等 の 調査 を 実施 








O7.8 農林 業 系 副産物 の 処理 の 方 向 性 に つい て 沿岸 市 町 等 と の 検討 協議 

⑧7.11~7.31 仮設 焼却 炉 等 住民 説明 会 (一 関 市 ) 

O714 仮設 焼却 炉 住民 説明 会 支援 (一 関 市 ) 

O7.15 放射 線 影響 を 正しく 伝え る た め の ス キル アッ プ セ ミナ ー (盛岡 市 ・ 県 民生 活 セ ンタ ー) 
O7.28 放射 線 影響 を 正しく 伝え る た め の ス キル アッ プ セ ミナ ー( 和 釜石 市 ・ 移 石 地区 合同 庁舎 ) 
@7.28 農林 業 系 副産物 の 焼却 処理 に 係る 検討 チー ム 会 議 (岩手 町 ・ 玉 山地 区 ) 

国 7.31 出荷 制限 解除 (ウグイ : 気 仙川 (支流 を 含む ) ) 


〇 8.1 いわ て グラ フラ 平成 26 年 8 月 号 野生 きのこ を 採り に 行か れる 際 の 留意 点 に つい て 掲載 
| 





〇 8.4 放射 線 影響 を 正しく 伝え る た め の ス キル アッ プ セ ミナ ー( 盛 岡市 ・ 県 民生 活 セ ンタ ー、 奥 州 市 ・ 奥 州 地区 合同 庁舎 ) 

口 8.6 野生 の 山菜 や きのこ 、 野 生 鳥 獣 肉 な どの 出荷 制限 解除 要件 の 明確 化 等 に つい て 、 全国 知 事 会 東日本 大 震 災 復興 協力 本 部 か ら 復興 庁 に 対し 、「 東 
日 本 大 岩 災 か ら の 復興 を 加速 化す る た め の 提 言 」 に より 要請 

国 8.25 出荷 制限 解除 (ウグイ : 大 川 (支流 を 含む ) ) 

O8.28 第 2 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 

画 8.28 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター が 和解 案 骨 子 を 開示 

O9.5~9.25 県 立 病院 等 ( 全 26 施設 ) に 係る 放射 線量 測定 

O 〇 9.8~9.16 住民 説明 会 支援 (岩手 町 ・ 玉 山地 区 、 農 林業 系 副産物 ) 

O9.8~9.29 沿岸 南部 を 中 心 に 県 内 河川 (環境 省 調査 対象 外 の 7 河川 7 地点 ) の 放射 性 物質 モニ タリ ング を 実施 

O9.11 第 1 回 原発 放射 線 影 響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 

O9.17 流域 下水 道 の 平成 25 年 度 分 の 汚泥 処分 費用 等 に つい て 東京 電力 に 対し 損害 賠償 請 

9.18 東京 電力 が 自主 的 除 染 に 係る 費用 に つい て 賠償 方 針 を 表明 

O9.24 出荷 制限 指示 が 出さ れ て いる シカ 肉 に つい て 、 減 少し て いる 狩猟 を 補う シカ の 捕獲 を 岩手 県 猟 友 会 に 委託 (平成 26 年 度 契 約 頭数 2.700 頭 ) 

O9.25 第 2 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 貞 会 議 

O9.25 平成 26 年 度 岩手 県 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調査 開始 

⑧9.27~10.3 道路 側溝 土砂 に 係る 放射 性 物質 サン プリ ング 調査 (奥州 市 ) 


〇 10.1 いわ て グラ フン 平成 26 年 10 月 号 生活 空間 の 放射 線量 の 測定 結果 と 推移 に つい て 掲載 








O10.2~10.22 住民 説明 会 支援 (北上 市 、 農 林業 系 副産物 ) 

画 10.7 出荷 制限 の 一 部 解除 (露地 栽培 原木 生 し いた け : 花巻 市 、 北 上 市 、 山 田町 ) 
@10.15 一 10.20 農林 業 系 副産物 の 試験 焼却 (岩手 町 ・ 玉 山地 区 ) 

国 10.28 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター が 和解 案 を 提示 


@@11.1、11.15 放射 性 物質 の リス クコ ミュ ニケ ーション に つい て の 講演 会 (一 関 市 、 仮 設 焼却 炉 ) 
11.11 東京 電力 が 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター の 和解 案 を 受諾 する 旨 を 表明 
O11.7~11.17 住民 説明 会 支援 (岩手 町 ・ 玉 山地 区 、 農 林業 系 副産物 ) 

〇 11.16 私 た ちの くら し と 放射 線 セ ミナ ー( 平 泉町 ・ 平 泉町 役場 ) 

@11.22 大 東 清掃 セン ター 見 学会 (一 関 市 、 仮 設 焼却 炉 ) 

⑧11.25~11.28 農林 業 系 副産物 の 試験 焼却 (北上 市 ) 

〇 11.27 12 月 定例 会 へ 和解 の 議案 を 提案 


〇 12.1 いわ て グラ フン 平成 26 年 12 月 号 県 産 食 品 の 放射 性 物質 濃度 検査 、 出 荷 制限 解除 の 状況 に つい て 掲載 











〇 12.4~12.19 奥州 市 及び 一関 市 に 所 在 する 県 立 病院 等 (7 施設 ) に 係る 放射 線量 測定 
〇 12.10 12 月 定例 会 に お いて 、 和 解 に 係る 議案 が 可決 
〇 12.11 私 た ちの くら し と 放射 線 セミ ナー( 野 田村 ・ 野 田村 役場 ) 
画 12.17 食品 に 関す る リス クコ ミュ ニケ ーション (消費 者 店 等 主催 )「 食 品 中 の 放射 性 物質 に 対す る 取組 に つい て 」( 盛 岡市 ・ マ リオ ス ) 
〇 12.21、12.22 住民 説明 会 支援 (北上 市 、 農 林業 系 副産物 本 焼却 ) 
〇 12.24 私 た ちの くら し と 放射 線 セミ ナー( 宮 古市 ・ 宮 古市 役所 ) 
| Oe 1.6 原子 力 損害 賠償 紛争 解決 セン ター の 和解 案 に 基づき 、 県 と 東京 電力 が 和解 契約 を 締結 
O 〇 1.6~1.8 住民 説明 会 支援 (北上 市 、 農 林業 系 副産物 本 焼却 ) 
O1.22 第 3 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 
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| 第 4 章 資料 編 資料 編 













O2.13 第 2 回 原発 放射 線 影響 対策 市 町 村 等 連絡 会 議 
画 2.25 原木 きのこ 栽培 に 関す る 賠償 に つい て (出荷 制限 等 解除 後に 継続 し て 栽培 管理 を 実施 する に 当たっ て の 取扱 い ) 通 知 

O3.1 いわ て グラ フン 平成 27 年 3 月 号 野生 山菜 を 採り に 行か れる 際 の 留意 点 に つい て 掲載 

〇 3.2~3.18 県 立 病院 等 ( 全 26 施設 ) に 係る 放射 線量 測定 

O3.3 岩手 県 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調査 結果 公表 

国 3.10 出荷 制限 解除 (ウグイ : 北 上 川 の うち 四 十 四 田 ダ ム 下 流 (支流 を 含む )) 

O3.11 第 4 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 連絡 会 議 

O3.12 岩手 県 放射 線 内 部 被ばく 健康 影響 調査 結果 説明 会 (一 関 市 ・ 一 関 保健 所 ) 

O3.13 私 た ちの くら し と 放射 線 セ ミナ ー( 一 関 市 ・ 一 関 図書 館 ) 

国 3.20 食品 中 の 放射 性 物質 に 関す る 「 検 査 計画 、 出 荷 制限 等 の 品目 ・ 区 域 の 設定 ・ 解 除 の 考え 方 」 の 改正 (原子 力 人 災害 対策 本 部 策定 ) 
O3.26 第 3 回 原発 放射 線 影響 対策 本 部 本 部 員 会 議 
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3 県 内 55 地 点 の 測定 結果 


(1) サーベイ メー ター に よる 地表 付近 の 放射 線量 率 の 測定 結果 (平成 27 年 3 月 ) 





県 内 55 地点 の 測定 結果 





人 測定 場所 所 在 地 








測定 結果 [ Sv/h] 
(地上 か ら の 高 さ ) 
50cm 


測定 日 


備考 


測定 実施 機関 





盛岡 市 役所 盛岡 市 内 丸 12-1 





3 月 5 日 0.04 0.04 








渋民 運動 公 
花巻 地区 合同 庁舎 


盛岡 市 玉山 区 川崎 字 川 崎 1-1 
花巻 市 花城 町 1-41 


3 月 5 日 0.03 
3 月 9 日 0.05 


0.03 
0.05 


盛岡 広域 振興 局 
(保健 福祉 環境 部 











県 南 広域 振興 局 





大 堀川 プロ ム ナ ー ド 花巻 市 吹 張 町 


3 月 9 日 0.06 0.06 





(花巻 保健 福祉 環 














北上 地 区 合 后 
奥州 市 役所 本 庁舎 


北上 市 芳 町 2-8 
奥州 市 水沢 区 大 手 町 1-1 


3 月 9 日 0.05 0.06 





慶 徳 公園 奥州 市 水沢 区 佐倉 河 字 慶 徳 29-2 


3 月 12 日 





计 


江刺 総合 支所 1 市 江刺 区 大 通り 1-8 





五 | 五 | 


中 央 運動 公園 
胆沢 総合 支所 





則 市 胆沢 区 南都 田 字 加賀 谷地 270 


1 市 江刺 区 岩谷 堂 字 松長 根 2| 3 月 12 日 





将 | 将 


紫陽 花 ロ ー ド 展望 台 
前 沢 総合 支所 


川 市 胆沢 区 小山 字 台 279-1 
市 前 沢 区 字 七 日 町 裏 71 


将 


3 月 12 日 0.06 0.06 
3 月 12 日 0.09 0.09 





南 前 沢 グ リー ン パ ー ク 1 市 前 沢 区 字 高畑 215 


草地 、 除 染 后 
(H25.11~) 





グラ ウン ド 、 
除 染 后 











衣川 総合 支所 奥州 市 衣川 区 古 戸 420 








木 の か お り 公 園 奥州 市 衣川 区 古 戸 48-3 








金ケ崎 町 役場 金ケ崎 町 西根 南町 22-1 





荒巻 公園 金ケ崎 町 西根 北 荒巻 100-2 
一 関 市 役所 市 竹山 町 7-2 





一 関 運動 公園 市 萩 荘 字 箱 清水 4-2 





除 染 后 (H25.6 一 ) 





花 泉 支 所 市 花泉 町 浦 津 字 一 ノ 町 29 











金 流川 河川 公園 市 花泉 町 花泉 字 袋 地内 





@ 
中 
@ 
中 
中 
@ 
中 
② 
中 
@ 
中 
@ 
中 
@ 
① 
② 
中 
② 
中 
@ 
① 
② 











千厩 支所 市 千厩 町 北方 174 


東山 支所 ー 関 市 東山 町 長坂 字 西 本 町 105-1 | 3 月 10 日 0.07 0.08 
唐 梅 館 総合 公園 一 関 市 東山 町 長坂 字 西 本 町 212 番 1 地 先 | 3 月 10 日 0.10 0.10 





黄金 山 キ ャ ンプ 場 市 千厩 町 小 梨 字 新 地 地内 





大 東 支所 市 大 東町 大 原 字 川内 40 


境 セ ンタ ー) 


県 南 広域 振興 局 
(保健 福祉 環境 部 











県 南 広域 振興 局 








伊勢 舘 公園 
川崎 支所 


市 大 東町 鳥海 字 清 水 12 番 外 


3 月 10 日 





川崎 農山 村 広場 





室 根 支 所 





室 根 き ら め き パー ク 





市 藤沢 町 藤沢 字 町 裏 105 


除 染 后 (H25.6 一 ) 





ー 関 市 藤沢 町 徳田 字 大 望 沢 37 
平泉 是 平泉 字 志 光山 45-2 





平泉 町 役場 


3 月 11 日 0.07 0.07 
3 月 11 日 0.07 0.07 





平泉 町 平泉 字 志 縮 山 61 


除 染 后 (H24.8 一 ) 


(一 関 保健 福祉 環 
境 セ ンタ ー) 





釜石 市 役所 釜石 市 只 越 町 三 丁 目 9-13 





定 内 と ん が り 公 園 
大 植 町 役場 


釜石 市 定 内 町 一 丁目 4 
大 棚町 上 町 1-3 





ふれ あい 運動 公園 





大 杰 町 小 键 第 22 地 割地 内 


沿岸 広域 振興 局 
(保健 福祉 環境 部 





大 船渡 地区 合同 庁舎 | 大 船渡 市 猪 川 町 字 前 田 6-1 





大 船渡 市 役所 大 船渡 市 盛 町 字 宇 津野 沢 15 








大 船渡 市 三陸 町 綾里 字 黒 土田 56 





三陸 総合 運動 公 


3 月 2 日 


沿岸 広域 振興 局 





陸前 高田 市 役所 陸前 高田 市 高田 町 字 鳴 石 42-5 


(大 船渡 保健 福祉 





鳴 石 北 公園 陸前 高田 市 高田 町 字 鳴 石 地内 








中 
② 
中 
@ 
① 
@ 
中 
② 
① | 藤 
② 
中 
② | 志 縮 山 児童 館 
中 
② 
中 
② 
① 
中 
② 
中 
② 
① 
@ 





宮古 地区 合同 庁舎 宮古 市 五 月 町 1-20 


箇条 住田 町 役場 住田 町 世 田 米 字 川 向 96-1 3 月 2 日 0.05 0.05 
住田 町 運動 公園 住田 町 世 田 米 字 川 向 80-1 3 月 2 日 0.09 0.10 





宮古 児童 相談 所 宮古 市 和 見 町 9-29 


環境 セン ター) 


沿岸 広域 振興 局 
(宮古 保健 福祉 環 
境 セン ター) 





久慈 市 役所 久慈 市 川崎 町 1-1 





小鳩 公園 
洋 野 町 役場 


久慈 市 中 町 1 地 割 地 内 
洋 野 町 種 市 23-27 


3 月 5 日 0.05 0.05 





野田 村役場 野田 村野 田 第 20 地 割 14 


3 月 5 日 0.06 0.06 





普代 村役場 普代 村 第 9 地 割 銅 屋 13-2 
二戸 市 役所 金田 一 出張 所 | 二戸 市 金田 一 馬場 80 














3 月 5 日 0.07 0.07 





法寺 グラ ンド 、 | ニ 戸 市 法寺 町 上 外野 118-2 


注 1 測定 結果 の 欄 に つい て 、 Sv/h は 「 マ イク ロ シ ー ベ ルト 毎時 」 を 表す 
注 2 種別 の 欄 に つい て 、① は 「 庁 舎 等 」、② は 「 公 園 等 」 を 表す 
注 3 測定 結果 の 「*」 は 、 除 染 後 の 地表 付近 を 測定 し た 結果 で ある 。 
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3 月 2 日 0.09 0.09 
3 月 2 日 0.03 0.03 











県 北 広域 振興 局 
(保健 福祉 環境 部 


県 北 広域 振興 局 
(二戸 保健 福祉 環 
境 セン ター) 





四 加 一 同一 地 点 .测定 高 中 最 高 值 





字 0.23 / Sv/h 以 上 















































































































































































































































































































































































































































汚染 状況 重点 調査 地域 に お ける = ヶ 最 低 值 っ 積雪 あり 
地表 付近 の 放射 線量 率 測定 結果 の 推移 * ”之 除 染 后 
(单位 : Sv/h) 
市 町 地区 測定 場所 测定 高 平成 23 年 度 平成 24 年 度 平成 25 年 度 
( 住 所 ) 6 月 | g 月 | 9 月 |i0 月 | 月 |12 月 | 1 月 | 2 月 | 3 月 | 4 月 | 5 月 | 6 月 | 7 月 | 8 月 | 9 月 |10 月 |11 月 |12 月 | 1 月 | 2 月 | 3 月 | 4 月 | 5 月 | 6 月 | 7 月 
奥州 市 役所 100cm 0.14 0.13| 0.13| 0.13| 008| 011| 0.13| 012| 0.12| 0.12| 0.10| 009| 009| 0.10| 0.10| 009| 008| 009| 009| 009| 008| 0.09 
水 | 町 50cm 0.17| 0.16| 017| 015| 0.15| 0.14| 0.10| 0.13| 0.14| 013| 0.13| 0.12| 0.11| 0.11| 010| 0.10| 0.11| 0.10| 009| 009| 009| 010| 010| 009 
沢 5cm 0.18| 0.10| 0.14| 015| 0.14| 0.16| 014| 013| 0.12| 0.11| 012|_013| 0.10| 009| 011| 010| 0.11| 010| 010 
区 鹿 徳 公園 100cm 025| 025| 025| 0.23| 024| 020 011 011| 021| 021| 022| 019| 020| 019| 0.19 0.17| 0.17| 016| 016 
( 條 洒 池 隊 科 29 の ) 50cm 027| 027| 027| 0.26| 026| 020 0.12 012| 025| 0.23| 024| 020| 021| 021| 021 0.18| 0.19| 0.18| 017 
5cm 028| 022 013 0.12| 025| 025| 0.24| 021| 024| 022| 022| 0. 11l 0.19| 021| 019| 017 
江刺 総合 支所 00cm 0.12| 0.12| 0.13| 0.12| 013| 010 009| 009| 009| 0.10| 008| 009| 007| 007| 008| 007| 006| 007| 007| 006| 007| 007| 006| 006 
江 | 通り 1-D 50cm 0.13| 0.13| 0.14| 0.13| 013| 0.11 0.09| 010| 011| 009| 009| 009| 008| 008| 009| 008| 007| 007| 007| 007| 007| 007| 006| 006 
刺 5cm 0.15 0.12 0.10L 012| 011| 0.11| 0.11| 0.10| 009| 008| 0.09| 009| 006| 008| 008| 008| 008| 007| 007| 007 
5 00cm| 0.12| 0.12 0.13 011 006 007| 012| 012| 012| 0.10| 012| 0.11| 011 0.10| 009| 009| 009 
区 电 夫 浊 动 公国， 50cm| 0.13| 0.13| 0.14| 0.15| 014 011 006 006| 014| 013| 0.13| 010| 013| 012| 0.13 0.12| 009| 011| 0.10 
5cm| 0.14 0.12 006 006| 015| 0.15| 0.15| 012| 014| 0.13| 015| 0. .07| 0.13| 0.11| 012| 011 
胆沢 総合 支所 00cm 0.14| 0.13| 0.11| 0.13| 013| 012 009| 010| 009| 0.10| 0.10| 009| 009| 009| 009| 009| 008| 008| 007| 008| 008| 008| 008| 007 
胆 | ( 博 都 田 字 加 机 谷地 270) 50cm 0.14| 0.13| 0.12| 0.13| 015| 013| 0.11| 012| 012| 0.11| 0.10| 0.10| 010| 0.10| 0.10| 010| 008| 009| 008| 009| 008| 008| 008| 007 
還 沢 5cm 0.16 0.13L 0.14| 0.14| 0.12| 0.11| 0.14| 0.11| 010| 0.10| 0.10|_009| 009| 009| 009| 009| 009| 009| 008 
奥 本 00cm| 0.17| 0.17 0.17| 0.17| 014 009 009| 0.15| 014| 014| 0.14| 014| 014| 013 0.12| 0.12| 012| 013 
州 | 区 紫陽 花 ロ ー ド 展望 台 50cm 017| 0.17| 014 0.10 0.10| 0.16| 015| 015| 0.16| 0.16| 016| 0.14 014| 0.13| 013| 0.14 
市 SE 5cm 0.18| 0.19】 015 0.11 0.0| 017| 016| 015| 0.18| 018| 017| 015| 0. .13| 0.14| 0.14| 014| 015 
前 沢 総合 支所 00cm 024| 021| 021| 021| 020| 019| 014| 0.16| 016| 0.17| 0.16| 015| 012| 014| 0.13| 014| 011| 012| 010| 012| 012| 0.10| 011| 0.10 
(日 町 案 71) 50cm 026| 023| 024| 022| 023| 021| 0.17| 0.18| 018| 0.19| 0.18| 0.15| 013| 0.15| 0.14| 014| 012| 0.13| 0.12| 013| 012| 012| 012| 0.11 
5cm 0.30 0.29| 022| 0.25| 022| 021| 021| 0.18| 0.16| 0.17| 0.16| 017| 015| 0.15| 0.13| 015| 014| 0.14| 012| 011 
前 草地 00cm| 0.39 0.39| 037| 0.38| 0.37| 020 017| 034| 034| 032| 030| 029| 027| 027| 026| 024 021 017| 024| 0.24| 024| 022| 020 
沢 南 前 沢 グ |( 除 染 和 后) | 50cm 0.42| 0.40| 0.40| 0.38| 0.39| 0.37』 020 0.18| 038| 035| 034| 032| 031| 029| 028| 027』 025 021 0.17| 025| 025| 025| 022| 021 
区 | リ 9 パー ク 5cm| 0.40 0.36| 039| 0.381 019 018| 0.32| 0.32| 0.34| 027| 0.25| 029| 0.25| 026 0.19 017 0226| 025| 027| 020| 0.9 
ma | の zooF| om Nl 
〈 除 染 后 ) 
5cm *0.16 
衣川 総合 支所 00cm 023| 022| 020| 020| 022| 020| 017| 017| 018| 0.17| 016| 015| 015| 011| 0.11| 012| 010| 01o| 01o| 0.10| 011| 011| 011| 0.10 
表 | さ 50) 50cm 026| 024| 021| 022| 024| 021| 021| 019| 019| 020| 0.18| 016| 017| 0.12| 013| 013| 011| 0.10| 0.1| 011| 013| 0.12| 011| 0.10 
川 5cm 0.28 0.27| 025| 0.24| 0.24| 023| 021| 017| 0.18| 0.14| 0.16| 0.15|_014| 0.12| 0.13| 012| 015| 013| 012| o11 
区 | 森 の か お り 公園 100cm| 0.26 0.26| 025| 025| 023| 022 013 0.15| 023| 021| 020| 019| 019| 0.18| 0.18| 018| 015 014 012 016| 015| 015| 015| 014| 
(店 記 453) 50cm 026| 0.27| 0.25| 025| 022 013 0.15| 025| 023| 022| 020| 020| 020| 0.19| 018| 016 015 0.3| 017| 017| 0.16| 016| 014| 
5cm| 0.25 021 020 0.13 0.16| 028| 0.20| 0.23| 0.25| 021| 020| 022| 0.19| 017 0.17 0.2| 014| 013| 0.13| 016| 012 
下 00cm 0.16| 0.13| 015| 013| 013| 012| 011| 012| 0.10| 0.11| 010| 011| 009| 0.10| 010| 009| 010| 009| 009 
旧 市 役所 50cm 0.20| 0.20| 0.20| 0.19| 0.19| 0.17| 014| 016| 0.14| 013| 013| 013| 0.13| 0.12| 013| 0.12| 0.12| 009| 012| 011| 0.10| 009| 010| 0.10 
5cm 024|_ 021| 014L 0.8| 019| 0.18| 0.16| 0.16| 015| 0.14| 0.15| 014| 013| 0.10L0.3| 012| 013| 0.12| 011| 0.11 
関 一 并 运动 公园 00cm 0.34| 0.32| 033| 0.30| 031| 021 013 011| 028| 027| 025| 024| 021| 021| 020| 021| 018l 013 011] 019| 018| 0.17| *0.05| *0.06 
市 (導入 字 折 清水 4 の) 50cm 0.35| 0.34| 0.34| 0.31| 0.30| 020 012 011| 029| 028| 0.25| 026| 022| 022| 022| 021| 0.18| 0.13 0.11| 019| 0.18| 0.18| *006| *005 
8 5cm 0.33| 0.30』 020 015 0.11| 031| 0.31| 026| 028| 022| 022| 022| 0.24| 018| 013 011| 0.18| 0.17| 017| *005| *0.05 
a 00cm 0.19| 020| 018| 017| 019| 015 引 012 011| 013| 013| 011| 011| 011| 011| 0.10| 011| O10l 008| 010| 009| 008| 009| 008| 008 
花 トド 50cm 021| 0.22| 022| 019| 020| 0.19| 0.13 011| 015| 0.14| 0.13| 012| 013| 0.11| 0.12| 012| 011| 009| 011| 010| 009| 009| 009| 010 
泉 5cm 026 還 028| 0.26| 015 011l 021| 019| 017| 0.16| 0.16| 015| 015| 0.15| 01 引 009| 013| 0.12| 0.11| 011| 012| 013 
町 金 流川 河川 公园 00cm 0.33| 0.33| 0.30| 0.29| 030| 018 013| 027| 027| 0.26| 024| 024| 0.25| 024| 023| 022 017 01 引 022| 021| 021| 020| 018 
( 洒 字 仙 地 内 ) 50cm 0.35| 0.34| 0.30| 029| 0.30| 0.18 014| 028| 029| 027| 024| 025| 027| 026| 024| 023 018 014| 022| 022| 021| 021| 020| 
5cm 0.32| 0.32| 020_0.5 0.32| 0.29| 0.28| 029| 0.29| 0.30| 0.261 0.24 0.20 0.4| 0.24| 025| 0.23| 022| 021 
画 00cm| 0.24 024| 0.16| 0.18| 015| 014』 o1o 014| 021| 017| 012| 012| 012| 012| 011| 011| 012| 008| 012| 012| 012| 011| 01o| 0.10 
東 東山 支所 50cm| 0.27 027| 0.17| 019| 017| 015l 0.10| 014| 023| 0.18| 013| 012| 012| 0.13| 0.11| 012| 014| 009| 013| 013| 013| 011| 010| 010 
山 5cm 024| 0.19| 018| 010L 06 0.18| 0.14| 0.13| 012| 0.13| 0.12| 012| 017| 009L 0.6| 015| 014| 011| 010| 010 
町 唐 梅 館 総 合 公園 00cm 027| 027| 026| 024| 024| 016 017| 022| 021| 021| 020| 019| 019| 019| 019| 017| 015 01 引 017| 017| 016| 017| 014| 
(長坂 字 西 本 町 212 番 1 地 先 ) | 50cm 029| 029| 0.27| 025| 024| 0.16 017| 023| 023| 023| 020| 021| 020| 020| 019| 017| 015 0.1 引 018| 018| 0.18| 017| 015 
5cm 028| 0.27| 019 020| 025| 0.25| 0.24| 023| 025| 0.22| 025| 020| 017| 0.18 0.14| 020| 0.19| 0.19| 019| 015 
還 00cm 020| 021| 020| 0.18| 019| 017 0.16 015| 015| 016| 014| 013| 012| 013| 013| 013| 012| 011| 011| 011| 010| 011| 01o| 012 
干 古 民 支所 50cm 023| 023| 022| 019| 019| 0.19】 0.17 016| 017| 0.16| 013| 014| 013| 0.13| 0.14| 013| 013| 011| 011| 012| 011| 011| 010| 013 
厩 5cm 023| 0.23| 021 020| 020| 0.17| 0.17| 015| 015| 0.14| 0.16| 0.15|_014| 0.13| 0.3| 013| 012| 0.12| 011| 014| 
町 | 黄金 山 キャ ンプ 場 100cm 0.17| 0.15| 045 011 009 008| 013| 013| 012| 012| 012| 012| 012| 011 010 009 008| 011| 011| 011| 010 0.11 
計 IP 50cm 0.18 0.18| 0.15| 0.16| 0.13 008 008| 015| 014| 012| 012| 013| 0.14| 013| 013| 011 008 007| 012| 012| 011| 012| 0.11 
于 5cm 0.19 0.14 008 008| 0.19| 0.17| 017| 0.16| 0.16| 017| 0.14| 016』 012 007 0o 中 014 0.2| 013| 014| 011 
市 大 東 支所 100cm 0.17| 0.17| 017| 017| 014| 0.12[ 014| 014| 014| 012| 012| 012| 012| 0.12| 012| 010| 01o 010| 010| 010| 0.10| 0.10| 009 
大 (大喜 宇川 内 40) 50cm 0.19| 0.20| 0.18| 0.17| 0.17| 0.13| 0.15| 016| 0.16| 013| 012| 013| 0.12| 013| 012| 011| 010| 0.10| 011| 011| 0.11| 0.10| 009 
東 5cm 0.20| 020| 0.15L 0.19| 0.17| 017| 014| 020| 0.14| 013| 014| 0.14| 0412 010|012| 0.12| 0.11| 0.11| 011| 0.10 
町 | 伊 势 馆 公园 100cm 021| 020 017 013 011| 019| 018| 018| 017| 017| 017| 017| 016| 0.1 引 010 010| 016| 014| 015| 014| 014 
( 仙 池 清 水 12 番 外 ) 50cm 0.23 022| 021| 018 013 0.11| 020| 019| 019| 0.18| 0.17| 018| 018| 0.17| 0.17| 011 010| 0.17| o16| 016| 015| 0.14 
5cm 0.22| 0.18 0.16 011| 022| 023| 021| 020| 020| 0.21| 0.18| 020| 0.18| 0.12 _0.10| 019| 017| 0.18| 017| 017 
= 100cm 024| 023| 021| 020| 019| 020| 0.17 015 0.16| 015| 0.14| 014| 013| 0.12| 013| 013| 013 0.10[ 012| 011| 0.11| 0.10| 01o| 0.12 
川 名 用 澳 抽 Ah 50cm 0.26| 0.26| 0.24| 021| 021| 021| 0.17 014| 017| 0.17| 015| 014| 015| 013| 0.14| 014| 013| 0.10| 0.12| 012| 012| 0.10| 011| 013 
崎 5cm 0.25| 022 017 020| 020| 0.18| 017| 016| 0.15| 0.16| 016| 015| 009L 0.3| 014| 013| 0.13| 012| 014| 
町 川崎 農山 村 広 場 100cm 028| 029 0.26| 026| 0.25| 018 019 025| 023| 023| 022| 022| 022| 021| 020| 020| 015 017| 019| 017| 018| 018| 0.18 
全 50cm 031| 031 028| 027| 0.28| 018 0.19| 026| 026| 026| 024| 023| 0.23| 022| 022| 020| 016 018| 020| 020| 019| 019| 0.18 
5cm 0.30| 030| 020 022| o29| 0.28| 0.27| 026| 027| 0.25| 0.24| 0.24| 021』 016 _0.18| 022| 021| 021| 021| 020 
100cm 0.30| 029| 027| 0.26| 025| 023| 018 017 019| 017| 018| 017| 017| 018| 0.18| 017| 017| 014| 013| 015| 014| 015| 014| 015 
室 本人 50cm 0.33| 031| 031| 0.28| 028| 025| 0.17 019| 019| 020| 0.18| 021| 019| 0.19| 0.20| 019| 019| 016| 0.14| 017| 016| 0.16| 016| 017 
根 5cm 031| 0.26| 019 024| 021| 022| 019| 021| 021| 020| 022| 021| 023| 0171 017| 019| 0.18| 0.18| 017| 021 
町 | 室 根 きら めき パー ク 100cm 0.38| 037| 0.34| 033| 0.29 018 015| 033| 033| 030| 029| 028| 029| 029| 0.28[| 026 023 017】 027| 014| 009| *0.06| *009 
( 折 字 向山 95) 50cm 037| 0.34| 034』 0.29 018 0.15| 035| 0.34| 031| 029| 027| 0.30| 029| 0.28| 0.27 0.24 017| 026| 0.14| 0.10| *006| *0.09 
5cm 0.34 029 021 016| 0.33 還 8 唱 0.33| 0.33| 028| 028| 030| 030| 0.32 0.25 0.17| 022| 016| 0.14| *007| *008 
es ココ 100cm 0.19| 020| 019| 0.18| 018| 017| 0.17 0.18| 015| 017| 0.13| 012| 013| 013| 012| 012| 011| 01ol 011| 012| 01i| 01o| 0.10| o11 
藤 栖 沢 到 所 50cm 021| 020| 020| 0.19】 018 0.19| 0.16| 017| 014| 0.13| 0.13| 014| 014| 0.13| 013| 010| 013| 0.12| 011| 010| 011| 011 
沢 5cm 0.24 0.24| 0.19 0.23| 0.18| 0.20| 0.17| 016| 015| 0.16| 0.15| 014| 016| 0.10L 0.14| 013| 013| 0.12| 011| 012 
町 本 100cm 0.24| 022| 0.23| 023| 024| 022 014 0.11| 022| 021| 021| 020| 019| 017| 017| 017| 014| 011 010 015| 014| 0.15| 0.14| 013 
eR 50cm| 0.24| 0.24| 0.22| 023| 0.24 023 014 0.11| 023| 022| 023| 020| 020| 0.17| 018| 017| 013| 009 009| 013| 014| 0.14| 013| 012 
還 * 5cm| 0.18 0.26 015 _0.12| 0.25| 0.23[ 2 020| 0.26| 014| 015| 0.14| 0.11| 009 _009| 011| 0.2| 012| 009| 0.10 
二 100cm 021| 020| 021| 021| 020| 0.19| 0.13| 017| 015| 0.15| 0.15| 014| 014| 013| 0.14| 014| 012| 0.10f 013| 011| 012| 012| 011| 0.10 
平 泉町 役場 50cm 024| 023| 022| 0.25| 022| 021| 0.15| 0.19| 017| 0.16| 017| 0.16| 016| 0.14| 0.15| 015| 014| 0.10| 0.14| 0.13| 014| 0.12| 0.12| 0.11 
泉 5cm 028|_027| 016L0.25| 021| 020| 020| 0.20| 019| 0.16| 0.19| 0.19| 017| 011L 0.15| 015| 017| 0.13| 014| 013 
町 志 羅 山 児 音 館 100cm| 0.23 022| 0.23| 022| 022 019 0.16 0.16| 020| 0.18| 0.18| 0.18| +0.08| *0.06| *0.07| +0.06| *0.07 *0.06 *0.05| *0.06| *0.06| *0.06| *0.05| *0.05 
(年 末 字 吉 損 61) 50cm| 022 023| 023| 0.23 0.19 0.17 0.17| 0.19| 0.18| 0.18| 0.18| *0.08| *0.06| *0.07| *0.06| *0.06 *0.05 *0.05| *006| *0.06| *0.06| *0.06| *006 
5cm| 0.5 0.23| 023 020 021| 018| 0.15| 0.4| 0.12| *008| *0.06| *0.07| *0.06| *0.06_ *0.05 *0.05| *006| *0.07| *0.05| *0.05| *006 
100cm| 22| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28 28| 28| 28| 28| 28 28 28| 28| 28| 28| 28| 29| 29 
測定 高 ご と の 調査 点数 50cm| 22| 28| 28| 28 28| 28| 28| 28 28| 28| 28 28| 28| 28 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28 28| 28| 29| 29 
5cm| 8 28 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 29| 29 
100cem| 14| 15| 11| 11| 1o| 1 gl se 5| 5| 4| 3 3| 3 3| 2 1 0| 2 1 1 0| 0 
うち 、0.23 Sv/h 以 上 の 点数 | 50cm| 14| 19| 18| 14| 12| 13 7 0 0 0 8 8 5 4 4 3 3 3 1 0 2 1 1 0 0 
5cm| 4 20| 19| 15 1 5 1| 10| 9 7 7| 4| 5 5| 4 1 o| 2| 2 2| ol 0 
汚 委 状 況 重点 調査 地域 に お ける 測定 箇所 数 | 22| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 28| 29| 29 
うち 、0.23 / Sv/h 以 上 の 箇所 数 14| 19| 18| 14| 20| 19| 15 1 5 1| 10| 9 7 7| 4 5 5| 4 1 O| 2| 2| 2| ol 0 
0.23 Sv/h 以 上 の 箇所 の 割合 (%) | 63.6| 67.9 | 64.3 | 50.0| 71.4 | 67.9| 53.6 | 3.6| 17.9| 393| 35.7| 32.1| 250| 25.0| 14.3 | 17.9| 179|143| 36| 00| 71| 71| 71| 00| 00 
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の 高 さ で 測定 し た 値 で 評価 し て いる 


の 除 染 基準 は 、 地 表 50cm か ら 100cm 
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汚 築 状況 重点 調査 地域 に お ける 
地表 付近 の 放射 線量 率 測定 結果 の 推移 
(単位 : Sv/h) 





















































































































































































































































































































































































































測定 場所 馴 空 喜 平成 25 年 度 平成 26 年 度 
市 町 | ( 住 所 ) 测定 高 | 月 | 6 月 [10 月 [1 月 [12 月 [1 月 [2 月 [5 月 | 4 月 [5 月 [6 月 [7 月 | 6 月 | 9 月 [10 月 
奥州 市 役所 00cm| 008| 009| 008| 008| 008 607| 008| 008| 008| 007| 007| 007 
Fre 50cm| 008| 009| 009| 009| 008 008| 009| 008| 008| 007| 007| 007 
沢 5cm| 0.10| 009| 008| 008| 008 007| o1o| 008| 007| 008| 007| 007 
00cm| 016| 016| 016| 014| 0.15 013| 014| 014| 014| 014| 012| 012 
区 鹿 笠 公園 ， 50cm| 0.16| 0.17| 017| 0.15| oe 0.14| o15| 015| 0.15| 0.15| 013| 013 
5em| 017| 018| 017| 0.16|_0.18| 0.15| 017| 017| 017| 017| 015| 05 
江刺 総合 支所 00cm| 006| 006| 007| 007 M 【 04| 005| 006| 006| 005| 005| oo5| 005 
示 | 50cm| 006| 006| 007| 008 | . .05| 005| 006| 006| 006| 006| 005| oo06 
刺 5cm| 007| 007| 007| 008 | | .06| 005| 006| 006| 006| 006| 005| 005 
: 00cm| 009| 009| 009| 009| 0. T 09| 008| 009| 009| 008| 007| 008| 007 
区 公国 50cm| 009| 0.10| 01o| oo| 0. | . 09| 008| 009| 009| 009| 008| 008| 007 
5cm| 010| 013| 012| oo .10| 009| 009| 010| 008| 008| 007 
胆沢 総合 支所 00cm| 007| 007| 007| 007 07| 007| 006| 006| 006| 006| 006 
ene 50cm| 008| 007| 007| 007 07| 006| 006| 006| 007| 006| 006 
| 总 5cm| 008| 009| 008| 0.08 I 3 99 0 0 9 ug 909 
奥 生計 00em| 012| 011| 011| o11 『 1 8 10| 0. 1 .09 
州 | 区 紫陽 花 ロ ー ド 展望 台 50cm| 0.12| 0.12| 012| 0.11 10| 0.10| 0.10| 011| 011| o10 
rr a 5cm| 013| 0.14| 013| o12 .10| oi| oi| oi| oi2| oio 
Ap 00cm| 0.10| 009| oo9| oo .08| 008| 008| 008| 008| 007 
前 沢 総合 玄 所 50cm| 010| 0.10| 0.10| 0.10 08| 008| 008| 008| 009| 008 
5em| 011| oo| 0.11| oi .08| 009| 008| 008| 009| 007 
网 草地 00cm| 022| 021| 020| *018 .15| *0.16| *0.17| *0.16| *0.15| *0.15 
ny 到 50cm| 021| 021| 020| *0.17 .15| *0.15| *0.16| *0.16| *0.14| *0.14 
区 2 5 ( 除 染 后 ) | 5oml 023| 022| 021| ois .12| *0.13| *0.13| *0.14| *0.13| *0.13 
本 グラ ウン ド 00cm| *0.16| *0.13| *0.14| *0.15 .14| *0.13| *0.14| *0.13| *0.12| *0.11 
( 除 当 和 后 ) 50cm| *0.17| *0.12| *0.15| *0.15 .13| *0.13| *0.13| *0.13| *0.12| *0.11 
5cm| *0.17| *0.12| *0.14| *0.17 .10| *0.13| *0.14| *0.13| *0.12| *0.11 
本 00cm| 010| 008| 009| 008 .09| 008| 008| 008| 008| 007 
大 符合 50cm| 0.10| 008| 01o| 008 .09| 008| 008| 008| 008| 008 
川 005m| 018| 014| 013| 013 | 013| 012| 012| Qil| 010 
本 cm 1 .13 | 上 .13 .12 | M 
区 木 の か お り 公国 50cm| 014| 0.14| 014| 014 12| 014| 012| 012| 012| oi1 
5em| 011| oi| 012| 013| 0. .13| 013| 012| 014| 014| 010 
計 00cm| 008| 008| 009| 008| 0. .07| 005| 007| 005 007| 009| 006 
旧 市 所 50cm| 0.10| 009| 01o| oo9| 0. | M .09| 005| 007| 005| 007| 009| 007 
ー 5cm| 011| oio| 0.10| 0.11| 0. | | .10| 005| 009| 006| 009| 0.10| 008 
関 * 00cm| *0.06| *0.05| *0.06| *0.05| *0. .05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.06| *0.05 
市 50cm| *0.07| *0.05| *0.06| *0.05| *0. .06| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.06| *0.05 
回 5cm| *0.07| *0.05| *0.05| *0.05| *0. .05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.06| *0.05 
本 00cm| 008| 008| 007| 008| 0. 07| 007| 007| 007| 007| 006| 006 
花 本 50cm| 009| 009| 008| 008| 0. 1 | .08| 007| 007| 007| 007| 007| 007 
泉 5cm| 011| omi| oo| 00| 0. 8 | .09| 009| 009| 009| 008| 008| 008 
Es 00cm| 0.18| 019 019| 018 6| 016| 016| 016| 013| 014 
町 全 流川 汉人 [ 公 周 50cm| 09| 018| o19| 019 0.17| 017| o16| o17| 0.15| o5 
5cm| 022| 019| 0.20| 0.19 0.18| 018| 017| 018| 016| o5 
一 00cm| 010| 009| 009| 010 013| 009| 009| 008| Oi| 008 
東 本 50cm| 0.11| 010| 009| ol0 0.14| 009| 009| 009| oi2| 008 
山 5cm| 012| 0.11| 009| oo 0.15| 008| 0.10| 009| 0.14| oo 
丙丁 00cm| 016| 015| 015| 014 0.13| 014| 013| 013| 013| 012 
町 唐 梅 館 総合 会 園 ，，， 50cm| 015| 015| 015| 016 0.4| 014| o13| 013| 013| 012 
5cm| 016| 016| oe| oe 0.15| 015| 013| 014| 013| o3 
00cm| 010| 009| 010| 010 009| 009| 009| 009| 009| 009 
チェ 屋 二 所 50cm| 010| 010| 009| 0.10 o09| 010| 009| 009| 009| oo9 
展 人 oo| oi| oiol oi 006 009 009 9 010 9 
= cm| 010| 009| 009| 009 『 1 08| oo9| 0. ! 
_ | 町 次 金山 キャ ンプ 場 50cm| 0.10| 0.10| 0.10| 0.10 0.10| 009| 009| oio| 008| oo 
関 5em| 012| 012| oi| oo9 0.2| 012| 011| oi| 008| oo9 
市 大 未 支 所 00cm| 009| 009| 009| 009 013| 008| 008| 007| 008| 008 
天 | 人 人 50cm| 009| 009| 009| 0.10 0.13| 009| 007| 008| 009| 007 
東 | 5cm| 01o| oio| oiol oi 0.15| 009| oo8| 008| 009| 008 
00cm| 014 013| 014| 015 013| 013| 012| 012| 011| 012 
町 全館 公園 50cm| 014| 014| 015| 06 0.13| 014| 012| o12| o11| 012 
- 5cm| 016| 015| oe| o17 0.15| 0.15| o13| 0.15| 013| 0o3 
本 00cm| 009| 009| 010| 010 009| 008| 008| 008| 008| 008 
用 a 50cm| 010| 0.10| 01o| 0.10 009| 008| 008| 008| 008| 008 
5em| 011| 0.11| o12| 0.10 0.10| 009| 009| 009| 009| oo 
語 00cm| 017| 016| 017| 016 015| 015| 014| 014| 013| 014 
町 镍 及 舟山 村 记 声 50cm| o17| 016| o17| 017 0.15| 0.16| 014| 015| 0.13| 0.14 
8 5cm| 018| 018| 019| os 0.17| 0.18| 016| 016| 014| 05 
a 00cm| 013| 013| 013| 013 012| 011| 010| oi| 009| 010 
室 填 根 去 所 50cm| 015| 015| 015| 015 14| 012| 013| 012| oi| omi 
根 | 5cm| 016| 017| 017| 017 0.15| 0.15| oe| 013| 0.13| os 
、 00cm| *0.07| *0.07| *0.06| *0.07 *0.07| *0.07| *0.07| *0.06| *0.07| *0.06 
町 夫人 パーク 50cm| *0.07| *007| *0.06| *007 *0.07| *0.06| *007| *006| *0.07| *006 
= 5cm| *0.06| *0.07| *0.06| *0.07 *0.06| *0.06| *0.07| *007| *0.07| *0.06 
00cm| 009| 009| 009| 009 009| 008| 007| 008| 007| 007 
藤 謙 沢 支所 1 50cm| 010| 009| 0.10| o10 0.09| 009| 008| 008| 008| 008 
沢上 5cm| 011| ol 0.11| oi 0.10| 0.10| 009| 008| 009| oo9 
ーー 00cm| 012| 012| 012| 012 012| 011| 009| 011| ol2| 010 
町 4 50cm| 012| o1| ol om 11| 0.11| 009| oo| Oi| oo9 
5cm| 010| 01o| oio| oo 0.11| 011| oo| 008| 013| oo 
直人 00em| 011| 010| 010| 010 0.06| 009| 009| 008| 007| 008 
平 人 50cm| 013| 0.11| 011| oi 005| oio| 009| oo9| 008| 008 
泉 6 5cm| 014| 013| 012| 0.12 0.05| 0.10| 0.10| oio| 009| oo9 
I 志 羅 山 児 音 館 00cm| *0.05| *0.05| *0.06| *0.06 *0.06| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.06 
1 50cm| *0.06| *0.05| *0.06| *006 *0.05| *0.05| *005| *0.05| *004| *005 
ts 5cm| *0.06| *0.05| *0.06| *0.05 *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05| *0.05 
00cm 29 29 29| 29 29 29 29 29 29 29 
測定 高 ご と の 調査 点数 50cm| 29| 29| 29| 29 29| 29 29 29| 29| 29| 29| 29| 29 29| 29| 29 54% 
5em| 29| 29| 29| 29 29| 29| 29| 29| 29| ?9| ?9| ?9| 29| 29| 29| 29 0 
oem| oO| 0 | 0 0 og| 0 qg qg og 0 ol og 0 0 0 最 小 
うち 、0.23 Sv/h 以 上 の 点数 |] 50cm| oO| 0o| gl o | 9| 9| 9| 9| 9| 9| 9| 9| 9| 9| 9| 9o% 
5em| 1| ol ol o o| ol ol ol ol ol ol ol ol ol ol o 0 
汚 委 状況 重点 調査 地域 に お ける 測定 箇所 数 | 29| 29| 29| 29 29| 29| 29 29| 29| 29| 29| 29| 29 29| 29| 29 平均 
うち 、0.23 z Sv/h 以 上 の 箇所 数 1| 0 gl 0 | | of 9| | o| | ol ol ol ol laoe 
0.237 Sv/h 以 上 の 箇所 の 割合 (%) | 34| 00| 00| 00 00| oo| oo| oo| oo| oo| oo| oo| oo| oo| oo| 00 0 
















































































注 国 の 除 染 基準 は 、 地 表 50cm か ら 100cm 
の 高 さ で 測定 し た 値 で 評価 し て いる 
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測定 値 単位 : x Sv/h 








| 


Tn 











H26.7.18 26.10.15 | H27.1.15 
0.06~0.28 | 0.05 て 0.2310.05 て 0.16 
H26.7.18 26.10.15 | H27.1.15 
0.05 て 0.07 | 0.05 て 0.06 | 0.04~0.06 
H26.7.17 26.10.15 | H27.1.15 
0.04~0.09| 0.03~0.07 | 0.03~0.04 
H26.7.25 26.10.10 | H27.1.21 
0.07 一 0.21| 0.06 王 0.15 
H26.7.8 | H26.10.8 
.07 て 0.2110.07 て 0.21 


側 潮 、 植 込み 、 
相葉 堆積 、] 
側溝 、 砂 利 兄 
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mm 
































同和 本 
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2 
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RI 
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| 
鑑 








ンク リー ト 等 
軒下 、 コ ンク リー 


昌 合 























Im 
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ni 
人 






































Fr mn 


中产 
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中 | 关 | 
Ba 



































al 


日 全 
翌 | | 再選 | 局 || 届 | 選 | 上 | 選 || 局 | 加 届 | 上 | 層 | | 選 | 如 | 届 可 調 密 | 开 | 完 | 上 | 選 | 上 | 志 | ロ 


























































































































利 、 土 等 




























































































ス フ ァ ルト 、 砂 
還 敷 き 、 石橋 等 





神 浏 训 剖 击 冯 吉 吉 吉 吉 吉 | 





0.04~0.07 








= 
{| 


























27.3.3 
0.03~0.04 
27.3.3 
0.04~0.05 














合同 合同 























MM 





























日 盛岡 短 』 



























































\ わ て 県 民 情 報 交流 セ 
ンタ ー (アイ ー ナ ) 

平 庭 高原 体験 学習 館 
「 森 の こだま 館 」 
計量 セン ター 庁舎 





























H27.3.17 
0.06 
H27.2.10 
.03~0.05 | 0.03~0.05 
H26.5.26 | H27.3.30 

.04~0.05 0.05 
26.8.13 | H27.3.23 
.03~0.06| 0.03~0.05 
26.6.24 | H26.11.11 
0.035 |0.02~0.04 
H26.9.1 H27.2.5 
.0765~0.09384 | 0.0612 一 0.07446 
26.5.29 | H26.11.20 
-.054 て 0.194|0.040 て 0.147 
26.6.5 て 6|H26.10.9 て 10 
.0475~0.0681|0.0417~0.0680 
H26.6.9 | H26.12.8 
.03~0.06| 0.03~0.05 
H26.4.23 | H26.7.9 | H26.10.22 | H27.1.21 
0.03~0.05|0.03~0.05 | 0.03~0.05 | 0.03~0.04 
H26.11.11 
0.049~0.06 

















asialiii 











) 
和 





| 


NII 





半周 鹿 国 加 


[ 刊 泪 基 泪 沁 涉 世 节 二 


| 西 | 

















先端 科学 技術 
ター 











油 |j 


岩手 産業 文 { 
産業 技術 短 其 
産業 技術 短期 大 学校 水 


沢 校 
千厩 高等 技術 専門 校 美 商工 労働 観光 月 1m 


商工 労働 観光 放 避 | 月 1m 























合同 1 








水 





| 一 了 
Mm 


商工 労働 観光 章 月 1m 














H 
U 























| 
和 
































商工 労働 観光 放 回 /6 月 1m 








事 画 斑 一 
滞 


唱団 


























ン 








出 


」 
mm 














本 
還 
中 





半 牧 济 舱 加 | 主 


紀 古 高等 技術 専門 校 上 「 | 商工 労働 観光 部 | 1 回 /6 月 | 5cm,50cm 
lm 
二戸 高等 技術 専門 校 計 商工 労働 観光 前 月 1m 


」 





或 
本 
和久 


























能 
科 
站 








こ 
rn 











潮 、 雨 ど 
勤労 身体 障がい 者 体育 商工 労働 鶴光 部 | 1 回 /6 月 | 50cm、 1m | 玄関 、 駐 車 
館 側溝 等 
県 立 水産 科学 館 農林 水産 部 50cm | 施設 外周 翌 
水村 等 ) 
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| 
1 
































曲目 


本 可 | 斌 | 马 | 宣 | 台 宣 | 本 写本 颌 | 忆 | 语 | 本 请 | 马 写 | 本 | 颌 | 可 请 可 誠 | 居 | 如 選 | 如 選 
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県 有 施 設 の 放射 線量 測 定 状況 





4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 (測定 回 数 が 年 4 回 まで の 施設 測定 値 単位 : x Sv/h 








奥州 落 5cm、50cm 所 ; 油 H27.3.26 
1m ] 温 .05~0.32 
見 民 の 森 八幡 平 ミ 落 5cm、50cm | 駐 习 | 油 H26.4.23 
1m 測定 値 10.02 て 0.04 
県 滝沢 森林 公園 滝沢 市 率 泊 5cm、50cm | 駐 注 H26.4.23 
1m 3 ? | 0.03 て 0.25 
FE 県 千 員 石森 林 公 園 | 金ケ崎 町 路 5cm、50cm | 施設 周 滑 26.4.10,14 
1m 測定 値 0.04 て 0.26 
上 上 内 大 守山 森林 公园 | 大 船渡 中 間 5cm、50cm | 施設 周辺 油 H26.4.23 
1m 滑 .07 て 0.16 
F 県 折 爪 岳 森林 公園 | 二戸 市 中 5cm、50cm | 施設 周辺 、 展 望 | 油 H26.4.18 
1m 台 測定 値 0.02 て 0.08 
農業 ふれ あい 公園 上 市 | 農 路 回 /3 月 |5cm、50cm | 敷地 内 通 測定 H26.5.2 .7. H26.11.6 
1m ? | 0.06 て 0.07 1 0.06 
県 立花 き セ ンタ 金 げ 率 当 上 50cm | 敷地 内 通 測 H26.6.24 
側溝 该 0.06 
レセ ンタ ー 加 県 土 整備 回 /6 月 1m 溜り が 出来 BM H26.6.20 
すい 場所 等 访 .03 て 0.04 
レセ ンタ ー 県 土 整 備 朋 1m 溜り が 出来 1 H26.6.11 
すい 場所 等 ) | 0.06 一 0.09 
レセ ンタ ー 上 県 土 整備 回 /6 月 1m 溜り が 出来 1 H26.6.19 
すい 場所 等 1 | 0.08 一 0.12 
レセ ンタ ー 土 整備 月 1m 溜り が 出来 该 H26.6.12 
すい 場所 等 1 [| 0.06 て 0.08 
1m 関 前 、 駐 車場 | 沖 H26.7.25 
? .05~0.05 
1m 3 ラス 等 | 滑 H26.7.26 
? | 0.06 て 0.11 
lm | 駐車 場 、 植 物 園 | 測定 H26.7.26 
? [| 0.04~0.05 
1m 填 屋 け 滑 H26.6.30 
? 1 0.07 
1m 敷地 1 H26.4.23 
? 0.05 
1m 数 地 測定 H26.7.2 
測定 値 0.07 
1m 数 地 ? H26.6.26 
? 0.07 
1m と 滑 H26.6.23 
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入 肢 隊 


1m 




















1m 


眉 | 





























1m 


也 




















1m 


眉 


ヒノ 又 発 電 所 

















1m 


也 


レ 双 第 一 発電 所 









































1m 


了 入 


7 又 第 三 药 电 所 














1m 


NM 


滝 発電 所 














眉 


稲庭 高原 風力 発電 所 





1m 族 地 该 H26.6.9 
1 0.04 
lm ; 8 1 H26.8.21 
1 0.06 
lm 履 地 该 H26.8.21 
1 0.07 
lm 。 1 H26.8.21 
1 0.05 
lm 教 地 民 測 ) H26.8.21 
1 0.06 
lm 3 1 H26.4.23 
1 [| 0.04 て 0.06 
1m 8 1 H26.4.11 
1 0.05~0.12 








胆沢 第 二 発 電 所 




















眉 


胆沢 第 三 発電 所 

















胆沢 第 四 発 電 所 


也 























眉 


医 坦 
























































憎 | 局 















































H26.4.17 
シ .02~0.04 
県 立 福 祉 の 里 E 福 祉 | 回 駐車 場 、 雨 ど 沿 H26.9.25 

? 1 |0.03~0.11 
ふれ あい ラン ド 岩 手 剛 福祉 間 中 駐 H26.7.22 
場 、 玄 関 等 | | 0.04 一 0.07 
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] 定 回 数 が 年 4 回 まで の 施設 











H26.4.25 





26.6.30 


測定 値 単 位 : x Sv/h 





H26.8.22 








26.10.9 





0.03 


0.03 


0.03 


0.04 





御所 湖 広 域 公園 











H26.4.24 





26.6.30 


H26.8.22 











26.10.9 





1 | 0.03 て 0.07 


.03~0.07 


0.03~0.08 


0.03~0.07 





花巻 広域 公園 























H26.4.24 








26.6.24 


H26.8.27 


H26.10.28 

















1 | 0.03 て 0.05 


H26.6.24 


0.04 





26.12.9 


0.04 


0.05 








1 10.032 て 0.042 


.031~0.040 








岩 洞 湖 家 族 旅行 村 








商工 労働 観光 部 


























H26.6.2 











27.1.13 














了 |0.034~0.044 


26.10.23 


0.028~0.040 





.03~0.06 





船越 家族 旅行 村 




















山 


商工 労働 観光 部 








26.11.13 





0.06 














オー トキ ャ ンプ 

















陸前 高 


商工 労働 観光 部 























H26.6.4 





1 | 0.05 て 0.11 











頂 レ スト ハウ ス 














八幡 








商工 信光 部 





盛岡 











四 】 





H26.9.29 





0.04 


H26.9.18 





27.3.18 





0.04 


0.04~0.05 











大 船渡 市 








Im 


H26.9.18 











27.3.18 





1 | 0.06 て 0.07 


0.06~0.07 








釜石 市 


FlHY mt 





| ヒ ER | 


Ht 


H26.9.9 


H27.3.9 





0.09 


0.09 








宮古 市 








H26.9.19 


H27.3.6 





1 |0.07~0.08 


0.07~0.08 








奥州 市 





H26.6.11 





26.9.11 


H26.12.4 





| 0.04 て 0.06 


0.04~0.06 


0.05~0.08 








一 関 





| sm 円 | 本 
国技 円 時 





H26.6.17 








26.9.18 


H26.12.15 








0.03~0.06 


0.03~0.05 


0.04~0.06 




















26.9.5 


H27.3.2 





.06~0.08 


0.08~0.09 









































H26.9.18 





27.3.18 





.02~0.04 


0.03~0.04 

















26.9.5 





27.3.11 





.06~0.07 


0.05~0.07 




















H26.6.17 





26.9.24 


H26.12.18 


H27.3.12 





.05~0.07 


0.05~0.06 


0.04~0.07 


0.04~0.06 




















26.6.3 














26.9.10 


H26.12.18 


H27.3.3 





.06~0.11 


0.06~0.10 


0.06~0.10 


0.06~0.09 




















| 相 褒 下 相 札 相 本 相本 下記 


H27.3.5 





.04 


0.04~0.06 














H27.3.9 








.04~0.05 




















H27.3.6 





0.07 














H27.3.3 





.00~0.3 


















































H27.3.3 





0.09 

















H27.3.3 





因 | 円 固 | 革 | 固 | 品 | 頂 


0.05~0.06 























H26.9.11 


H26.12.10 





0.02~0.05 


0.02~0.05 















































H27.3.2 





1 | 0.05 て 0.06 


H26.9.25 


0.06 


H27.3.11 





| 0.04 て 0.06 


0.03 て 0.05 














26.9.9 


H27.3.3 





1 | 0.05 て 0.07 


0.05~0.06 





























26.9.8 


H27.3.3 





0.05 


0.05 






































H26.9.18 





27.3.18 





0.06 


0.06~0.07 




















H26.6.18 











26.9.19 


H26.12.19 


H27.3.13 





1 | 0.05 て 0.08 


0.05 て 0.08 


0.06 一 0.10 


0.06 一 0.08 
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H26.9.15 


H27.3.5 













































































0.05 





0.05 











4 県 有 施 設 の 放射 線量 測定 状況 (測定 回 数 が 年 4 回 











盛岡 





まで の 施設 




















26.9.18 


県 有 施 設 の 放射 線量 測定 


H27.3.18 


測定 値 単位 : x Sv/h 











.06~0.08 


0.05~0.07 














大 船渡 市 
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H26.4.10 | H26.5.14 26.6.9 26.7.9 
0.03 て 0.05| 0.03 て 0.06| 0.02 て 0.03 1 0.02 て 0.04 
H26.4.14 | H26.5.15 | H26.6.11 | H26.7.10 
0.03 て 0.05| 0.04 て 0.07 | 0.04 て 0.05| 0.04 て 0.06 
H26.4.4 H26.5.8 H26.6.5 H26.7.4 

0.04 て 0.09| 0.04 て 0.08| 0.03 て 0.08| 0.04 て 0.08 
H26.4.23 | H26.5.30 | H26.6.24 | H26.7.30 
0.06~0.06| 0.05 て 0.06| 0.05 て 0.06 | 0.06 一 0.06 
H26.4.15 | H26.5.16 | H26.6.13 | H26.7.14 
0.03 て 0.05| 0.04 て 0.07 | 0.04 て 0.06| 0.04 て 0.06 
H26.4.9 | H26.5.13 | H26.6.6 H26.7.7 

0.03 て 0.08|0.04 て 0.07 | 0.03 て 0.07 | 0.04 て 0.07 
H26.4.7 | H26.5.12 | H26.6.5 H26.7.4 

0.05 て 0.07 | 0.05 て 0.07 | 0.06~0.07 | 0.05 て 0.07 
H26.4.1 H26.5.1 H26.6.3 H26.7.1 

0.07 て 0.11| 0.06 て 0.12| 0.06 て 0.10 | 0.06 て 0.10 
H26.4.2 H26.5.1 H26.6.3 H26.7.1 

0.06 一 0.12| 0.06 て 0.10 | 0.06 て 0.10 | 0.06 て 0.10 
H26.4.17 | H26.5.21 | H26.6.18 | H26.7.16 
0.04 て 0.08| 0.05 て 0.09| 0.04 て 0.08| 0.04 て 0.08 
H26.4.17 | H26.5.22 | H26.6.19 | H26.7.18 
0.06 一 0.10| 0.06 て 0.10 10.07 て 0.11| 0.05 て 0.10 
H26.4.16 | H26.5.19 | H26.6.17 | H26.7.16 
0.06~0.08| 0.06 一 0.08| 0.06 一 0.07 | 0.06 て 0.08 
H26.4.18 | H26.5.22 | H26.6.19 | H26.7.22 
0.02 て 0.07 | 0.04 て 0.08| 0.04 て 0.07 | 0.04 て 0.07 
H26.4.4 | H26.5.19 | H26.6.16 | H26.7.16 
0.12 て 0.2510.13 て 0.2910.10 て 0.29| 0.10 て 0.28 
H26.4.7 | H26.5.13 | H26.6.10 | H26.7.9 
0.07 て 0.14| 0.07 て 0.15| 0.06 て 0.16| 0.08 て 0.17 
H26.4.3 | H26.5.15 | H26.6.13 | H26.7.15 
0.10 て 0.37 | 0.09 て 0.16| 0.10 て 0.17 | 0.09 て 0.16 
H26.4.3 | H26.5.13 | H26.6.10 | H26.7.9 
0.05 て 0.2110.06 て 0.2010.05 て 0.18| 0.06 て 0.18 
H26.4.10 | H26.5.12 | H26.6.9 H26.7.8 
0.07 て 0.22|0.07 て 0.2010.07 て 0.18|0.07 て 0.17 
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H26.4.1 | H26.5.14 | H26.6. H26.7.1 
0.05 て 0.13| 0.05 て 0.14 | 0.06 て 0.13 | 0.04 て 0.13 
H26.4.2 | H26.5.15 | H26.6. H26.7.14 

















0.05 て 0.14 | 0.05~0.13 | 0.04 て 0.13 | 0.04 て 0.12 
H26.4.3 | H26.5.16 | H26.6.13 | H26.7.15 
0.07 て 0.09|0.07 て 0.10 | 0.06 て 0.09| 0.07 て 0.10 
H26.4.18 | H26.5.22 | H26.6.19 | H26.7.22 
0.08 て 0.2010.07 一 0.2110.07 て 0.17 | 0.08 て 0.19 
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H26.10.8 26.11.12 | H26.12.10 
0.06~0.07 0.06 
.8. ・ H26.10.9 26.11.12 2. : 52。 
8 一 0.13 7 人 0.14| 0.07~0.15| 0.07~0.13 6 一 0.11 6 一 0.07 6~0.1010.06~ 
H26.8.13 | H26.9.10 | H26.10.8 | H26.11.11 | H26.12.10 | H27.1.14 | H27.2.10 | H27.3.1 
3 て 0.03 1 一 0.03 1~0.02 |0.03~0.04 1~0.02 1~0.12 2 て 0.03 2 て 0.03 
H26.8.26 | H26.9.26 | H26.10.30 | H26.11.28 | H26.12.24 | H27.1 
1 一 0.23 8 一 0.15 6~0.14 | 0.07 一 0.13 7 て 0.15| 0.06 一 
H26.8.29 | H26.9.24 | H26.10.23 | H26.11.25 | H26.12.15 | H27.1 
.19 .17 10.10 一 0.17 .14| 0.07~ 
H26.8.12 | H26.9.12 | H26.10.16 | H26.11.12 | H26.12.11 | H27.1 H23.9.28 及 び H23.10.13 に 除 染 
9 一 0.26 0 一 0.25 8 て 0.22 10.09 て 0.21 9 一 0.23 8 一 0.23 9~0.23|0.08~0. 
H26.8.1 H26.9.1 | H26.10.2 | H26.11.4 | H26.12.4 | H27.1.13 | H27.2.9 | H27.3.11 
0.08 0.07 0.08 0.08 0.09 0.09 0.08 0.07 
H26.8.25 H26.10.24 H26.12.19 H27.2.23 
3 て 0.05 2~0.05 4 て 0.06 3 て 0.05 
H26.9.18 H26.11.17 H27.1.22 H27.3.12 
0.05 0.05 0.04 0.04~0.05 
H26.8.4 H26.9.8 | H26.10.8 | H26.11.3 | H26.12.8 | H27.1.5 H27.2.9 H27.3.9 
0.03 0.02~0.03 3~0.04| 0.03~0.04 0.04 0.03 0.03 0.03 
H26.8.8 H26.9.9 | H26.10.10 | H26.11.11 | H26.12.8 愛 回 H27.3.10 
0.03 て 0.04 | 0.02 て 0.04 10.03 て 0.04 | 0.02 て 0.05 | 0.02~0.03 一 0.01~0.03 
H26.8.12 | H26.9.10 | H26.10.14 | H26.11.13 | H26.12.10 日 27.3.12 
0.03~0.05| 0.04~0.05| 0.03~0.04| 0.02~0.07 | 0.04~0.05 本 0.02 て 0.04 
H26.8.6 H26.9.4 | H26.10.6 | H26.11.7 | H26.12.4 二 H27.3.5 
0.03 て 0.08| 0.03 て 0.0810.05 て 0.07 | 0.04 て 0.07 | 0.03 て 0.06 ー 0.04~0.06 
H26.8.29 | H26.9.26 | H26.10.27 | H26.11.28 | H26.12.25 到 H27.3.26 
0.05 て 0.06| 0.05 て 0.06 | 0.06 一 0.06 | 0.05 て 0.06 | 0.03 て 0.05 于 和 0.05 て 0.06 
H26.8.14 | H26.9.11 | H26.10.15 | H26.11.17 | H26.12.11 证 回 H27.3.13 
0.03 て 0.05| 0.03 て 0.05 10.03 て 0.05 | 0.04 て 0.06 | 0.04 て 0.06 呈 0.03~0.05 
H26.8.7 H26.9.8 | H26.10.8 | H26.11.10 | H26.12.5 二 本 H27.3.6 
0.04 て 0.07 | 0.04 て 0.06 10.03 て 0.08|0.03 て 0.07 | 0.03 て 0.06 回 0.04~0.06 
H26.8.6 H26.9.4 | H26.10.7 | H26.11.7 | H26.12.4 H27.3.5 
0.05~0.07 | 0.05 て 0.07 10.05 て 0.07 | 0.05 て 0.08 | 0.04 一 0.06 一 回 0.04~0.06 
H26.8.1 H26.9.1 | H26.10.1 | H26.11.4 | H26.12.1 紀 H27.3.2 
0.06~0.10| 0.06~0.1110.06~0.1210.06~0.11 | 0.07~0.12 到 回 0.05 て 0.11 
H26.8.1 H26.9.1 | H26.10.1 | H26.11.4 | H26.12.2 人 H27.3.3 
0.06 一 0.10 | 0.05 て 0.10 10.06 一 0.11 | 0.06 一 0.10 10.10 一 0.14 ー 司 0.04~0.11 
H26.8.21 | H26.9.17 | H26.10.20 | H26.11.18 | H26.12.17 本 H27.3.18 
0.04 て 0.08| 0.04 て 0.08 10.04 て 0.08| 0.04 て 0.08 | 0.06 一 0.08 回 时 0.05 て 0.08 
H26.8.22 | H26.9.18 | H26.10.21 | H26.11.21 | H26.12.18 H27.3.19 
0.06 て 0.10 | 0.06 て 0.10 10.06 一 0.09| 0.06 て 0.10 | 0.06 一 0.07 一 因 0.07~0.09 
H26.8.20 | H26.9.17 | H26.10.17 | H26.11.18 | H26.12.16 紀 时 H27.3.17 
0.05 て 0.08| 0.06~0.08| 0.06 て 0.09| 0.060.08 | 0.05 て 0.09 下 全 0.05~0.09 
H26.8.25 | H26.9.24 | H26.10.22 | H26.11.25 | H26.12.19 本 H27.3.23 
0.04 て 0.07 | 0.04 て 0.07 10.04 て 0.07 | 0.04 て 0.09|0.06 一 0.07 本 回 0.06~0.07 
H26.8.20 | H26.9.17 | H26.10.17 | H26.11.19 | H26.12.15 到 H27.3.12 
0.10 て 0.26| 0.09 て 0.2510.11 て 0.2610.10 て 0.25 | 0.10 て 0.21 回 補 0.09 て 0.21 
H26.8.8 H26.9.9 | H26.10.9 | H26.11.11 | H26.12.9 本 H27.3.5 
0.07 て 0.14 | 0.06 て 0.14 | 0.05 て 0.14 | 0.06 一 0.13 | 0.06 一 0.11 一 0.06~0.12 
H26.8.19 | H26.9.16 | H26.10.16 | H26.11.17 | H26.12.11 和 H27.3.10 
0.09 て 0.16 | 0.09 て 0.16 | 0.09 て 0.14 | 0.09 て 0.15 | 0.09 て 0.15 和 居 0.08~0.14 
H26.8.8 H26.9.9 | H26.10.9 | H26.11.11 | H26.12.9 選 H27.3.5 
0.06 一 0.17 | 0.06 て 0.16 | 0.06 一 0.17 | 0.05 て 0.15 | 0.06 一 0.14 ー 居 0.07 て 0.17 
H26.8.2 H26.9.8 | H26.10.7 | H26.11.10 | H26.12.9 本 H27.3.4 
0.06 一 0.16 | 0.06 一 0.2010.06 一 0.19| 0.06 て 0.19 | 0.07 一 0.18 回 所 0.06~0.16 
H26.8.12 | H26.9.11 | H26.10.10 | H26.11.12 | H26.12.10 人 9 H27.3.6 
0.05 て 0.15 | 0.06~0.14| 0.05 て 0.14 | 0.05 て 0.10 10.04 て 0.10 ー 回 0.04 て 0.12 
H26.8.18 | H26.9.12 | H26.10.15 | H26.11.13 | H26.12.11 紀 到 H27.3.9 
0.04 て 0.10 | 0.04 て 0.12 0.04 て 0.1110.05 て 0.11 | 0.05 て 0.11 時 0.05~0.11 
H26.8.19 | H26.9.16 | H26.10.16 | H26.11.17 | H26.12.11 H27.3.12 
0.07~0.09| 0.07~0.10| 0.07~0.1010.07~0.09| 0.06~0.08 還 0.06~0.09 
H26.8.25 | H26.9.22 | H26.10.22 | H26.11.21 | H26.12.22 时 H27.3.19 
0.07 一 0.17 0.06 て 0.1810.05 て 0.2010.07 一 0.18|0.06 一 0.14 本 本 0.07~0.19 
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則 定 H26.4.16 | H26.5.2 | H26.6.3 | H26.7.2 

則 定 値 |0.14 て 0.37 | 0.13 て 0.24 10.11 て 0.26 | 0.10 て 0.25 

定 H26.4.17 | H26.5.1 | H26.6.2 | H26.7.1 

定 値 |0.10 て 0.18| 0.10 て 0.17| 0.11 て 0.15| 0.10 て 0.15 

定 H26.4.21 | H26.5.23 | H26.6.20 | H26.7.23 

定 値 |0.13 て 0.27| 0.12 て 0.27| 0.13 て 0.26| 0.13 て 0.25 

定 H26.4.23 | H26.5.29 | H26.6.24 | H26.7.28 

定 値 |0.08 て 0.17| 0.07 て 0.16| 0.07 て 0.18| 0.07 て 0.17 

定 H26.4.22 | H26.5.28 | H26.6.23 | H26.7.25 

定 値 |0.06 て 0.18| 0.06 て 0.17| 0.06 て 0.17| 0.06 一 0.17 

定 H26.4.22 | H26.5.28 | H26.6.23 | H26.7.25 

定 値 |0.11 て 0.22|0.12 て 0.19| 0.11 て 0.2110.11 て 0.16 

陸前 高 則 定 H26.4.15 | H26.5.15 | H26.6.10 | H26.7.8 
8 則 定 値 | 0.07 一 0.15 | 0.06 一 0.14| 0.06 て 0.14 | 0.07 て 0.15 

大 船渡 委 則 定 H26.4.9 | H26.5.14 | H26.6.4 | H26.7.2 
『 務 引 定 值 | 0.06 て 0.13 | 0.07 て 0.09| 0.06 て 0.09| 0.06 一 0.08 

教育 委 則 定 H26.4.24 | H26.5.22 | H26.6.18 | H26.7.29 

事務 則 定 値 | 0.07 て 0.13 | 0.07 一 0.15 | 0.07 て 0.17| 0.07 て 0.13 

教育 委 則 定 H26.4.17 | H26.5.19 | H26.6.23 | H26.7.22 

事務 引 定 值 | 0.07 て 0.10| 0.07 て 0.10| 0.07 て 0.10| 0.06 一 0.09 

教育 委 則 定 H26.4.10 | H26.5.13 | H26.6.9 | H26.7.8 

事務 則 定 値 | 0.07 て 0.14 | 0.06 て 0.12| 0.06 て 0.14| 0.06 て 0.15 

教育 委 則 定 H26.4.28 | H26.5.23 | H26.6.26 | H26.7.18 

事務 引 定 值 | 0.06 一 0.11| 0.06 一 0.10| 0.06 て 0.11 | 0.06 て 0.11 

教育 委 各 定 H26.4.23 | H26.5.26 | H26.6.24 | H26.7.23 

事務 引 定 值 | 0.05 て 0.07 | 0.05 て 0.07| 0.05 て 0.07| 0.05 て 0.07 

教育 委 則 定 H26.4.17 | H26.5.22 | H26.6.12 | H26.7.16 

事務 引 定 值 | 0.08 一 0.11 | 0.06 て 0.09| 0.05 て 0.08| 0.05 て 0.07 

教育 委 則 定 H26.4.22 | H26.5.23 | H26.6.20 | H26.7.23 

事務 則 定 値 | 0.04 て 0.07 | 0.05 て 0.06| 0.04 て 0.05| 0.03 て 0.06 

教育 委 各 定 H26.4. H26.5.20 | H26.6.17 | H26.7.18 

事務 則 定 値 | 0.08 て 0.36| 0.07 一 0.33 | 0.07 て 0.31| 0.06 一 0.29 

一 関 教育 委 則 定 H26.4.14 | H26.5.7 | H26.6.4 | H26.7.3 
事務 則 定 値 | 0.05 て 0.31|0.05 て 0.29| 0.05 て 0.29| 0.05 て 0.35 

一 関 教育 委 則 定 H26.4.14 | H26.5.7 | H26.6.4 | H26.7.3 
事務 則 定 値 0.11 て 0.20 10.10 て 0.20 | 0.08~0.20|0.11~0.21 

大 船 ? 教育 委 引 定 H26.4.11 | H26.5.13 | H26.6.10 | H26.7.9 
『 務 則 定 値 | 0.08 て 0.28| 0.07 一 0.26 | 0.07 て 0.26| 0.06 一 0.29 

釜石 教育 委 則 定 H26.4.18 | H26.5.29 | H26.6.27 | H26.7.30 
EE 務 定 値 |0.08~0.10| 0.07~0.09| 0.07~0.10|0.08~0.010 

盛 上 教育 委 則 定 H26.4.16 | H26.5.21 | H26.6.17 | H26.7.16 
事 定 値 0.01 て 0.04| 0.04 て 0.06| 0.04 て 0.06| 0.04 て 0.07 

盛 上 教 定 H26.4.11 | H26.5.15 | H26.6.12 | H26.7.11 
定 值 | 0.04 て 0.07| 0.04 て 0.06| 0.04 て 0.06| 0.04 一 0.05 

盛开 教 定 H26.4.17 | H26.5.20 | H26.6.18 | H26.7.17 
定 値 |0.03 て 0.05| 0.04 て 0.06| 0.03 て 0.06| 0.03 一 0.06 

盛开 教 定 H26.4.2 | H26.5.2 | H26.6.3 | H26.7.2 
定 値 10.04 て 0.09| 0.03 て 0.07| 0.03 一 0.08 | 0.04 一 0.06 

滝 ? 教 定 H26.4.16 | H26.5.14 | H26.6.18 | H26.7.16 
* 定 値 |0.04 て 0.05| 0.03 て 0.05| 0.03 て 0.05| 0.04 て 0.05 

盛开 教 定 H26.4.7 | H26.5.9 | H26.6.6 | H26.7.7 
定 值 |0.03 全 0.06| 0.03 て 0.06| 0.03 て 0.05| 0.03 一 0.05 

盛开 教 定 H26.4.15 | H26.5.19 | H26.6.16 | H26.7.15 
定 值 | 0.04 て 0.06| 0.04 て 0.06| 0.04 て 0.05| 0.04 て 0.05 

滝 ? 教 定 H26.4.21 | H26.5.23 | H26.6.23 | H26.7.22 
* 定 値 0.03 て 0.08| 0.05 て 0.10| 0.05 て 0.10| 0.05 て 0.10 

感到 教 定 H26.4.8 | H26.5.12 | H26.6.9 | H26.7.8 
定 值 | 0.04 て 0.05| 0.04 て 0.06| 0.04 て 0.06| 0.04 一 0.06 

盛开 教 定 H26.4.10 | H26.5.14 | H26.6.11 | H26.7.10 
事 定 値 0.02 て 0.06| 0.03 て 0.08| 0.03 一 0.07| 0.04 て 0.07 

教 定 H26.4.24 | H26.5.27 | H26.6.25 | H26.7.24 

于 定 值 | 0.04 て 0.06| 0.04 て 0.06| 0.04 て 0.06| 0.04 て 0.05 

教 定 H26.4.25 | H26.5.28 | H26.6.26 | H26.7.25 

定 值 | 0.04 て 0.08| 0.04 て 0.08| 0.04 て 0.07| 0.04 て 0.08 

教 定 H26.4.22 | H26.5.26 | H26.6.24 | H26.7.23 

定 値 0.02 て 0.03|0.02 て 0.03|0.02 て 0.02| 0.02 一 0.03 

教 定 H26.4.26 | H26.5.19 | H26.6.20 | H26.7.18 

于 定 值 |0.03 一 0.06| 0.03 て 0.06| 0.03 て 0.06| 0.03 一 0.06 

教 定 H26.4.14 | H26.5.19 | H26.6.9 | H26.7.14 

定 值 |0.06 一 0.09| 0.06 一 0.09| 0.06 一 0.09| 0.07 一 0.09 

教 則 定 H26.4.22 | H26.5.26 | H26.6.16 | H26.7.22 

各 定 值 | 0.06 一 0.09| 0.07 一 0.08| 0.07 一 0.09| 0.05 一 0.08 
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H26.8.1 H26.9.1 | H26.10. H26.11.4 | H26.12.2 国 
0.13 て 0.23 0.09 て 0.2310.09 て 0.2210.11 て 0.23 10.13 て 0.24 人 
H26.8.1 H26.9.1 | H26.10. H26.11.4 | H26.12.2 回 
0.10~0.13| 0.10 て 0.15 | 0.10 て 0.15 | 0.09 て 0.15 | 0.11~0.16 本 
H26.8.26 | H26.9.24 | H26.10.23 | H26.11.25 | H26.12.24 是 
0.12~0.24| 0.11 人 0.25 0.11~0.23 | 0.12~0.24 | 0.09 て 0.23 吉 
H26.8.29 | H26.9.29 | H26.10.27 | H26.11.28 | H26.12.26 时 
0.07 一 0.17 | 0.07~0.16| 0.06~0.14 10.06~0.16 | 0.06~0.14 时 
H26.8.27 | H26.9.26 | H26.10.24 | H26.11.27 | H26.12.25 可 
0.06~0.15|0.06~0.15|0.05~0.1510.06~0.16 | 0.05 て 0.19 和 
H26.8.27 | H26.9.26 | H26.10.24 | H26.11.27 | H26.12.25 
0.10 一 0.14 | 0.10 て 0.17 | 0.10~0.16| 0.10~0.15 | 0.08 一 0.16 全 
H26.8.7 H26.9.9 | H26.10.7 | H26.11.11 | H26.12.9 全 
0.06~0.14| 0.07 て 0.16 | 0.06~0.1310.06~0.12 | 0.07~0.15 
H26.8.5 H26.9.4 | H26.10.2 | H26.11.5 | H26.12.4 一 
0.06~0.08|0.06~0.09| 0.06 一 0.0910.06 一 0.08| 0.06 一 0.08 a 
H26.8.29 | H26.9.18 | H26.10.23 | H26.11.21 | H26.12.17 
0.06~0.13 | 0.06 て 0.12 | 0.07~0.14| 0.07~0.13 | 0.07~0.14 計 
H26.8.19 | H26.9.16 | H26.10.20 | H26.11.17 | H26.12.15 三 
0.07~0.10|0.07~0.10|0.07~0.1010.07~0.10| 0.07~0.09 
H26.8.7 H26.9.9 | H26.10.9 | H26.11.11 | H26.12.22 是 
0.06~0.12| 0.06 て 0.14 | 0.07~0.15 | 0.07~0.14 | 0.06 一 0.12 本 
H26.8.28 | H26.9.24 | H26.10.24 | H26.11.27 | H26.12.18 三 
0.06~0.11|0.06~0.1210.06~0.1110.06~0.11 |0.05~0.10 
H26.8.26 | H26.9.25 | H26.10.27 | H26.11.25 | H26.12.16 
0.06 一 0.08 | 0.08 て 0.10 10.05 て 0.07 | 0.05 て 0.06 | 0.05 一 0.07 
H26.8.25 | H26.9.22 | H26.10.23 | H26.11.21 | H26.12.15 居 
0.06 一 0.08 | 0.06 て 0.08 | 0.06 一 0.08|0.06 一 0.07 | 0.06 一 0.07 时 
H26.8.27 | H26.9.25 | H26.10.23 | H26.11.26 | H26.12.24 攻 
0.04 て 0.06| 0.06 一 0.07 | 0.04 て 0.06|0.05 て 0.07 | 0.03 て 0.05 9 
H26.8.7 H26.9.19 | H26.10.21 | H26.11.20 | H26.12.19 ー 
0.07 一 0.28 |0.08 て 0.3110.07 一 0.29 10.06 て 0.29 | 0.06~0.23 a 
H26.8.5 H26.9.2 | H26.10.2 | H26.11.5 | H26.12.4 本 
0.05~0.25| 0.05 て 0.3110.05 て 0.27 10.06 一 0.27 | 0.05 て 0.21 回 
H26.8.5 H26.9.2 | H26.10.2 | H26.11.5 | H26.12.4 三 
0.10~0.18|0.10~0.18|0.10~0.1710.10~0.17 | 0.08~0.16 
H26.8.19 | H26.9.10 | H26.10.9 | H26.11.11 | H26.12.9 是 
0.07 一 0.26 | 0.09 て 0.27 10.08 一 0.2610.07 一 0.28 | 0.07 一 0.23 本 
H26.8.29 | H26.9.29 | H26.10.31 | H26.11.28 | H26.12.19 本 
0.07 一 0.10 | 0.09 て 0.10 10.08 一 0.10 10.08 一 0.10 10.07 一 0.09 
H26.8.20 | H26.9.18 | H26.10.20 | H26.11.18 | H26.12.15 本 
0.03 て 0.05 | 0.04 て 0.07 | 0.04 て 0.06 | 0.04 て 0.06 | 0.03 て 0.06 
H26.8.12 | H26.9.12 | H26.10.15 | H26.11.13 | H26.12.10 居 
0.04 て 0.06| 0.04 て 0.05 | 0.04 て 0.06| 0.06 一 0.07 | 0.03 一 0.05 时 
H26.8.21 | H26.9.18 | H26.10.21 | H26.11.19 | H26.12.15 攻 
0.03 一 0.05 | 0.04 て 0.05 10.04 て 0.05 | 0.04 て 0.06 | 0.03 て 0.04 
H26.8.1 H26.9.3 | H26.10.3 | H26.11.4 | H26.12.2 一 
0.04 一 0.08| 0.03 て 0.07 |0.03 て 0.06 0.03 て 0.07 | 0.05~0.08 时 
H26.8.21 | H26.9.18 | H26.10.16 | H26.11.19 | H26.12.18 可 
0.03~0.04|0.03~0.05| 0.03 て 0.05 | 0.03 て 0.05 | 0.03 一 0.05 本 
H26.8.6 H26.9.8 | H26.10.8 | H26.11.7 | H26.12.3 
0.03 一 0.05 | 0.03 て 0.05 10.03 て 0.05 | 0.03 て 0.05 | 0.02 一 0.06 本 
H26.8.19 | H26.9.17 | H26.10.17 | H26.11.17 | H26.12.12 是 
0.04 全 0.05 | 0.04 て 0.05 | 0.04 て 0.06 | 0.04 て 0.06 | 0.03 一 0.06 本 
H26.8.25 | H26.9.24 | H26.10.23 | H26.11.21 | H26.12.18 本 
0.05~0.11 | 0.05 て 0.11 | 0.05 て 0.11 | 0.05 て 0.10 10.03 て 0.05 
H26.8.7 H26.9.9 | H26.10.9 | H26.11.10 | H26.12.5 本 
0.04 て 0.06 | 0.04 て 0.06 | 0.04 て 0.06 | 0.04 て 0.06 | 0.04 て 0.06 
H26.8.11 | H26.9.11 | H26.10.14 | H26.11.12 | H26.12.9 居 
0.03~0.06| 0.03 て 0.07 | 0.02 て 0.07 | 0.03 て 0.06 | 0.02~0.05 时 
H26.8.28 | H26.9.26 | H26.10.25 | H26.11.26 | H26.12.24 攻 
0.05~0.06| 0.04 て 0.05 | 0.04 て 0.05| 0.04 て 0.07 | 0.03 て 0.07 9 
H26.8.29 | H26.9.30 | H26.10.28 | H26.11.28 | H26.12.25 ー 
0.04 て 0.08|0.04 て 0.07 | 0.04 て 0.08| 0.04 て 0.08 4~0.06 = 
H26.8.27 | H26.9.25 | H26.10.24 | H26.11.25 | H26.12.19 
0.02~0.03|0.03~0.04| 0.03~0.04 10.02~0.03|0.02~0.03 党 
H26.8.22 | H26.9.24 | H26.10.22 | H26.11.26 | H26.12.26 全 
0.03~0.06|0.04~0.06| 0.03 全 0.06| 0.03 て 0.06 | 0.04 て 0.06 = 
H26.8.2 H26.9.18 | H26.10.20 | H26.11.18 | H26.12.10 
0.06~0.09|0.06~0.09|0.07~0.1010.06~0.09 6~0.09 
H26.8.26 | H26.9.24 | H26.10.27 | H26.11.26 | H26.12.17 選 
0.07~0.08|0.06~0.09| 0.06~0.0810.06~0.08|0.06~0.08 
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H26.4.16 | H26.5.21 | H26.6.11 | H26.7.17 














0.06 一 0.08| 0.06 て 0.09| 0.06 て 0.08| 0.05 て 0.07 




















H26.4.15 | H26.5.23 | H26.6.10 | H26.7.15 














0.04~0.08| 0.04 て 0.08| 0.04 て 0.08| 0.05 て 0.08 


























H26.4.22 | H26.5.27 | H26.6.17 | H26.7.23 














0.06~0.09| 0.06 て 0.11 | 0.06 一 0.11 | 0.05 て 0.11 

















H26.4.23 | H26.5.29 | H26.6.18 | H26.7.25 














0.04~0.13 | 0.05 て 0.12 | 0.04 て 0.12 | 0.05 て 0.12 

















H26.4.3 H26.5.2 H26.6.3 H26.7.2 











0.06 一 0.08| 0.06 て 0.09| 0.07 て 0.09| 0.06 て 0.09 

















H26.4.3 H26.5.2 H26.6.3 H26.7.2 














0.06 一 0.10 | 0.08 一 0.10| 0.07 て 0.08| 0.06 一 0.09 

















H26.4.3 H26.5.2 H26.6.3 H26.7.2 














0.05 て 0.09| 0.06 て 0.08| 0.06 て 0.09| 0.06 て 0.09 


























H26.4.2 H26.5.1 H26.6.2 H26.7.1 




















0.05 て 0.10 10.04 て 0.09| 0.07 て 0.10 10.07 て 0.10 




















H26.4.7 H26.5.8 H26.6.5 H26.7.3 














0.04 て 0.07 | 0.05 て 0.07 | 0.05 て 0.07 | 0.05 て 0.06 


























H26.4.9 H26.5.9 H26.6.6 H26.7.7 














0.02~0.04|0.06~0.08| 0.05 て 0.07 | 0.03 て 0.04 























H26.4.10 | H26.5.13 | H26.6.9 H26.7.9 














0.03 て 0.07 | 0.04 て 0.08| 0.04 て 0.08| 0.03 て 0.06 























H26.4.14 | H26.5.14 | H26.6.10 | H26.7.11 














0.06~0.07| 0.07 て 0.09| 0.06 て 0.08| 0.06 一 0.07 




















H26.4.15 | H26.5.15 | H26.6.11 | H26.7.14 














0.03 て 0.04 | 0.04 て 0.06| 0.03 て 0.04 | 0.03 て 0.04 























H26.4.15 | H26.5.15 | H26.6.11 | H26.7.14 














0.03 て 0.04 | 0.04 て 0.05| 0.04 て 0.06| 0.03 て 0.05 























H26.4.15 | H26.5.16 | H26.6.12 | H26.7.15 














0.04 て 0.05| 0.05 て 0.05| 0.04 て 0.05| 0.04 て 0.05 








H26.4.17 | H26.5.21 | H26.6.16 | H26.7.22 














0.03 て 0.05| 0.03 て 0.05| 0.03 て 0.05| 0.02 て 0.05 


















































副 視 覚 支 援 学校 H26.4.14 | H26.5.16 | H26.6.13 | H26.7.14 








0.06~0.08| 0.06~0.08 | 0.05 て 0.07 | 0.06 一 0.08 




















一 聴覚 支援 学校 


H26.4.3 H26.5.7 H26.6.5 H26.7.4 








キル 































































































| 肖 思 同局 同 軍属 司 湾 同 涯 過 司 局 凡 澤 属 司 同 同 凡 記 同局 同 澤 属 司 同 同 央 過 同局 入澤 属 司 同 同 凡 過 同軸 





















































































































































居民 | 翌 如 吉 較 加 | 居 | ロ 局 如 志 思 | 天 | 品 居 | ロ 天 回 志 加 悦 品 居 | 天 加 局 加悦 品 | 居 | 寺 | 較 悦 品 | 居 賠 | 詳 居民 






























































































































































































































































































































































月 
委 

『 務 0.04~0.07 |0.04~0.06| 0.03~0.07 | 0.03~0.07 
耐 と な ん 支援 学校 教育 委 H26.4.3 | H26.5.7 | H26.6.4 | H26.7.3 
事務 0.04~0.06 |0.04~0.07| 0.04~0.06 | 0.04~0.06 
一 青松 支援 学校 教育 委 H26.4.18 | H26.5.21 | H26.6.19 | H26.7.18 
事務 0.05~0.08|0.06~0.08| 0.05~0.08 | 0.05~0.07 
測 峰 南 高 等 支援 学校 教育 委 H26.4.9 | H26.5.13 | H26.6.10 | H26.7.9 
事務 0.03~0.07 |0.03~0.07| 0.03~0.06 | 0.02~0.05 
耐 みた け 支 援 学 校 教育 委 H26.4.16 | H26.5.14 | H26.6.18 | H26.7.16 
事務 0.04~0.08|0.04~0.08| 0.04~0.07 | 0.04~0.07 
耐 みた け 支 援 学校 教育 委 ビ H26.4.15 | H26.5.15 | H26.6.17 | H26.7.15 
事務 种 定 值 | | 0.04 て 0.05| 0.05 て 0.05 | 0.05 て 0.05| 0.05 一 0.05 
面 みた け 支 援 学 校 教育 委 1 定 H26.4.16 | H26.5.20 | H26.6.13 | H26.7.17 
事務 种 定 值 | 0.03 一 0.03| 0.03 一 0.06| 0.04 て 0.06| 0.04~0.06 
恵 風 支援 学校 教育 委 定 H26.4.18 | H26.5.20 | H26.6.13 | H26.7.18 
事務 0.09~0.11 | 0.08 て 0.11 | 0.08 一 0.11| 0.08 一 0.12 
教育 委 H26.5.7 | H26.6.4 | H26.7.3 
務 0.08~0.11|0.06~0.09 0.07~0.10 
園 、 交 通 公 園 、 上 H26.4.23 H26.7.9 
来場 、 陸上 競技 場 等 | 温 0.03 て 0.06 0.03 て 0.05 
館 軒 下 、 駐 車場 等 | H26.4.21 H26.7.8 
2 油 0.03~0.04 0.03~0.05 
県 営 野 球場 i グラ ウン ド 、 ス タン ド 、 管 | H26.4.21 H26.7.8 
る 前 駐車 場 、 管 理 棟 | 温 0.03 て 0.05 0.03~0.04 
営 武道 館 i 駐車 場 、 道 場 軒 下 等 | 济 H26.4.21 H26.7.7 
E 測定 値 10.04~0.05 0.04~0.05 

場 i 回 ンク 、 管理 棟 ・ 食 堂 棟 | 測定 

E 玄関 、 入 場 門 等 ご 定 
湖 広 域 公 園 艇 i 駐車 場 、 前 庭 ご 定 H26.4.22 H26.7.7 
本 定 値 10.03~0.03 0.03~0.03 
グラ ウン ド 、 野 球場 、 則 定 H26.4.24 H26.7.25 
キャ ンプ 場 、 営 火 場 、 宿 | 測定 値 0.06 一 0.09 0.05~0.08 
グラ ウン ド 、 雨 樋 下 、 軒 | 測定 H26.4.18 H26.7.14 
下 等 定 値 10.06~0.11 0.07~0.10 
グラ ウン ド 、 側 溝 等 定 H26.4.22 H26.7.25 
定 值 | 0.03 僵 0.05 0.03~0.05 
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H26.8.22 | H26.9.19 | H26.10.22 | H26.11.20 | H26.12.12 一 一 H27.3.13 
0.06 一 0.09| 0.06 一 0.08| 0.06 一 0.08| 0.05 一 0.07| 0.05~0.08 ー 一 0.06~0.08 
H26.8.21 | H26.9.18 | H26.10.20 | H26.11.18 | H26.12.11 一 一 H27.3.11 
0.05~0.09|0.04~0.08| 0.05~0.08 |0.04~0.08| 0.05~0.08 ー ー 0.04 て 0.08 
H26.8.27 | H26.9.26 | H26.10.28 | H26.11.27 | H26.12.18 ー 一 H27.3.24 
0.05~0.1110.05~0.12|0.06~0.11 | 0.06 一 0.11 | 0.06 一 0.11 ー 一 0.05~0.11 
H26.8.28 | H26.9.25 | H26.10.30 | H26.11.28 | H26.12.19 ー ー H27.3.26 
0.04 て 0.1110.05 て 0.12 10.03 て 0.13 | 0.050.11 | 0.04 て 0.12 ー 一 0.04 て 0.11 
H26.8.5 | H26.9.3 | H26.10.2 | H26.11.5 | H26.12.3 ー 一 H27.3.6 
0.06~0.09 10.05~0.09| 0.06 一 0.09| 0.06 一 0.09| 0.06~0.09 ー 一 0.07~0.09 
H26.8.5 | H26.9.3 | H26.10.2 | H26.11.5 | H26.12.3 ー ー H27.3.6 
0.05 て 0.09| 0.08 て 0.11 | 0.08 て 0.10 | 0.08 て 0.09 | 0.07~0.09 ー 一 0.07~0.09 
H26.8.5 | H26.9.3 | H26.10.2 | H26.11.5 | H26.12.4 ー 一 H27.3.9 
0.06 一 0.08| 0.06 一 0.08| 0.06 一 0.09| 0.06 一 0.10| 0.06 一 0.08 ー ー 0.06~0.09 
H26.8.1 H26.9.1 | H26.10. H26.11.1 | H26.12.1 ー 一 H27.3.1 
0.07 て 0.1110.07 て 0.10 10.07 て 0.10 | 0.06 一 0.10| 0.07 一 0.10 ー ー 0.07~0.10 
H26.8.6 | H26.9.5 | H26.10.3 | H26.11.6 | H26.12.5 ー 一 H27.3.11 
0.05~0.07 |0.04~0.06 | 0.05~0.07 |0.04~0.07 | 0.04~0.06 ー ー 0.04 て 0.07 
H26.8.7 | H26.9.9 | H26.10.7 | H26.11.7 | H26.12.8 ー 一 H27.3.13 
0.04~0.06 |0.04~0.05| 0.03~0.05|0.03~0.05| 0.03~0.04 ー 一 0.05~0.08 
H26.8.8 | H26.9.10 | H26.10.9 | H26.11.10 | H26.12.9 ー 一 H27.3.18 
0.03~0.05| 0.03 て 0.04 0.03 て 0.05 |0.04~0.07 | 0.03~0.06 ー ー 0.05~0.08 
H26.8.11 | H26.9.11 | H26.10.10 | H26.11.11 | H26.12.10 ー ー H27.3.19 
0.06~0.08 |0.06~0.09| 0.06 一 0.08| 0.06 一 0.09| 0.06 一 0.09 ー 一 0.06~0.10 
H26.8.12 | H26.9.12 | H26.10.14 | H26.11.12 | H26.12.11 ー 一 H27.3.20 
0.04 て 0.05| 0.03 て 0.04 0.03 て 0.05 | 0.03 一 0.04| 0.03 一 0.05 ー 一 0.03~0.06 
H26.8.12 | H26.9.12 | H26.10.14 | H26.11.12 | H26.12.11 一 ー H27.3.20 
0.04~0.05|0.04~0.05| 0.03~0.05 |0.04~0.05 | 0.03 一 0.06 ー 一 0.04 て 0.06 
H26.8.12 | H26.9.12 | H26.10.16 | H26.11.12 | H26.12.16 ー 一 H27.3.20 
0.04~0.05|0.04~0.05 | 0.04~0.05 |0.04~0.05 | 0.04~0.05 ー 一 0.05~0.06 
H26.8.19 | H26.9.18 | H26.10.16 | H26.11.18 | H26.12.16 ー 一 H27.3.25 
0.02~0.04 0.02 て 0.04 0.02 て 0.04 | 0.02 て 0.05| 0.03~0.05 ー ー 0.02~0.05 
H26.8.18 | H26.9.16 | H26.10.16 | H26.11.14 | H26.12.11 ー 一 H27.3.16 
0.06~0.07 |0.06~0.08| 0.05~0.07 | 0.05 て 0.08| 0.05~0.07 ー ー 0.05~0.08 
H26.8.5 | H26.9.4 | H26.10.7 | H26.11.5 | H26.12.2 ー 一 H27.3.5 
0.03~0.07 |0.03~0.06 | 0.03 一 0.07| 0.03 一 0.07| 0.04~0.07 ー 一 0.03~0.05 
H26.8.4 | H26.9.4 | H26.10.6 | H26.11.5 | H26.12.2 ー 一 H27.3.4 
0.04~0.07 |0.04~0.06 | 0.05~0.07 |0.04~0.06 | 0.07~0.07 ー 一 0.04 て 0.07 
H26.8.22 | H26.9.22 | H26.10.22 | H26.11.20 | H26.12.17 ー ー H27.3.20 
0.05~0.08 |0.04~0.08| 0.05~0.07 0.05 一 0.09| 0.04~0.05 ー 一 0.04 て 0.07 
H26.8.8 | H26.9.10 | H26.10.10 | H26.11.11 | H26.12.8 ー 一 H27.3.11 
0.03~0.06 |0.03~0.06 | 0.03~0.07 |0.03 て 0.05| 0.03~0.04 ー 一 0.03~0.05 
H26.8.20 | H26.9.18 | H26.10.16 | H26.11.19 | H26.12.16 一 ー H27.3.17 
0.03~0.06 |0.04~0.07 | 0.04~0.07 |0.04~0.06 | 0.04~0.09 ー 一 0.04~0.09 
H26.8.19 | H26.9.17 | H26.10.15 | H26.11.18 | H26.12.17 ー 一 H27.3.16 
0.04 て 0.05| 0.04 て 0.06 | 0.04~0.06 |0.04~0.05 | 0.04~0.06 一 一 0.04~0.05 
H26.8.18 | H26.9.16 | H26.10.17 | H26.11.17 | H26.12.17 ー 一 H27.3.23 
0.04 て 0.05| 0.04 て 0.05| 0.04~0.05 |0.04~0.05| 0.03~0.04 ー 一 0.04~0.04 
H26.8.26 | H26.9.24 | H26.10.24 | H26.11.25 | H26.12.16 ー 一 H27.3.17 
0.08~0.12 10.09 て 0.11 10.08 て 0.13 0.08 一 0.12| 0.08 一 0.12 ー 一 0.08~0.12 
H26.8.6 | H26.9.4 | H26.10.2 | H26.11.6 | H26.12.5 ー 一 H27.3.11 
0.07~0.1010.08~0.10| 0.08~0.10 10.07~0.10| 0.08~0.10 ー ー 0.06~0.10 
H26.10.22 H27.1.21 
0.02~0.05 0.03~0.05 
H26.10.21 H27.1.20 
0.04~0.05 0.05~0.05 
H26.10.21 H27.1.20 
0.03~0.06 0.02~0.04 
H26.10.20 H27.1.19 
0.03~0.05 0.03~0.05 
H26.10.20 H27.1.19 閉鎖 期間 :4 月 て 10 月 
0.04~0.05 0.03~0.04 
閉鎖 期間 :11 月 て 3 月 
H26.10.24 H27.1.23 
0.06~0.09 0.04~0.05 
H26.10.16 H27.1.29 
0.06~0.12 0.07~0.10 
H26.10.10 H27.1.28 
0.03~0.05 0.03~0.06 
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5 出荷 制限 等 状況 一 覧 ( 国 出荷 制限 指示 、 継 続 中 の も の ) 


(平成 27 年 3 月 31 日 現在 ) 































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































0 品 目 0 対象 地域 等 
穀類 大 豆 H25. 1. 4 于 市 ( 旧 磐 清水 村 ) ※H25.2.4 に 制限 の 一 部 解除 
肉 邊 H23. 8. 1 | 岩手 県 全域 ※ H23.8.25 に 制限 の 一 部 解除 
シカ H24. 7.26 | 岩手 県 全域 
野生 鳥獣 肉 | クマ H24. 9.10 | 岩手 県 全域 
ヤマ ドリ H24.10.22 | 岩手 県 全域 
| H24. 4.13 | 陸前 高田 市 、 住 田町 」 
|H24. 4.20 | 大 船渡 市 
原木 し いた け ( 露 地 栽培 ) | H24. 4.25 | 一 関 市 、 釜 石 市 、 奥 州 市 、 平 泉町 、 大 植 町 | 
H24. 5. 7 | 花巻 市 、 北 上 市 、 山 田町 ※H26.10.7 に 制限 の 一 部 解除 _ | 
遠野 市 、 金 ケ 崎 町 
| H24.10.18 | 大 般 疲 市 、 釜 大 市 」 
原木 な めこ (露地 栽培 ) | H24.10.23 | 陆 前 高 四 市 
きのこ H24.11. 2 | 一 関 市 、 奥 州 市 
原木 くり た け ( 露 地 栽培 ) | H24.11. 2 関 市 、 奥 州 市 
| H24.10.11 | 一 関 市 、 陸 前 高田 市 、 平 泉町 
| 24. 10.16 | 釜 石 市 
野生 き の こ 類 | H24.10.18 | 奥 州 市 = ニモ ニニ ニー ニュ = ミニ ミー ミニ ラミ ミニ ミニ ニニ ニニ ニニ ニニ ニニ ニニ ニニ ミュ ミミ ミミ ミミ ミミ ミミ ミュ ミュ ニュ ミニ ミニ ゴ 
| B24. 10.29 | 大 舱 江 市、 金竹 贿 四 
国 [24.11. 7 | 这 野市 
に H25.10. 9 | 住田 町 
一 | H24. 5.10 | 花巻 市 、 奥 州 市 1. 
| ET | 
LT スム ーー 
荷 コシ アブ プラ (野生 ) SE 
制 | H24. 5.18 | 住田 町 
限 | 
指 H25. 5.16 | 遠野 市 
示 要 H24. 5.16 | 一 关 市 、 奥 州 市 bi 。 。 
山菜 | 5.18 | 人 田林 
| H24. 5.16 | 陸前 高田 市 、 奥 州 市 
ミン H25. 5.17 | 一 関 市 
Me | H25. 6.4| 平 泉町 
H26.5.7 | 釜石 市 
セリ (野生) H24. 5.30 関 市 、 奥 州 市 
总 H24. 5.31 | 一 関 市 、 奥 州 市 
人 ie | es. 4.30 | 際 員 高田 市 
三陸 南部 沖 海域 (岩手 県 宮城 県 境界 正 東 線 か ら 宮 城 県 福島 県 
に 境界 正 東 線 まで の 海域 ) 
0 1 | ※ 守 城 県 金華 山北 側 で 採取 され た スズ キ か ら 基 準 値 を 超過 す 
海産 魚 種 _ る 放 装 性 セシウム が 検出 され た こと に よる 。 和 
三陸 南部 沖 海域 (岩手 県 宮城 県 境界 正 東 線 か ら 宮 城 県 福島 県 
の 境界 正 東 線 まで の 海域 ) 
人 1 | 宮城 県 金浦 湾 で 採取 され た クロ ダイ か ら 基 準 値 を 超過 する 
放射 性 セシウム が 検出 され た こと に よる 。 
内 水面 魚 種 | イワ ナ H24. 5. 8 | 盤 井川 、 砂 鉄 川 
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『 。 出荷 制限 等 状況 一 覧 | 限 等 状況 一 臣 

















































































































































































































































































































5 出荷 制限 等 状況 一 覧 (県 出荷 自粛 要請 、 継 続 中 の も の ) (平成 27 年 3 月 31 日 現在 ) 
原木 ひら た け ( 露 地 栽培 ) | H24.10.18 | 奥州 市 
原木 ぶな は り た け ( 吉 地 H24.10.31 | 一 関 市 
栽培 ) 
原木 むき た け (露地 栽培 ) | H24. 11. 21 | 一 関 市 
乾 Lv 无 寺 ( 原 木 . 露 地 栽 | H24. 5.23 | 大 船渡 市 、 花 巻 市 、 一 関 市 、 釜 石 市 、 奥 州 市 、 住 田町 、 大 棚町 
県 乾燥 きのこ | 培 ) ※H24 年 産 H24. 5.30 | 北上 市 、 遠 野市 、 陸 前 高田 市 、 金 ケ 崎 町 、 山 田町 
県 | ， 5 ーー 
に 吉 BK 回 Me 本 2.14 | 大 船渡 市 一関 市 、 奥 州 市 、 平 泉町 
上 者 ) ※H23 年 産 
H24. 5. 8 | 花巻 市 
る ? さ ( 野 
出 有 H25. 4.26 | 陸前 高田 市 
茶 加 タラ ノ メ (野生 ) H24. 5.11 | 一 関 市 
自 山菜 類 ミズ (野生 ) H24. 5.16 | 一 関 市 
粛 フキ (野生 ) H24. 6. 5 | 奥州 市 
要 サン ショ ウ (野生 ) H24. 7.13 | 奥州 市 
丁 | 内 水面 魚 種 | ヤマ メ H24. 3.29 | 衣川 、 盤 井川 ( H24.4.1 以降 の 採 捕 自粛 を 要請 ) 
・ 盛 岡市 (玉山 区 、 旧 第 川村 の 一 部 ) 、 大 船渡 市 、 花 巻 市 〈 大 迫 南 东 部 )、 
遠野 市 (北西 部 、 北 東部 、 南 部 ) 、 一 関 市 、 陸 前 高田 市 (南部 、 矢 作 ) 、 釜 
[ 州 市 、 滝 沢 市 (東部 ) 、 金 ケ 崎 町 、 平 泉町 、 住 % | 
その 他 牧草 人 、 滝 沢 市 (東部 ) ケ 崎 町 泉町 町 、 大 棚町 ( 南 
・ 牧 草 の 戸 別 調査 結果 で 飼料 の 暫定 許容 値 を 超過 し た 農家 
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6 放射 線 影響 対策 関係 事業 の 推移 (平成 26 年 度 、 平 成 27 年 度 ) 


原子 力 発 電 所 事故 に よる 本 県 の 放射 性 
影響 を 把握 する た め 、 本 県 独自 に 放射 線 

24.252] 定 調査 を 実施 し 県 民 等 へ 情報 提供 する こと に より 、 
安心 ・ 安 全 に 資す る も の 


農業 研究 セン ター に 設置 する ゲル マニ ウム 半導体 
検出 器用 の デー タ 解 析 装 置 の 耐用 年 数 が 大 幅 に 超 
過 し て お り 、 県 検査 計画 の 遂行 に 支障 を 来 さ ぬ よ う 
更新 する も の 。 
人 敷 
境界 等 の 空間 線量 率 測 定 、 脱 水 汚泥 (汚染 土 ) の 
工業 用 水道 事業 186 125| 宮谷 . 邊 分 を 行う も の 
県 立 学 校 に お ける 調査 ・ 測 定 、 除 染 、 県 立 学校 牧草 
1.798| 地 等 除 染 を 行う も の 
県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 の 測定 、 学 校 給食 食 
27.066| 材 等 放射 性 物質 濃度 の 測定 を 行う も の 


環境 放射 能 水準 調査 旨 
む 。) 


農業 研究 セン ター 管理 運 
人 农林 水 产 部 4.557 
用 


放射 線 対策 費 4.704 
児童 生徒 放射 線 対策 支 
援 事業 費 NY 


放射 性 物質 除去 ・ 低 減 措 置 推進 の 一 環 と し て 、 放射 
性 物質 除去 ・ 低 減 技術 の 情報 収集 と 、 生 活 圏 、 農 林 
生産 環境 及び 廃棄 物 を 重点 に 、 県 内 に お いて 適用 
で きる 除去 ・ 低 減 技術 の 実証 試験 を 実施 する と と も 
に 、 市 町 村 等 へ 情報 提供 する も の 


市 町 村 に よる 円 滑 な 除 染 を 推進 する た め 、 除 楽 等 に 
要する 費用 に つい て 補助 する と と も に 、 県 民 に 対し 
3,792] て 放射 線 に 対す る 理解 を 深め る た め 基 礎 知識 を 普 
及 啓 発する も の 


放射性 物質 に 汚染 され た 道路 側溝 汚泥 の 処理 を 推 
進 する た め 、 汚 染 状 況 重点 調査 地域 に 指定 され た 
県 南 3 市 町 が 道路 側溝 汚泥 の 一 時 保管 施設 を 設置 
20.075 す る 場合 (国庫 補助 事業 対象 外 に 限る ) に 、 そ の 経 
| 費 に 対し て 一 部 を 支援 する も の (平成 26 年 度 か ら 名 


放射 性 物質 除去 ・ 低 減 技 | し 、。。。 
術 実証 事業 総務 部 


放射 線 対策 費 (H23: 放 a 
射 能 対策 費 ) 環境 生活 部 


人 环境 生活 部 11,674 


称 変 更 し 、 農 林業 系 汚染 廃棄 物 処理 等 へ の 技術 支 
援 を 追加 ) 


育 委 員 会 県 立 学校 に お ける 調査 測定 、 除 朱 、 県 立 学校 牧草 
食 の 安全 ・ 安 心 を 確保 する た め に 、 食 品 の 放射 性 物 
人 4.197 より 多く の 情報 を 県 民 に 発信 する 
の 


食品 の 効 束 的 な 放 条 性 物 質 検査 実施 と 県 民 へ の 
二 | 管 品 仿 放 身 『 の ‘ 及び 食品 の 
人 2.162 放射 性 物質 汚染 に 係る きめ 細か な 情報 提供 を 行う 
職員 を 配置 する も の 
と 放 和 朋 に 関す る り スク コミ ュ ニ ケー ショ ン を 
言 束 上 計 を 生 * こと に より 、 県民 の 正しい 知識 と 理解 の 向 
生活 3876 を 図り 、 も っ て 食品 の 信頼 感 の 醸成 に 資す る も の 


野生 動物 と の 共生 推進 | 、 が 出さ れ て いる 衝 環 内 に つい て 誠人 物 

事業 費 ( 放 射 能 対策 ) | 芋 活 放 検査 を 実施 する も の 

0 1 守 人 a よる 和 の 江守 に 対応 し た シカ の 休 休 管理 を 
こ 行 うた め の 捕 獲 を 実施 する も の 


EE RR 
a 、 、 の 信頼 を 回 復 し 、 い わ て ブラ ンド を 再 に 
いわ て ブラ ンド 再生 推進 商工 労働 観 20,524 13.982| め 、 県 産品 の 魅力 を 消費 者 に 直接 届け る 等 、 販 売 
事業 光 部 会 の 拡大 を 支援 する も の 


時 本 円 滑 な 輸出 に 資す る た め 、 証 明 書 の 迅速 な 発行 が 
生産 地 証明 等 発行 事業 | 商工 労働 観 2.170 2.167 求め られ る こと か ら 、 発行 手続 専門 の 期限 付 莉 時 職 
費 光 部 員 を 配置 する も の 


Ny 
7| 


洒 尋 避 短 膨 類 持 半 感 較 
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6 放射 線 影響 対策 関係 事業 の 推移 (平成 26 年 度 、 平 成 27 年 度 ) 


富島 原子 力 発電 所 事故 に 性 物質 の 
より 、 評 等 の 被害 を 受け た 農業 者 に 
、 農 業 経営 継続 に 必要 な 運転 資金 を 円 滑 に 供 
7.025 500| 給 する た め 、 岩 手 県 信用 農業 協同 組合 連合 会 及び 
農業 協同 組合 が 被災 農業 者 に 行う 融資 に 対し て 利 
子 補給 を 行い 、 末 端 無利子 と する も の 


安全 安心 な 県 産生 肉 の 供給 体制 を 確立 する た め 、 
県 内 外 に 出荷 され る 県 産 牛 全 頭 の 放射 性 物質 検査 
産 部 50,691 に 係る 経費 を 助成 する と と も に 、 県 産生 に 対す る 消 


農業 経営 安定 緊急 支援 | 
資金 利子 補給 


MM 
ささ 
党 
击 
は 
に 1 


主唱 


県 産 牛 肉 安全 安心 確立 | 
緊急 対策 事業 費 


ざ 
さ 


費 者 の 不安 等 を 解消 する た め 風 評 被 害 防 止 対策 を 
実施 する も の 

多国 の 滑 費 者 を 対象 と し て 、 県 記 内 林 水 放 物 

る の 消 対 て 、 県 産 農林 水産 物 の 

Ce 78.342 640| 安 全 ・ 安 心 を 発信 する と と も に 、 バ イヤ ー 等 を 対象 と 


小 
并 
党 
全 
副 


主唱 


し た 商談 会 ・ 産 地 見 学会 等 を 開催 する も の 


いわ て 農林 水産 物 消費 EE 
者 理解 増進 対策 事業 費 | 農林 水産 部 22.078| 。 23.000| 人 が 行う 物産 フェ ア 等 の 開催 に 要する 経費 に つい て 、 
補助 補助 する も の 


土壌 か ら 農 作物 へ の 吸収 ・ 移 行 な ど に つい て 科学 
農業 生産 環境 放射 性 物 |。 的 に 調査 ・ 研 究 し 、 農 業者 等 に 対し て 適切 な 生産 管 
響 要 产 部 961 949| 理 技術 等 に 関す る 情報 提供 を 行う も の 


国 の 通知 に 基づき 県 産 農 産物 の 放射 性 物質 濃度 検 
1.288] 査 を 実施 する 


さ 
Ka 


ン 
二ノ 昔 


農産 物 放射 性 物質 検査 | 昌 

県 産 畜 産物 の 安全 性 を 確保 する た め 、 県 内 産 粗 飼 
産 総 料 の 放射 性 物質 の 検査 、 牧 草地 の 除 染 、 汚 染 牧 草 
や | 農林 水産 部 3.062.302| 1.527.122| 等 の 保管 並び に 廃 用 牛 の 適正 出荷 を 支援 する も の 


Nl 
党 
郝 
は 
に 1 


* 竹 陵 類 持寺 感 障 洒 
| 


ンー 


江 界 


出荷 制限 を 解除 する た め に 必要 な 検査 に お いて 、 
特 用 林産 物 放射 性 物質 新た に 指標 値 超過 が 判明 し た きのこ 原木 及び ほ だ 
調査 事業 費 ( き の こ 原 木 | 農林 水産 部 51,781 23.718| 林 の 処理 、 落 葉 層 除 去 等 の ホ ダ 場 環 境 整 備 を 支援 
等 処理 事業 ) する も の 


出荷 制限 等 に より 資金 繰り が 悪化 し て いる 原木 し い 
人 示 二 /性 へ S | 立 | 行う 経営 朋 3 金 の 6 * に 必 ょ 原 1 貸 人 
支援 資金 貸付 金 木 水産 部 48,940 203,990 0 昌文 所 よ 
特 用 林産 施設 等 体制 束 きのこ 生産 の 維持 ・ 増 進 を 図る た め 、 菌 床 栽 培 施 き 
備 事業 費 ( 特 用 林産 施設 農林 水産 部 IA 本村 20= 間 2 
体制 整備 事業 ) 材 の 導入 を 支援 する も の 
特 用 林産 施設 等 体制 整 放射 性 物 貨 の 影響 に より 出荷 制限 が 指示 され て い 
備 事業 費 (原木 し いた け | 农林 水 产 部 内 i OR NR RE 
再生 産 促進 事業 ) 


安全 な シイ タケ 栽培 方 法 を 確立 する た め 、 林 床 の 落 
試験 研究 費 (林内 放射 性 薬 層 を 除去 する 等 の 環境 改善 を 行っ た うえ で 、 代 若 
物質 モニ タリ ング 調査 事 | 農林 水産 部 1765 .962| ホ ダ 木 を 設置 する 試験 を 実施 し 技術 開発 と 効果 を 栓 


業 ) 証する も の 


安全 な きのこ 原木 の 供給 増大 と きのこ 原木 林 の 再 
生 の た め 、 利用 可能 区 域 の 把握 に 係る モニ タリ ング 
産 部 2,143 ,288| 調 査 及び 除 染 作 業 の 効果 確認 調査 を 実施 する も の 


放射 性 物質 に より 安全 な きのこ 原木 や 新 炭 用 材 の 

生産 に 影響 を 受け て いる 広葉 樹林 の 再生 を 推進 す 

産 部 83.555 150.6001! る た め 、 伐 採 や 放射 性 物質 の 濃度 測定 調査 等 の 再 
生 に 向け た 実証 的 な 取組 を 支援 する も の 
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広葉 樹林 モニ タリ ング 等 


并 
党 
站 


広葉 樹林 再生 実証 事業 | 証 
費 補助 


本 
さ 





| 可 制 | 年 除 に 向け た 実 に 、 消 
tike 本 58 623| 革 の 信吉 を 回 復 する た め 、 原 本 し いた け 、 ほ だ 林 及 
HR に | ’ ’ ド し いた け 原 木 、 そ の 他 御 の 行う 
rey び し いた け 原 木 、 そ の 他 特 用 林産 物 の 検査 を 行う 
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6 放射 線 影響 対策 関係 事業 の 推移 (平成 26 年 度 、 平 成 27 年 度 ) 


進 県 産 水産 物 の 安全 性 確保 と 出荷 制 R 期 解除 を 
推进 事 | 农林 水 产 部 2.818 116| 目 的 と し た 、 水 産物 の 放射 性 物質 検査 を 実施 する も 
の 
放射 性 物質 の 影響 に より 、 一 部 流通 が 滞っ て いた 
処理 支援 事業 | 農林 水産 部 60.527 103.246| 樹皮 の 処理 を 支援 する も の 


県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 の 測定 、 学 校 給食 食 
材 等 放射 性 物質 濃度 の 測定 を 行う も の 


四 


2 


則 
ュー 
[> 
CI 
CI 
CD 
CD 
所 
ュー 
| 
= 
© 
〇 ゝ 
〇 ゝ 


東京 電力 原子 力 発電 所 事故 に よる 健康 へ の 影響 に 
レ 委 四 23 年 度 に 調査 対象 と な っ た 子ども に 対し て 、 尿 
放射 線 健康 影響 調査 費 893 1.655 | 笛 竹 物質 の 継続 調査 を 行う も の 


请 乌 己 烛 悄 烛 章 斗 网 而 


東京 電力 原子 力 発電 所 事故 に よる 健康 へ の 影響 に 
つい て 、 住 民 に 最も 身近 な 相談 窓口 で ある 市 町 村 
が 行う 個別 健康 相談 等 の 事業 に 要する 経費 の 一 部 


放射 線 健康 相談 等 支援 
事業 AA 4.515 13.522 補助 する 


費 補助 


一 原 到 吾 检 再 [ 遇 枯 "测定 、 陈 林 不 二 学 校 私 草 
放射 線 対策 費 【 再 掲 】 Pe 【 再 】4.704 地 等 除 染 を 行う も の 


所 


県 立 学校 に お ける 空間 線量 率 の 測定 、 学 校 給食 食 
材 等 放射 性 物質 濃度 の 測定 を 行う も の 


と 
| 
ュー 
J 
CI 
CI 
© 
CD 
ァ こ 
和 而 
ュー 
ト oS 
™ 
© 
〇 > 
〇 > 


に 必要 な 体制 を 整備 する と と も に 、「 岩 手 県 放射 線 
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"91 影響 対策 報告 書 」 を 発行 し 、 情 報 発信 を 行う も の 


3 
【 再 】1 
危機 管理 対策 費 2 
本 県 に お ける 原発 放射 線 影響 対策 へ の 取組 や 環 
境 ・ 食 品 等 の 放射 線量 等 測定 情報 を 、 ホ ー ム ペー ジ 
等 を 通じ て これ まで 以上 に 分 か りや すく か つき め 細 
【 


か く < 発信 する こと で 、 住 民 の 不安 解消 と 本 県 へ の 風 
評 被害 の 防止 に 資す る も の 


原発 放射 線 情報 発信 多 
線 影 響 対策 情報 発信 強 1" 
化 事業 費 ) 


原発 放射 線 影響 対策 の 企画 調整 や 東京 電力 株 式 
会 社 へ の 賠償 請求 等 、 原 発 放射 線 影響 対策 の 推進 
1 


射 能 対 策 費 )【 再 掲 】 及 啓 発する も の 


下 和 JE 
才 线 灵 5 要 用 に つい て に 、 県 民 に 対し 
放射 線 対 策 費 (H23- 放 | 震 境 生活 部 | 【 再 】3690| 【 再 】3.792 て 放射 線 に 対す る 理解 を 深め る た め 基 礎 知識 を 普 
食品 の 効率 的 な 放射 性 物質 検査 の 実施 と 県 民 へ の 
了 正しい 知識 の 普及 飼 発 の 取組 を 円 滑 に 行う た め 、 
放射 性 物質 検査 等 管理 环境 生活 部 【再 ]2 162 【再 ]0 食品 の 放射 性 物質 検査 の 補助 的 作業 及び 食品 の 


運営 費 【 再 掲 】 放射 性 物質 汚染 に 係る きめ 細か な 情報 提供 を 行う 
職員 を 配置 する も の 


食品 と 放射 能 に 関す る リス クコ ミュ ニケ ーション を 実 
食 の 信頼 確保 向上 対策 | 施す る こと に より 、 県 民 の 正しい 知識 と 理解 の 向上 
SN 【 再 | 環境 生活 部 | 【 再 】3.876 【 再 】0| を 図り 、 も っ て 食品 の 信頼 感 の 醸成 に 資す る も の 。 


損害 賠償 の 相談 等 に 応じ 、 賠 償 請 求 を 円 滑 に 行う 
支援 体制 を 構築 する ほか 、 風 評 の 払 し ょ くに 資す る 
【 再 】20.013| 【 再 】11.766 た め 、 本 県 が 持つ 多様 な 観光 物産 資源 の 魅力 や 、 


了 
0 
H 
0 
0 


岩 災 か ら 復 興し た 事業 者 状況 等 を 全国 に 情報 発信 
する も の 。 


放射 性 物質 の 影響 に よる 風評 被害 を 払拭 し て 、 消 
費 者 の 信頼 を 回 復 し 、 い わ て ブラ ンド を 再生 する た 
光 部 【 再 】20.524| 【 再 】13.982| め 、 県 産品 の 魅力 を 消費 者 に 直接 届け る 等 、 販 売 


庁 8S ポ 戦型 河 右 , 厨 


会 の 拡大 を 支援 する も の 


岩 災 学 習 を 中 心 と し た 教育 旅行 を 沿岸 地域 の 観光 
の 柱 と する た め 、 震 災 語 り 部 の 育成 ・ ス キル アッ プ な 

"| よる 情報 発信 や 教育 旅行 誘致 説明 会 を 通し た PR な 
ど 誘 客 に 取り 組む も の 


三陸 観光 再生 事業 費 





下 me 
| 加 ee 
上 | 
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6 放射 線 影響 対策 関係 事業 の 推移 (平成 26 年 度 、 平 成 27 年 度 ) 


て DC( デ ステ ィ ネ ーション キャ ン ペ ー ン ) の 取組 


いわ て 観光 キャ ン ペ ー ン | 商工 労働 観 に より 構築 し た 官民 共同 の 取組 を さら に 推し 進め 、 


推進 協議 会 負担 金 光 部 41.568 39.522 が 拡大 させ る 大 型 観光 キャ 
ン ペ ー ン を 実施 する も の 


EL pd 
の 活用 等 に より 観光 情報 の 発信 、 旅 行商 品 の 人 千 
国際 観光 推進 事業 10.334 10.013| 成 、 販 売 促進 を 実施 する も の 着目 


ュー、 は に ゝ の 消 て 、 県 産 産 農 了 の 
いわ て フラ ンド 再生 推進 1 生 林 水産 部 | 【 再 】80.000| 【 再 】85.640| 安 全 ・ 安心 を 発信 する と と も に 、 バイ ヤー 等 を 対象 と 
し た 商談 会 ・ 産 地 見 学会 等 を 開催 する も の 
県 産 農 林 水 産物 の 安全 性 確保 の 取組 に 対す る 消費 
者 の 理解 増進 を 図る た め 、 市 町 村 や 生産 者 団体 等 
農林 水産 部 | 【 再 】23.000| 【 再 】23.000 人 こ 要 する 経費 に つい て 、 
も の 


原発 放射 線 影響 対策 の 企画 調整 や 東京 電力 株 式 
危 対 再 再 再 に 必要 な 体制 を 人 Sh i 
寺下 玉 A に 必要 な 体制 を 整備 に 、「 岩 手 県 放射 夫 
a 機 管理 対策 費 【 再 掲 】 | 総 【 再 】3223| 【 再 】2561 影響 対策 報告 書 」 を 発行 し 、 情 報 発信 を 行う も の 


に 援 体 负 ほか 、 や 反し よく だ 
se 人 20.013 11.766 た だ め 、 本 県 が 持つ 多様 な 観光 物産 資源 の 彼 力 や 、 


上 岩 災 か ら 復 興し た 事業 者 状況 等 を 全国 に 情報 発信 
する も の 

十 可 晶 雪 の 損害 賠償 に 向け た 取 舟 爱 の 
[ee 农林 水 产 部 2.612 





TO 
oo 
= 
~~ 


EE ET FET ET COE | 


※ 平成 26 年 度 は 最終 予算 額 、 平 成 27 年 度 は 当初 予算 
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7 問合せ 先 一 
分 野 担当 課 電話 番号 
原発 放射 線 対策 の 基本 方 針 総務 部 総務 室 放射 線 影響 対策 担当 019-629-6815 
(放射 線 影響 対策 特命 チー ム ) 
損害 賠償 関係 総務 部 総務 室 放射 線 影響 対策 担当 019-629-6815 
(放射 線 影響 対策 特命 チー ム ) 
環境 放射 能 モ ニタ リン グ 環境 生活 部 環境 保全 課 019-629-5356 
学校 ・ 教 育 施設 公立 学校 、 給 食 関連 教育 委員 会 事務 局 ス ポー ツ 健 康 課 019-629-6191 
私 立 学校 、 幼 稚 園 総務 部 法務 学事 課 019-629-5041 
保育 所 保健 福祉 部 子ども 子育て 支援 課 019-629-5456 
農林 水産 物 穀類 、 野 菜 、 果 実 農林 水産 部 農産 園芸 課 019-629-5706 
牛乳 、 家 畜 、 飼 料 作物 農林 水産 部 畜産 課 019-629-5723 
牛肉 農林 水産 部 流通 課 019-629-5736 
きのこ 、 山 葉 農林 水産 部 林業 振興 課 019-629-5770 
水産 物 農林 水産 部 水産 振興 課 019-629-5817 
営農 技術 対策 農林 水産 部 農業 普及 技術 課 019-629-5652 
流通 食品 環境 生活 部 県 民 く らし の 安全 課 019-629-5323 
野生 鳥獣 肉 環境 生活 部 自然 保護 課 019-629-5371 
水道 、 飲 料 水 環境 生活 部 県 民 く らし の 安全 課 019-629-5360 
工業 製品 商工 労働 観光 部 も の づく り 自 動車 産業 振興 課 019-629-5553 
道路 施設 県 土 整備 部 道路 環境 課 019-629-5875 
廃棄 物 下記 以外 の 廃棄 物 環境 生活 部 資源 循環 推進 課 019-629-5366 
下水 汚泥 県 土 整備 部 下水 環境 課 019-629-5896 
工業 用 水道 企業 局 業務 課 019-629-6387 
子ども の 内 部 被ばく 保健 福祉 部 医療 政策 室 019-629-5472 
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